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－ニア・イズ・ベターのさらなる徹底－（区政編） 

【改革の柱１】地域社会における住民自治の拡充 
 

柱 1-Ⅰ-ア 人と人とのつながりづくり 

取組①「人と人とのつながりづくりのための取組への支援」 

 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

北区 

・ Ｗ Ｅ Ｂ （ Ｈ Ｐ や
Facebook、インスタ
グラムなどのＳＮＳ）
やアナログ（広報紙・
掲示板など）の多様な
媒体を活用して全世
代に訴求するように
地域情報を発信し、参
加を呼びかける。（通
年） 

・区民カーニバルなど
のイベントの場で、北
区の地域活動を紹介
したリーフレットに
より情報発信し、参加
を呼びかける。（通年） 

・19 地域の防災訓練を
支援し、自助・共助の
大切さを説明してい
く。（通年） 

・９割の世帯が共同住
宅居住であることを
ふまえ、マンションを
対象に、防災講座の開
催をはじめ、防災のワ
ークショップ運営や
防災マニュアルの策
定を支援することで、
マンション内の住民
交流を促進し、コミュ
ニティ形成へと誘導
する。まずは 29 年度
送付したＤＭの回答
があったマンション
から重点的に働きか
けを始めていく。（通
年） 

・ Ｗ Ｅ Ｂ （ Ｈ Ｐ や
Facebook、インスタ
グラムなどのＳＮ
Ｓ）やアナログ（広報
紙・掲示板など）の多
様な媒体を活用して
全世代に訴求するよ
うに地域情報を発信
し、参加を呼びかけ
た。 

・９割の世帯が共同住
宅居住であることを
ふまえ、マンション
を対象に、防災講座
の開催をはじめ、防
災のワークショップ
運営や防災マニュア
ルの策定を支援する
ことで、マンション
内の住民交流を促進
し、コミュニティ形
成へと誘導するた
め、まずは 29 年度送
付したＤＭの回答が
あったマンションか
ら重点的に働きかけ
を始めた。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、ＷＥＢ（ＨＰや
Facebook、インスタグラム
などのＳＮＳ）やアナログ
（広報紙・掲示板など）の
多様な媒体を活用して全
世代に訴求するように地
域情報を発信し、参加を呼
びかける。 

・マンションを対象に、防災
講座の開催をはじめ、防災
のワークショップ運営や
防災マニュアルの策定を
支援することで、マンショ
ン内の住民交流を促進し、
コミュニティ形成へと誘
導する。 

・区民カーニバルなどのイ
ベントの場で、北区の地域
活動を紹介したリーフレ
ットにより情報発信し、参
加を呼びかける。 

・19 地域の防災訓練を支援
し、自助・共助の大切さを
説明していく。 

都島区 

・地域、行政、関係機関
と連携した防災訓練
を実施（１回） 

・地域主体の訓練（９回
以上、通年） 

・出前講座（年 12 回以
上、通年）ほか 

・区民まつり、成人の日
のつどい、生涯学習フ
ェスティバルでの啓
発など（９月・１月・
３月） 

・地域主体の訓練 
３回 

・出前講座 12 種  
計 27 回 

・各種出前講座の周知
（広報誌６月号） 

・情報発信（広報誌４～
８月号、Facebook19
回、Twitter7 回） 

・各地域活動協議会が
行う活動の紹介 

― ・地域、行政、関係機関と連
携した防災訓練を実施 31
年１月 

・地域主体の訓練 ６回 
・出前講座 
・情報発信 
・区民まつり、成人の日のつ
どい、生涯学習フェスティ
バルの開催（９月・１月・
３月） 

・まちづくりセンターが行
うつながりづくりや交流
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
・様々なツールを活用

した情報発信（通年） 
 Facebook24 回 
・地域活動チラシを転

入者に配付 
 

 （実施状況：○） 

のためのイベント開催（４
件） 

・各地域活動協議会が行う
活動の紹介 

・地域活動チラシを転入者
に配付 

福島区 

・防災や福祉といった
身近な課題をきっか
けに、日常から顔見知
りになりつながって
いることの重要性を
認識してもらえるよ
うな事業を展開する。
（以下通年） 

・自主防災組織による
防災訓練への支援や
中学生被災地訪問事
業など、地域力の強化
による防災・減災・安
全対策の推進 

・地域福祉コーディネ
ーターの設置など「福
島区地域福祉ビジョ
ン」の取組 

・地域活動協議会のＰ
Ｒを行うなど、地域活
動協議会等の自律的
な活動の促進 

・自治会・町内会単位の
いわゆる「第一層」の
活動への支援など、継
続可能な地域活動の
実現 

・地域の防災意識の向
上などを目的に区内
中学生が被災地を訪
問し、体験学習を行
った。 

・地域福祉コーディネ
ーターを区内 10 地
域に 1 名ずつ配置。
ふくしま暮らし支え
合いシステムの実施
により、助け合いの
できる体制を整え
た。また、地域のコミ
ュニティサロンの情
報収集のため連絡会
に参加した。 

・区広報紙で毎月、各地
域活動協議会の活動
記事を掲載した。 

・町会加入の促進のた
め、転入者に対し、町
会（地域振興会）加入
案内チラシの配布を
実施した。 

・子どもの居場所づく
りの一環として地域
が自習室を設置する
にあたり、対象者を
絞った効果的な広報
活動など助言・支援
を行った。 

 
 （実施状況：○） 

― ・自主防災組織による避難
所開設運営訓練の実施及
び地区防災計画の作成に
ついて支援を行う。 

・中学生被災地訪問事業に
ついては、区民等を対象と
した報告会を実施し、地域
のつながり促進につなげ
る。 

・地域福祉コーディネータ
ーに対する研修会を実施
する。 

・継続したコミュニティサ
ロン連絡会への参加とサ
ロンの視察等を行う。 

・地域活動協議会の活動記
事については区広報紙 31
年３月号まで、継続して掲
載する。 

・町会（地域振興会）加入促
進のチラシについて、より
内容を充実させ引き続き
転入者に配布する。また、
広報紙・ホームページを活
用し加入促進を図る。 

此花区 

・区民まつり等コミュ
ニティ育成事業など
で地域のつながりづ
くりが必要だと感じ
ていただけるような
情報を発信していく。
（通年） 

・区広報紙を活用して
コミュニティ育成事
業実施に向けたＰＲ
を行うとともに、チ
ラシやポスターなど
でも情報発信を行う
とともに、ＳＮＳを
使った働きかけも行
った。また、各地域活
動協議会の特色ある
活動についても広報
紙等を利用して紹介
した。 

 
 （実施状況：○） 

・新しく住民とな
った方やこれま
で地域活動に積
極的でなかった
方に情報提供す
る必要がある。 

・区民まつり等、コミュニテ
ィ育成事業を実施しなが
ら、機会をとらまえてつな
がりづくりの必要性を情
報発信していく。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

中央区 

・防災訓練など地域活
動の機会を捉えた啓
発を強化する。（通年） 

・区が実施するコミュ
ニティ育成事業（区民
まつり等）を通じた啓
発を強化する。（通年） 

・広報紙や区 Twitter に
よる情報発信を強化
する。（通年） 

・各地域の防災訓練な
どにおいて身近な地
域でのつながりづく
りの大切さを啓発し
た。（９地域） 

・Twitter による地域
情報の発信（559 回） 

・地域のイベントや活
動などに関する情報
を広報紙に掲載し
た。（５回） 

 
 （実施状況：○） 

― ・防災訓練などにおける啓
発を区内全域で行う。 

・Twitter による地域情報の
発信を継続して行う。 

・地域のイベントや活動な
どに関する情報を毎月広
報紙に掲載する。 

・区民まつりにおいて地域
でのつながりづくりの大
切さについて啓発を行う。 

西区 

・マンションに出向き、
民生委員・主任児童委
員などの地域子育て
支援サークル関係者
の協力を得て、マンシ
ョンに居住する親子
が集う「にっしー広
場」を引き続き開催す
る。（年間 12 回以上） 

・子育て支援情報や地
域での様々な取組を
紹介する場を創出し、
マンション住民を地
域の活動につなげる
支援を行う。（通年） 

・マンションの特性に
応じた防災対策の講
座（年間５回以上）や
訓練を実施し、マンシ
ョン住民同士の交流
の機会をつくり、隣近
所のコミュニティづ
くりを支援する。 

・マンション内の自主
防災組織を形成する
ための支援を行うと
ともに、地域との交流
の機会をつくり、地域
とのコミュニティづ
くりを支援する。（通
年） 

・マンションに出向き、
民生委員・主任児童
委員などの地域子育
て支援サークル関係
者の協力を得て、マ
ンションに居住する
親子が集う「にっし
ー広場」を開催した。
（10 回） 

・「にっしー広場」にお
いて子育て支援情報
や地域での取組を紹
介し、マンション住
民を地域の活動につ
なげる支援を行っ
た。 

・防災出前講座（１回）
や防災訓練（２回）の
際にマンションごと
の自主防災組織の形
成や平時からの地域
とのコミュニティづ
くりの重要性を訴え
た。 

 
 （実施状況：○） 

― ・マンションに出向き、民生
委員・主任児童委員などの
地域子育て支援サークル
関係者の協力を得て、マン
ションに居住する親子が
集う「にっしー広場」を引
き続き開催する。(２回以
上） 

・引き続き、子育て支援情報
や地域での様々な取組を
紹介する場を創出し、マン
ション住民を地域の活動
につなげる支援を行う。 

・引き続き、マンションの特
性に応じた防災対策の講
座（３回以上）や訓練を実
施し、マンション住民同士
の交流の機会をつくり、隣
近所のコミュニティづく
りを支援する。 

・引き続き、マンション内の
自主防災組織を形成する
ための支援を行うととも
に、地域との交流の機会を
つくり、地域とのコミュニ
ティづくりを支援する。 

港区 

・防災訓練などの機会
を捉えて啓発を行う。
（通年） 

・多様な世代につなが
りづくりの大切さと
地域活動に興味を持
ってもらえる情報発
信を行う。（下期） 

・地域のつながりの基
礎となる自治会・町内
会への加入を呼びか

・防災学習会や広報み
なと（８月特集号）で
共助、近助の重要性
について啓発した。 

・ふれあい喫茶や食事
サービス、子育てサ
ロンなど地域でのつ
ながりづくりの場へ
の 参 加 に つ い て
Twitter 、 Facebook
を通じて情報発信し

・様々な広報ツー
ルを活用して幅
広く情報発信す
る必要がある。 

・全地域において実施する
避難所開設訓練の場にお
いて共助、近助の重要性に
ついて啓発する。 

・ 広 報 紙 や Twitter 、
Facebook などを通じて地
域でのつながりづくりの
場への参加について情報
発信する。 

・町会加入について区の広
報ツールを活用して情報
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
ける情報発信を行う。
（上期） 

た。 
・広報みなと（５、７月

号）やＨＰで町会加
入案内について掲載
するとともに区転入
者へ町会加入案内を
配布した。 

 
 （実施状況：○） 

発信するとともに、区転入
者へ町会加入案内を配布
する。 

大正区 

・小学校区を単位とし
た地域毎で実施する
事業等 

・各地域への見守り推
進員の配置による地
域住民の相談援助や
人と人とのつながり
づくり、関係機関と顔
の見える関係を作り、
効果的な連絡調整等
の実施。 

・概ね 65 歳以上のひと
り暮らしまたは高齢
者の世帯のみの方へ
の食事サービスの実
施。 

・「地域における要援護
者の見守りネットワ
ーク強化事業」との連
携業務。地域で得た要
援護者の情報を見守
り相談室と共有し、地
域での見守りを行う。 

 （以上通年） 
・地域防災リーダーの

育成（装備品の支給、
保険加入、訓練等の実
施）（６月） 

・小学校区を単位とし
た地域毎で実施する
事業の履行確認を行
った。 

・見守り相談室にて、区
が作成した要保護者
リスト掲載者への郵
送や訪問による同意
確認を行うほか、連
絡調整会議を開催し
た。 

・高齢者への食事サー
ビスを実施した。 

・見守り相談室の見守
り推進員に対する研
修会、定例会を開催
し、情報共有を行っ
た。 

・地域防災リーダー研
修・訓練を実施し、装
備品等の確認を行っ
た。 

 
 （実施状況：○） 

― ・小学校区を単位とした地
域毎で実施する事業等を
行う。 

・各地域への見守り推進員
の配置による地域住民の
相談援助や人と人とのつ
ながりづくり、関係機関と
顔の見える関係を作り、効
果的な連絡調整等を実施
する。 

・概ね 65 歳以上のひとり暮
らしまたは高齢者の世帯
のみの方への食事サービ
スを実施する。 

・「地域における要援護者の
見守りネットワーク強化
事業」との連携業務。地域
で得た要援護者の情報を
見守り相談室と共有し、地
域での見守りを行う。 

天王寺区 

・市広報板を活用し、地
域の人と人がふれあ
う活動紹介を通して、
身近な地域でのつな
がりの大切さを伝え
る。年３回（５、９、
１月） 

・区広報紙を活用して
地域活動協議会の各
種活動を紹介する。
10 回（通年） 

・避難行動要支援者名
簿に登載されている
要援護者に対して、地
域における平時の見
守りと災害時の避難
支援への備えを強化

・市広報板を活用した
活動紹介用ポスター
原案の作成が遅れ５
月予定分は８月に実
施した。 

・区広報紙を活用し、地
域活動協議会の各種
活動を４月以降毎月
紹介、７月号は、特集
を組み、より解り易
く広報を実施した。
（５回） 

・また、ケーブルテレビ
J.com と連携し、地
域活動協議会や同会
長会の紹介、地域の
各種イベント紹介を

― ・区広報紙や市広報板等を
活用して地域活動協議会
の各種活動を紹介する。 

・ケーブルテレビ J.com と
連携し、地域活動協議会や
地域の各種イベント紹介
を実施する。 

・30 年度の避難行動要支援
対象者に案内と同意確認
書を送り、新たな見守りの
同意者を加えた名簿を整
備・作成する。 

・地域や関係する機関並び
に多くの区民にさらに利
用いただけるよう取組を
進め、健康に関する出前講
座を実施する。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
する。（通年） 

・区職員が地域に出向
き、健康に関する出前
講座を実施する。（通
年） 

・参加体験型の講座や
イベント開催時の即
席講座等、区役所が積
極的に地域に出向く
「出前講座」を実施す
る。出前講座では、東
日本大震災、熊本地震
における被災地の状
況も伝えることとし、
災害対策の意識の向
上に取り組む。  
出前講座等の実施 
12 回以上 
個々のマンションへ
啓発ポスターの掲出
依頼 100 ヶ所以上
（通年） 

・天王寺区はマンショ
ン等の集合住宅が非
常に多いという区域
特性があることから、
専門性をもつ人材の
配置により、個々のマ
ンションにおいて自
主防災組織の構築な
ど防災力向上を図る
取組をスピード感を
もって進める。 
マンション防災学習
会の開催 １回 
個々のマンションへ
の個別支援 15 件以
上（通年） 

実施した。（５回） 
・29 年度に同意確認・

整備を行った避難行
動要支援者名簿を各
地域、民生委員等に
提供し、事業説明を
行った。また、30 年
度の名簿整備にあた
り、地域へ事業内容
の周知など協力依頼
を行った。 

・健康の保持増進に取
り組む機会を確保す
るため、健康に関す
る出前講座を実施し
た。（15 回開催） 

・防災出前講座を実施
し、区民に対して災
害対策を呼びかける
とともに防災意識の
啓発を図った。 

・マンション防災を推
進する専門職員を配
置して、個々のマン
ションにおいて出前
講座を実施し、自主
防災組織構築に向け
た取組を進めた。 

 
 （実施状況：○） 

・防災出前講座を引き続き
実施するなど、区民に対し
て防災意識向上に向けた
取組を進める。           

・マンション住民への出前
講座を引き続き実施し、自
主防災組織構築に向けた
取組を進めるとともに、マ
ンション防災学習会や啓
発用ポスターを通じて災
害対策意識の向上に取り
組む。 

浪速区 

・住民異動率が高いこ
とから、転入者に対す
る転入時における地
域活動参画促進の取
組をさらに強化する。
（通年） 

・地域活動への参画を
促進する案内パンフ
レットの多言語化を
進める。（通年） 

・地域に災害時要援護
者名簿を提供し、各地
域に応じた見守り活
動を開始する。（通年） 

・地域での食事サービ
スやサロンなどの取
組を活用するなどし

・転入時に訪れる住民
情報・保険年金待合
フロアに地活協ブー
スを新設し、構成団
体の事業やイベント
を紹介するととも
に、地活協の存在と
必要性、参画メリッ
トをアピールした。 

・待合呼び出しモニタ
ーにて「ようこそ浪
速区地活協へ」を趣
旨とした広告映像を
流した。 

・案内パンフレットの
多言語化に取り組ん
だ。 

・いかに自然（スム
ーズ）に「浪速区
へ転入すること
＝（イコール）浪
速区地活協の一
員となること」
と感じていただ
けるか、地域コ
ミュニティ参画
へとつながる導
線作りが必要で
ある。 

・多言語化を進め
るも、対応言語
が英語、中国語、
韓国・朝鮮語の
みであり言語の
多様化に対応す

・一見、地活協とは関係の無
さそうなツールを用いて、
知らず知らずのうち地活
協情報(ＱＲコード登録、コ
ミュニティ参画)へつなが
るような仕組みをつくる。 

・区内日本語学校との連携、
協力要請など言語の多様
化に対応する方策を検討
する。 

・引き続き、各地域に名簿を
提供するための準備を進
めるとともに、各地域の見
守り活動体制の構築を進
める。 

・ネットワーク強化事業と
連携して、引きこもりがち
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
て住民同士のつなが
りづくりを進める（通
年）。 

・見守り活動、つながり
づくりを進める中で
福祉課題をつかみ、地
域福祉ビジョンの作
成につなげる。（通年） 

・区の連長会議で説明
するとともに、各地
域活動協議会・連合
町会長会議で説明
し、名簿の提供につ
いて了解を得た。 

・これまでと同様、食事
サービスやサロンな
どの取組を活用し住
民同士のつながりづ
くりを進めた。 

・地域福祉コーディネ
ーターが日々の活動
等を通じ地域の問題
解決を行った。 

 
 （実施状況：○） 

ることが必要で
ある。 

・各地域に名簿を
提供し、３地域
で要援護者支援
や見守り活動開
始の準備を整え
る必要がある。 

・食事サービスや
サロンに出てく
ることができな
い住民の状況把
握 が 必 要 で あ
る。 

・地域福祉コーデ
ィネーターの活
動等から、行政
が福祉ビジョン
につながる体系
的な福祉課題を
把 握 す る こ と
が、まだ不十分
である。 

な住民の状況を把握する。 
・地域福祉コーディネータ
ーの活動等から、行政が福
祉課題を把握できるよう、
区社協と協力して取り組
む。 

西淀川区 

・若い世代をはじめ多
くの人に、つながりづ
くりの大切さと興味
を持ってもらえるよ
う、広報紙やＳＮＳ等
において事例の共有
や取組の情報発信を
行う。（通年） 

・地域のつながりの基
礎となる自治会・町内
会への加入を促進す
るため、転入者に対し
てチラシ等の配布を
行う。（通年） 

・各種団体で構成する
実行委員会等を組織
して区民まつりや駅
伝大会等を開催し、ス
タッフや参加者が絆
を深めることで地域
コミュニティの活性
化を推進する。（通年） 

・区民ゲートボール大
会や区民バレーボー
ル大会等を開催し、区
民の健康増進や区民
同士のコミュニティ
の活性化を推進する。
（通年） 

・若い世代をはじめ多
くの人に、つながり
づくりの大切さと興
味を持ってもらえる
よう、広報紙やＳＮ
Ｓ等において事例の
共有や取組の情報発
信を行った。 

・地域のつながりの基
礎となる自治会・町
内会への加入を促進
するため、転入者に
対してチラシ等の配
布を行った。 

・区民まつり実行委員
会を組織して、９月
開催に向けて調整を
行った。 

・区民ゲートボール大
会や区民バレーボー
ル大会等を開催し、
区民の健康増進や区
民同士のコミュニテ
ィの活性化を推進し
た。 

 
 （実施状況：○） 

― ・若い世代をはじめ多くの
人に、つながりづくりの大
切さと興味を持ってもら
えるよう、広報紙やＳＮＳ
等において事例の共有や
取組の情報発信を行う。 

・地域のつながりの基礎と
なる自治会・町内会への加
入を促進するため、転入者
に対してチラシ等の配布
を行う。 

・各種団体で構成する実行
委員会等を組織して区民
まつりや駅伝大会等を開
催し、スタッフや参加者が
絆を深めることで地域コ
ミュニティの活性化を推
進する。 

・区民軟式野球大会を開催
し、区民の健康増進や区民
同士のコミュニティの活
性化を推進する。 

淀川区 
・多様な広報媒体を活

用し、地域活動の情報
発信と地域活動参画
促進を行っていく。

・多様な広報媒体を活
用し、地域活動の情
報発信と地域活動参
画促進を行った。 

― ・様々な機会を活用して、人
と人とのつながりづくり
のための取組を推進する。 

・研修会や講習会等は、様々
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
（随時） 

・全 18 地域で実施する
地域防災訓練や避難
所開設・運営訓練を支
援する。（通年） 

・地域防災訓練等の防
災講座で自助・共助の
重要性を周知。（通年） 

・区内小学校や子供会
のイベントでチラシ
を配布する。（通年） 

・「地域における要援護
者の見守りネットワ
ーク強化事業」におい
て、各地域の見守り支
援員のスキルアップ
を図り、相談窓口とし
ての機能を充実させ
る。活動報告会によ
り、幅広く活動内容を
住民に周知し、地域の
福祉力を高める。（通
年） 

・「淀川区地域福祉推進
ビジョン」を改定し、
人と人がつながり支
え合い、誰もが住み慣
れた地域で安心して
暮らせるまちづくり
を推進していく。（下
期） 

・「ゆめちゃん☆ハッピ
ールーム」と称した子
育て講座を実施する。
（通年） 

・発達が気になる子供
を持つ親子参加型の
体験講座を実施し保
護者同士の意見交換
会を行う。（通年） 

・地域防災訓練や避難
所開設、運営訓練を
実施した。（上半期４
地域実施） 

・地域防災訓練等の防
災講座（13 回）で自
助、共助の重要性を
周知した。 

・乳幼児健診や区内小
学校や子ども会等の
イベントでチラシを
配布した。（11 回） 

・「見守りネットワーク
事業」において、４月
以降毎月見守り支援
員連絡会を開催し
た。７月には個人情
報保護についてスキ
ルアップ研修を開催
した。要援護者行政
名簿同意確認や未返
送者への訪問につい
て広報誌へ掲載し
た。 

・「地域福祉推進ビジョ
ン」改定に向けて、Ｐ
Ｔ会議２回（５・８
月）、本会議１回（７
月）を開催した。区庁
舎内に啓発チラシや
グッズを設置。 

・「ゆめちゃん☆ハッピ
ールーム」を５回開
催し、83 組 166 名の
参加があった。 

・親子講座は、全５回中
１回を実施した（４
組８人参加） 

 
 （実施状況：○） 

な手段を用い多方面に周
知を行う等、参加人数の増
加に努める。 

東淀川区 

・地域ごとに実施する
地域別保健福祉計画
作成の取組のなかで、
福祉や防災などの地
域課題を解決するた
めには、日常生活に密
着した身近なつなが
りづくりが重要であ
ることを再確認して
いく。（通年） 

・区内 17 地域のうち、
３地域において地域
別保健福祉計画作成
の取組のなかで、福
祉や防災などの地域
課題解決に向けた意
見交換等において、
つながりづくりの重
要性を再認識した。 

 
 （実施状況：○） 

・地域での保健福
祉に関する取組
については、参
加者や関係機関
が固定化・減少
しており、取組
が進んでいない
地域が多く存在
している。 

・地域課題を解消するため、
つながりづくりの重要性
や「自助・共助・公助」の
考え方および役割につい
て地域住民の理解を進め
ていく。 

・新たな参加者増につなが
るよう、区ホームページや
毎月開催している地域連
絡会議において、取組内容
を周知していく。 

東成区 
・第一層の活動内容、ニ

ーズを把握するため、
地域のイベント等に
出向き情報収集を行

・広報紙に町会加入促
進の記事を載せた。 

 

― ・地域のイベント等に出向
き情報収集を行いホーム
ページや、ＳＮＳなどでの
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
い、実現可能な支援を
検討する。（通年） 

 （実施状況：○） 情報発信を行う。 

生野区 

・共助による減災に向
けた地域自主防災活
動を支援するため、以
下を実施する。（通年） 

・地域防災訓練の支援 
・地域防災マップの作

製支援 
・地域防災リーダー研

修会の実施 

・地域防災訓練 ２地域 
・地域防災マップ作製

支援 １地域 
・地域防災リーダー研

修会 ４回実施 
 
 

 （実施状況：○） 

― ・共助による減災に向けた
地域自主防災活動を支援
するため、以下を実施す
る。 

・地域防災訓練の支援 
・地域防災マップの作製支
援 

・地域防災リーダー研修会
の実施 

旭区 

・地域活動協議会が取
り組む自律的な地域
活動をサポートし、地
域社会におけるご近
所のつながりをひろ
げ、安全・安心で活力
ある地域社会をつく
ることを積極的に支
援する。（通年） 

・若い世代やマンショ
ン住民などこれまで
地域活動への関わり
が薄かった人たちを
はじめ、あらゆる世代
を対象として、地域活
動情報をＳＮＳ等を
利用して積極的に発
信する。（通年） 

・区民まつりやスポー
ツフェスティバルな
ど、コミュニティづく
りに資する各種事業
を実施し、人と人とが
出会い、つながる機会
をつくる。（８月・11
月） 

・地域担当制を通じて、
地域のつながりの基
礎となる町内会等と
も関係をつくり、個別
の相談にも対応して
いく。（通年） 

・地域活動協議会連絡
会議等で、情報発信
及び意見交換を実施
しながら、地域課題
やニーズに対応した
活動が実施され、地
域社会におけるご近
所のつながりがひろ
がるよう積極的に支
援した。 

・あらゆる世代を対象
として、地域活動情
報を広報紙及びＳＮ
Ｓ等を利用して積極
的に発信した。 

・区民まつりを開催し、
人と人とが出会い、
つながる機会をつく
った。（８月） 

・地域担当制は防災業
務のみにシフトチェ
ンジし、まちづくり
センター機能(直営）
の中で、町内会等と
も関係をつくり、個
別の相談にも対応し
た。 

 
（実施状況：○） 

・これまで地域活
動への関わりが
薄かった人たち
をはじめ、あら
ゆる世代を対象
に、地域活動等
への参加を促す
（担い手の確保
を含む）ような
取組が必要であ
る。 

・地域活動協議会が取り組
む自律的な地域活動をサ
ポートしつつ、担い手確保
のためのワークショップ
を各校下で開催しながら
積極的に支援する。 

・若い世代やマンション住
民などこれまで地域活動
への関わりが薄かった人
たちをはじめ、あらゆる世
代に地域活動情報を知っ
てもらうため、区と地域の
双方から積極的に情報発
信する。 

・スポーツフェスティバル
を開催し、人と人とが出会
い、つながる機会をつく
る。（11 月） 

・まちづくりセンター機能
(直営）の中で、町内会等と
も関係をつくり、引き続き
個別の相談にも対応して
いく。 

城東区 

・区広報誌の特集面で、
地域活動協議会など
日頃から地域で活動
されている団体を紹
介等する。（上期） 

・「ウエルカム JOTO」
（転入者への城東区
に関する情報提供パ
ック）で、地縁団体等
への加入呼びかけビ
ラを配布する。（通年） 

・区広報誌において、地
域活動協議会の活動
を紹介する特集を掲
載した。 

・地域主催の各種行事
に参加し、情報収集
と提供を行った。 

・地域の防災訓練への
協力５回、防災出前
講座の実施２回、地
域防災リーダー隊長

・新築マンション
などへの転入者
に地域の活動に
興味を持っても
ら う 必 要 が あ
る。 

・「ウエルカム JOTO」（転入
者への城東区に関する情
報提供パック）で、地縁団
体等への加入呼びかけビ
ラを配布する。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
会議の開催１回。 

 
（実施状況：○） 

鶴見区 

・事業の同日開催等、地
域で実施する事業間
の連携を促進させる
など、参加者の交流を
図るとともにつなが
りづくりを支援する。
（通年） 

・「ツルラボ」（※１）を
６月、７月に開催し、
各地域の担い手の交
流を図るとともに、
参加対象を限定せず
広く参加を募り、地
域活動に関心のある
住民との交流も図っ
た。 
（※１）地域活動事
例の分析と意見交換
の場 

 
（実施状況：○） 

― ・地域が実施する様々な事
業の開催日とふれあい喫
茶、食事サービスの開催日
をあわせ、双方に参加でき
るようにして、相互交流を
図る。 

・「ツルラボ」、「つるばた会
議」（※２）を開催し、各地
域の担い手の交流を図る
とともに、参加対象を限定
せず広く参加を募り、地域
活動に関心のある住民と
の交流も図る。（ツルラボ：
９･10･11 月、つるばた会
議：３月） 

（※２）鶴見区版井戸端会
議 

阿倍野区 

・防災に関する出前講
座等でつながりの大
切さを啓発する。（通
年）また、阿倍野区地
域福祉計画の推進に
向けて活動主体が連
携できる仕組みづく
りを支援する。（通年） 

・小・中学校を対象とし
た防災研修でつなが
りの大切さを啓発す
る。また、区ホームペ
ージなどを活用し、若
い世代をはじめ多く
の人につながりの大
切さと興味を持って
もらえるよう啓発す
る。（通年） 

・地域で活動している
団体などが主体的に
阿倍野区の魅力を継
続して発信するため
の ツ ー ル Ｓ Ｎ Ｓ
(Facebook、インスタ
グラム等)を使用した
ＰＲ事業を行う。（通
年） 

・市民活動に関する相
談窓口を設置し、情報
提供等を行う。（通年） 

・防災関係会議参加者
への啓発：のべ 73 名 

・出前講座での啓発：開
催数２回/40 名 

・地域防災リーダーの
訓練・研修参加者へ
の啓発：のべ 390 名 

・防災教育等実施学校
数：15 校のうち８校 

・阿倍野区魅力創造事
業「あべのって」メン
バーによる阿倍野区
の魅力スポットや行
事等の情報発信 315
回（８月末時点） 

・市民活動に関する相
談窓口を阿倍野区ホ
ームページ掲載によ
り周知のうえ、区民
からの問い合わせに
対し情報提供を行っ
た。(１件) 

 
 （実施状況：○） 

― ・防災関係会議等参加者へ
の啓発：20 回以上 

・出前講座での啓発：１回以
上 

・防災教育等実施学校数：15
校のうち７校 

・まちなか防災訓練参加者
への啓発：10 回 

・阿倍野区地域福祉ミーテ
ィングを開催する。 

・阿倍野区魅力創造事業「あ
べのって」メンバーによる
ＳＮＳを使用した阿倍野
区の魅力スポットや行事
等の情報発信：１回/１日 

・引き続き、市民活動に関す
る相談窓口について阿倍
野区ホームページ掲載等
により周知する。 

住之江区 

・地活協が実施するイ
ベント等で、地活協の
活動紹介や町会加入
促進にかかる取組が
進むよう、中間支援組

・地域の協力を得て、地
活協の活動紹介や町
会加入促進について
のチラシを作成し、
区民まつりや地域の

・区広報紙やホー
ムページなど区
の広報媒体だけ
でなく、多様な
手法でより広く

・引き続き、地活協が実施す
るイベント等で、地活協の
活動紹介や町会加入促進
にかかる取組が進むよう、
中間支援組織とも連携し
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
織とも連携し支援を
行う。（通年） 

・区広報紙、ホームペー
ジ、Facebook で、地
域活動や町会加入促
進にかかる情報発信
を行う。（通年） 

まつりで配布した。 
・区広報紙で毎月地域

に焦点をあてた記事
を掲載し、ホームペ
ージや Facebook で
町会加入促進につい
てのページを掲載し
た。 

 
 （実施状況：○） 

情報発信してい
く必要がある。 

支援を行う。 
・区広報紙、ホームページ、

Facebook で、地域活動や
町会加入促進にかかる情
報発信を行う。 

住吉区 

・近所に住む人同士が
日常生活の中で顔見
知りになれるよう、地
域見守り支援や町会
エリアでの防災の取
組を進める。（通年） 

・見守り支援や個別支
援プランの作成につ
いては、実施可能な地
域を特定して進めて
いく。（通年） 

・若い世代を含むたく
さんの住民が参加し
たくなる活動事例の
情報提供を地域振興
会議や区ホームペー
ジで行う。（通年） 

・マンション住民向け
防災研修会を実施（５
回）し、防災を通じて、
住民同士のつながり
づくり、マンションと
町会・自治会等とのつ
ながりづくりを促進
する。（通年） 

・各地域・町会単位で地
域見守り支援の説明
会等を実施し、本取
組への協力依頼を行
った。(35 回） 

・子育てサロンや盆踊
り等「広報すみよし」
や区ホームページ、
Twitter で情報提供 

・マンション住民向け
防災研修会を地域と
連携して実施（１回）
し、自助・共助の取組
について啓発を行っ
た。（７月） 

 
 （実施状況：○） 

・多くの住民の訓
練・研修会の参
加を促すこと 

・地域格差がある
こと 

・若い世代の地域
活動への参加促
すこと 

・マンション住民
向け防災研修会
において、多く
の住民の参加を
促すこと 

・住吉区総合防災訓練で町
会災害対策本部（一時避難
場所）の訓練を重点的に実
施し、住民同士のつながり
づくりを促進する。 

・各地域・町会単位で地域見
守り支援の説明会等を実
施し、各地域での取組事例
などを情報提供する等、各
地域での本事業への主体
的取組を促す。 

・Twitter、LINE などを活
用し、若い世代に地域活動
の情報を発信する。 

・マンション住民向け防災
研修会を地域と連携して
実施（４回以上）し、自助・
共助の取組について啓発
を行うとともに、町会加入
のきっかけづくりに努め
る。 

東住吉区 

・地域活動に関する意
識を向上させる取組
（通年） 

・広報紙やホームペー
ジなどでの情報発信
（通年） 

・町会加入促進チラシ
などの作成・配付 
（随時） 

・様々な催し等での啓
発（通年） 

・各地域の行事予定を
広報紙に掲載した。 

・各地域の活動実施の
様子をＨＰに掲載し
た。 

・町会加入促進チラシ
を転入者に配布し
た。 

・地域の夏祭り等の機
会をとらえ啓発を行
った。 

 
 （実施状況：○） 

― ・各地域の行事予定を広報
紙に掲載する。 

・各地域の活動実施の様子
をＨＰに掲載する。 

・町会加入促進チラシを転
入者に配布する。 

・区民フェスティバル等の
機会をとらえ啓発を実施
する。 

平野区 

・「広報ひらの」以外に
も、区ＨＰやＳＮＳで
町会、自治会の加入促
進を行う。（通年） 

・Facebook，ＨＰで地域

・地域情報 Facebook
において、地域の活
動の掲載にあわせて
町会・自治会加入の
呼びかけを行った。 

・区ＨＰへどのよ
うな表現で加入
促進を掲載する
か検討が必要で
ある。 

・町会・自治会への加入の必
要性が伝わるように、複数
の具体事案例を踏まえた
案を作成し、検討を行う。 

・ 継 続 的 に 地 域 情 報
Facebook において、地域
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
の活動を掲載。（通年）  

 （実施状況：○） 
の活動の掲載にあわせて
町会・自治会加入の呼びか
けを行う。 

西成区 

・地域住民が参加する
防災訓練や防災出前
講座などを通して、共
助の重要性について
啓発を実施する。（通
年） 

・地域のつながりづく
りのために転入者へ
町内会などのチラシ
を配布し周知を行う
等の支援を行う。（通
年） 

・地域住民が参加する
防災訓練（無線交信
訓練含む）を５回、防
災出前講座を７回実
施し、共助の重要性
について啓発を実施
した。 

・転入者へ町内会（第一
層）などのチラシを
配布（転入者パック）
し周知するなどの支
援を行った。 

 
 （実施状況：○） 

・転入者パック以
外の手法につい
ても検討する必
要がある。 

・転入者パック以外にも、来
庁者の目につきやすい場
所へのチラシ配架を行う
など、周知拡充に関する取
組を進める。 

・引き続き、地域ニーズに沿
った訓練・出前講座を実施
する。 

・転入者への町内会などの
チラシを配布し周知等の
支援を行う。 
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柱 1-Ⅱ-ア 地域に根ざした活動の活性化（地縁型団体） 

取組①「自治会・町内会単位（第一層）の活動への支援」 

 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

北区 

・区内の９割の世帯が
共同住宅居住である
ことをふまえ、マンシ
ョン（366 棟）に、防
災講座の事業案内を
ＤＭ送付するととも
に、広報紙「わがまち
北区」においても事業
案内を掲載し、マンシ
ョンに呼びかける。
（通年） 

・29 年度のアンケート
結果を踏まえ、防災に
関心を示されたマン
ションには、積極的に
アプローチを行い、防
災講座の開催をはじ
め、次にマンション住
民によるワークショ
ップ、さらに防災マニ
ュアルの策定や防災
訓練の実施を支援す
る。こうした支援を通
じて、マンション住民
間での交流を促進し、
コミュニティ形成へ
と誘導する。（通年） 

・区内の９割の世帯が共
同住宅居住であるこ
とをふまえ、マンショ
ン（366 棟）に、防災
講座の事業案内をＤ
Ｍ送付するとともに、
広報紙「わがまち北
区」においても事業案
内を掲載し、マンショ
ンに呼びかけた。 

・29 年度のアンケート
結果を踏まえ、防災に
関心を示されたマン
ションには、積極的に
アプローチを行った。 

 
 （実施状況：○） 

― ・アプローチを行ったマン
ションに、防災講座の開
催をはじめ、次にマンシ
ョン住民によるワークシ
ョップ、さらに防災マニ
ュアルの策定や防災訓練
の実施を支援すること
で、マンション住民間で
の交流を促進し、コミュ
ニティ形成へと誘導す
る。 

都島区 

・防災訓練や子ども・要
援護者の見守り、百歳
体操、まつりなど、地
域活動への支援を行
うとともに、自治会・
町内会、その他各種活
動団体への支援を行
う。（通年） 

・出前講座７回（防災） 
・市有財産の使用にかか

る支援 
・活動支援として情報発

信（広報紙４～８月
号、Facebook19 回、
Twitter７回） 

・不動産取扱い事業者を
通じた地域活動チラ
シの配布（６月～） 

・百歳体操の立ち上げ・
継続支援（24 グルー
プ） 
 （実施状況：○） 

― ・出前講座 
・市有財産の使用にかかる
支援 

・活動支援として情報発信 
・不動産取扱い事業者を通
じた地域活動チラシの配
布 

・百歳体操の立ち上げ・継
続支援 

福島区 

・定期的に各地域の代
表が集まる会議を開
催し、大阪市の施策や
イベント等の行政情
報の提供を行い、各地
域活動協議会の構成
団体を通じて地域全
体に情報を届けるな
ど、つながりづくりの
基盤となる自治会・町
内会単位のいわゆる
「第一層」の活動への

・月１回の開催を基本と
する行政協力会を含
め各種団体の会議に
参加し、大阪市や他の
行政機関からの施策
やイベント等の情報
提供を行い、自治会・
町内会のつながりづ
くりを支援した。 

・町会（第一層）の行事
において、福島区住み

― ・地域担当者を活用し地域
団体との連携を密にし、
引き続き支援を行う。 

・防災対策（家具等転倒防
止）に各家庭で取り組ん
でもらうため「第一層」を
通じて啓発リーフレット
の配布を行う。 

・「第一層」に対する防災出
前講座を開催し、防災対
策支援を行う。 



13 

 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
支援を年間通じて行
う。（通年） 
また、「第一層」単位
で実施する防災訓練
や防犯活動等にも積
極的に支援するほか、
各種の「第一層」単位
で様々な活動ができ
るような情報提供を
年 1 回以上実施する。
（通年） 

ます芸人の派遣を行
い、地域でのつながり
づくり活動の支援を
行った。 

 
 （実施状況：○） 

此花区 

・自治会・町内会単位の
活動への支援策を策
定する。（下期） 

・地域活動協議会の主た
る団体でもある町内
会への加入促進のた
め、転入者に対しチラ
シの配布を実施した。 

 
 （実施状況：○） 

・活動へ参加いた
だくためにはま
ず、活動内容を
理解頂くことが
大切で、そのた
めには繰り返し
周知していく必
要がある。 

・転入者向けにチラシの配
布を行うとともに、広報
紙なども活用して町内会
への加入促進を行う。 

中央区 

・市民局において「第一
層の活動への支援の
方向性」が取りまとめ
られたため、支援の基
本的方向性に基づき、
現行業務の延長上で
支援を継続・強化す
る。（通年） 

・転入者に向け地域活動
への参加を呼び掛け
るチラシを配布した。
（随時） 

・地域担当制による支援
を行った。（随時） 

 
 （実施状況：○） 

・活動の担い手の
固定化と高齢化
の解消に向けた
取組が必要であ
る。 

・課題やニーズの把握に努
め支援策の検討を行う。 

・地域活動に関する情報を
発信し、チラシを配布す
るなど参加を呼び掛け
る。 

西区 

・自治会や町内会、子ど
も会など地縁型団体
の活動状況について、
活動主体と連携して
西区広報紙・ＨＰ等を
通じて区民に広報し、
活動目的の周知や活
動への参加を呼び掛
ける。（年間 15 回以
上） 

・広報チラシを作成し、
転入者や子育て層に
自治会・町内会活動へ
の参加を呼び掛ける。
（通年） 

・区広報紙「かぜ」７月
号において地縁型団
体の女性団体協議会
の活動状況紹介およ
び地域活動への参加
を呼びかける記事を
掲載した。 

・０才からのファミリー
コンサートにおいて
地域活動への参加を
呼びかける冊子（ひと
とひと）を配布した。
（５月） 

（年間 15回中２回実施） 
・「くらしと町会」を転入

者パック、さらに７月
より転入者情報コー
ナーに配架し町内会
活動への参加の呼び
かけを行った。 

 
 （実施状況：○） 

― ・引き続き、広く区民が訪
れる場、または目にする
媒体において、周知を図
っていく。 

・イベントでの呼びかけ 
０才からのファミリー
コンサート（10 月）・体
育と防災のつどい（10
月）・文化の集い（11 月）・
成人式（１月）・たこあげ
大会（１月） 

・パンフレット等での呼び
かけ 
かぜ９月・10 月・12 月
号 
成人式（パンフレット・
ポスター）・種花通信・体
育と防災の集いパンフ
レット・文化の集いパン
フレット 

・新たな地域活動への参加
を呼びかける広報チラ
シの作成（９月） 

港区 
・「第一層」単位で実施

する防災訓練や防犯
活動等にも積極的に

・広報みなと（８月特集
号）で地域の防災活動
への参加について情

― ・「第一層」単位で実施する
活動の情報を収集、発信
するとともに、必要に応
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
支援を行うために、支
援に関しての情報提
供を行う。（通年） 

報発信した。 
・マンション管理組合で

実施された防災学習
会へ参画し資料提供
やアドバイスを行っ
た（7 月）。 

 
 （実施状況：○） 

じた支援を行う。 

大正区 

・自治会・町内会単位の
活動への支援策を実
施する。（通年） 

・自治会・町内会への加
入を促進するため、転
入者に対してチラシ
等の配布を行った。 

 
 （実施状況：○） 

― ・自治会・町内会への加入
を促進するため、転入者
に対してチラシ等の配布
を行う。 

天王寺区 

・マンション住民への
防災訓練参加呼びか
け。（通年） 

・マンションにおいて出
前講座を実施する際
に、地域で行われる防
災訓練への参加を呼
びかけた。 

 
 （実施状況：○） 

― ・マンションにおいて出前
講座を実施する際に、地
域で行われる防災訓練へ
の参加を引き続き呼びか
ける。 

浪速区 

・地域イベント等への
参加の呼びかけをＩ
Ｔの活用等により効
果的に行う。（通年） 

・転入者に対し、地域活
動参加を促す案内パ
ンフレットを交付す
る。（通年） 

・地域担当が町会長会
議や地域イベント等
の地域活動へ参画し
情報収集を行う。（通
年） 

・学生ボランティアと
のマッチング等、担い
手の拡大に向けた取
組を行う。（通年） 

・ＣＢ/ＳＢ化、社会的ビ
ジネス化に向けた支
援を行う。（通年） 

・自治会・町会加入勧奨
ビラ（区独自作成）を
窓口ラックに設置し
た。 

・住民情報・保険年金待
合フロアに地活協ブ
ースを開設した。構成
団体の事業やイベン
トを紹介し、コミュニ
ティ参画を促した。 

・区広報紙への記事掲載
５ 回 、 ま ち セ ン
Facebook 投 稿 記 事
132 件、まちセンブロ
グ投稿記事 123 件
(4,502 アクセス)、各地
域が発信したイベン
ト情報等のブログ数
計 169 件 を行い、地
域行事への参画を促
した。（８月末現在） 

・地域担当が町会長会議
や地域イベント等の
地域活動へ参画し情
報収集を行った。 

・構成団体及び地域行事
（お祭りや地域学習
支援事業等）と、地元
企業や日本語学校（留
学生）とのマッチング
を行い、新たな担い手
の拡大や物的支援等
につなげた。 

・マンション住民
や転入者と町会
とのつながりが
希薄であり、地
域活動に関する
関心が低いこと
が課題である。 

・住民異動率が高いことか
ら、転入者に対する配布
物に町会加入勧奨ビラを
新たに封入するなど、取
組を強める。 

・町会長会議や地域イベン
ト等の地域活動への地域
担当の参画は今後も継続
した取組をする。 

・１地域にて９月よりコミ
ュニティ回収を開始す
る。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
・1 地域にてコミュニテ

ィ回収が開始された。 
 

 （実施状況：○） 

西淀川区 

・地域のつながりの基
礎となる自治会・町内
会への加入を促進す
るため、転入者に対し
てチラシ等の配布を
行う。（通年） 

・地域のつながりの基礎
となる自治会・町内会
への加入を促進する
ため、転入者に対して
チラシ等の配布を行
った。 

 
 （実施状況：○） 

― ・地域のつながりの基礎と
なる自治会・町内会への
加入を促進するため、転
入者に対してチラシ等の
配布を行う。 

淀川区 

・町内会への加入促進
に向けたチラシの作
成を支援する。（通年） 

・防災や防犯等の出前
講座により住民間の
交流を図る。（通年） 

・各種団体と、地域での
つながりづくりにつ
いての意見交換を行
う。（上期） 

・町内会加入促進チラシ
を作成し、５月の地域
振興会および地活協
会長との意見交換会
で配布した。 

・防災、防犯出前講座実
施した（防災 13 回、防
犯 12 回）。 

・各種団体の総会に出席
し、意見交換や団体総
会資料を入手した。
（４月～６月） 

 
 （実施状況：○） 

・町会加入促進チ
ラシのより一層
の活用が課題。 

・総会以外の場で
の意見交換の機
会を設ける必要
がある。 

・転入時に住民情報窓口で
配布できる町内会加入促
進チラシを作成する。 

・出前講座について下半期
も積極的に広報すること
で利用件数増を図る。 

・各種団体の実施する各種
行事に積極的に参加する
ことや広報紙等を入手す
ることで、連携を深める。 

東淀川区 

①地縁型団体活動への
支援 

・区の広報紙や転入手
続きの際に窓口で配
布している「転入者パ
ック」を活用して、地
域振興会（町会）など
の地縁型団体への加
入促進の働きかけを
行う。（通年） 

・マンション建設時に
自治会の組織形成を
支援する。（通年） 

・防災訓練等の機会を
通じて自助・共助の意
識を高め、町会加入の
促進を図る。（通年） 

②地縁型団体への情報
提供など 

・新たな連携が創出さ
れるよう、先行事例な
どの情報を地縁型団
体に提供し、連携の呼
びかけを行う。（通年） 

・29 年度から継続して
町会加入促進のチラ
シを転入者パックに
入れており、また区役
所ロビーのラックに
配架した。 

・東淀川区内各地域で開
催される夏まつりの
ポスターを区役所庁
舎内壁面及び出張所
庁舎内にて掲示した。 

・区内で実施されるイベ
ントにおいて防災ブ
ースを出展し、災害に
関する基礎知識や具
体的な災害対策の手
法を周知するととも
に、町会加入に関する
アンケートを実施し
た。 

・毎月開催している地域
連絡会議において、地
域活動や暮らしに役
立つ情報の提供を行
った。 

・マンション建設時の自
治会組織形成支援に
ついては有効な具体

・マンション住民
と町会のつなが
り が 希 薄 で あ
り、マンション
住民の地域活動
に関する関心が
低い。 

・町内会単位の活
動 支 援 に つ い
て、町会加入率
や町会加入者の
減少理由等の現
状把握と分析を
行 う 必 要 が あ
る。 

・毎月開催している地域連
絡会議において、地域活
動や暮らしに役立つ情報
の提供を行う。 

・10 月以降の広報紙に継
続的に町会加入促進の記
事を掲載する。 

・防災訓練等の際に、地域
に対して町会加入促進の
チラシ等を渡す。 

・マンション建設時の自治
会の組織形成支援につい
て検討するが、有効な具
体的取組が見いだせない
場合、取組の再構築を図
る。 

・町会加入率や町会活動を
取り巻く現状について聞
き取りを行う。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
的取組が８月末まで
には見いだせなかっ
た。 

 
 （実施状況：△） 

東成区 

・29 年度に実施した方
法以外に、第一層の活
動内容および活動主
体のニーズを有効か
つ負担少なく把握で
きる方法を検討する。
（通年） 

・来庁する区民に対し、
モニター（行政情報広
告画面）を用いて自治
会・町内会への加入を
呼びかけた。 

・区広報紙「ひがしなり
だより」８月号に町内
会・自治会加入促進の
記事を掲載した。 

 
 （実施状況：○） 

― ・第一層の活動内容および
活動主体のニーズを有効
かつ負担少なく把握でき
る方法を検討していく。 

生野区 

・連合振興町会長会議
で行政情報の提供を
行う。（通年） 

・自治会・町内会への加
入促進チラシの配布
（通年） 

・連合振興町会長会議で
行政情報の提供 ４
回 

・自治会・町内会への加
入促進チラシの配布 
区役所での配布（常
時） 転入者パックで
の配布（全転入世帯に
配布） 

 
 （実施状況：○） 

― ・連合振興町会長会議で行
政情報の提供を行う。 

・自治会・町内会への加入
促進チラシの配布。 

旭区 

・自治会・町内会、その
他各種グループとい
った活動主体が、自律
的かつ円滑に地域で
の活動を行うことが
できるよう、活動主体
間の連携促進といっ
た支援を行う。（通年） 

・活動主体間の連携促進
といった支援として、
町内会等とも関係を
つくり、個別の相談に
も対応した。 

 
 （実施状況：○） 

・自律的かつ円滑
に地域での活動
を行うことがで
きるような具体
的 な 取 組 が 必
要。 

・転入者パックにて、町内
会の紹介チラシを配布す
るなどの取組を行う。 

城東区 

・各地域からの相談内
容等に応じた、支援策
を提供する。（通年） 

・まちづくりセンターに
よる相談、支援を行っ
た。 

 
 （実施状況：○） 

・ごみ問題、駐輪問
題など地域の日
常の諸問題に対
する解決支援の
必要がある。 

・相談内容を十分把握した
うえでのきめ細かな相
談、支援を行う。 

鶴見区 

・町内会単位で実施す
る防災訓練への支援
を行うとともに、防災
を通じて、地域とのつ
ながりづくりを促進
する。（通年） 

・転入者向けリーフレ
ットを作成し、町内会
等に関する情報の提
供を行う。（通年） 

・防災訓練の実施手法等
のアドバイスととも
に簡易トイレ等物品
の貸出を行い、訓練実
施を支援した。（１か
所） 

 
 （実施状況：○） 

― ・町内会単位で実施してい
る防災訓練への支援（３
か所）を行い、防災を通じ
て地域とのつながりづく
りを促進する。 

・転入者向けリーフレット
を作成及び配布し、町内
会等に関する情報の提供
を行う。 



17 

 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

阿倍野区 

・自治会・町内会単位の
活動を支援する。（通
年） 

・広報紙や Twitter など
による周知、講師とし
て職員派遣、大阪市等
の制度紹介などの支
援を行う。（通年） 

・区役所 Twitter や、ま
ちセン Facebook 等で
事業について情報発
信を行った。 

・自治会・町内会単位の
活動を支援した。 

 
 （実施状況：○） 

― ・区役所 Twitter や、まち
セン Facebook 等で事業
について情報発信を行
う。 

・自治会・町内会単位の活
動を支援する。 

住之江区 

・区広報紙、ホームペー
ジ、Facebook で、町
会加入促進にかかる
情報発信を行う。（通
年） 

・広報紙で毎月地域に焦
点をあてた記事を掲
載し、ホームページや
Facebook で町会加入
促進についてのペー
ジを掲載した。 

 
 （実施状況：○） 

・より効果的な発
信内容となるよ
うさらに工夫し
ていく必要があ
る。 

・広報紙、ホームページ、
Facebook 等について、そ
れぞれの利用者の年齢層
を鑑み、各媒体に対応し
た町会加入促進にかかる
情報発信を行う。 

住吉区 

・町会災害対策本部へ
バール・ジャッキ等の
救助資器材が未配備
の所に配備（下期） 

・携帯用簡易トイレの
配備（各町会 10 個）
（下期） 

・水害時避難ビル（市営
住宅など）へ布担架の
配備（下期） 

・マンション住民向け
防災研修会を実施（５
回）し、防災を通じて、
住民同士のつながり
づくり、マンションと
町会・自治会等とのつ
ながりづくりを促進
する。（通年） 

・救助資器材、簡易トイ
レ、布担架の購入（８
月） 

・マンション住民向け防
災研修会を地域と連
携して実施（１回）し、
自助・共助の取組につ
いて啓発を行った。
（７月） 

 
 （実施状況：○） 

・配備した救助資
器材などを使い
こなすことによ
り地域防災力を
高めること 

・マンション住民
向け防災研修会
において、多く
の住民の参加を
得ること 

・救助資器材、携帯用簡易
トイレ、布担架を配備す
る。 

・配備した救助資器材等を
総合防災訓練で活用す
る。（11 月） 

・マンション住民向け防災
研修会を地域と連携して
実施（４回以上）し、自助・
共助の取組について啓発
を行うとともに、町会加
入のきっかけづくりを行
う。 

東住吉区 

・地域活動に関する意
識を向上させる取組
（通年） 

・広報紙やホームペー
ジなどでの情報発信
（通年） 

・町会加入促進チラシ
などの作成・配付（随
時） 

・様々な催し等での啓
発（通年） 

・各地域の行事予定を広
報紙に掲載した。 

・各地域の活動実施の様
子をＨＰに掲載した。 

・町会加入促進チラシを
転入者に配布した。 

・地域の夏祭り等の機会
をとらえ啓発を行っ
た。 

 
 （実施状況：○） 

― ・各地域の行事予定を広報
紙に掲載する。 

・各地域の活動実施の様子
をＨＰに掲載する。 

・町会加入促進チラシを転
入者に配布する。 

・区民フェスティバル等の
機会をとらえ啓発を実施
する。 

平野区 

・収集できた自治会、町
内会の情報、課題の共
通事項を分析して支
援方策を検討する。
（通年） 

・地域振興会等の情報、
課題の収集を進めた。 

 
 （実施状況：○） 

・共通した課題、支
援希望の分析を
進める必要があ
る。 

・地域振興会等と課題や解
決の方向性の意見交換を
行い、具体的支援を定め
る。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

西成区 

・転入者へ町内会（第一
層）などのチラシを配
布し周知する等の支
援を行う。（通年） 

・町内会（第一層）など
の活動状況等をＨＰ
へ掲載し周知する等
の支援を行う。（通年） 

・転入者へ町内会（第一
層）などのチラシを配
布（転入者パック）し
周知する等の支援を
行った。 

・町内会（第一層）など
による地域活動状況
等について、ＳＮＳの
活用により周知を行
った。 

 
 （実施状況：○） 

・転入者パック以
外の手法につい
ても検討する必
要がある。 

・転入者パック以外にも、
来庁者の目につきやすい
場所へのチラシ配架を行
うなど、周知拡充に関す
る取組を進める。 

・町内会（第一層）などに
よる地域活動状況等につ
いて、ＨＰにチラシのデ
ータを掲載するなど、周
知方法をより拡充する。 

 

 

  



19 

柱 1-Ⅱ-ア 地域に根ざした活動の活性化（地縁型団体） 

取組②「地域リーダーの活躍促進」 

 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

北区 

・活動が形骸化しない
よう、活動の場の提
供や場づくりの支
援を行う。（通年） 

・地域活動が形骸化しな
いよう、地域主体によ
るまちづくり勉強会
の設置に向け、様々な
調整や支援を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、地域活動が形骸
化しないよう、まちづくり
勉強会を設置のうえ運営
支援する。 

都島区 

・関係部局と連携し、
本人の意向に基づ
き活躍の場につな
げる。（通年） 

・防災リーダー向け新任
研修・アドバンス研修
２回 

・防災リーダー会議 
３回 

 
（実施状況：○） 

― ・防災リーダー会議 ３回 
  防災リーダー向け研修・
アドバンス研修２回 

福島区 

・関係部局等と連携
し、地域リーダーな
どの人材について、
本人の意向に基づ
いた活躍の場につ
なげるよう取り組
む。（通年） 

・防災関係の知識や技術
の習得を目的とした、
新任の地域防災リー
ダーに対する新任研
修や、地域防災リーダ
ーへの技術訓練を行
った。 

（実施状況：○） 

― ・関係部局と連携し、情報収
集を行いながら、地域リー
ダーなど中心的な人材へ
の活躍の場が広がるよう
にする。 

此花区 

・本人の意向に基づき
活動の場につなぐ
取組を実施する。
（通年） 

・本人の意向に基づき、
必要な情報を提供し
た。また、同じ活動を
行う人同士の交流会
の実施に向け関係者
と調整を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・交流会の実施後、アンケー
トから課題を整理すると
ともに地域リーダーとし
て次世代を担う方への活
動の場につなぐ働きかけ
を行う。 

中央区 

・地域リーダーがやり
がいを感じること
ができるよう、ニー
ズや意向を踏まえ
た活動支援を行う。
（通年） 

・10 月実施予定の地域
活動協議会活性化セ
ミナーにおいて市民
活動支援事業につい
て情報提供を行うた
めの企画・調整を行っ
た。（随時） 

 
（実施状況：○） 

・「やらされ感」や
「負担感」の解
消に向けた取組
が必要である。 

・10 月実施予定の地域活動
協議会活性化セミナーに
おいて市民活動支援事業
について情報提供を行う。 

西区 

・防災リーダーの活躍
促進の一環として、
情報共有会等の開
催を通じ、地域にお
ける防災活動の強
化に努める。（年２
回以上開催） 

・地域防災訓練に伴う地
域防災リーダーとの
ワークショップにお
いて他地域の訓練内
容等の情報共有を実
施した。(６月) 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、各地域防災訓練
に伴う地域防災リーダー
とのワークショップにお
いて他地域の訓練内容等
の情報共有を実施する。
（１回以上開催） 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

港区 

・地域リーダーの活躍
促進に向けて、現行
の活動に関する意
見等を把握し、各人
の意向に基づいた
活躍の場につなげ
るよう取り組む。
（通年） 

・新任の地域防災リーダ
ーに対し、防災関係の
知識や技術の習得を
目的とした研修会（座
学・実技）を実施した。
（７月） 

 
（実施状況：○） 

― ・地域防災リーダーが主体
的に地域防災の役割を担
えるよう、各人の意向を聞
きながら必要に応じた支
援を行う。 

大正区 

・地域防災リーダーの
育成（装備品の支
給、保険加入、訓練・
研修会の開催）（６
月） 

・地域活動への参加・
参画を促すため、事
業の効果的な実施
を支援（通年） 

・地域防災リーダー研
修・訓練を実施し、装
備品等の確認を行っ
た。 

・各地域で会計実務者へ
の説明会を開催した。
地域の要望により支
援員を派遣し、指導・
助言を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域活動への参加・参画を
促すため、事業の効果的な
実施を支援する。 

天王寺区 

・本人の意向に基づき
活躍の場につなぐ
取組を実施する。
（通年） 

・グリーンコーディネー
ターを中心に集まる
団体(グリーナリー天
王寺)について、種から
育てる花づくりや季
節の花の植え替えな
ど活動の場を提供し
た。 

 
 （実施状況：○） 

― ・本人の意向に基づき活躍
の場につなぐ取組を実施
する。 

浪速区 

・役割の理解を深める
取組を実施するこ
とにより、動機付け
ややりがいを創出
し、本人の意向に基
づく活躍を促進し
ていく。（通年） 

・区地域防災リーダー設
置要綱及び要領を制
定（４月）し、区長委
嘱を交付することに
より、役割について理
解の深化が図れたと
ともに、動機付けやや
りがいを創出できた。 

・グリーンコーディネー
ターに対し種花会議
を４月に実施した。ま
た、イベントや講習会
での講師活動、保育
所、中学校での植え方
指導（随時）を通し役
割についての理解を
深め、やりがいを創出
した。 

 
（実施状況：○） 

― ・グリーンコーディネータ
ーの活躍の場を創出する。
（11 月に緑化普及イベン
トの実施）） 

・区役所・建設局・グリーン
コーディネーターによる
意見交換会を実施する。
（４回） 

西淀川区 
・地域リーダーの活躍

促進に向けて、本人
の意向に基づき活
躍の場につなぐ取

・地域リーダーの活躍促
進に向けて、各地域で
の取組について情報
交換を行う場を提供

― ・地域リーダーの活躍促進
に向けて、本人の意向に基
づき活躍の場につなぐ取
組を実施する。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
組を実施する。（通
年） 

した。 
 

 （実施状況：○） 

淀川区 

・関係部局と連携し、
本人の意向に基づ
き活躍の場につな
ぐ取組を実施する。
（通年） 

・区長会議の取組内容に
ついて、区役所担当者
間で共有した。（８月） 

 
 （実施状況：○） 

― ・区長会議の支援を受けな
がら、関係局と連携し、本
人の意向に基づき活躍の
場につなぐ取組を実施す
る。 

東淀川区 

・地域リーダーの意向
に基づき、活躍の場
につなぐ取組を実
施する。（通年） 

・地域防災リーダーに対
する研修の実施によ
り知識向上を図り、学
校の出前授業等で地
域防災リーダーの参
画を促した。 

・グリーンコーディネー
ターの活躍の場につ
いて、区役所・建設局・
グリーンコーディネ
ーターによる意見交
換会を実施した。（月
１回）また、花づくり
広場や区役所前の花
壇など活動の場を提
供した。 

 
 （実施状況：○） 

・全地域の防災訓
練や学校の出前
授業等で地域防
災リーダーが参
画するよう取組
を支援する必要
がある。 

・グリーンコーデ
ィネーターにつ
いて新たな担い
手がいない。 

・各地域で実施される防災
訓練等において、地域防災
リーダーが、地域における
防災活動の中核的な存在
として活躍できるよう、訓
練計画の策定支援を行う。 

・グリーンコーディネータ
ーについて、活動内容をＳ
ＮＳ等を活用して周知を
行うなど、若い世代に関心
を持ってもらえるよう働
きかけを行う。 

東成区 

・地域リーダーなどの
人材を改めて把握
し、本人の意向に基
づき活躍の場につ
なげる。（通年） 

・地域防災リーダー訓
練時等で、地域防災
力向上に関するア
ンケートを実施す
る。（下半期） 

・地域リーダーの意向を
汲んだ取組を行うこ
とにより活躍の場に
つなげた。 

・地域防災リーダー新任
研修開催：１回 

・地域防災リーダー訓練
開催：11 回 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、地域リーダーの
意向を汲んだ取組を行う
ことにより活躍の場につ
なげていく。 

・地域防災リーダー訓練時
等で、地域防災力向上に関
するアンケートを実施す
る。 

          

生野区 

・本人の意向に基づき
活躍の場につなぐ
取組を実施する。
（通年） 

・地域防災リーダーに対
し、防災関係の知識や
技術の習得を目的と
した研修会を実施。
（６月） 

 
（実施状況：○） 

― ・本人の意向に基づき活躍
の場につなぐ取組を実施
する。 

旭区 

・本人の意向に基づき
活躍の場につなぐ
取組を実施する。
（通年） 

・区長会等での、既存の
リーダー養成の仕組
みの形骸化について
の議論を踏まえ、活動
の本来の目的を説明
するなど、本人の意向
が反映するように取
り組んだ。 

・地域リーダーと
して活躍する人
材 の 発 掘 が 必
要。 

・ＳＮＳ等を利用して、担い
手の拡大に向けた広報な
どの働きかけを行うよう
支援する。（各校下１回以
上） 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
 

（実施状況：○） 

城東区 

・本人の意向に基づき
活躍の場につなぐ
取組を実施する。
（通年） 

・地域防災訓練の内容や
進行について、防災リ
ーダーと意見調整を
行い、支援を行った。 

 
   （実施状況：○） 

・リーダーの主体
的なアイデアを
掘り起こす必要
がある。 

・リーダーのアイデアを掘
り起こせるよう話し合い
の場を設ける。 

鶴見区 

・区役所・建設局・グ
リーンコーディネ
ーターによる意見
交換会を実施した
り、区ＨＰや広報紙
で活動状況を広報
することにより、活
躍の場の創出・拡充
につなげる。（通年） 

・ＨＰにグリーンコーデ
ィネーターの活動状
況を掲載した。 

・区役所・建設局・グリ
ーンコーディネータ
ーによる意見交換会
を実施した。（２回） 

 
（実施状況：○） 

― ・ＨＰや広報紙９月号で活
動状況を掲載する。 

・区役所・建設局・グリーン
コーディネーターによる
意見交換会（３回）を実施
する。 

阿倍野区 

・本人の意向に基づき
活躍の場につなぐ
取組を実施する。
（通年） 

・地域防災リーダー新任
研修開催：２回 

・地域防災リーダー訓練
開催：２回 

・ウォーキングサポータ
ースキルアップ講座：
１回 

 
（実施状況：○） 

― ・防災ジュニアリーダー研
修開催：１回 

・ウォーキングサポーター
スキルアップ講座：２回 

住之江区 

・関係部局等と連携
し、本人の意向に基
づき活躍の場につ
なげるよう取り組
む。（通年） 

・地域リーダーが活躍で
きる手法等について、
課題の洗い出しと検
討を行った。 

 
（実施状況：○） 

・地域リーダーの
高齢化対策や、
長期的な意欲の
持続等、新たな
担い手の育成や
意識醸成の手法
を工夫する必要
がある。 

・新たな担い手の育成や意
識醸成の手法を工夫する
ため、引き続き関係部局等
と連携し、本人の意向に基
づき活躍の場につなげる
よう取り組む。 

住吉区 

・地域リーダー活躍促
進のため、本人の意
向に基づき活躍の
場につなぐ取組を
実施する。（通年） 

・地域防災リーダー研修
会（８月）を開催し、
役割について説明す
るとともに、住吉区総
合防災訓練で実施す
る町会本部の訓練に
ついて主体的に参加
するように促した。 

 
（実施状況：○） 

・町会役員との連
携 

・女性の参画 

・住吉区総合防災訓練で地
域防災リーダーを中心と
した町会災害対策本部（一
時避難場所）の訓練を実施
する。 

・訓練に向けた説明会で女
性の視点での内容を説明
する。 

東住吉区 

・手法の検討にあたり
関係部局との連携
が必要（通年） 

・地域リーダーの活躍促
進に繋がるよう関係
局との情報共有や委
嘱式開催、事業実施等
での連携を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・委嘱式開催や事業実施等
の機会をとらえ関係局と
の情報共有等の連携を行
う。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

平野区 

・新任防災リーダーに
対し基礎的な防災
力の取得を目的に、
座学及び技術訓練
を実施する。（上期） 

・本人の意向に基づき
活躍の場につなぐ
目的に、消防署と連
携のうえさらに高
い技術の習得を目
指した取組を実施
する。（通年） 

・地域防災リーダーの
中から、市大都市防
災教育研究センタ
ーの事業への参加
者を募り、高い防災
力を身につけても
らう。（通年） 

・新任防災リーダーに対
し座学研修を行った。 

・2 地域で防災リーダー
アドバンスコースの
訓練を行った。 

・市大都市防災教育セン
ターの防災士養成講
座へ地域の方の参加
を決定した。 

 
 （実施状況：○） 

・防災リーダーア
ドバンスコース
の訓練の未実施
地域への実施促
進 が 必 要 で あ
る。 

・市大防災士養成
講座への参加人
数の増が必要で
ある。 

・消防署と連携し未実施地
域へ実施方法など具体的
提案を行い、実施促進を行
う。 

・31 年度に向けた実施枠の
拡大について、市大に依頼
を行う。 

西成区 

・役割の理解を深める
取組を実施するこ
とにより、動機付け
や遣り甲斐を創出
し、本人の意向に基
づく活躍を促進し
ていく。（通年） 

・５月に研修会を開催
し、活動をけん引して
いく立場であること
など、リーダーとして
果たすべき役割や心
構えについて理解を
深めた。 

 
（実施状況：○） 

・研修会参加者に
よるアンケート
の結果、「役割が
理解できた」と
答えた割合は高
かったが、今後
も 高 水 準 を 維
持・継続してい
く必要がある。 

・研修会参加者のアンケー
ト結果を参考に研修内容
を検討し、高水準の目標達
成を維持・継続できるよう
取組を進めていく。 
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柱 1-Ⅱ-ア 地域に根ざした活動の活性化（地縁型団体） 

取組③「気軽に活動に参加できる機会の提供」 

 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

北区 

・ Ｗ Ｅ Ｂ （ Ｈ Ｐ 、
Facebook、インスタ
グラム）やアナログ
（広報紙・リーフレッ
ト・掲示板）の多様な
媒体を活用して全世
代に訴求するように
地域情報を発信し、参
加を呼びかける。（通
年） 

・地域活動協議会が発
行する広報紙での活
動紹介により、地域住
民の地域活動への参
加を呼びかける。（通
年） 

・ＷＥＢ（ＨＰ、Facebook、
インスタグラム）やアナ
ログ（広報紙・リーフレ
ット・掲示板）の多様な
媒体を活用して全世代
に訴求するように地域
情報を発信し、参加を呼
びかけた。 

・地域活動協議会が発行
する広報紙での活動紹
介により、地域住民の地
域活動への参加を呼び
かけた。 

 
 （実施状況：○） 

― ・引き続き、ＷＥＢ（ＨＰ、
Facebook、インスタグラ
ム）やアナログ（広報紙・
リーフレット・掲示板）の
多様な媒体を活用して全
世代に訴求するように地
域情報を発信し、参加を
呼びかける。 

・引き続き、地域活動協議
会が発行する広報紙での
活動紹介により、地域住
民の地域活動への参加を
呼びかける。 

都島区 

・まちづくりセンター
と連携し、誰もが気軽
に参加できる地域活
動の情報を収集・発信
する。（情報発信 30
件）（通年） 

・各地域活動協議会が行
う活動の周知 

 Facebook11 回 
・防災訓練などの発信 

５ 回 （ Ｈ Ｐ ２ 回 、
Facebook１回、Twitter
２回） 

・クリーン作戦 １回
（5/19） 

・クリーン作戦の周知 
６回（広報誌５月号、Ｆ
Ｂ、ＨＰ、ポスター、チ
ラシ、掲示板） 

・地域活動の情報発信 
Facebook19 回、Twitter
７回 

 
 （実施状況：○） 

― ・各地域活動協議会が行う
活動の周知 

 
・クリーン作戦（11/17） 
・区民まつり（９月) 
・健康づくりのつどい

（10/28) 
・まちづくりセンターが行
うつながりづくりや交流
のためのイベント開催
（４件） 

・その他、地域活動（防災
訓練、イベントなど）の発
信 

福島区 

・誰もが気軽に参加で
きるイベント等の情
報など、活動のきっか
けとなる情報を年１
回以上収集・発信し、
市民活動への参加を
呼びかける。（通年） 

・区広報紙において誰
もが気軽に参加でき
る地域活動の情報を
年３回発信する。（通
年） 

・区広報紙に地域活動協
議会の活動記事を毎月、
継続して掲載した。 

・同７月号には盆踊りを
はじめとする地域イベ
ントを掲載した。 

・子どもの居場所づくり
の一環として地域が自
習室を設置するにあた
り、対象者を絞った効果
的な広報活動など助言・
支援を行った。 

・町会（第一層）の行事に
おいて、福島区住みます
芸人の派遣を行い、地域
活動に気軽に参加でき
る雰囲気づくりの支援

― ・区広報紙 12 月号におい
て、地域で実施する歳末
夜警への参加促進記事を
掲載する。 

・地域活動協議会の活動記
事については同紙 31 年
３月号まで、継続して掲
載する。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
を行った。 

 
 （実施状況 ○） 

此花区 

・地域活動協議会はじ
め他の地縁型団体が
行う活動について、区
広報紙やＨＰ等で情
報発信していく。（通
年） 

・７月から各地域活動協
議会や特色ある取組を
区広報紙で紹介した。 

 
 （実施状況：○） 

― ・地域活動協議会はじめ他
の地縁型団体が行う活動
について、区広報紙やＨ
Ｐ等で情報発信してい
く。 

中央区 

・身近な地域において
活動のきっかけとな
る情報を収集・発信
し、地域活動への参加
を呼びかける。（通年） 

・地域のイベントや活動
などについての情報を
広報紙に掲載した。（５
回） 

・Twitter による地域情報
の発信を行った。（559
回） 

 
 （実施状況：○） 

・地域活動の認
知度を高める
取組が必要で
ある。 

・活動のきっか
けとなる情報
の発信を図る
必要がある。 

・地域活動への参加を呼び
かけるチラシを区民まつ
り等で配布する。 

・地域のイベントや活動な
どについての情報を毎月
広報紙に掲載する。 

・Twitter による地域情報
の発信を継続して行う。 

西区 

・自治会や町内会、子ど
も会など地縁型団体
の活動状況について、
活動主体と連携して
西区広報紙・ＨＰ等を
通じて区民に広報し、
活動目的の周知や活
動への参加を呼び掛
ける。（年 15 回以上） 

・地縁型団体の会議等
で活動目的を改めて
確認する機会を設け、
さらに誰もが気軽に
参加できるようにす
る仕組みや工夫に関
する情報提供を行う。
（年６回以上） 

・区広報紙「かぜ」７月号
において地縁型団体の
女性団体協議会の活動
状況紹介および地域活
動への参加を呼びかけ
る記事を掲載した。 

・０才からのファミリー
コンサートにおいて地
域活動への参加を呼び
かける冊子（ひととひ
と）を配布した。（５月）
（年間 15 回中２回実
施） 

・地域の祭り運営ボラン
ティア募集により地域
活動に参加するように
なった事例などを青少
年５団体及び体育厚生
協会の総会において情
報提供を行った。（６回
実施） 

 
 （実施状況：○） 

― ・引き続き、広く区民が訪
れる場、または目にする
媒体において、周知を図
っていく。 

・イベントでの呼びかけ 
０才からのファミリーコ
ンサート（10 月）・体育と
防災のつどい（10 月）・文
化の集い（11 月）・成人式
（１月）・たこあげ大会
（１月） 

・パンフレット等での呼び
かけ 
かぜ９月・10 月・12 月号 
成人式（パンフレット・ポ
スター）・種花通信・体育
と防災の集いパンフレッ
ト・文化の集いパンフレ
ット 

・新たな地域活動への参加
を呼びかける広報チラシ
の作成（９月） 

・引き続き、誰もが気軽に
地域活動に参加できるよ
うにする仕組みや工夫に
関する情報提供を行う。 

港区 

・保健福祉課と協働ま
ちづくり推進課、社
協、コミュニティ協
会、ならびに各地域活
動協議会等と連携し
多様な広報ツールを
活用したきめ細かな
市民活動情報の発信
を行う。（通年） 

・子育て、健康、スポーツ、
文化等の市民活動情報
について、広報紙、ＨＰ
等、多様な広報ツールを
活用してきめ細やかな
情報発信を行った。 

 
 （実施状況：○） 

― ・様々な市民活動情報につ
いて、各機関と連携しな
がら多様な広報ツールを
活用してきめ細やかな情
報発信を行う。 

26 

 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

大正区 

・地域の行事や活動へ
の参加、地域の担い手
へのヒアリング等を
行うことによる地域
や地域活動の現状や
課題を把握及び整理
（通年） 

・区内の若者をはじめ
とする市民ボランテ
ィアと協働で T-1 ラ
イブグランプリを開
催（４月～12 月） 

・地域担当職員が、各地域
の地域団体の会議に出
席するとともに、地域包
括支援体制の構築に向
けた支援を行うため、説
明会を開催した。 

・イベントの出演者を募
集するほか、ＳＮＳ等で
ボランティアも募集し、
２回ある予選のうち、１
回を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域の行事や活動への参
加、地域の担い手へのヒ
アリング等を行うことに
よる地域や地域活動の現
状や課題を把握及び整
理。 

・区内の若者をはじめとす
る市民ボランティアと協
働で、T-1 ライブグランプ
リを開催する。 

天王寺区 

・地域資源等を活用し
たイベントの開催や、
気軽に参加し易い各
種地域イベントを区
広報紙等で紹介する
事などの検討を行い
実施する事で、いまま
で地域に関わりの少
なかった世代等の地
域活動への参加のき
っかけづくりとする。
（通年） 

・地域活動への参加のき
っかけづくりとなるよ
う、区広報紙で当該月に
実施される地域活動を
紹介した。また、区
Facebook で気軽に参加
し易い地域イベントの
紹介を実施した。 

・また、ケーブルテレビ
J.com と連携し、地域活
動協議会や同会長会の
紹介、地域の各種イベン
ト紹介を実施した。 

 
 （実施状況：○） 

― ・地域活動への参加のきっ
かけづくりとなるよう、
区広報紙で当該月に実施
される地域活動を紹介す
る。 

・区 Facebook で気軽に参
加し易い地域イベントの
紹介を実施する。 

・ケーブルテレビ J.comと
連携し、地域活動協議会
や地域の各種イベント紹
介を実施する。 

浪速区 

・各地域の資源や情報
を収集・発信し、喫茶
事業や食事サービス
事業等の取組を未実
施の地域が他の地域
のノウハウを共有・吸
収できるような場を
拡大する。（通年） 

・区ホームページや区
広報紙等による情報
発信回数  (月１回以
上)  

・区広報紙への記事掲載
５回、まちづくりセン 
ターFacebook 投稿記事
132 件、まちづくりセン
ターブログ投稿記事
123件(4,502アクセス)、
各地域が発信したイベ
ント情報等のブログ数
計 169 件 を行い、地域
行事への参画を促した。
（８月末現在） 

・なにわの日パンフレッ
トへの地域行事を掲載
した。 

 
 （実施状況：○） 

・マンション住
民や転入者と
町会とのつな
がりが希薄で
あり、地域活動
に関する関心
が低いことが
課題である。 

・現状の取組を継続する。 
・取組対象と、子ども向け
のイベントなどタイミン
グを絞り込んだ、効率的
な取組を引き続き行う。 

西淀川区 

・誰もが気軽に参加で
きる場の情報や活動
のきっかけとなる情
報を収集して、区広報
紙やホームページ、Ｓ
ＮＳ等で発信し、地域
活動への参加を呼び
かける。（情報発信件
数 20 件）（通年） 

・地域課題等について

・区民まつりや地域清掃
活動など、誰もが気軽に
参加できる場や活動の
きっかけとなる情報を、
区広報紙やホームペー
ジ、ＳＮＳ等で発信し、
地域活動への参加を呼
びかけた。（情報発信件
数 20 件） 

・区内で定期的に開催さ

― ・誰もが気軽に参加できる
場の情報や活動のきっか
けとなる情報を収集し
て、区広報紙やホームペ
ージ、ＳＮＳ等で発信し、
地域活動への参加を呼び
かける。 

・地域課題等について参加
者が自由に意見を述べる
ことができる場等を開催
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
参加者が自由に意見
を述べることができ
る場等を開催し、地域
に関わりの少なかっ
た区民の地域活動へ
の参加を支援する。
（通年） 

・区内の「地域公共人
材」に関する情報を収
集し、地域活動に取り
組む人を中心に「地域
公共人材」の意義・役
割について周知する。
（通年） 

・各地域での活動の内
容を幅広く広報する
ため、中間支援組織を
活用し、ＳＮＳによる
情報発信を各地域で
行えるよう支援する。
（通年） 

れている「企業、商店、
ＮＰＯ等各団体や活動
者たちが集まり、情報交
換やマッチングを図る
異業種交流会」につい
て、地域住民及び区内も
のづくり企業へ積極的
に声かけを行う等、区も
連携して周知を行い、拡
大して実施した。 

・１地域、「地域公共人材」
活用の申請の調整を行
った。 

・中間支援組織を活用し、
各地域のＳＮＳによる
情報発信の更新情報等
を確認した。 

 
 （実施状況：○） 

し、地域に関わりの少な
かった区民の地域活動へ
の参加を支援する。 

・活用した「地域公共人材」
の状況を報告することに
より、意義・役割を周知し
ていく。 

・各地域での活動の内容を
幅広く広報するため、中
間支援組織を活用し、Ｓ
ＮＳによる情報発信を各
地域で行えるよう支援す
る。 

淀川区 

・区広報誌、ＨＰ、ＳＮ
Ｓ,地域の掲示板等、
あらゆる広報媒体を
活用した情報発信に
より、身近な地域や関
心のあるテーマへの
市民活動への参加を
呼びかける。（通年） 

・区役所１階に「地域情
報コーナー」という専
用の配架棚を設け地
域行事等のチラシを
随時配布する。（通年） 

・区広報誌、ＨＰ、ＳＮＳ、
地域の掲示板等、あらゆ
る広報媒体を活用した
情報発信により、身近な
地域や関心のあるテー
マへの市民活動への参
加を呼びかけた。 

・区役所１階に「地域情報
コーナー」という専用の
配架棚を設け地域行事
等のチラシを随時配布
した。 

・中間支援組織が発行す
る「まちセン通信」にて
地域情報を発信した .
（６月・８月発行） 

 
 （実施状況：○） 

― ・わかりやすい表現やイラ
ストの活用等、内容を工
夫し、若い世代から高齢
者まで幅広い世代に向け
て地域活動情報を発信す
る。 

東淀川区 

・高齢者や子どもの居
場所や人がつながる
場である「We Love 
東淀川」など、誰もが
気軽に参加できる場
について情報発信す
る。（通年） 

・区ホームページや広
報紙を活用し、気軽に
参加できる場の情報
発信を３回以上実施
する。（通年）    

・東淀川区に在住、在勤、
在学であればどなたで
も参加できる東淀川み
らい EXPO（WeLove 東
淀川及び異次元交流ラ
イブの融合イベント）の
実施（年２回予定・８月
24 日実施済み） 

・区ホームページ、広報紙
を活用し、東淀川みらい
EXPO の情報発信を実
施（７月 13 日ホームペ
ージ、８月号広報紙掲
載） 

 
 （実施状況：○） 

・イベントにつ
いて、知らない
人がまだまだ
多く、参加者申
し込みが少な
い。 

・参加者増につなげるた
め、過去に同種イベント
に参加した方々へのチラ
シの配布や、区掲示板の
活用等周知方法について
検討する。 

・31 年２月（予定）第２回
東淀川区みらいEXPO実
施 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

東成区 

・地域を担当する職員
が地域行事等に参加
してＳＮＳを活用し
て地域情報を発信、市
民活動参加の呼びか
けを行っていること
の周知を拡充する（８
月） 

・地域が主体となり各
地域で実施している
「いきいき百歳体操」
や「地域子育てサーク
ル」などの活動を、区
広報紙（ひがしなりだ
より）や区ホームペー
ジに掲載し、区民へ紹
介するとともに参加
を呼びかける。（通年） 

・健康講座（保健栄養コ
ース）や健康づくりひ
ろげる講座（ともに９
月から 11 月にかけて
実施予定）の修了者
に、地域の健康づくり
活動への参加を促す。 

・８月だけでなく常に地
域を担当する職員が行
事等に参加し、Twitter
を活用して状況を発信
し市民活動参加の呼び
かけを図った。 

・地域でのいきいき百歳
体操の区民への紹介・参
加勧奨を行った。 … ホ
ームページ、Twitter、健
康づくり講演会(６月) 

・地域子育てサークルの
区民への紹介・参加勧奨 
… 広報紙、ホームペー
ジ、Facebook、メールマ
ガジン(毎月)、イベント
会場での紹介(６月) 

 
 （実施状況：○） 

― ・引き続き、各地域が実施
する「いきいき百歳体操」
や「地域子育てサークル」
を様々な媒体やイベント
などの機会を通じ紹介す
るとともに参加を呼びか
ける。 

・健康講座(保健栄養コー
ス)を９月、健康づくりや
ってみよう講座を 10 月
に実施し、地域の健康づ
くり活動を紹介するとと
もに参加を促す。 

          

生野区 

・新たな地域コミュニ
ティ支援事業として、
誰もが参加できるま
ちカフェを開催する。
ＳＮＳ等を通じて情
報を発信し、市民活動
への参加を呼びかけ
る。（通年） 

・まちカフェの開催 ５回 
・Facebook 等を通じて市

民活動への参加を呼び
かけた。 

 
 （実施状況：○） 

― ・新たな地域コミュニティ
支援事業として、誰もが
参加できるまちカフェを
開催する。ＳＮＳ等を通
じて情報を発信し、市民
活動への参加を呼びかけ
る。 

旭区 

・活動のきっかけとな
る情報を含め、活動へ
の参加を呼びかける
ため、ＳＮＳ等のＩＣ
Ｔを活用した情報発
信に努める。（通年） 

・地域活動情報を広報紙
及びＳＮＳ等を活用し
て、積極的に発信した。 

 
（実施状況：○） 

・活動のきっか
けになる情報
など、市民活動
への参加を呼
び掛ける具体
的な発信が必
要。 

・ＳＮＳ等を利用して、担
い手の拡大に向けた広報
などの働きかけを行うよ
う支援する。（各校下１回
以上） 

城東区 

・区広報誌への掲載に
際しては、限られたス
ペースではあるが、参
加促進に繋がるよう
な記事構成（次回開催
日時等）とする。（通
年） 

・区広報誌において、地域
活動協議会の活動を紹
介する特集を掲載した。 

・区広報誌の地域活動協
議会だよりのコーナー
で各地域活動協議会活
動の周知を行った。 

 
（実施状況：○） 

・活動情報の浸
透 

・地域活動協議会だよりの
コーナーを継続して掲載
する。 

鶴見区 

・地域活動協議会や地
縁型団体等の活動を
紹介した転入者向け
リーフレットの作成
や区広報紙、ＨＰ等で
の地域活動の情報発

・広報紙に毎月地域のイ
ベント日程を、ＨＰに随
時地域の活動内容を掲
載した。また、各地域の
行事予定をカレンダー
にまとめ、地域活動協議

― ・広報紙に毎月地域のイベ
ント日程を、ＨＰに随時
地域の活動内容を掲載す
る。 

・各地域の行事予定を取り
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
信を行う。（通年） 会連絡会で配付し共有

した。 
 

（実施状況：○） 

まとめ、地域活動協議会
連絡会で配付する。 

・転入者向けリーフレット
を作成及び配布し、町内
会等に関する情報の提供
を行う。 

阿倍野区 

・地域のまつり（７～10
月頃）、まちなか防災
訓練（通年）、ウォー
キング（通年）、生涯
学習（通年）など地域
活動協議会をはじめ
様々な団体が実施し
ている取組について
情報発信し、市民活動
への参加を呼びかけ
る。（通年） 

・区役所 Twitter や、まち
センFacebook等で事業
について情報発信を行
った。 

・あべのウォークは５月
（開催月の前月）に「広
報あべの」への記事掲
載、あべのちょこっとウ
ォークは「広報あべの」
４月号に年間予定の記
事掲載を行ったほか、区
役所窓口や関係機関で
のリーフレットの配布、
ウォーキングサポータ
ーによる口コミにより、
区民に対するウォーキ
ングイベントへの参加
を呼びかけた。 

・生涯学習推進員による
地域の自主的な講習・講
座等の実施について、阿
倍野区広報紙「広報あべ
の」（年１回記事掲載）
や「あべの生涯学習だよ
り」（月１回発行）で情
報発信した。 

 
（実施状況：○） 

― ・区役所 Twitter や、まち
セン Facebook 等で事業
について情報発信を行
う。 

・まちなか防災訓練：10 回 
・あべのウォークは 10 月・
２月、あべのちょこっと
ウォークは９月・12 月に
「広報あべの」への記事
掲載予定の他、区役所窓
口や関係機関でのリーフ
レット配布、ウォーキン
グサポーターによる口コ
ミにより、区民に対する
ウォーキングイベントへ
の参加を呼びかける。 

・「あべの生涯学習だより」
（月１回発行）により生
涯学習の推進に向けた情
報発信を行う。 

・あべのつながりフェスタ
でボランティア体験会を
実施する。 

住之江区 

・区広報紙、ホームペー
ジ、Facebook で、参
加していただきやす
い行事を中心に情報
発信を行うことで、市
民活動への参加を呼
びかける。（通年） 

・区広報紙７月号にて地
域のまつり日程を掲載
した。「食事サービス」
「ふれあい喫茶」等の定
例事業については、毎号
紹介記事を掲載した。ま
た、ホームページでは各
地域の行事カレンダー
を 作 成 し 公 表 し 、
Facebook では地域活動
に関する記事を投稿し
た。 

 
（実施状況：○） 

・より効果的な
発信内容とな
るようさらに
工夫していく
必要がある。 

・区広報紙、ホームページ、
Facebook 等について、そ
れぞれの利用者の年齢層
を鑑み、各媒体に対応し
た市民活動への参加促進
にかかる情報発信を行
う。 

住吉区 

・子育てサロン、子ども
食堂、ふれあい喫茶な
ど「広報すみよし」で
情報発信する。（通年） 

・地域で行われている
様々な活動が、地域活
動協議会によって行

・「広報すみよし」による
情報発信 

  子育てサロン（６月号） 
  盆踊り（７月号） 
  いきいき百歳体操（８

月号） 

・区ホームペー
ジ（地域活動協
議会）のアクセ
ス数がまだま
だ低い。 

 30 年１月～３

・「広報すみよし」による情
報発信（毎月） 

・区ホームページで魅力的
な情報の発信（全 12 地
域） 

・Twitter・LINE を活用し
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
われていることを広
く知ってもらうため
の情報発信を広報板
やホームページ、
Twitterを活用しおこ
なう。（全 12 地域で実
施）（通年） 

・地域特性に応じた取
組を積極的に情報発
信する。（通年） 

  ふれあい喫茶（９月号） 
・区ホームページによる

発信（全 12 地域） 
・Twitter193 件（４月～８

月） 
・住みます芸人を活用し

た地域イベント情報ポ
スターの作成。町会掲示
板へ貼付（６月） 

 
（実施状況：○） 

月  
月平均 86 件  

 30 年４月～８
月 
月平均 149 件 

た子育て世代向け情報発
信 

・子育てサロン・ふれあい
喫茶等啓発パネルの作成
（全 12 地域） 

・敬老大会・区民まつりで
啓発パネルの展示 

東住吉区 

・地域活動に関する意
識を向上させる取組
（通年） 

・広報紙やホームペー
ジなどでの情報発信
（通年） 

・町会加入促進チラシ
などの作成・配付 

 （随時） 
・様々な催し等での啓

発（通年） 
・「はつらつ脳活性化元

気アップ事業」での
「認知症区民フォー
ラム」「はつらつ脳活
性化元気アップリー
ダー養成講座」「リー
ダーが各地域で開催
する認知症予防の健
康講座」「若いリーダ
ーの育成と多世代交
流のための認知症キ
ッズサポーター養成
講座」などを保健師や
地域のリーダーが区
内の住民にビラを配
布したり、区の広報
紙、ホームページで情
報発信を行い、市民へ
の参加を呼びかける。
（通年※適宜） 

・各地域の行事予定を広
報紙に掲載した。 

・各地域の活動実施の様
子をＨＰに掲載した。 

・町会加入促進チラシを
転入者に配布した。 

・各地域のリーダーおよ
び保健師が、各地域での
「はつらつ脳活性化元
気アップ教室」などで
「認知症区民フォーラ
ム」等を周知した。 

 
（実施状況：○） 

― ・９、10 月の広報紙にて、
「認知症区民フォーラ
ム」「はつらつ脳活性化元
気アップリーダー養成講
座」を周知する。 

・９月より、各地域リーダ
ーが、「はつらつ脳活性化
元気アップリーダー養成
講座」の周知、勧奨などの
活動を行う。 

・「若いリーダーの育成と
多世代交流のための認知
症キッズサポーター養成
講座」に関しては、実施時
期が未定であるため、実
施時にはリーダーととも
に周知したり活動の支援
を行う。 

平野区 

・地域における広報紙
の作成やＳＮＳの活
用を支援し、それらを
平野区役所の広報紙・
ホ ー ム ペ ー ジ や
Facebook などで活動
情報を含めて発信を
行う。（通年） 

・平野区内で実施され
ている「こどもの居場
所」の開設・運営支援
や情報提供行う。（通

・地域情報 Facebook によ
り地域活動の発信を行
った。 

・こどもの居場所連絡会
を、５月 25 日と７月 21
日に開催した。 

・いきいき百歳体操の実
施場所やサポーター養
成講座、交流会の開催な
どの情報発信を行った。
（２回） 

・「平野区いきいき脳活サ

・各地域の広報
紙などの紹介
をどのような
媒体でするこ
とが効果的か
検討する必要
がある。 

・中間支援組織と連携し
て、地域の希望を確認し、
区として広報手法を決定
する。 

・こどもの居場所連絡会に
ついて、９月 25 日、11
月、１月に開催予定。 

・いきいき百歳体操の普及
啓発に向けては、交流会
の開催などの情報発信を
継続していく。 

・認知症予防推進事業につ
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
年）また、連絡会（情
報交換の場）等を開催
する。（年５回 通年） 

・いきいき百歳体操の
実施場所やサポータ
ー養成講座、交流会の
開催などの情報発信
を行う。（通年） 

・認知症予防推進事業
における「平野区いき
いき脳活サポートマ
ニュアル」などの情報
発信および取組団体
を発掘する。（通年） 

・キッズひらちゃん子
育て応援団への登録
団体や個人ボランテ
ィアを募集する。（通
年） 

・情報誌「子育てのＷ
Ａ！情報」による子育
て支援活動の情報発
信等を行う。（通年） 

・平野区役所 Facebook
「子育て情報ページ」
や区ホームページに
よる子育て支援活動
やボランティア養成
講座などの情報発信
を行う。（通年） 

ポートマニュアル」を活
用し、認知症予防推進事
業などの情報発信およ
び取組団体の発掘を行
った。（14 箇所） 

・キッズひらちゃん子育
て応援団への登録団体
や個人ボランティアの
募集（新規 登録団体０
件、個人ボランティア０
人） 

・情報誌「子育てのＷＡ！
情報」による子育て支援
活動の情報発信等を行
った。（乳幼児健診時で
配布中） 

・平野区役所 Facebook
「子育て情報ページ」や
区ホームページによる
子育て支援活動やボラ
ンティア養成講座など
の情報発信を行った。
（49 件） 

 
（実施状況：○） 

いては、「平野区いきいき
脳活サポートマニュア
ル」を活用するなどし、情
報発信を行っていくとと
もに、取組団体の発掘に
努めていく。 

・キッズひらちゃん子育て
応援団への登録団体やボ
ランティアの募集につい
ては、引き続き実施して
いく。 

・「子育てのＷＡ！情報」は
単なる配布にとどまら
ず、11 月の子育てフェス
タにおいて、子育て層の
区民に広くＰＲしてい
く。 

・平野区役所 Facebook「子
育て情報ページ」等の情
報発信については、今後
も積極的に実施してい
く。 

西成区 

・区ホームページや広
報紙等による情報発
信等の取組をより積
極的に進めていく。
（通年） 

・各地域にて開催され
るイベントや地域活
動などの情報を広報
紙に掲載する等市民
が地域行事に参加し
やすいよう情報提供
を行う。（通年） 

・区広報紙において、区内
における夏まつり情報
を掲載するなど、情報発
信への取組を行った。 

・各地域において開催さ
れるイベントや地域活
動を区のFacebookに掲
載し、市民が参加しやす
いよう情報提供を行っ
た。 

 
（実施状況：○） 

・夏まつり情報
以外の活動に
ついても掲載
を拡充してい
く必要がある。 

・地域間におい
て掲載量に差
が見受けられ
る。 

・掲載拡充する地域活動の
分野の検討を進める。 

・地域活動協議会の補助金
説明会等の場を活用し、
区の Facebook への掲載
周知をより積極的に行
う。 
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柱 1-Ⅱ-ア 地域に根ざした活動の活性化（地縁型団体） 

取組④「ＩＣＴを活用したきっかけづくり」 

 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

北区 

・地域活動連絡会議で、
Facebook などに関す
る情報提供を行い、
Facebook などのＳＮ
Ｓの活用を促進する。
（通年） 

・地域活動連絡会議で、
Facebook などに関する
情 報 提 供 を 行 い 、
Facebook などのＳＮＳ
の活用を促進した。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、地域活動連絡
会議で、Facebook などに
関する情報提供を行い、
Facebook などのＳＮＳ
の活用を促進する。 

都島区 

・Facebook、Twitter な
どＳＮＳを活用し、若
い世代に向けて地域
活動への参加を呼び
かける。（通年） 

・各地域活動協議会が行
う活動の周知 

 Facebook11 回 
・防災訓練などの発信 

５ 回 （ Ｈ Ｐ ２ 回 、
Facebook１回、Twitter
２回） 

・防災マップ １回（広報
誌８月号） 

 
（実施状況：○） 

― ・各地域活動協議会が行う
活動の周知 

 
・クリーン作戦（11 月） 
・区民まつり（９月) 
・健康づくりのつどい(10
月) 

・その他、地域活動（防災
訓練、イベントなど）の発
信 

福島区 

・地縁型団体への参加
が少ない若い世代に
向けて、活動への参加
を呼びかけるため、他
区の取組等に関する
情報収集を行い、ＳＮ
ＳなどのＩＣＴを活
用した、地域住民への
情報発信や対話を進
める取組を進める。
（通年） 

・他区が実施しているＩ
ＣＴを活用した取組の
情報収集を行った。 

・ホームページで地域活
動協議会の盆踊りの案
内を掲載した。 

 
（実施状況：○） 

・若い世代に情
報が届くよう
な工夫の検討
が必要。 

・ 区 ホ ー ム ペ ー ジ や
Facebook において地域
情報を掲載するととも
に、まちづくりセンター
や各地域活動協議会のホ
ームページで各種活動に
ついて情報発信を行う。 

此花区 

・ＳＮＳを活用しイベ
ント等の情報を紹介
し参加を呼びかける。
（通年） 

・コミュニティ育成事業
実施前に、定期的にＳＮ
Ｓを更新し、参加を呼び
かけた。 
(６月 26 日子どもフェ
スタ開催) 

 
（実施状況：○） 

― ・機会をとらえてＩＣＴを
利用し周知を図ってい
く。 

中央区 

・ＳＮＳなどのＩＣＴ
を活用した情報発信
を強化する。（通年） 

・地域活動の担い手の
ＩＣＴスキルの向上
に向け、中間支援組織
（まちづくりセン 
ター）を通じた支援を
強化する。（通年） 

・ＩＣＴを活用した地域
活動協議会紹介パンフ
レットの作成支援を行
った。（４地域） 

・ ホ ー ム ペ ー ジ や
Facebook などＩＣＴを
活用した情報発信に関
する支援を行った。（２
地域） 

・Twitter による地域情報
の発信を行った。（559
回） 

・民間事業者と連携し、地

・魅力的な情報
発信を図る必
要がある。 

・地域活動の担
い手のＩＣＴ
スキルの向上
に向けた取組
が必要である。 

・地域活動協議会紹介パン
フレットの作成支援、Ｉ
ＣＴを活用した情報発信
に関する支援を継続して
行う。 

・Twitter による地域情報
の発信を継続して行う。 

・民間事業者と連携し、地
域情報発信の取組を継続
する。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
域情報の発信に取り組
んだ。（随時） 

 
（実施状況：○） 

西区 

・地域団体などの情報
をＳＮＳなどを通じ
て情報発信する。（随
時） 

・区ＨＰにおいて地域団
体の情報を掲載すると
ともに、まちづくりセン
ターの Facebook、地域
団体のホームページな
どにより情報を随時発
信した。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、区ホームペー
ジにおいて地域団体の情
報を掲載するとともに、
まちづくりセンターの
Facebook、地域団体のホ
ームページなどにより情
報を随時発信する。（随
時） 

港区 

・地域活動への参加の
機会として、「こども
110 番の家」への協力
に向けて、ＧＩＳを活
用して、協力家庭の地
図表示に加え、港区の
犯罪発生情報（安まち
メール）を地図上と一
覧表に集約して発信
する。 

・「こども 110 番の家」協
力家庭や犯罪発生情報
について各々地図に掲
載しＨＰに掲載してい
るが、ＧＩＳを活用し集
約しての情報発信には
至っていない。 

 
（実施状況：△） 

・協力家庭、犯罪
発生情報の集
約について、Ｇ
ＩＳの活用が
容易でない。 

・ＧＩＳの活用を再考し、
場合によってはＧＩＳを
活用せず、「こども 110 番
の家」への協力について、
港区の犯罪情報を掲載す
るなど内容を工夫しなが
ら Ｈ Ｐ や Twitter 、
Facebook で情報発信す
る。 

大正区 

・ T-1 ライブグランプ
リの開催にあたり、区
Ｈ Ｐ 、 Facebook 、
Twitter に「出演者・
ボランティア募集」
「開催案内・報告」を
行う。（３～４月） 

・イベントの開催に向け、
ＳＮＳ等でイベントに
協力してもらえるボラ
ンティアの募集を行っ
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・イベントの開催に向け、
SNS等でイベントに協力
してもらえるボランティ
アの募集を行う。 

天王寺区 

・運用面での負担感が
まだ低いと思われる、
市民活動総合ポータ
ルサイトへの登録を
各地域に働きかける。
（通年） 

・また、情報交換会の場
などで、各地域活動協
議会に向けた Civic 
Tech の概要について
紹介・情報提供を行
う。（通年） 

・Facebook を活用した地
域情報発信の方法をま
ちづくりセンターに提
案した。 

・運用面での負担感が比
較的低いと思われる、市
民活動総合ポータルサ
イトへの登録を各地域
に働きかけた。 

 
（実施状況：○） 

・地域の役員は
高齢者が多い
ことから、ＩＣ
Ｔになじみが
薄い人も少な
くなく、Civic 
Tech の内容が
分かりにくい。 

･市民活動総合ポータルサ
イトへの登録を各地域に
働きかける。 

･ＩＣＴや CivicTech につ
いて、ＩＣＴになじみが
薄い人向けの説明資料の
作成を市民局に要請す
る。 

･また、情報交換会の場な
どで、各地域活動協議会
に向けたＩＣＴ活用のき
っかけづくりについて紹
介・情報提供を行う。 

浪速区 

・催事の告知等を区広
報紙、区ＨＰ、区ＳＮ
Ｓや市民活動総合ポ
ータルサイトといっ
たＩＣＴツール等
様々な広聴媒体を用
いて広く周知し、つな
がりの端緒、機会を広
げる。（通年） 

・区広報紙への記事掲載
５回、まちづくりセン 
ターFacebook 投稿記事
132 件、まちづくりセン
ターブログ投稿記事
123件(4,502アクセス)、
各地域が発信したイベ
ント情報等のブログ数
計 169 件 を行い、地域
行事への参画を促した。

・各地域の情報
発信力を強化
し、安定的かつ
持続可能とす
るための「人材
の育成、スキル
の向上と継承」
の仕組みづく
りが必要であ
る。 

･現状の取組を継続する。 
・地域活動の広報を、ニー
ズにあわせて支援する。 

・各地域での活動の内容を
幅広く広報するため、中
間支援組織を活用し、Ｓ
ＮＳによる情報発信を各
地域で行えるようにす
る。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
（８月末現在） 

・また、各地域が情報発信
した結果、新たなイベン
ト参加団体が現れた。 

 
（実施状況：○） 

・地域コミュニ
ティ参画へと
つながる導線
作りが課題で
ある。 

西淀川区 

・各地域での活動の内
容を幅広く広報する
ため、中間支援組織を
活用し、ＳＮＳによる
情報発信を各地域で
行えるよう支援する。
（通年） 

・中間支援組織を活用し、
各地域のＳＮＳによる
情報発信の更新情報等
を確認した。 

 
（実施状況：○） 

― ・各地域での活動の内容を
幅広く広報するため、中
間支援組織を活用し、Ｓ
ＮＳによる情報発信を各
地域で行えるよう支援す
る。 

淀川区 

・ＳＮＳなどのＩＣＴ
を活用した、地域住民
への情報発信や対話
を進める様々な取組
を進め、区民同士また
は区民と行政がつな
がり、地域課題を市民
協働で解決するきっ
かけづくりを行うと
ともに、地域活動への
新たな担い手の参画
につなぐ。（通年） 

・各課の広報担当者向け
に積極的なＳＮＳの活
用についての講座を実
施した。（８月実施） 

・ＳＮＳの活用（８月末実
績） 

 Twitter 発信数 1,189 件 
 Facebook 発信数 53 件 
 

   （実施状況：○） 

・情報発信は予
定通りに行え
ているが、双方
向性ではない
ことから対話
を進めるツー
ルには至って
いない。 

・Twitter のフォ
ロワー数は伸
びているが、
3400 人程度で
あり、ＳＮＳ
（ＩＣＴ）がき
っかけづくり
になりえるよ
うなフォロワ
ー数には至っ
ていない。 

・より親しみやすいＳＮＳ
の活用として、当区マス
コットキャラクター「夢
ちゃん」によるブログ発
信やインスタグラムなど
の開始を検討している。 

・あらゆるＳＮＳ媒体を活
用することで、区民の目
に触れる機会を増やすと
ともに、夢ちゃんブログ
ではコメントのやり取り
などで双方向性の実験を
行う。 

東淀川区 

・Facebook や Twitter
により若い世代への地
域行事の参加を呼びか
けるため、従来のイベ
ント開始直前の発信だ
けでなく、事前の開催
予定情報なども知らせ
る。（通年） 

・豊新地域活動協議会に
て、Facebook ページ作
成をサポートした。 

・紙媒体でのチラシや広
報紙、データベースとし
てのホームページに加
え、Facebook での情報
発信を始めたことで、タ
イムリーなイベント情
報を告知できるように
なった。 

 
（実施状況：○） 

・紙媒体、ホーム
ペ ー ジ 、
Facebook をい
かに連動させ、
より効果的に
広報活動を実
施するかにつ
いて検討する
必要がある。 

・８月にスタートした地域
公共人材派遣による、「ロ
ゴマーク作りや広報に関
する勉強会」の中で、効果
的な広報活動について、
情報提供する。 

・ＳＮＳを利用してイベン
トの事前開催予定を発信
する。 

東成区 

・Facebook やホームペ
ージを活用し、「まち
の魅力」に関する情報
発信を行っていく。
（通年） 

・「地域子育てサーク
ル」活動などの子育て
情 報 の 発 信 を 、
Facebook やメールマ

・住みます芸人が区行事
や各地域活動に参加し、
区民とふれあう様子を
Facebook などを通じて
情報発信した。（毎月） 

・区ホームページで、市民
と行政がつながる提案
募集「市民協働による地
域課題解決に向けた活

― ・引き続き、ＩＣＴを活用
し、区行事や地域の活動
の情報を発信していく。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
ガジンを活用し行っ
ていく。（通年） 

・ＳＮＳを活用して地
域福祉活動の情報発
信を行っていく。（６
月のほうえいさんぽ
や９月の敬老の集い
など） 

・地域に密着した地域
福祉活動の情報を収
集し、地域福祉活動に
参加できるきっかけ
となるよう情報発信
をしていく。（通年） 

動の活性化事業」を新た
に行った。（４月） 

・地域でのいきいき百歳
体操の情報を発信  … 
ホ ー ム ペ ー ジ 、
Twitter(６月) 

・地域子育てサークルの
情報発信  …  ＨＰ、
Facebook、メールマガ
ジン(毎月) 

・地域福祉活動の情報を
発信、在宅医療・介護講
演会（５月）、みんなで
つながる声掛け体験、ほ
うえいさんぽ（６月）、
在宅医療・介護講演会
（ ５ 月 ） Facebook 、
Twitter（毎月） 

 
（実施状況：○） 

生野区 

・新たな地域コミュニ
ティ支援事業として、
だれもが参加できる
まちカフェを開催す
る。ＳＮＳ等を通じて
情報を発信し、市民活
動への参加を呼びか
ける。（通年） 

・まちカフェの開催 ５回 
・Facebook 等を通じて市

民活動への参加を呼び
かけた。 

 
  （実施状況：○） 

― ・新たな地域コミュニティ
支援事業として、だれも
が参加できるまちカフェ
を開催する。ＳＮＳ等を
通じて情報を発信し、市
民活動への参加を呼びか
ける。 

旭区 

・活動への参加を呼び
かけるため、ＳＮＳな
どのＩＣＴを活用し
た情報発信を進める。
（通年） 

・地域活動協議会連絡会
議等で、情報発信及び意
見交換を実施しながら、
地域活動協議会がＩＣ
Ｔ等の新しい技術を活
用して地域課題を解決
しようとするきっかけ
づくりを行った。 

                   
（実施状況：○） 

・地域課題解決
に取り組む市
民や市民活動
団体との橋渡
しを行うなど、
地域活動への
新たな担い手
の参画につな
ぐことが必要。 

・ＳＮＳ等を利用して、担
い手の拡大に向けた広報
などの働きかけを行うよ
う支援する。（各校下１回
以上） 

城東区 

・区ホームページから、
全地域活動協議会の
ＳＮＳにリンクしや
すいページを作成す
る。（４月） 

・区広報誌で地域活動
協議会の特集を行う
際に、地域ごとのＳＮ
Ｓを紹介する。（上期） 

・区ホームページを改良
し、各地域活動協議会の
ホームページ等へのリ
ンクが行いやすいよう
にした。 

・区広報誌に各地域活動
協議会がFacebookを行
っている旨を表示した。 

 
（実施状況：○） 

・よりタイムリ
ーな地域活動
の周知 

・各地域で Twitter 等の活
用促進を進めていただけ
るよう支援を行う。 

鶴見区 

・各地域活動協議会に
CivicTech の理解を
深めてもらうととも
に事例紹介を行う。
（通年） 

・理解しやすい取組事例
を収集した。 

・各地域活動協議会にＨ
ＰやＳＮＳを活用した
情報発信を行うよう支

― ・各地域活動協議会に理解
を深めてもらうために事
例紹介を行う。 

・ＨＰやＳＮＳを活用した
情報発信の有効性を未利
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
援した。 

 
（実施状況：○） 

用の地域に説明し、広く
市民活動に参画していな
い市民層とも対話やコミ
ュニケーションが図れる
よう活用促進する。 

阿倍野区 

・地域活動を行ってい
る団体などが、ＳＮＳ
を活用して自身の取
組や阿倍野区の魅力
を発信するためのプ
ラットホームを構築
し、継続して活動して
いける組織づくりに
取り組む。（通年） 

・地域活動を行っている
団体などへのＳＮＳの
運用支援を行うととも
に、パソコン・スマホ講
座（３回）を実施して情
報発信に活用できるス
タッフの育成に努めた。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域活動の発表及び意見
交換の場として地域活動
フォーラムを開催し、参
加者との対話を進める取
組としてＳＮＳを活用
し、地域活動フォーラム
の感想や意見聴取を行
い、様々な地域課題を市
民協働で解決するきっか
けとして実施する。 

・地域活動を行っている団
体などが、ＳＮＳを活用
して自身の取組や阿倍野
区の魅力を発信するため
のプラットホームを構築
し、継続して活動してい
ける組織づくりに取り組
む。 

住之江区 

・区ホームページや
Facebook で様々な地
域課題に対応した取
組が地域で行われて
いることや「Code for 
OSAKA 」 に よ る
CivicTech 活動の情
報発信を行う。（通年） 

・地活協をＰＲする区
民参加型の取組を、Ｉ
ＣＴを活用して実施
する。（下期） 

・ 区 ホ ー ム ペ ー ジ や
Facebook で様々な地域
課題に対応した取組が
地域で行われているこ
とや「Code for OSAKA」
による CivicTech 活動
の情報発信を行った。 

 
  （実施状況：○） 

・若い世代に情
報が届くよう
な工夫を検討
する必要があ
る。 

・引き続き、区ホームペー
ジや Facebook で様々な
地域課題に対応した取組
が地域で行われているこ
とや「Code for OSAKA」
による CivicTech 活動の
情報発信を行う。 

・８月に作成した地活協ポ
スターにかかる感想募集
を区ホームページ等ＩＣ
Ｔを活用して実施し、地
域活動に参加しやすい環
境づくりを実施する。 

住吉区 

・Twitter アカウント運
用ルール等を見直し、
フォロー等相互交流
ができるようにする。
（上期） 

・Twitter アカウント運用
ルール等の見直しに向
けた情報収集にとどま
った。 

・新たな区政情報、子育て
情報発信のツールとし
て LINE＠を開設、情報
発信を開始した。 

 
  （実施状況：△） 

・フォローする
団体に関する
基準づくり 

・Twitter を開設している
団体を把握し、フォロー
する団体に関する基準、
リツイートする内容等に
ついてのルールを作成
し、フォロー等相互交流
を行う。 

東住吉区 

・広報紙やイベント等
で LINE＠登録への
周知を実施。（通年） 

・毎月の広報紙において、
区公式 LINE＠の周知
記事を掲載するととも
に、６月に開催された親
子向けのイベントにお
いて、チラシを配布する
など周知した。 

・区内の保育園、幼稚園の
保護者に対し、子育て応

・区内の全ての
子育て世帯に
対してLINE＠
の周知をする
事は困難であ
るため、広く周
知できる機会
が必要である。 

・区民が多く参加する区民
フェスティバルにおい
て、来場者に対し広く周
知する。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
援ナビを含む区公式
LINE＠のチラシを配付
し周知を行った。 

 
  （実施状況：○） 

平野区 

・情報発信の内容を検
討（イベントに参加を
促すような内容を発
信）。（通年） 

・平野区役所の地域情
報Facebookなどで活
動情報の発信を行う。
（通年） 

・平野区役所 Facebook
「子育て情報ページ」
や区ホームページに
よる子育て支援活動
やボランティア養成
講座などの情報発信
を行う。（通年） 

・地域情報 Facebook によ
り地域活動の発信を行
った。 

・平野区役所 Facebook
「子育て情報ページ」や
区ホームページによる
子育て支援活動やボラ
ンティア養成講座など
の情報発信を行った。
（49 件） 

 
（実施状況：○） 

・すべての地域
の活動を発信
できていない。 

・各地域のイベントだけで
なく、通年で実施してい
る活動を紹介するように
検討する。 

・平野区役所 Facebook「子
育て情報ページ」等の情
報発信については、今後
も積極的に実施してい
く。 

西成区 

・ＳＮＳなどのＩＣＴ
を活用し、情報発信や
事業の実施（学童向け
プログラミング教室
等）を中間支援組織に
よる支援を活用しな
がら、市民同士または
市民と行政がつなが
ることを促進する。
（通年） 

・中間支援組織による地
域活動協議会への支援
として、ＮＰＯ法人の協
力 を 得 な が ら 、
Facebook を利用して参
加を呼びかけるなどし、
学童向けプログラミン
グ教室を実施した。 

 
（実施状況：○） 

・中間支援組織
による支援を
必要とせず学
童向けプログ
ラミング教室
を開催できた
地域は少なく、
持続的に活動
できるための
支援の構築や
他の地域への
応用が必要で
ある。 

・地域の課題やニーズはそ
れぞれ異なっている現状
に鑑み、他の地域に対し
ても提案できるよう、支
援メニューをより豊富に
するなどの検討を進め
る。 

・中間支援組織による支援
を必要とせず学童向けプ
ログラミング教室を開催
できるよう、人材育成に
かかる支援（開催にかか
るノウハウの継承）を進
める。 

・ＳＮＳなどのＩＣＴを活
用した情報発信や事業の
実施を中間支援組織によ
る支援を活用しながら進
める。 

 

 

  

38 
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取組⑤「委嘱制度の再検討」 

 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

北区 

・委嘱する市民の方に
委嘱の趣旨・目的をし
っかり理解していた
だくための取組を進
めるとともに、一人に
多くの委嘱をするこ
とがないよう配慮す
る。（通年） 

・区役所各部署の委嘱
業務担当者に対し、
次期委嘱事務を進め
るにあたり、一人に
多くの委嘱をするこ
とがないよう配慮す
るよう周知した。 

 
（実施状況：○） 

― ・31 年４月１日の委嘱に向
け、委員候補者の推薦依頼
等のタイミングで、委嘱す
る市民の方に委嘱の趣旨・
目的をしっかり理解して
いただくための取組を進
めるとともに、一人に多く
の委嘱をすることがない
よう配慮するよう取り組
む。 

都島区 

・委嘱する市民の方に
委嘱の趣旨・目的をし
っかり理解していた
だくための取組を進
めるとともに、一人に
多くの委嘱をするこ
とがないよう配慮す
る。（通年） 

・委嘱状伝達式におけ
る説明（青少年指導
員、青少年福祉委員）
（４月） 

・青少年指導員活動の
周知 

 Facebook ５回 
 

（実施状況：○） 

― ・活動の周知（民生委員な
ど） 

・委嘱制度の趣旨・目的の説
明（生涯学習推進員、はぐ
くみネットコーディネー
ター、スポーツ推進委員）
（２月） 

福島区 

・地域活動に関わる区
民の負担感軽減を図
るため、関係部局等と
連携し、年１回以上委
嘱業務の見直しを検
討・実施する。（通年） 

・関係局との情報共有
や委嘱式開催での連
携を行った。 

・スポーツ推進員の委
嘱制度について検討
を行った。 

 
（実施状況：○） 

・負担感の解消に
向けて、一人に
多くの委嘱をす
ることがないよ
う な 配 慮 が 必
要。 

・関係局と連携して、見直し
を検討・実施していく。 

此花区 

・委嘱する市民の方に
委嘱の趣旨・目的を理
解していただくため
の取組を進める。（通
年） 

・委嘱式の場を利用し
て役割や目的を説明
した。 

 
（実施状況：○） 

― ・委嘱する市民の方に委嘱
の趣旨・目的を理解してい
ただくための取組を進め
る。 

中央区 

・委嘱する市民の方に
委嘱の趣旨・目的をし
っかり理解していた
だくための取組を進
めるとともに、一人に
多くの委嘱をするこ
とがないよう配慮す
る。（通年） 

・地域団体に委嘱者の
推薦依頼を行う際
に、委嘱の趣旨・目的
を説明した。（随時） 

 
（実施状況：○） 

・負担感の解消に
向け、一人に多
く委嘱すること
がないよう配慮
することが必要
である。 

・委嘱者の推薦を依頼する
際に、一人に多くの委嘱が
重ならないよう配慮して
いただくよう地域団体へ
依頼する。 

西区 

・受嘱者に対し、委嘱業
務の趣旨・目的・内容
等を説明する。 
（理事会等、その都度
出席） 
（年 12 回以上） 

・青少年指導員・福祉委
員・スポーツ推進委
員等の受嘱者の理事
会に都度出席し、委
嘱業務の趣旨・目的・
内容の説明、及び行
政からの情報提供等
を行った。（７回） 

 

― ・引き続き、青少年指導員・
スポーツ推進委員の理事
会に出席し、委嘱業務の趣
旨・目的・内容の説明、及
び行政からの情報提供等
を行う（５回以上） 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
（実施状況：○） 

港区 

・委嘱をする委員等に
委嘱の趣旨・目的につ
いてしっかり理解し
ていただく取組を進
める。（通年） 

・青少年指導員など委
嘱をする委員等に委
嘱の趣旨・目的につ
いて説明した。 

 
（実施状況：○） 

― ・新たに委嘱をする委員等
には委嘱の趣旨・目的につ
いて理解していただける
よう十分に説明する。 

大正区 

・委嘱する市民の方に
委嘱の趣旨・目的をし
っかり理解していた
だくための取組を進
めるとともに、一人に
多くの委嘱をするこ
とがないよう配慮す
る。（通年） 

・委嘱にあたっては、他
部署での委嘱状況等
を踏まえて依頼を行
った。 

 
（実施状況：○） 

― ・委嘱する市民の方に委嘱
の趣旨・目的をしっかり理
解していただくための取
組を進めるとともに、一人
に多くの委嘱をすること
がないよう配慮する。 

天王寺区 

・委嘱する市民の方に
委嘱の趣旨・目的をし
っかり理解していた
だくための取組を進
めるとともに、一人に
多くの委嘱をするこ
とがないよう配慮す
る。（通年） 

・委嘱にあたっては、委
嘱事業の趣旨・目的、
担うべき役割につい
て十分説明したうえ
で委嘱を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・委嘱する市民の方に委嘱
の趣旨・目的をしっかり理
解していただくための取
組を進めるとともに、一人
に多くの委嘱をすること
がないよう配慮する。 

浪速区 

・委嘱者に対し、委嘱業
務の趣旨・目的を説明
する機会を設ける。
（１回） 

・人権啓発推進員は、全
体会で制度変更の説
明と研修を実施し
た。（６月） 

・青少年指導員は、役割
や動機付けなどを盛
り込んだ研修を実施
した。（７月） 

 
（実施状況：○） 

― ・人権啓発推進員は、10 月
に研修会を実施する。 

西淀川区 

・委嘱制度について、一
人に多くの委嘱をす
ることがないよう配
慮する。（通年） 

・青少年指導員など委
嘱する委員の推薦依
頼にあたり、地域か
らの推薦時期を同時
期になるよう配慮し
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・委嘱制度について、一人に
多くの委嘱をすることが
ないよう配慮する。 

淀川区 

・関係部局と連携し、委
嘱する区民の方に委
嘱の趣旨、目的をしっ
かり理解していただ
くための取組を進め
るとともに、一人に多
くの委嘱をすること
がないように配慮す
る。（通年） 

・区長会議の「地域活動
の担い手拡充、負担
感の解消等に向けた
各種制度の見直しに
ついて」にかかる取
組内容について、区
役所担当者間で共有
した。（８月） 

 
（実施状況：○） 

― ・区長会議の支援を受けな
がら、関係局と連携し、委
嘱する区民の方に委嘱の
趣旨、目的をしっかり理解
していただくための取組
を進めるとともに、一人に
多くの委嘱をすることが
ないように配慮する。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

東淀川区 

・委嘱する区民の方に、
委嘱の趣旨・目的をし
っかり理解していた
だくための取組を進
めるとともに、一人に
多くの委嘱をするこ
とがないよう配慮す
る。（通年） 

・人権啓発推進員・スポ
ーツ推進委員につい
て、委嘱伝達式及び
総会において、委嘱
内容や活動内容の説
明を行った。 

・民生委員について、委
嘱状伝達式終了後、
新任委員に対して活
動内容にかかる研修
を実施した。 

・子ども家庭支援員に
ついて、30 年度末で
任期満了となる受嘱
者に対し更新希望の
確認を行う際に、事
業趣旨に理解・賛同
いただいていること
を確認できた。 

 
（実施状況：○） 

・人権啓発推進員
については30年
度からの委嘱で
あったため、十
分に説明ができ
ておらず、活動
内容などあまり
理解できていな
いまま委嘱され
た方もいた。 

・民生委員の業務
が 多 岐 に わ た
り、新任委員は
活動内容につい
て十分な知識が
ないまま委嘱を
受けることがあ
る。 

・スポーツ推進委
員について、推
進委員の数が減
少している。 

・子ども家庭支援
員について、同
一の方に継続し
て受嘱いただい
ており、後任と
なる方の人材発
掘 が 必 要 で あ
る。 

・人権啓発推進員について、
31 年度の推薦の依頼をす
る際に、委嘱内容を丁寧に
説明し、推薦していただ
く。 

・民生委員について、研修等
を適宜実施することで、民
生委員の技能向上に努め
る。 

・スポーツ推進委員という
ものを知らない人も多く
いると思われるため、地域
と連携しながら、スポーツ
推進委員の活動内容の報
告や周知の方法を検討し
ていく。 

・子ども家庭支援員につい
て、次回の更新時期に向
け、制度の趣旨等を広く周
知するための取組方法を
検討する。 

東成区 

・委嘱の際に委嘱の趣
旨・目的を改めて説明
し、理解促進を図る。 

・委嘱にあたっては、一
人に多くの委嘱をす
ることがないよう配
慮する。（上半期） 

・委嘱に際し、趣旨・目
的を説明して理解促
進を図った。 

・委嘱に際しては多く
の委嘱が重ならない
よう推薦時に説明を
行い配慮した。 

 
（実施状況：○） 

― ・新たに委嘱する委員等に
は委嘱の際に委嘱の趣旨・
目的を改めて説明し、理解
促進を図る。 

 
 
    

生野区 

・委嘱する市民の方に
委嘱の趣旨・目的をし
っかり理解していた
だくための取組を進
めるとともに、一人に
多くの委嘱をするこ
とがないよう配慮す
る。（通年） 

・青少年指導員委嘱伝
達式等の機会を通じ
て委嘱の趣旨、目的
等を説明した。 

 
（実施状況：○） 

― ・委嘱する市民の方に委嘱
の趣旨・目的をしっかり理
解していただくための取
組を進めるとともに、一人
に多くの委嘱をすること
がないよう配慮する。 

旭区 

・委嘱する市民の方に
委嘱の趣旨・目的をし
っかり理解していた
だくための取組を進
めるとともに、一人に
多くの委嘱をするこ
とがないよう配慮す
る。（通年） 

・改選時期（30 年４～
６月）において、委嘱
する市民の方に委嘱
の趣旨・目的をしっ
かり理解していただ
くために説明を行う
などの取組を進める
とともに、一人に多

・一人に多くの委
嘱をすることが
ないよう、地域
活動への新たな
担い手の確保が
必要。 

・ＳＮＳ等を利用して、担い
手の拡大に向けた広報な
どの働きかけを行うよう
支援する。（各校下１回以
上） 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
くの委嘱をすること
がないよう配慮し
た。 

 
（実施状況：○） 

城東区 

・委嘱する市民の方に
委嘱の趣旨・目的をし
っかり理解していた
だくための取組を進
めるとともに、一人に
多くの委嘱をするこ
とがないよう配慮す
る。（通年） 

・委嘱状伝達式等で委
嘱の趣旨・目的を説
明した。また、一人の
人に負担が片寄なら
ないように一斉改選
については、地域か
らの推薦時期をなる
べく一時期にまとめ
るなどの配慮を行っ
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・折に触れて委嘱の趣旨・目
的及び、担い手の負担軽減
について、お伝えするよう
にする。 

鶴見区 

・民生委員・児童委員協
議会と連携して制度
の意義や活動内容に
ついて広報啓発し、委
員活動を支援する。
（通年） 

・青少年指導員、青少年
福祉委員の団体と調
整し、年間行事の削減
に取り組む。（通年） 

・青少年指導員、青少年
福祉委員の区長委嘱
に関して関係局に働
きかけを行う。（通年） 

・広報紙で民生委員児
童委員協議会、青少
年指導員連絡協議
会、青少年福祉委員
連絡協議会の活動紹
介等を行った。 

・青少年指導員連絡協
議会、青少年福祉委
員連絡協議会と年間
行事の削減に向けた
調整を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・ＨＰで民生委員児童委員
協議会の活動紹介等を行
う。 

・青少年指導員、青少年福祉
委員の区長委嘱に関して
関係局に働きかけを行う。 

阿倍野区 

・委嘱する市民の方に
委嘱の趣旨・目的をし
っかり理解していた
だくための取組を進
めるとともに、一人に
多くの委嘱をするこ
とがないよう配慮す
る。（通年） 

・委嘱にあたっては、委
嘱事業の趣旨・目的、
担うべき役割につい
て十分説明したうえ
で委嘱を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・委嘱にあたっては、委嘱事
業の趣旨・目的、担うべき
役割について十分説明す
る。 

住之江区 

・地域活動に関わる区
民の負担感をできる
だけ解消するため、関
係部局等と連携し、委
嘱制度について検討
する。（通年） 

・複数課で実施してい
る委嘱業務の整理を
行った。 

 
（実施状況：○） 

・委嘱による活動
が地域実情に即
したものとなる
よう検討が必要
である。 

・引き続き、地域活動に関わ
る区民の負担感をできる
だけ解消するため、関係部
局等と連携し、委嘱制度に
ついて検討する。 

住吉区 

・委嘱する区民の方に、
委嘱の趣旨・目的をし
っかりと説明する。
（通年） 

・委嘱状伝達式等の場
において、委嘱の趣
旨・目的を説明した。 

 
（実施状況：○） 

・負担感の解消に
向け、一人に多
く委嘱すること
がないよう配慮
が必要。 

・地域活動協議会等に対し、
委嘱者の推薦をお願いす
る際、一人に多くの委嘱が
重ならないよう依頼する。 

東住吉区 
・委嘱制度の再検討 
・地域活動に関わる区

民の負担感をできる

・関係局との情報共有
や委嘱式開催、事業
実施等での連携を行

― ・委嘱式開催や事業実施等
の機会をとらえ関係局と
の情報共有等の連携を行
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
だけ解消するため、関
係部局等と連携し、委
嘱制度について検討
する。（通年） 

った。また、委嘱制度
について検討を行っ
た。 

 
（実施状況：○） 

う。 

平野区 

・24 年度より要綱を定
め、区長が直接委嘱す
る事とし、地域に対し
世代や性別を問わず
リーダーの推薦を依
頼している。広く市民
の方に防災リーダー
制度の趣旨・目的をし
っかり理解していた
だくために、次年度の
地域防災リーダー推
薦時期の前に、広報
紙、ＨＰ等で防災リー
ダーの取組の紹介を
実施する。（下半期） 

 
 

（実施状況：―） 

・推薦をいただく
地域とともに防
災リーダーの制
度や位置づけを
整理する必要が
ある。 

・地域と防災リーダーにつ
いて意見交換を行い、必要
に応じて、体制・制度改正
の検討を行う。 

・広報紙、ＨＰ等で防災リー
ダーの取組の紹介を実施
する。 

西成区 

・委嘱する市民の方に
委嘱の趣旨・目的をし
っかり理解していた
だくための取組を進
めるとともに、一人に
多くの委嘱をするこ
とがないよう配慮す
る。（通年） 

・研修会を開催し、果た
すべき役割や心構え
について理解を深め
た。 

・新たに委嘱を行った
際に、直接対面で丁
寧な説明を行い、よ
り深く趣旨・目的の
理解を促した。 

・連絡会を開催し、各地
区の活動報告会を行
い、情報共有を図る
とともに委嘱内容の
理解を深めた。 

・活動マニュアルを作
成し、委嘱した市民
の方へ説明した。 

 
（実施状況：○） 

・地域団体の役員
に対する委嘱に
ついては、役員
改選等により委
嘱者の交代が生
じるが、役員間
の引き継ぎが行
われていないこ
とがある。 

・担い手の高齢化
や担い手の不足
が生じている。 

・事務局と地域団体との連
携を密にし、委嘱する活動
の内容への理解をより深
めていただくよう働きか
ける。 

・フォーラムや研修会など
を開催し、委嘱者の意識や
意欲の向上を図るととも
に、次期委嘱に向けての連
絡会を実施する。 
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柱 1-Ⅱ-ア 地域に根ざした活動の活性化（地縁型団体） 

取組⑥「補助金についての理解促進」 

 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

北区 

・地域活動連絡会議に
おいて、補助金の説明
を時宜に応じて行う。
さらに、日常的に地域
の役員とのコミュニ
ケーションを図り、補
助金についての理解
促進に努める。（通年） 

・地域活動協議会に対
して、補助金執行と会
計事務の円滑化を図
るため、中間決算の提
出を求める。（下期） 

・地域活動連絡会議にお
いて、補助金の説明を
時宜に応じて行った。
さらに、日常的に地域
の役員とのコミュニ
ケーションを図り、補
助金についての理解
促進に努めた。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、地域活動連絡
会議において、補助金の
説明を時宜に応じて行
う。さらに、日常的に地域
の役員とのコミュニケー
ションを図り、補助金に
ついての理解促進に努め
る。 

・地域活動協議会に対し
て、補助金執行と会計事
務の円滑化を図るため、
中間決算の提出を求め
る。 

都島区 

・運営委員会などの機
会に改めて補助金の
趣旨を説明する。（９
回 通年） 

・運営委員会や役員会の
場で、制度趣旨を説明
（４月～８月） 

 
（実施状況：○） 

― ・補助金申請説明会を開催
し、制度趣旨を説明（12
月） 

福島区 

・地域活動協議会補助
金の趣旨について、地
域活動協議会の会議
の場などで説明を行
う。（通年） 

・５月～６月に各地域活
動協議会で補助金説
明会を開催し、資料を
確認しながら説明を
行った。 

 
（実施状況：○） 

・地域協議会メン
バー全員の理解
までには至って
いない。 

・31 年度の補助金申請の
説明会を開催し、その場
を活用して一層の理解の
促進を図る。 

此花区 

・リーフレットの改善
を行い、会計担当者新
規説明会（６月）など
機会をとらえて繰り
返し説明していく。
（通年） 

・説明がわかりやすい内
容に改善し、会計担当
者説明会（７月：４回）
において説明した。 

 
（実施状況：○） 

― ・中間決算や決算時期にお
いてもリーフレットを活
用して、適正な報告事務
が行えるよう周知してい
く。 

中央区 

・区地域担当職員や中
間支援組織（まちづく
りセンター）を通じ、
あらゆる機会を通じ
て補助金の性格に関
する理解が促進する
よう情報発信を強化
する。（通年） 

・補助金の理解促進に向
けた内容を地域活動
協議会活性化セミナ
ーで行うための企画・
調整を行った。（随時） 

 
（実施状況：○） 

・補助金に関する
事務への理解を
促進するための
情報発信を強化
す る 必 要 が あ
る。 

・地域活動協議会活性化セ
ミナーを 10 月に開催す
る。 

西区 

・地域活動協議会補助
金の趣旨について補
助金説明会等にて役
員等に説明する。（年
１回予定） 

・31 年１月実施予定の
説明会に向け、29 年度
決算状況を踏まえた
課題を整理した。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域活動協議会補助金の
趣旨について補助金説明
会等にて役員等に説明す
る。（31 年１月） 

港区 
・補助金の活用及び活

動目的に関する説明
等の実施（上・下期各
１回） 

・補助金に関する説明会
を開催し、補助金の主
旨や会計処理に関す
る説明を行い、理解促

― ・補助金に関する説明会を
開催し、補助金について
理解促進を図る。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
進を図った（上期・計
３回） 

 
（実施状況：○） 

大正区 

・市や区の制度、事業、
予算など、地域の活動
に役立つ情報の提供
（通年） 

・地域活動協議会の運
営のための支援の実
施（通年） 

・各地域の地域団体の会
議等に出席し、情報提
供を行った。 

・補助金（大正区まちづ
くり活動強化推進事
業（地域版））の考え方
（趣旨）について、地
域活動協議会(地域ま
ちづくり実行委員会）
の会議の場などで説
明を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・市や区の制度、事業、予
算など、地域の活動に役
立つ情報を提供する。 

・地域活動協議会の運営の
ための支援を実施する。 

天王寺区 

・全地域活動協議会が
参加する補助金説明
会を開催し説明を行
う。（１月） 

・まちづくりセンターを
通じて、各地域への会
計支援実施時に補助
金への理解が図られ
るよう支援を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・１月に補助金説明会を開
催する。 

浪速区 

・会計事務について、決
算時期等機会をとら
まえて広く補助金に
ついての理解促進を
図る。（年２回） 

・中間や期末の決算期に
拠らない事業完了毎
の精算及び書類提出
を求め、補助金の理解
促進を行うとともに
認識の共有を図った。 

 
（実施状況：○） 

・各地域における
担い手（スキル）
の継承が必要で
ある。 

・地域活動協議会補助金の
趣旨について、地域活動
協議会の会議の場などで
説明を行う。（２回） 

西淀川区 

・地域活動協議会補助
金の趣旨について、地
域活動協議会の会議
の場などで説明を行
う：３回（上半期１回、
下半期２回） 

・地域活動協議会に対
して中間支援組織と
ともに予算・決算書の
作成方法等の説明会
を行うことで透明性
のある会計処理がで
きるよう支援する。
（通年） 

・地域活動協議会補助金
の趣旨について、地域
活動協議会の会計担
当者等が参加する会
計検討会で説明を行
った。：（１回） 

・地域活動協議会に対し
て、中間支援組織とと
もに地域に出向き、予
算・決算書の作成方法
等の説明会を行い、透
明性のある会計処理
ができるよう支援し
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域活動協議会補助金の
趣旨について、地域活動
協議会の会議の場などで
説明を行う：2 回 

・地域活動協議会に対し
て、中間支援組織ととも
に予算・決算書の作成方
法等の説明会を行うこと
で透明性のある会計処理
ができるよう支援する。 

淀川区 
・中間支援組織（まちづ

くりセンター等）と連
携し、地域活動協議会
補助金について、地域

・中間支援組織（まちづ
くりセンター等）と連
携し、地域活動協議会
補助金について、５月

・役員だけでなく
実務者レベルの
方々にも補助金
についての理解

・会計出前講座の開催や専
門用語を使わないわかり
やすい資料作成を行い、
様々な機会を活用して、
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
活動協議会意見交換
会等で説明を行い、理
解促進を図る。（通年） 

の地活協会長との意
見交換会および６月
～７月の地活協ブロ
ック別意見交換会で
説明した。 

・地域要望に応じて地域
別に会計出前講座を
開催した。（２地域） 

・会計実務者に地活協補
助金使用時の領収書
の取り方をカードに
まとめた「会計豆ガイ
ド」を配布した。（６
月） 

 
（実施状況：○） 

促進を図る必要
がある。 

補助金の理解促進を図
る。 

東淀川区 

・地域活動協議会補助
金の趣旨について、地
域活動協議会の会議
の場などで説明を行
う。（通年） 

・各地域の会議に赴いた
際に説明した。 

・７月に開催した地域活
動協議会連絡会議に
て補助金の説明を行
った。 

 
（実施状況：○） 

・普段補助金事務
に関わりのない
地域の方が理解
するのに時間が
かかる。 

・11 月頃予定している補
助金説明会の際に十分時
間をとって説明を行う。 

東成区 

・新役員等を対象に補
助金理解促進を図る
ための説明会、交流会
を開催する。（年度当
初） 

・７月初旬に補助金説明
会を実施し、理解促進
を図った。 

・29 年度の補助金執行
状況をホームページ
にて公表した。 

（実施状況：○） 

― ・31 年度の補助金申請の
説明会を 12 月に開催し、
その場を活用して一層の
理解促進を図る。    

生野区 

・地域活動協議会に対
し、より民主的で開か
れ組織運営と会計の
透明性の確保を中心
に、自律した地域運営
ができるよう中間支
援組織と連携して支
援する。（通年） 

・中間支援組織と連携
し、各地域活動協議会
の総会後などに勉強
会を開催することで、
地域活動協議会の担
う機能や役割に関す
る理解を深めてもら
い、自律した地域運営
ができるよう支援し
た。 

 
（実施状況：○） 

・地域活動協議会
に求められてい
る準行政的機能
を認識していな
い同協議会の構
成団体が半数近
くある。 

・中間支援組織と連携し、
各地域において地域カル
テ作成のための会議を開
催し、その中で地域活動
協議会の準行政的機能に
ついての理解を深めても
らえるよう支援する。 

・地域活動協議会に対し、
より民主的で開かれ組織
運営と会計の透明性の確
保を中心に、自律した地
域運営ができるよう中間
支援組織と連携して引き
続き支援する。 

旭区 

・「地域カルテ」ワーク
ショップを継続的に
実施し、理解促進を図
る。（通年） 

・「地域カルテ」ワークシ
ョップを継続的に実
施し、理解促進を図っ
た。 

  
（実施状況：○） 

・地域活動協議会
のメンバーに更
に理解促進を図
ることが必要。 

・「地域カルテ」ワークショ
ップを継続的に実施し、
事業の見直し等の取組に
ついての話し合いを行う
中で、補助金についての
理解促進を図る。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

城東区 

・30 年度は、地域役員
が交代する年である
ことから、新たな役員
を中心に説明し、理解
促進を図る。（通年） 

・会計情報交換会を３回
実施し、補助金につい
ての説明を行った。 

・各地域の事業企画に関
する相談に際し、説明
を行った。 

 
（実施状況：○） 

・地域内での役員
交代時の知識継
承 

・まちづくりセンターによ
る相談支援に際して、新
役員に対する補助金の制
度説明を行い、スムーズ
な知識の継承を進める。 

鶴見区 

・地域活動協議会の会
議等の場を通して、新
役員を中心に地域活
動協議会補助金の趣
旨について説明を行
う。（通年） 

・運営委員が大幅に変更
された地域を中心に、
運営委員会で地域活
動のガイドブック「鶴
本」を活用して、地域
活動協議会のめざす
べき姿や活動内容等
を説明した。 

 
（実施状況：○） 

― ・必要に応じ、各種会議で
地域活動協議会補助金の
趣旨について説明を行
う。 

・12 月に補助金申請にか
かる担当者会議を開催し
説明する。 

阿倍野区 

・地域活動協議会補助
金説明会等で理解促
進を図る。（年２回） 

・各地域活動協議会に補
助金説明会を実施し
た。（10 地域各１回） 

 
（実施状況：○） 

― ・地域への会計事務説明会
で補助金について理解を
深めるよう積極的に情報
発信する。 

住之江区 

・年に最低 1 度補助金
に関する説明会を実
施するとともに、地活
協会長会、地活協運営
委員会等の機会をと
らまえて、補助金の制
度説明を行うことで
理解促進を図る。（通
年） 

・会長会において、通年
の補助金についての
説明を実施した。 

 
（実施状況：○） 

・地活協構成団体
などの総意形成
機能の趣旨につ
いての理解度を
向 上 さ せ る た
め、分かりやす
い資料作成や説
明を行う必要が
ある。 

・10 月中を目途に補助金
に関する説明会を実施す
る。 

住吉区 

・地域活動協議会の補
助金が、事業間で流用
が可能で、地域課題に
応じて有効活用でき
ること、仮精算を実施
することで、会計担当
者の負担が軽減され
ることなどをあらた
めて説明する。（年２
回） 

・補助金の早期交付（４
月） 

・地域活動協議会の会計
担当者への説明会の
実施（５月） 

・地域ごとの補助金説明
会の実施（住吉地域６
月） 

・まちづくりセンターに
よる会計支援 

 
（実施状況：○） 

・会計担当者の負
担軽減 

・仮精算の実施について説
明（10 月） 

・各地域ごとに会計説明会
の実施（１月） 

東住吉区 

・地域連絡会議や各地
域における会議の場
などあらゆる機会を
捉え、理解促進等を図
る。（通年） 

・地域連絡会議や各地域
における会議の場な
どで理解促進を行っ
た。また新会長を集め
ての説明会を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域連絡会議や各地域に
おける会議の場などの機
会を捉え理解促進を図る
説明を行う。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

平野区 

・新体制の担当者を対
象とした説明会を開
催する。（６～９月の
間） 

・29 年度補助金精算に
伴い各地域の状況に
合わせた説明を中間
支援組織を通じて行
った。 

 
（実施状況：△） 

・共通した内容の
理解促進が必要
である。 

・31 年度補助金申請時期
にあわせて、制度、趣旨の
説明会を行う。 

西成区 

・地域活動協議会に対
して行う説明会等に
おいて補助金の趣旨
についても説明を行
うことで、地域活動協
議会のメンバーの理
解を促す。(７月・12
月) 

・地域活動協議会に対し
て補助金説明会を実
施し、地域活動協議会
のメンバーの理解促
進への取組を行った。
（６月実施） 

 
（実施状況：○） 

・地域活動協議会
に対して行った
補助金説明会へ
の参加者が役員
等であるため、
構成団体の事業
担当者にまで理
解が浸透してい
ない地域が見受
けられる。 

・各地域の運営委員会等の
機会を活用して役員以外
に対しても説明を行うこ
とで、理解促進の浸透を
図る。 
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柱 1-Ⅱ-ア 地域に根ざした活動の活性化（地縁型団体） 

取組⑦「活動の目的の再確認」 

 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

北区 

・地域コミュニティを
テーマに、防災、子ど
も、高齢者など様々な
地域活動のベストプ
ラクティスを題材に
「地域活動連絡会議」
を開催する。（通年） 

・地域活動連絡会議に
おいて、地域活動の目
的を時宜に応じて説
明する。さらに、日常
的に地域の役員との
コミュニケーション
を図り、地域活動の目
的についての理解促
進に努める。（通年） 

・区内（５地域）におい
て、地域主体によるま
ちづくり勉強会を開
催する。（通年） 

・地域コミュニティを
テーマに防災活動を
題材として「地域活
動連絡会議」を開催
した。 

・地域活動連絡会議に
おいて、地域活動の
目的を時宜に応じて
説明した。さらに、日
常的に地域の役員と
のコミュニケーショ
ンを図り、地域活動
の目的についての理
解促進に努めた。 

・区内（４地域）におい
て、地域主体による
まちづくり勉強会を
開催した。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、地域コミュニテ
ィをテーマに、防災、子ども、
高齢者など様々な地域活動
のベストプラクティスを題
材に「地域活動連絡会議」を
開催する。 

・引き続き、地域活動連絡会
議において、地域活動の目的
を時宜に応じて説明する。さ
らに、日常的に地域の役員と
のコミュニケーションを図
り、地域活動の目的について
の理解促進に努める。 

・地域主体によるまちづくり
勉強会を開催していない１
地域については、９月上旬か
ら開催する。 

都島区 

・改選時期などに応じ
て、委嘱団体に対し、
活動の趣旨・目的など
を説明する。（１回 
通年） 

・委嘱状伝達式におけ
る説明（青少年指導
員、青少年福祉委員）
（４月） 

・委嘱書類交付による
説明（人権啓発推進
員）（４月～６月） 

・委嘱状伝達による説
明（スポーツ推進委
員）（４月） 

 
（実施状況：○） 

― ・活動の趣旨・目的の説明 
 （生涯学習推進員、はぐく
みネットコーディネーター、
スポーツ推進委員）（２月） 

福島区 

・各団体に対して、活動
が形骸化することの
ないよう活動目的を
改めて確認するきっ
かけとなる機会を年
１回以上作る。（通年） 

・５月～６月に各地域
活動協議会で補助金
説明会を開催し、資
料を確認しながら説
明を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・31 年度の補助金申請の説明
会を開催し、その場を活用し
て繰り返し活動目的を確認
する機会を作る。 

此花区 

・地域活動協議会運営
委員会などで活動目
的を確認できるよう
支援する。（通年） 

・各地域活動協議会（９
地域）の運営委員会
（５月～７月）にお
いて、リーフレット
を配付し活動目的に
ついて説明を行っ
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域活動協議会運営委員会
などで活動目的を確認でき
るよう支援する。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

中央区 

・区地域担当職員や中
間支援組織（まちづく
りセンター）を通じ、
活動目的を改めて確
認していただく機会
を提供するなど、活動
が形骸化することの
ないよう支援する。
（通年） 

・補助金の理解促進に
向けた内容を地域活
動協議会活性化セミ
ナーで行うための企
画・調整を行った。
（随時） 

・地域活動協議会活動
ヒント集を使用し活
動が形骸化しないよ
う各地域に対し支援
行った。（随時） 

 
（実施状況：○） 

・補助金に関す
る事務への理
解を促進する
ための情報発
信を強化する
必要がある。 

・地域活動協議会活性化セミ
ナーを 10 月に開催する。 

西区 

・地縁型団体の会議等
において活動目的を
改めて確認する機会
を設ける。（年度内６
回以上） 

・青少年５団体及び体
育厚生協会の総会に
おいて活動目的の確
認を行った。 

（６回実施） 
 

（実施状況：○） 

― ・引き続き、他の地縁型団体
の会議等においても活動目
的を改めて確認する機会を
設ける。 

港区 

・まちづくりセンター
と連携し、活動目的を
改めて確認していた
だく機会を提供する
など、活動が形骸化す
ることのないよう支
援する。（通年） 

・地域活動協議会の役
員等を対象に地域活
動協議会の活動目的
について説明を行う
とともに、地域課題
への取組、つながり
の拡充、組織運営に
ついて支援を行っ
た。 

 
（実施状況：○） 

・地域実情に応
じた支援策の
検討 

・地域活動協議会の役員等を
対象に地域活動協議会の活
動目的について説明を行う
とともに、地域実情に応じて
目的の達成に向けた支援を
行う。 

大正区 

・地域の行事や活動へ
の参加、地域の担い手
へのヒアリング等を
行うことによる地域
や地域活動の現状や
課題を把握及び整理
を行う。（通年） 

・地域担当職員が、各地
域の地域団体の会議
に出席するととも
に、地域包括支援体
制の構築に向けた支
援を行うため、説明
会を開催した。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域の行事や活動への参
加、地域の担い手へのヒアリ
ング等を行うことによる地
域や地域活動の現状や課題
を把握及び整理を行う。 

天王寺区 

・各地域活動協議会の
事業計画・予算（２月）
及び事業報告・決算報
告・決算（６月）を承
認する運営委員会や
役員会の場に出向き、
確認と説明を行う。 

・５、６月実施の運営委
員会や役員会のほか
地域へ出向いた際に
確認や説明を行っ
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・各地域の運営委員会や役員
会において、確認や説明を行
う。 

浪速区 

・予算検討や中間決算、
分野別・事業別会議等
の機会をとらまえて、
地域課題や活動内容、
企画への助言等をお

・中間や期末の決算期
に拠らない事業完了
毎の活動報告や精算
及び書類提出を求め
た。また、各地活協の

・各地域におけ
る担い手（スキ
ル）の継承が必
要である。 

・地活協構成員

・各種地域会議の場での説明
やわかりやすい説明資料作
成を行い、様々な機会を活用
して、活動目的の理解促進を
図る。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
こなうことで活動目
的の説明を行う。（通
年） 

定例会議へも参画し
ており、これら機会
を捉えて、活動の目
的の再確認行うとと
もに認識の共有を図
った。 

 
（実施状況：○） 

の細部まで活
動目的の情報
共有が必要で
ある。 

西淀川区 

・各団体の活動が形骸
化することのないよ
う活動目的を改めて
確認するきっかけと
なる機会を作る：１回 

・12 月に実施する補助
金に係る説明会にお
いて、活動目的を改
めて確認する機会と
するよう調整した。 

 
（実施状況：○） 

― ・12 月に補助金申請に係る説
明会において、活動目的に関
する説明を行う。 

淀川区 

・意見交換の場で、活動
目的を改めて確認す
る機会を設ける。（通
年） 

・６月～７月実施の地
活協ブロック別意見
交換会で説明した。 

 
（実施状況：○） 

・役員だけでな
く実務者レベ
ルの方々にも
活動目的の理
解促進を図る
必要がある。 

・各種地域会議の場での説明
やわかりやすい説明資料作
成を行い、様々な機会を活用
して、活動目的の理解促進を
図る。 

東淀川区 

・地域ごとに実施する
地域別保健福祉計画
作成の取組のなかで、
各団体の活動目的に
ついて確認していく。
（通年） 

・区内 17 地域のうち、
３地域において地域
別保健福祉計画作成
の取組のなかで、福
祉や防災などの地域
課題解決に向けた意
見交換等において、
つながりづくりの重
要性を再認識した。 

 
（実施状況：○） 

・地域別保健福
祉計画作成の
取組について
は、参加者や関
係機関が固定
化・減少してお
り、取組が進ん
でいない地域
が多く存在し
ている。 

・新たな参加者増につながる
よう、区ホームページや毎月
開催している地域連絡会議
において、既取組地域の状況
を周知していく。 

東成区 

・各団体に対して、活動
が形骸化することの
ないよう活動目的を
改めて確認するきっ
かけとなる機会を作
る。（下半期） 

 
 

（実施状況：－） 

― ・地域活動協議会での交流会
を開催して、活動の目的を再
確認する場の機会をつくる。 

生野区 

・活動内容をまとめた
チラシを作成し、青少
年指導員、青少年福祉
委員への委嘱伝達式
において配付する。
（上期） 

・青少年指導員委嘱伝
達式において青少年
指導員の手引きを配
付した。 

 
（実施状況：△） 

・活動内容を表
す写真がなく
青少年福祉委
員委嘱伝達式
にチラシの作
成が間に合わ
なかった。 

・青少年指導委員の追加委嘱
があった場合、活動内容をま
とめた手引きを委嘱伝達式
において配布する。 

・今後、青少年福祉委員の活
動内容をまとめたチラシを
作成し、追加委嘱があった際
に配布する。 

旭区 

・「地域カルテ」ワーク
ショップを継続的に
実施し、活動目的を改
めて確認する機会と
する。（通年） 

・「地域カルテ」ワーク
ショップを継続的に
実施し、理解促進を
図った。 

 
  

・地域活動協議
会のメンバー
に更に理解促
進を図ること
が必要。 

・「地域カルテ」ワークショッ
プを継続的に実施し、理解促
進を図る。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
（実施状況：○） 

城東区 

・各団体の会合等で活
動目的等を確認する
などの支援を行う。
（通年） 

・会計情報交換会にお
いて、活動のあり方
や目的を確認した。 

 
（実施状況：○） 

・地域内での役
員交代時の知
識継承 

・まちづくりセンターによる
相談支援に際して、活動目的
に関して説明を進める。 

鶴見区 

・地域活動協議会運営
委員会や部会の場な
どを活用し、新役員を
中心に活動目的を改
めて確認する機会を
作る。（通年） 

・運営委員が大幅に変
更された地域を中心
に、運営委員会で地
域活動のガイドブッ
ク「鶴本」を活用し
て、地域活動協議会
のめざすべき姿や活
動内容等を説明し
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・必要に応じ、各種会議で地
域活動協議会の活動目的に
ついて説明を行っていく。 

・12 月に補助金申請にかかる
担当者会議を活用し説明す
る。 

阿倍野区 

・各団体の活動や活動
目的を情報発信する
など支援を行う。（通
年） 

・まちづくりセンター
ホームページで、各
団体の紹介コーナー
を設置し情報発信を
行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・まちづくりセンターホーム
ページで、各団体の紹介コー
ナーを設置し情報発信を行
う。 

住之江区 

・地活協会長会、地活協
運営委員会などで、長
年継続している活動
を見直すことの必要
性を説明し、中間支援
組織を活用し取組を
進める。（通年） 

・補助金実績の定期確
認を通して、活動内
容の確認を実施し
た。また、説明会に向
けてマニュアル等を
見直すなど、準備を
行った。 

 
（実施状況：○） 

・地域の実情に
沿ったよりき
め細やかな説
明をしていく
必要がある。 

・引き続き、地活協会長会、地
活協運営委員会などで、長年
継続している活動を見直す
ことの必要性を説明し、中間
支援組織を活用し取組を進
める。 

・10 月頃に実施する補助金に
関する説明会にて配布予定
のマニュアルに詳細を記載
し、各地域活動協議会に周知
する。 

住吉区 

・活動団体と区長の意
見交換会の実施（通
年：年３回）により、
活動の目的の再確認
など活動の充実に向
けた支援を行う。 

・活動団体（３団体）を
選定し、日程調整を
行った。 
（８月） 

 
（実施状況：○） 

・活動目的を達
成するために
必要な取組や
課題の把握 

・団体と区長の意見交換会の
実施（年３回） 

・把握した課題について、そ
の解決に向けた支援を行う。 

東住吉区 

・地域連絡会議や各地
域における会議の場
などあらゆる機会を
捉え、理解促進等を図
る（通年） 

・地域連絡会議や各地
域における会議の場
などで理解促進を行
った。また新会長を
集めての説明会を行
った。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域連絡会議や各地域にお
ける会議の場などの機会を
捉え理解促進を図る説明を
行う。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

平野区 

・各団体の会議におい
て、意義説明を代表者
に促す。（通年） 

・地域活動協議会の運
営委員会において、
意義説明を行った。 

 
（実施状況：○） 

・他団体向けに
説明等を行う
必要がある。 

・各団体向けに意義説明のチ
ラシを作成し配布依頼を行
う。 

西成区 

・中間支援組織を活用
し、各地域活動協議会
の運営委員会等にお
いて活動の趣旨・目的
を確認し、統一した認
識を共有することが
出来るよう支援を行
う。（通年） 

・中間支援組織を活用
し、各地域活動協議
会の運営委員会等の
開催支援を行うとと
もに、運営委員会の
議案等により活動の
目的の再確認を行っ
た。 

 
（実施状況：○） 

・活動の目的の
再確認につい
て、事業担当者
間のみにとど
まるなど、地域
間で差が見受
けられる。 

・活動の目的の再確認につい
て、理解が薄い地域について
は、区による説明の機会を別
途設けるなど、より注力した
支援を行う。 
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柱 1-Ⅱ-ア 地域に根ざした活動の活性化（地縁型団体） 

取組⑧「市民活動総合ポータルサイトの充実」 

 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

北区 

・地域活動連絡会議や
地域での会合におい
て、市民活動総合ポー
タルサイトの周知を
行い、サイトへの登録
を促す。（通年） 

・地域活動連絡会議や地
域での会合において、市
民活動総合ポータルサ
イトの周知を行い、サイ
トへの登録を促した。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、地域活動連絡
会議や地域での会合にお
いて、市民活動総合ポー
タルサイトの周知を行
い、サイトへの登録を促
す。 

都島区 

・市民活動支援情報窓
口において、区内の各
団体に「市民活動総合
ポータルサイト」の活
用を促す。（通年） 

・市民活動総合ポータル
サイトについてのリー
フレットの配架により
周知した。 

・地域活動団体の役員等
に対し市民活動総合ポ
ータルサイトの制度説
明を行った。 

・活動団体からの相談に
応じて、市民活動総合ポ
ータルサイトの利用案
内を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・市民活動総合ポータルサ
イトについてのリーフレ
ットの配架により周知す
る 

・地域活動団体の役員等に
対し市民活動総合ポータ
ルサイトの制度説明を行
う。 

福島区 

・身近な地域課題に取
り組む団体などの運
営に関する情報を一
元的に発信する「市民
活動総合ポータルサ
イト」に、各団体の登
録及び積極的な活用
を年１回以上促す。
（通年） 

・５月～６月に各地域活
動協議会で補助金説明
会を開催し、資料を確認
しながらサイトの紹介
も行った。 

 
（実施状況：○） 

・説明はしてい
るが、地域の関
心が薄い。 

・地域での必要
性を感じても
らえない。 

・31 年度の補助金申請の
説明会を開催し、その場
を活用して繰り返しサイ
トへの登録・活用を促す。 

此花区 

・地域活動協議会運営
委員会などで「市民活
動ポータルサイト」を
周知する。（通年） 

・各地域活動協議会（９地
域）の運営委員会（５月
～７月）において、チラ
シ配付による周知活動
を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域活動協議会の機会を
とらえて周知を図ってい
く。 

中央区 

・様々な機会を捉え、市
民活動総合ポータル
サイトの有益性につ
いて説明するととも
に各団体の登録及び
その積極的な活用を
促す。（通年） 

・中央区役所市民協働課、
中央区中間支援組織（ま
ちづくりセンター）が
「市民活動総合ポータ
ルサイト」に登録し、各
地域に向けその有益性
を説明した。（随時） 

・中央区内地域活動協議
会について、30 年度中
のサイトへの登録を目
指し支援を行った。（随
時） 

 

・市民活動総合
ポータルサイ
ト登録の有効
性についての
理解が促進す
るよう説明を
行う必要があ
る。 

・地域活動協議会会長会
（９月開催）や地域活動
協議会活性化セミナー
（10 月開催）などの機会
をとらえ「市民活動ポー
タルサイト」の有益性に
ついて説明を行い、サイ
トへの登録をめざす。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
（実施状況：○） 

西区 

・地縁型団体の会議や、
まちづくりセンター
の支援時において、ポ
ータルサイトの紹介、
活用について説明す
る。（通年） 

・青少年指導員理事会等
においてポータルサイ
トの紹介・説明を行っ
た。 

 
（実施状況：○） 

・現在、西区内の
31 団体がポー
タルサイトへ
の登録を行っ
ているが、新た
な団体の登録
が必要。 

・地縁型団体の会議や、ま
ちづくりセンターの支援
時において、ポータルサ
イトの紹介、活用につい
て説明する。 

・地縁型団体に向けてポー
タルサイトの有効性など
丁寧な説明を行い、登録
に結び付け活用につなげ
ていく。 

港区 

・地縁系団体等へポー
タルサイトへの登録
を働きかける。（通年） 

・合同地域会長会でポー
タルサイトへの登録を
働きかけた。 

 
（実施状況：○） 

― ・地縁系団体等へポータル
サイトの有効性を説明し
ながら登録を働きかけ
る。 

大正区 

・市民活動総合ポータ
ルサイトへの登録に
ついては、有効性につ
いて各地域活動協議
会の運営委員会にお
いて周知を行う。（通
年） 

・市民活動総合ポータル
サイトについて、地域活
動協議会（地域まちづく
り実行委員会）の会議の
場などで説明を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・市民活動総合ポータルサ
イトへの登録について
は、有効性について各地
域活動協議会の運営委員
会において周知を行う。 

天王寺区 

・まちづくりセンター
の活用や意見交換の
場などで運用面の負
担感が比較的少ない
状況を説明し「市民活
動総合ポータルサイ
ト」を紹介していく。
（通年） 

・市民活動団体支援相談
窓口やまちづくりセン
ターを通じて「市民活動
総合ポータルサイト」を
各地域に紹介した。 

 
（実施状況：○） 

― ・まちづくりセンターの活
用や意見交換の場で「市
民活動総合ポータルサイ
ト」を各地域に紹介する。 

浪速区 

・催事（防災訓練等）実
施の告知及び成果・報
告を、市民活動ポータ
ルサイトに掲載し、つ
ながりの端緒、機会を
広げる。（通年） 

・新たに市民活動ポータ
ルサイトへの登録、掲載
を行った。（５件） 

・市民活動ポータルサイ
トを活用し掲載したボ
ランティア募集により、
地域主催の学習支援事
業の充実が図られた。 

 
（実施状況：○） 

・制度の更なる
周知及びサイ
トの充実が必
要である。 

・「地域カルテ」による各地
域課題の共有を深めつ
つ、課題解決手法として、
地域が主体的にポータル
サイトを利活用すること
の促進を引き続き進め
る。 

・ポータルサイトを活用し
ての課題解消事例の共有
を図る。 

西淀川区 

・「市民活動総合ポータ
ルサイト」への登録及
び積極的な活用を促
し、１件以上登録す
る。（通年） 

・「市民活動総合ポータル
サイト」のチラシを地縁
型団体の相談窓口に配
架した。 

 
（実施状況：○） 

― ・「市民活動総合ポータル
サイト」への登録及び積
極的な活用を促し、１件
以上登録する。 

淀川区 
・市民活動総合ポータ

ルサイトの利用呼び
かけや団体登録の周

・５月の地活協会長との
意見交換会および６月
～７月の地活協ブロッ

・役員だけでな
く実務者レベ
ルの方々にも

・今後開催予定の地活協ブ
ロック別意見交換会等の
様々な機会を活用して、
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
知をする。 

（通年） 
ク別意見交換会で周知
した。 

 
（実施状況：○） 

市民活動総合
ポータルサイ
トの活用促進
を図る必要が
ある。 

実務者レベルの方々への
市民活動総合ポータルサ
イトの活用促進を図る。 

東淀川区 

・市民活動総合ポータ
ルサイトへの各団体
の登録を増やすよう、
地域活動協議会連絡
会議等で働きかける。
（通年） 

・区内の地域活動協議会
の取組について、「イケ
てる市民活動★ミニレ
ポート」への掲載の承諾
を３地域より得た。 

 
（実施状況：○） 

・市民活動総合
ポータルサイ
トに地域活動
協議会が登録
することのメ
リットが打ち
出されていな
いため、理解し
てもらうこと
が難しい。 

・「イケてる市民活動★ミ
ニレポート」掲載をきっ
かけに、情報発信・収集の
ために登録を働きかけ
る。 

東成区 

・広報紙での地域活動
協議会の取組特集号
発行時に、ポータルサ
イトの活用方法につ
いて掲載し、登録件数
の増加につなげる。
（８月） 

・７月に地域活動協議会
の説明会の場で市民活
動総合ポータルサイト
の活用を促した。 

・広報紙でも８月号に掲
載する予定だったが、よ
り効果的に掲載するた
めに掲載月の変更を行
った。 

 
（実施状況：△） 

・31 年度に向け、
ポータルサイ
トの登録につ
ながる取組を
行う必要があ
る。 

・広報紙の 10 月号にポー
タルサイト活用記事を掲
載する。 

生野区 

・青少年指導員連絡協
議会などの活動団体
の理事会において、市
民活動総合ポータル
サイトを紹介し、各団
体に登録、活用を促
す。（通年） 

・各団体の定例会におい
て市民活動総合ポータ
ルサイトに関するチラ
シを配付し、登録活用を
促した。 

 
（実施状況：○） 

― ・青少年指導員連絡協議会
などの活動団体の理事会
において、市民活動総合
ポータルサイトを紹介
し、各団体に登録、活用を
促す。 

旭区 

・地域活動協議会連絡
会議等で継続的に情
報発信を行うことで、
登録及び積極的な活
用を促していく。（通
年） 

・地活協向けポータルサ
イト登録の手引きの配
布や地域活動協議会連
絡会議等で継続的に情
報発信を行うことで、登
録及び積極的な活用を
促した。 

  
（実施状況：○） 

・各団体に、登録
することのメ
リット及び意
義の理解を深
めることが必
要。 

・ポータルサイト登録済団
体の事例等を共有しなが
ら、地域活動協議会連絡
会議等で継続的に情報発
信を行うことで、登録及
び積極的な活用を促す。 

城東区 

・ポータルサイトの活
用及び登録について
周知を行う。（通年） 

・地域活動協議会の連絡
会議において、ポータル
サイトの周知を行った。 

 
（実施状況：○） 

・地域活動協議
会ごとの当該
サイトの認知
度および必要
性認識の差異 

引き続き、ポータルサイト
の活用及び登録について
周知を行い、認知度の向
上を図る。 

鶴見区 

・鶴見区地域活動協議
会連絡会や地域活動
協議会の会議の場に
おいて、市民活動総合
ポータルサイトを紹
介するとともに登録

・各地域活動協議会へ市
民活動総合ポータルサ
イトのイベント情報を
メールにて情報提供し、
その際にポータルサイ
トの紹介も行った。 

― ・地域活動協議会連絡会
（９月）で、市民活動総合
ポータルサイトを詳しく
説明するとともに登録の
促進を行う。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
の促進を行う。（通年）  

（実施状況：○） 

阿倍野区 

・市民活動総合ポータ
ルサイトを積極的に
周知し、各団体の登録
及び積極的な活動を
促進する。（通年） 

・市民活動に関する相談
窓口を阿倍野区ホーム
ページ掲載により周知
した。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、市民活動に関
する相談窓口について阿
倍野区ホームページ掲載
等により周知する。 

・「市民活動総合ポータル
サイト」の活用促進のた
め地域活動協議会役員等
に情報提供を行う。 

住之江区 

・地活協会長会、地活協
運営委員会などで、ポ
ータルサイトの効果
的な活用方法等を周
知し、積極的な活用を
促す。（通年） 

・８月 29 日開催の企業・
ＮＰＯ・学校・地域交流
会において周知を行っ
た。 

 
（実施状況：○） 

・地域実情に応
じて、市民活動
ポータルサイ
トでの情報発
信を提案する
などきめ細い
支援をしてい
く必要がある。 

・引き続き、地活協会長会、
地活協運営委員会など
で、ポータルサイトの効
果的な活用方法等を周知
し、積極的な活用を促す。 

住吉区 

・身近な地域課題に取
り組む団体の情報を
一元的に発信する「市
民活動総合ポータル
サイト」を紹介し、登
録を促進する。（新規
登録件数３件）（通年） 

・おりおの地活協、長居地
域活動協議会が新規登
録（４月） 

 
（実施状況：○） 

・地域でのネッ
ト環境の整備 

・「市民活動ポー
タルサイト」の
有効活用 

・[地域活動協議会]東粉浜
連合振興町会、苅田地域
活動協議会が新規登録予
定。 

・「市民活動ポータルサイ
ト」の活用についてまち
づくりセンターを通じて
支援する。 

東住吉区 

・地域連絡会議や各地
域における会議の場
などあらゆる機会を
捉え、理解促進等を図
る。（通年） 

・地域連絡会議や各地域
における会議の場など
で理解促進を行った。ま
た新会長を集めての説
明会を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域連絡会議や各地域に
おける会議の場などの機
会を捉え理解促進を図る
説明を行う。 

平野区 

・チラシ等により、運営
委員会等の場で周知
する。（通年） 

・中間支援組織を通じ、各
地域協運営委員会にお
いて周知した。 

 
（実施状況：○） 

・ポータルサイ
トへの登録を
含めて周知を
する必要があ
る。 

・チラシを活用して各地域
へ周知を図る。 

西成区 

・「市民活動総合ポータ
ルサイト」についての
情報提供を行い、各団
体の登録及び活用へ
の支援を行う。（通年） 

・地域活動協議会の補助
金説明会での全体周知
のほか、活用に興味を示
す地域への個別支援を
通じて「市民活動総合ポ
ータルサイト」への登
録・活用について支援を
行った。 

 
（実施状況：○） 

・「市民活動総合
ポータルサイ
ト」について、
活用の段階に
至るまでには
目的・効果とい
った理解の促
進を進める必
要がある。 

・補助金説明会やフォーラ
ムの機会を活用して説明
を行うなど、理解の促進
に向けた取組を進める。 
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柱 1-Ⅱ-ア 地域に根ざした活動の活性化（地縁型団体） 

取組⑨「活動への参加促進」 

 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

北区 

・区のＨＰ、Facebook、
インスタグラムや広報
紙など広報媒体を駆使
して地域活動を紹介
し、広く区民が参加で
きる情報提供を行う。
（通年） 

・地域と企業・学校など
との交流イベント「異
次元交流ライブ」を開
催し、地域活動の参加
を呼びかける。（下期） 

・区のＨＰ、Facebook、
インスタグラムや広報
紙など広報媒体を駆使
して地域活動を紹介し、
広く区民が参加できる
情報提供を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、区のＨＰ、
Facebook、インスタグラム
や広報紙など広報媒体を駆
使して地域活動を紹介し、広
く区民が参加できる情報提
供を行う。 

・地域と企業・学校などとの
交流イベント「異次元交流ラ
イブ」を開催し、地域活動の
参加を呼びかける。 

都島区 

・まちづくりセンター
と連携し、周知方法の
工夫など、誰もが気軽
に参加できる情報発
信を支援する。（通年） 

・地縁型団体が行う活
動を紹介した。（広報
誌４～８月号） 

・まちづくりセンター
との連携による地域
活動情報の発信 

Facebook５回 
 

（実施状況：○） 

― ・地縁型団体が行う活動を紹
介する。（広報誌９～３月号） 

・まちづくりセンターとの連
携による地域活動情報の発
信 

福島区 

・各団体の活動が持続
的なものとなるよう、
誰もが気軽に参加（短
時間や短期間だけ活
動に参加）できるため
の仕組みや工夫に関
する情報を年１回以
上提供するなどの支
援を行う。（通年） 

・広報紙において、地域
活動協議会の活動紹
介記事を掲載した。
（３回実施） 

・区役所にまちづくり
センター専用の棚を
設けて、まちづくり
情報のチラシを随時
配架した。 

 
（実施状況：○） 

― ・広報紙やチラシ等で周知を
図っていく。 

・各地域のおける会議の場
や、地域活動協議会の 31 年
度予算説明会の場等の機会
を捉えて、誰もが気軽に参加
できる活動の情報提供を行
っていく。 

此花区 

・誰もが気軽に参加で
きるための仕組みや
工夫に関する情報を
提供する。（通年） 

・広報紙において地域
活動協議会の活動紹
介をするとともに区
役所や区民ホールに
地域活動協議会の紹
介壁新聞を掲示し情
報を提供した。（３回
実施） 

 
（実施状況：○） 

― ・広報紙や啓発チラシなどで
周知を図っていく。 

中央区 

・誰もが気軽に参加で
きるイベントの情報
など、身近な地域にお
いて活動のきっかけ
となる情報を収集・発
信し、地域活動への参
加を呼びかける。（通
年） 

・地域のイベントや活
動などに関する情報
を広報紙に掲載し
た。（５回） 

・Twitter による地域
情報の発信を行っ
た。（559 回） 

・民間事業者と連携し、

・活動の担い手
の固定化と高
齢化の解消に
向けた取組が
必要である。 

・地域の実情に応じた新たな
担い手による取組例などを
広報紙に掲載する。 

・引き続き、地域のイベント
や活動などについての情報
を広報紙に掲載する。 

・Twitter による地域情報の
発信を継続して行い、若世代
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
・若い世代に地域活動

への参加を呼びかけ
るため、ＳＮＳなどの
ＩＣＴを活用した情
報発信に取り組む。
（通年） 

地域情報の発信に取
り組んだ。（随時） 

 
（実施状況：○） 

に地域活動への参加を呼び
掛ける。 

・民間事業者と連携し、地域
情報発信の取組を継続する。 

西区 

・誰もが気軽に地域活
動に参加できるよう
にする仕組みや工夫
に関する情報提供を
行う。（６回以上） 

・地域の祭りにおいて
運営ボランティア募
集により地域活動に
参加するようになっ
た事例などを青少年
５団体及び体育厚生
協会の総会において
情報提供を行った。 
（６回実施） 
 

（実施状況：○） 

― ・引き続き、他の団体に対し
ても誰もが気軽に地域活動
に参加できるようにする仕
組みや工夫に関する情報提
供を行う。 

港区 

・各団体に対し、短時間
や短期間だけ活動に
参加できるなど、誰も
が気軽に活動に参加
できるための仕組み
や工夫に関する事例
を収集し情報提供を
行う。（通年） 

・各団体と活動につい
ての意見交換を行っ
たが、より状況を把
握するため、引き続
き各団体と内容確認
を行う必要があるこ
とから、情報提供に
至っていない。 

 
（実施状況：△） 

・団体活動参加
への参考事例
となるような
仕組みや工夫
の情報収集と
把握。 

・随時、団体活動参加への仕
組みや工夫等に関する内容
確認を行いながら、参考事例
となるようなものについて
情報提供を行う。 

大正区 

・各団体へ各種情報提
供を行う。（通年） 

・誰もが気軽に参加で
きるための仕組みや
工夫に関する情報
を、地域活動協議会
（地域まちづくり実
行委員会）の会議の
場などで説明を行っ
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・各団体へ各種情報提供を行
う。 

天王寺区 

・地域からの情報収集、
ニーズ把握を行い、活
動への参加促進につ
ながる広報支援を行
う。（７月） 

・７月号広報で、地域活
動協議会主催イベン
ト「聖和サマーフェ
スタ」の紹介頁や地
域活動協議会の特集
頁を組み、活動への
気軽な参加を呼びか
けた。 

・８月号も連続して複
数頁で気軽な参加を
呼びかけた。 

 
（実施状況：○） 

― ・区広報紙などを活用し、活
動への参加促進につながる
広報支援を進める。 

浪速区 
・「分野別部会制度」等

の好事例を他地域に
ても展開することに

・「地域カルテ」を活用
し、「負担の分散・軽
減」など好事例の共

・各地域におけ
る担い手（スキ
ル）の継承が必

・短時間や短期間だけ活動に
参加できるなど、誰もが気軽
に活動に参加できるための
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
より、「負担の分散・
軽減」を図り「担い手
の発掘・育成」につな
げる。（通年） 

・催事（防災訓練等）実
施の告知及び成果・報
告を、区広報紙や区ホ
ームページ、ＳＮＳや
市民活動ポータルサ
イトといったＩＣＴ
ツール等様々な広報
媒体を用いて広く周
知し、つながりの端
緒、機会を広げる。（通
年） 

有を図り、「担い手」
の参加促進を図っ
た。 

・区広報紙への記事掲
載５回、まちづくり
センター Facebook
投稿記事 132 件、ま
ちづくりセンターブ
ログ投稿記事 123 件
(4,502 アクセス)、各
地域が発信したイベ
ント情報等のブログ
数計 169 件 を行
い、地域行事への参
画を促した。（８月末
現在） 

 
（実施状況：○） 

要である。 
・各地域の情報

発信力を強化
し、安定的かつ
持続可能とす
るための「人材
の育成、スキル
の向上と継承」
の仕組みづく
りが必要であ
る。 

・地域情報を拡
散→地域コミ
ュニティ参画
→地域の新た
な担い手候補
へ、とつながる
導線作りが課
題である。 

仕組みや工夫に関する情報
を提供する。 

・若い世代から高齢者まで幅
広い世代に向けて地域活動
情報を発信する。 

西淀川区 

・短時間や短期間だけ
活動に参加できるな
ど、誰もが気軽に活動
に参加できるための
仕組みや工夫に関す
る情報を提供する：１
回 

・短時間や短期間だけ
活動に参加できるな
ど、誰もが気軽に活
動に参加できる地域
清掃活動の情報を提
供した：１回 

 
（実施状況：○） 

― ・短時間や短期間だけ活動に
参加できるなど、誰もが気軽
に活動に参加できるための
仕組みや工夫に関する情報
を提供する。 

淀川区 

・中間支援組織（まちづ
くりセンター等）と連
携し、先行事例の情報
提供等の活動支援を
行う。（通年） 

・区役所１階に「地域情
報コーナー」という専
用の配架棚を設け地
域行事等のチラシを
随時配布する。（通年） 

・中間支援組織（まちづ
くりセンター等）と
連携し、まちセン通
信等を活用した先行
事例の情報提供等の
活動支援を実施し
た。 

・区役所１階に「地域情
報コーナー」という
専用の配架棚を設け
地域行事等のチラシ
を随時配布した。 

 
（実施状況：○） 

― ・わかりやすい表現やイラス
トの活用等、内容を工夫し、
若い世代から高齢者まで幅
広い世代に向けて地域活動
情報を発信する。 

東淀川区 

・各団体に対し、短時間
や短期間だけ活動に
参加できるなど、誰も
が気軽に活動に参加
できるための仕組み
や工夫に関する事例
を収集し情報提供す
る。（通年） 

・地域活動協議会連絡
会議において、地域
保健福祉計画策定に
取り組んだ地域の事
例発表として、これ
まで地域活動に関わ
りの薄かった方との
繋がりが生まれ、で
きる範囲で活動に関
わってくれたことを
他地域と共有した。 

 
（実施状況：○） 

― ・各団体から聞き取りなどを
行い、先行的な取組事例の情
報収集及び提供を行い、活動
参加につなげていく。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

東成区 

・各団体に対し、短時間
や短期間だけ活動に
参加できるなど、誰も
が気軽に活動に参加
できるための仕組み
や工夫に関する情報
を提供する。（広報紙
での特集号の発行：８
月） 

・参加しやすい活動の
紹介を広報紙で特集
し掲載した。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、Twitter 等の広報
媒体を活用して気軽に参加
できる情報提供を行う。 

生野区 

・市民活動総合ポータ
ルサイトを区ホーム
ページなどで紹介し、
広く周知する。（通年） 

・地域活動協議会の事
務局担当者が集まる
会議の場において紹
介した。 

 
（実施状況：○） 

・各団体の活動
が区民に知ら
れていない。 

・人事異動などによりキャリ
アの短い職員に対して、地域
活動協議会についてのマニ
ュアル等を活用し、地域活動
協議会にかかる理解度を深
める。 

旭区 

・活動への参加を呼び
かけるため、ＳＮＳな
どを活用した情報発
信を進めると共に、各
地域の先行的な取組
事例及び他区の取組
事例を共有する場を
提供していく。（通年） 

・地域活動協議会連絡
会議等で説明を継続
的に行うことで、Ｓ
ＮＳなどを活用した
情報発信を進める支
援を行った。 

 
（実施状況：○） 

・活動のきっか
けになる情報
など、市民活動
への参加を呼
び掛ける場の
提供及び具体
的な発信が必
要。 

・各地域の先行的な取組事例
及び他区の取組事例を共有
する場を提供していく。（11
月） 

・ＳＮＳ等を利用して、担い
手の拡大に向けた広報など
の働きかけを行うよう支援
する。（各校下１回以上） 

城東区 

・地域が必要としてい
る担い手と、ボランテ
ィアとして地域で活
動したといった情報
の交換を行う。（通年） 

・子どもの居場所事業
への連携を検討され
ている高校生ボラン
ティアとの意見交換
を行った。 

・区広報紙で子育てサ
ロンなどの紹介記事
を掲載した。 

 
（実施状況：○） 

・メンバーの高
齢化と担い手
不足 

・活動の意向を持ったボラン
ティアの掘り起しを行う。 

鶴見区 

・中間支援組織とも連
携し、地域活動に気軽
に参加できる取組事
例について発表する
機会を設け、各地域で
の活動の参考にして
もらうとともに情報
交換する場の提供を
行う。（通年） 

・「ツルラボ」を開催し、
各地域で行われてい
る夏のイベントや他
区の取組の事例研究
及び討論を行い、事
業を深化させるきっ
かけづくりを行っ
た。開催にあたり、参
加対象を限定せず広
く参加を募り、地域
活動に関心のある住
民が新たに地域活動
に参画できる場とし
て提供した。 

 
（実施状況：○） 

― ・「ツルラボ」、「つるばた会
議」を開催し、各地域の担い
手の交流を図るとともに、参
加対象を限定せず広く参加
を募り、地域活動に関心のあ
る住民との交流も図る。（ツ
ルラボ：９･10･11 月、つる
ばた会議：３月） 

阿倍野区 
・各団体の活動に誰も

が気軽に参加できる
よう、周知方法の工夫
など情報提供を行い

・市民活動に関する相
談窓口を阿倍野区ホ
ームページ掲載によ
り周知のうえ、区民

― ・引き続き、市民活動に関す
る相談窓口について阿倍野
区ホームページ掲載等によ
り周知する。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
支援する。（通年） からの問い合わせに

対し情報提供を行っ
た。(１件) 

・生涯学習推進員によ
る地域の自主的な講
習・講座等の実施に
ついて、阿倍野区広
報紙「広報あべの」
（年１回記事掲載）
や「あべの生涯学習
だより」（月１回発
行）で情報発信した。 

・区役所ツイッターや、
まちセンフェイスブ
ック等で事業につい
て情報発信を行っ
た。 

 
（実施状況：○） 

・引き続き、「あべの生涯学習
だより」（月１回発行）によ
り生涯学習の推進に向けた
情報発信を行う。 

・区役所ツイッターや、まち
センフェイスブック等で事
業について情報発信を行う。 

住之江区 

・地活協会長会、地活協
運営委員会などで、効
果的なボランティア
募集方法の事例紹介
や募集する際の注意
点を周知する。（通年） 

・運営委員会等で、ボラ
ンティア募集に関す
る方法などの紹介を
行った。 

 
（実施状況：○） 

・ボランティア
への理解をよ
り一層深めて
もらえるよう、
さらに工夫し
ていく必要が
ある。 

・引き続き、地活協会長会、地
活協運営委員会などで、効果
的なボランティア募集方法
の事例紹介や募集する際の
注意点を周知する。 

住吉区 

・子育てサロンや食事
サービス、ふれあい喫
茶などの参加者が増
えた事例を地域活動
協議会会長会で共有
する。（年３回） 

・活動の参加を呼びか
ける区ホームページ
を作成する。（通年） 

・地域活動協議会会長
会で「いきいき百歳
体操」の取組事例を
紹介（７月） 

・区ホームページにイ
ベント情報のページ
を作成（６月） 

 
（実施状況：○） 

・参加したいと
思うような事
業の実施 

・地域活動に関
する楽しさや
意義について
広く区民に周
知すること 

・参加したいと思うような事
業の実施に向けた支援 

・地域活動協議会会長会にお
いて参加者が増えた事例の
情報共有 

東住吉区 

・地域連絡会議や各地
域における会議の場
などあらゆる機会を
捉え、理解促進等を図
る。（通年） 

・地域連絡会議や各地
域における会議の場
などで理解促進を行
った。また新会長を
集めての説明会を行
った。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域連絡会議や各地域にお
ける会議の場などの機会を
捉え理解促進を図る説明を
行う。 

平野区 

・新たな参加を促す呼
びかけの具体的な方
法を検討する。（通年） 

・町会・自治会加入促進
と並行して、活動参
加への呼びかけの具
体的手法の必要性を
区内部で共有した。 

 
（実施状況：○） 

・地域へ提案す
る具体的手法
の検討が必要
である。 

・現在の呼びかけ手法を中間
支援組織と連携して分析し、
具体的な手法を確立する。 

西成区 
・中間支援組織を活用

し、地域活動に関する
相談会を実施する等

・地域活動協議会運営
委員会等により、活
動が持続的なものと

・活動の情報共
有等を進めて
いるが、具体的

・誰もが参加しやすい仕組み
の創出について、他区事例も
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
各団体への情報提供
を行える機会を設け
支援を行う。（通年） 

なるように事業の進
め方などの確認を行
った。 

 
（実施状況：○） 

な参加への呼
びかけ方法な
どの提案・実現
には至ってい
ない。 

含めて情報提供を行う。 
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柱 1-Ⅱ-イ 地域を限定しない活動の活性化（テーマ型団体） 

取組①「各区におけるテーマ型団体への支援窓口の設置」 

 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

北区 

・窓口設置にかかるＨ
Ｐ、ＳＮＳ等による
継続した周知活動
（通年） 

・窓口設置にかかるＨＰ、
ＳＮＳ等による継続し
た周知活動を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、窓口設置にか
かるＨＰ、ＳＮＳ等によ
る継続した周知活動を行
う。 

都島区 

・市民活動総合ポータ
ルサイトを活用し
た講座や助成金な
ど支援メニュー情
報を提供する。（通
年） 

・市民活動総合ポータル
サイトについてのリー
フレットの配架による
情報提供を行った。 

・活動団体からの相談に
応じて、市民活動総合ポ
ータルサイトの利用案
内を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・市民活動総合ポータルサ
イトについてのリーフレ
ット配架による情報提供
を行う。 

福島区 

・活動圏域を限定せ
ず、地域社会の課題
に取り組むテーマ
型団体に対しては、
「市民活動総合ポ
ータルサイト」の活
用など支援メニュ
ーの情報を年１回
以上提供すること
で、活動の活性化の
支援を行う。（通年） 

・ＮＰＯ法人・団体等から
事業連携の相談があり、
事業にかかる情報提供
や事業者の紹介などの
支援を行った（３件）。 

 
（実施状況：○） 

・テーマ型団体と
のつながりづく
りが必要 

・テーマ型団体とのつなが
りを構築し、「市民活動ポ
ータルサイト」の活用を
促進する。 

此花区 

・窓口設置についての
ＰＲを行う。(通年) 

・区ホームページで窓口
設置のＰＲを行なった。 

 
（実施状況：○） 

・利用実績がなく、
引き続きＰＲが
必要。 

・支援窓口の認知度向上を
図るため、区ホームペー
ジで窓口設置のＰＲを繰
り返しおこなう。 

中央区 

・多様な活動主体間の
交流の場への参画
などにより、テーマ
型団体とのつなが
りをつくるととも
に、「市民活動総合
ポータルサイト」の
活用などにより、テ
ーマ型団体も対象
とした支援情報の
提供に取り組む。
（通年） 

・テーマ型団体とのつな
がりをつくるため「市民
活動ポータルサイト」の
活用に取り組んだ。 

・中央区役所市民協働課、
中央区中間支援組織（ま
ちづくりセンター）が
「市民活動総合ポータ
ルサイト」に登録した。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域活動協議会活性化セ
ミナーを 10 月に開催し、
「市民活動ポータルサイ
ト」の有益性について情
報提供を行う。 

西区 

・相談内容に応じ、市
民活動団体の情報
や市民活動に役立
つ支援メニュー等
の情報を提供する
「大阪市市民活動
総合ポータルサイ
ト」を案内するな
ど、活動の活性化の

・ホームページを活用し
テーマ型団体に向けて、
区の支援窓口の周知を
図った。 

・相談内容に応じた支援
メニューに関する情報
提供を行うとともに、
「大阪市市民活動総合

・相談件数が少な
いことから、支
援窓口の認知度
を高める必要が
ある。（８月末時
点２件） 

・相談内容に応じ、市民活
動団体の情報や市民活動
に役立つ支援メニュー等
の情報を提供する「大阪
市市民活動総合ポータル
サイト」を案内するなど、
活動の活性化の支援を行
うための窓口を継続して
設置し、認知度を高める
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
支援を行うための
窓口を継続して設
置し、認知度を高め
るため周知を行う。
（通年） 

ポータルサイト」を案内
した。 

 
（実施状況：○） 

ため区ホームページにお
いて周知を行う。 

港区 

・市民活動支援情報提
供窓口について、Ｓ
ＮＳなどのＩＣＴ
を活用し、区ＨＰ、
Facebook などによ
り周知する（通年） 

・市民活動支援情報提供
窓口について、区ＨＰ、
Twitter、Facebook によ
り周知した。 

 
（実施状況：○） 

― ・市民活動支援情報提供窓
口について、区ＨＰ、
Twitter、Facebook によ
り定期的に情報発信す
る。 

大正区 

・支援窓口の活用を推
進する。（通年） 

・テーマ型団体の支援に
ついて、市民活動総合ポ
ータルサイトなどを活
用し、支援情報の提供を
行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・支援窓口の活用を推進す
る。 

天王寺区 

・支援窓口を設置し、
支援情報の提供を
行う。（通年） 

・市民活動団体支援相談
窓口受付件数 (８月ま
で)４件 

 
（実施状況：○） 

― ・支援窓口を設置し、支援
情報の提供を行う。 

浪速区 

・支援窓口を区ホーム
ページや区ＳＮＳ、
市民活動総合ポー
タルサイトといっ
たＩＣＴツール等
様々な広報媒体を
用いて、広く支援情
報の提供を行う。
（通年） 

・案内チラシを配架し情
報提供を行っている他、
支援窓口設置について
様々な広報媒体を用い
て周知した。 

・「なにわコ・ワーキング
事業補助金交付事業」を
開始した。 

 
（実施状況：○） 

― ・構成団体と地元企業や各
種団体とのマッチング
をおこなう中で、テーマ
型団体の取組や支援に
ついての周知・広報を進
め、新たな交流の場づく
りや参画に取り組む。 

西淀川区 

・大阪市の総合相談窓
口と連携し、「市民
活動総合ポータル
サイト」を活用する
など支援メニュー
情報を提供する。
（通年） 

・ホームページで「市民活
動総合ポータルサイト」
の情報を提供した。 

 
（実施状況：○） 

― ・大阪市の総合相談窓口と
連携し、「市民活動総合ポ
ータルサイト」を活用す
るなど支援メニュー情報
を提供する。 

淀川区 

・地域活動協議会意見
交換会等を活用し
た、市民活動総合ポ
ータルサイトの広
報を行い、活用を促
進する。（通年） 

・支援窓口を通じて
「地域課題すっき
り解決活動支援事
業補助金」の案内を
行う。（上期） 

・５月の地活協会長との
意見交換会および６月
～７月の地活協ブロッ
ク別意見交換会で周知
した。 

・「地域課題すっきり解決
活動支援事業補助金」の
募集を行い、テーマ型団
体から応募を受け付け
た。（４団体） 

 

― ・区広報誌、ＨＰ、ＳＮＳ、
地域の掲示板等、あらゆ
る広報媒体を活用して支
援窓口の広報を行う。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
（実施状況：○） 

東淀川区 

・市民活動に関する支
援窓口において、支
援情報を提供する。
（通年） 

・地域活動協議会連絡
会議において周知
を行う。（通年） 

・異次元交流ライブ等
のイベントにおい
て周知を行う。（通
年） 

・区ホームページにて市
民活動総合相談窓口お
よび市民活動総合ポー
タルサイトの周知を行
った。 

・東淀川みらい EXPO
（WeLove 東淀川及び
異次元交流ライブの融
合イベント）において周
知した。（８月 24 日実施
済み） 

 
（実施状況：○） 

・支援窓口の認知
度が低い。 

・イベントについ
て、知らない人
が ま だ ま だ 多
く、参加者が少
ない。 

・11 月頃予定している地
域活動協議会連絡会議に
て周知する。 

・イベントの参加者増につ
なげるため、過去に同種
イベントに参加した方々
へのチラシの配布や、区
掲示板の活用等周知方法
について検討していく。 

東成区 

・新たな地域コミュニ
ティ支援事業に合
わせて総合的に相
談事業を実施する。
（通年） 

・区役所１階に総合相談
窓口を設置することで
気軽に相談できるよう
工夫し相談事業を実施
した。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、気軽に相談で
きるよう事業を実施して
いく。 

生野区 

・区広報誌、ＨＰやＳ
ＮＳを活用した支
援窓口の周知（通
年） 

・支援窓口の設置に関し
て、ホームページにて周
知を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・区広報誌、ＨＰやＳＮＳ
を活用した支援窓口の周
知 

旭区 

・多様な活動主体間の
交流の場への参画
を促していく。（通
年） 

・テーマ型団体とのつな
がりづくりのきっかけ
となるよう、ワークショ
ップの開催などを通じ
て、多様な活動主体間の
交流の場への参画を促
した。 

  
（実施状況：○） 

・テーマ型団体と
つながりをつく
ることが必要。 

・ワークショップの開催な
どを通じて、多様な活動
主体間の交流の場への参
画を促していく。 

城東区 

・定期的な広報の実
施。（通年） 

・市民活動支援情報提供
窓口の設置について、広
報誌７月号で周知を行
った。 

 
（実施状況：○） 

― ・市民活動支援情報提供窓
口の設置について、広報
誌などで９月以降にも周
知を行う。 

鶴見区 

・テーマ型団体への支
援窓口の周知及び
支援情報の提供を
行う。（通年） 

・庁内案内やＨＰで担当
窓口の周知及び来所相
談に応じた。 

 
（実施状況：○） 

― ・テーマ型団体からの支援
相談等に対して、ポータ
ルサイトの紹介を行うな
ど支援情報の提供を行
う。 

阿倍野区 
・テーマ型団体も対象

とした支援情報の
提供ができる窓口

・市民活動に関する相談
窓口を阿倍野区ホーム
ページ掲載により周知

― ・引き続き、市民活動に関
する相談窓口について阿
倍野区ホームページ掲載
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
を設置し、多様な活
動主体間の交流の
場への参画などに
より、テーマ型団体
とのつながりをつ
くるとともに、「市
民活動総合ポータ
ルサイト」の活用な
どにより支援を行
う。（通年） 

のうえ、区民からの問い
合わせに対し情報提供
を行った。(１件) 

 
（実施状況：○） 

等により周知する。 

住之江区 

・区広報紙や区ホーム
ページで利用方法
や相談事例を紹介
し、窓口の利用促進
を図る。（通年） 

・ホームページで窓口の
利用方法を掲載した。
【30 年度実績２件】 

 
（実施状況：○） 

・より効果的な発
信内容となるよ
うさらに工夫し
ていく必要があ
る。 

・引き続き、区広報紙や区
ホームページで利用方法
や相談事例を紹介し、窓
口の利用促進を図る。 

住吉区 

・企業やＮＰＯなどの
団体を対象に、区内
地域活動協議会や
各種地縁型団体な
どとの連携や情報
収集にかかる相談
を受け付け、団体間
の橋渡しをおこな
う。（通年） 

・相談窓口設置の周知
を「広報すみよし」
（ 年 １ 回 ） や
Twitter を活用して
行う。（通年） 

・ＮＰＯと地域活動協議
会の連携促進（１件） 

 ＮＰＯと長居地域活動
協議会（盆踊り） 

・相談窓口の設置につい
て、区ホームページや
Twitter で周知（５月） 

 
（実施状況：○） 

・区役所への相談
は少ない。 

・地域との交流を
コーディネート
するための、区
内のＮＰＯやボ
ランティアグル
ープの情報が不
足している。 

・区内のテーマ型団体と緩
やかに連携する機会とし
て、まちづくりセンター
が実施している「交流ラ
イブ」事業を活用する。 

東住吉区 

・需要の有無から確認
を行っていく。（上
期） 

・空き家の管理・活用を促
進する団体の支援（当区
の取組との連携）を実
施。 

 
（実施状況：○） 

・事業に関連した
相談はあるが、
基本的に需要が
少なく支援窓口
を介しての相談
がない。 

・需要の把握は困難である
が、関連する事業からの
アプローチで団体の支援
と適切な連携を行ってい
く。 

平野区 

・Facebook、Twitter
でも周知する。 

（通年） 

・Facebook、Twitter での
周知を行った。 

 
（実施状況：○） 

・相談窓口の利用
がない。 

・相談窓口の認知度向上の
ため定期的に周知を行
う。 

西成区 

・テーマ型団体との連
携を希望する地域
団体に対し中間支
援組織も活用しな
がら、連携に向けた
支援を実施する。ま
た、「市民活動総合
ポータルサイト」の
周知を行い、テーマ
型団体との連携に
かかる地域団体の
関心・理解を促進す
る。（通年） 

・「市民活動総合ポータル
サイト」について、地域
活動協議会の補助金説
明会において周知を行
い、また、活用に興味を
示す地域に対して個別
にサイトへの登録・活用
の支援を行った。 

 
（実施状況：○） 

・テーマ型団体と
の連携にかかる
地 域 団 体 の 関
心・理解の促進
の取組を検討す
る必要がある。 

・地域で活動するテーマ型
団体の情報が不足してい
ることから、中間支援組
織に対して地域活動との
連携・協働に向けたネッ
トワークづくりの一環と
して、地域で活動するテ
ーマ型団体に関する情報
の収集を促がす。 
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柱 1-Ⅱ-イ 地域を限定しない活動の活性化（テーマ型団体） 

取組②「ＩＣＴ利活用による市民協働のきっかけづくり（Ⅱ-アの取組④の再掲）」 

 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

北区 

・地域活動連絡会議で、
Facebook などに関す
る情報提供を行い、
Facebook などのＳＮ
Ｓの活用を促進する。
（通年） 

・地域活動連絡会議で、
Facebook などに関する
情 報 提 供 を 行 い 、
Facebook などのＳＮＳ
の活用を促進した。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、地域活動連絡
会議で、Facebook などに
関する情報提供を行い、
Facebook などのＳＮＳの
活用を促進する。 

都島区 

・Facebook、Twitter など
ＳＮＳを活用し、若い
世代に向けて地域活動
への参加を呼びかけ
る。（通年） 

・各地域活動協議会が行
う活動の周知 

 Facebook11 回 
・若い世代に向けた地域
活 動 の 情 報 発 信 
Facebook19 回、Twitter
７回 

 
（実施状況：○） 

― ・各地域活動協議会が行う
活動の周知 

・若い世代に向けた地域活
動の情報発信 

福島区 

・地縁型団体への参加が
少ない若い世代に向け
て、活動への参加を呼
びかけるため、他区の
取組等に関する情報収
集を行い、ＳＮＳなど
のＩＣＴを活用した、
地域住民への情報発信
や対話を進める取組を
進める。（通年） 

・他区が実施しているＩ
ＣＴを活用した取組の
情報収集を行った。 

・ホームページで地域活
動協議会の盆踊りの案
内を掲載した。 

 
（実施状況：○） 

・若い世代に情
報が届くよう
な工夫の検討
が必要。 

・区ホームページやフェイ
スブックにおいて地域情
報を掲載するとともに、ま
ちづくりセンターや各地
域活動協議会のホームペ
ージで各種活動について
情報発信を行う。 

此花区 

・ＳＮＳを活用しイベン
ト等の情報を紹介し参
加を呼びかける。（通
年） 

・Facebook や Twitter に
より、地域のイベント等
の情報を発信するとと
もに広報紙の周知記事
内にＱＲコードを記載
した。 

 
（実施状況：○） 

― ・機会をとらえてＩＣＴを
利用し周知をはかってい
く。 

中央区 

・ＳＮＳなどのＩＣＴを
活用した情報発信を強
化する。（通年） 

・地域活動の担い手のＩ
ＣＴスキルの向上に向
け、中間支援組織（まち
づくりセンター）を通
じた支援を強化する。
（通年） 

・地域活動協議会紹介パ
ンフレットの作成支援
を行った。（４地域） 

・ ホ ー ム ペ ー ジ や
Facebook などＩＣＴを
活用した情報発信に関
する支援を行った。（２
地域） 

・Twitter による地域情報
の発信を行った。（559
回） 

 
（実施状況：○） 

― ・地域活動協議会紹介パン
フレットの作成支援、ＩＣ
Ｔを活用した情報発信に
関する支援を行う。 

・Twitter による地域情報
の発信を継続して行う。 

西区 
・地域団体などの情報を

ＳＮＳなどを通じて情
・区ホームページにおい
て地域団体の情報を掲
載 す る と と も に 、 

― ・引き続き、区ホームペー
ジにおいて地域団体の情
報を掲載するとともに、 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
報発信する。（随時） まちづくりセンターの

Facebook、地域団体の
ホームページなどによ
り情報を随時発信した。 

 
（実施状況：○） 

まちづくりセンターの
Facebook、地域団体のホ
ームページなどにより情
報を随時発信する。（随時） 

港区 

・地域活動への参加の機
会として、「こども 110
番の家」への協力に向
けて、ＧＩＳを活用し
て、協力家庭の地図表
示に加え、港区の犯罪
発生情報（安まちメー
ル）を地図上と一覧表
に集約して発信する。 

・「こども 110 番の家」協
力家庭や犯罪発生情報
について各々地図に掲
載しＨＰに掲載してい
るが、ＧＩＳを活用し集
約しての情報発信には
至っていない。 

 
（実施状況：△） 

・協力家庭、犯罪
発生情報の集
約について、Ｇ
ＩＳの活用が
容易でない。 

・ＧＩＳの活用を再考し、
場合によってはＧＩＳを
活用せず、「こども 110 番
の家」への協力について、
港区の犯罪情報を掲載す
るなど内容を工夫しなが
ら  Ｈ Ｐ や Twitter 、
Facebook で情報発信す
る。 

大正区 

・ T-1 ライブグランプリ
の開催にあたり、区Ｈ
Ｐ、Facebook、Twitter
に「出演者・ボランティ
ア募集」「開催案内・報
告」を行う。（３～４月） 

・イベントの開催に向け、
ＳＮＳ等でイベントに
協力してもらえるボラ
ンティアの募集を行っ
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・イベントの開催に向け、
ＳＮＳ等でイベントに協
力してもらえるボランテ
ィアの募集を行う。 

天王寺区 

・運用面での負担感がま
だ低いと思われる、市
民活動総合ポータルサ
イトへの登録を各地域
に働きかける。（通年） 

・また、情報交換会の場 
などで、各地域活動協
議 会 に 向 け た
CivicTech の 概 要 に 
ついて紹介・情報提供
を行う。（通年） 

・Facebook を活用した地
域情報発信の方法をま
ちづくりセンターに提
案した。 

・運用面での負担感が比
較的低いと思われる、市
民活動総合ポータルサ
イトへの登録を各地域
に働きかけた。 

 
（実施状況：○） 

・地域の役員は
高齢者が多い
ことから、ＩＣ
Ｔになじみが
薄い人も少な
くなく、Civic 
Tech の内容が
分かりにくい。 

・市民活動総合ポータルサ
イトへの登録を各地域に
働きかける。 

・ＩＣＴや CivicTech につ
いて、ＩＣＴになじみが薄
い人向けの説明資料の作
成を市民局に要請する。 

・また、情報交換会の場な
どで、各地域活動協議会に
向けたＩＣＴ活用のきっ
かけづくりについて紹介・
情報提供を行う。 

浪速区 

・催事の告知等を区広報
紙、区ＨＰ、区ＳＮＳや
市民活動総合ポータル
サイトといったＩＣＴ
ツール等様々な広聴媒
体を用いて広く周知
し、つながりの端緒、機
会を広げる。（通年） 

・区広報紙への記事掲載
５回、まちづくりセン 
ターFacebook 投稿記事
132 件、まちづくりセン
ターブログ投稿記事
123件(4,502アクセス)、
各地域が発信したイベ
ント情報等のブログ数
計 169 件 を行い、地域
行事への参画を促した。
（８月末現在） 

・また、各地域が情報発信
した結果、新たなイベン
ト参加団体が現れた。 

 
（実施状況：○） 

・各地域の情報
発信力を強化
し、安定的かつ
持続可能とす
るための「人材
の育成、スキル
の向上と継承」
の仕組みづく
りが必要であ
る。 

・ＱＲコードの
登録→地域情
報を拡散→地
域コミュニテ
ィ参画→地域
の新たな担い
手候補へ、とつ
ながる導線作
りが課題であ

・現状の取組を継続する。 
・若い世代から高齢者まで
幅広い世代に向けて地域
活動情報を発信する。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
る。 

西淀川区 

・各地域での活動の内容
を幅広く広報するた
め、中間支援組織を活
用し、ＳＮＳによる情
報発信を各地域で行え
るよう支援する。（通
年） 

・ＩＣＴを活用して地域
課題解決に取り組む
「Code for OSAKA」に
よるCivicTech活動と、
地域課題解決に取り組
む区民や地域活動団体
との橋渡しを行うな
ど、地域活動への新た
な担い手の参画につな
ぐ。（通年） 

・中間支援組織を活用し、
各地域のＳＮＳによる
情報発信の更新情報等
を確認した。 

 
（実施状況：○） 

― ・各地域での活動の内容を
幅広く広報するため、中間
支援組織を活用し、ＳＮＳ
による情報発信を各地域
で行えるよう支援する。 

・「Code for OSAKA」によ
る CivicTech 活動と、地域
課題解決に取り組む区民
や地域活動団体との橋渡
しを行うなど、地域活動へ
の新たな担い手の参画に
つなぐ。 

淀川区 

・ＳＮＳなどのＩＣＴを
活用した、地域住民へ
の情報発信や対話を進
める様々な取組を進
め、区民同士または区
民と行政がつながり、
地域課題を市民協働で
解決するきっかけづく
りを行うとともに、地
域活動への新たな担い
手の参画につなぐ。（通
年） 

・各課の広報担当者向け
に積極的なＳＮＳの活
用についての講座を実
施した。（８月実施） 

・ＳＮＳの活用（８月末実
績） 
Twitter 発信数 1,189 件 

 Facebook 発信数 53 件 
 

（実施状況：○） 

・情報発信は予
定通りに行え
ているが、双方
向性ではない
ことから対話
を進めるツー
ルには至って
いない。 

・Twitter のフォ
ロワー数は伸
びているが、
3400 人程度で
あり、ＳＮＳ
（ＩＣＴ）がき
っかけづくり
になりえるよ
うなフォロワ
ー数には至っ
ていない。 

・より親しみやすいＳＮＳ
の活用として、当区マスコ
ットキャラクター「夢ちゃ
ん」によるブログ発信やイ
ンスタグラムなどの開始
を検討している。 

・あらゆるＳＮＳ媒体を活
用することで、区民の目に
触れる機会を増やすとと
もに、夢ちゃんブログでは
コメントのやり取りなど
で双方向性の実験を行う。 

東淀川区 

・Facebook や Twitter に
より若い世代への地域
行事の参加を呼びかけ
るため、従来のイベン
ト開始直前の発信だけ
でなく、事前の開催予
定情報なども知らせ
る。（通年） 

・東淀川みらい EXPO に
ついてFacebookで事前
に開催周知を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・各種イベントなどを通じ
て、情報発信に取り組んで
いく。 

東成区 

・Facebookやホームペー
ジを活用し、「まちの魅
力」に関する情報発信
を行っていく。（通年） 

・「地域子育てサークル」
活動などの子育て情報
の発信を、Facebook や
メールマガジンを活用
し行っていく。（通年） 

・住みます芸人が区行事
や各地域活動に参加し、
区民とふれあう様子を
Facebook などを通じて
情報発信した。（毎月） 

・区ホームページで、市民
と行政がつながる提案
募集「市民協働による地
域課題解決に向けた活

― ・引き続き、各地域が実施
する「いきいき百歳体操」
や「地域子育てサークル」
を様々な媒体やイベント
などの機会を通じ紹介す
るとともに参加を呼びか
ける。 

・健康講座(保健栄養コー
ス)を９月、健康づくりや
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
・ＳＮＳを活用して地域

福祉活動の情報発信を
行っていく。（６月のほ
うえいさんぽや９月の
敬老の集いなど） 

・地域に密着した地域福
祉活動の情報を収集
し、地域福祉活動に参
加できるきっかけとな
るよう情報発信をして
いく。（通年） 

動の活性化事業」を新た
に行った。（４月） 

・地域でのいきいき百歳
体操の情報を発信  … 
ホ ー ム ペ ー ジ 、
Twitter(６月) 

・地域子育てサークルの
情 報 発 信  …  HP 、
Facebook、メールマガ
ジン(毎月) 

・地域福祉活動の情報を
発信、在宅医療・介護講
演会（５月）、みんなで
つながる声掛け体験、ほ
うえいさんぽ（６月）、
在宅医療・介護講演会
（ ５ 月 ） Facebook 、
Twitter（毎月） 

 
（実施状況：○） 

ってみよう講座を 10 月に
実施し、地域の健康づくり
活動を紹介するとともに
参加を促す。 

          

生野区 
・新たな地域コミュニテ

ィ支援事業として、ま
ちカフェの開催（随時）
（通年） 

・まちカフェの開催 ５回 
 

（実施状況：○） 

― ・新たな地域コミュニティ
支援事業として、まちカフ
ェの開催（随時） 

旭区 

・活動への参加を呼びか
けるため、ＳＮＳなど
のＩＣＴを活用した情
報発信を進める。（通
年） 

・地域活動協議会連絡会
議等で、情報発信及び意
見交換を実施しながら、
地域活動協議会がＩＣ
Ｔ等の新しい技術を活
用して地域課題を解決
しようとするきっかけ
づくりを行った。 

  
（実施状況：○） 

・地域課題解決
に取り組む市
民や市民活動
団体との橋渡
しを行うなど、
地域活動への
新たな担い手
の参画につな
ぐことが必要。 

・ＳＮＳ等を利用して、担
い手の拡大に向けた広報
などの働きかけを行うよ
う支援する。（各校下１回
以上） 

城東区 

・区ホームページから、全
地域活動協議会のＳＮ
Ｓにリンクしやすいペ
ージを作成する。（４
月） 

・区広報誌で地域活動協
議会の特集を行う際
に、地域ごとのＳＮＳ
を紹介する。（上期） 

・区ホームページを改良
し、各地域活動協議会の
ホームページ等へのリ
ンクが行いやすいよう
にした。 

・区広報誌に各地域活動
協議会がFacebookを行
っている旨を表示した。 

 
（実施状況：○） 

・よりタイムリ
ーな地域活動
の周知 

・各地域で Twitter 等の活
用促進を進めていただけ
るよう支援を行う。 

鶴見区 

・各地域活動協議会に
Civic Tech の理解を深
めてもらうとともに事
例紹介を行う。（通年） 

・理解しやすい取組事例
を収集した。 

・各地域活動協議会にＨ
ＰやＳＮＳを活用した
情報発信を行うよう支
援した。 

 
（実施状況：○） 

― ・各地域活動協議会に理解
を深めてもらうために事
例紹介を行う。 

・ＨＰやＳＮＳを活用した
情報発信の有効性を未利
用の地域に説明し、広く市
民活動に参画していない
市民層とも対話やコミュ
ニケーションが図れるよ
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
う活用促進する。 

阿倍野区 

・地域活動を行っている
団体などが、ＳＮＳを
活用して自身の取組や
阿倍野区の魅力を発信
するためのプラットホ
ームを構築し、継続し
て活動していける組織
づくりに取り組む。（通
年） 

・地域活動を行っている
団体などへのＳＮＳの
運用支援を行うととも
に、パソコン・スマホ講
座（３回）を実施して情
報発信に活用できるス
タッフの育成に努めた。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域活動の発表及び意見
交換の場として地域活動
フォーラムを開催し、参加
者との対話を進める取組
としてＳＮＳを活用し、地
域活動フォーラムの感想
や意見聴取を行い、様々な
地域課題を市民協働で解
決するきっかけとして実
施する。 

・地域活動を行っている団
体などが、ＳＮＳを活用し
て自身の取組や阿倍野区
の魅力を発信するための
プラットホーム構築し、継
続して活動していける組
織づくりに取り組む。 

住之江区 

・ 区 ホ ー ム ペ ー ジ や
Facebook で様々な地
域課題に対応した取組
が地域で行われている
こ と や 「 Code for 
OSAKA 」 に よ る
CivicTech 活動の情報
発信を行う。（通年） 

・地活協をＰＲする区民
参加型の取組を、ＩＣ
Ｔを活用して実施す
る。（下期） 

・ 区 ホ ー ム ペ ー ジ や
Facebook で様々な地域
課題に対応した取組が
地域で行われているこ
とや「Code for OSAKA」
による CivicTech 活動
の情報発信を行った。 

 
（実施状況：○） 

・若い世代に情
報が届くよう
な工夫を検討
する必要があ
る。 

・ 区 ホ ー ム ペ ー ジ や
Facebook 等若い世代が利
用する媒体を活用し、様々
な地域課題に対応した取
組が地域で行われている
ことや「Code for OSAKA」
による CivicTech 活動の
情報発信を行う。 

・８月に作成した地活協ポ
スターにかかる感想募集
を区ホームページ等ＩＣ
Ｔを活用して実施し、地域
活動に参加しやすい環境
づくりを実施する。 

住吉区 

・Twitter アカウント運
用ルール等を見直し、
フォロー等相互交流が
できるようにする。（上
期） 

・Twitter アカウント運用
ルール等の見直しに向
けた情報収集にとどま
った。 

・新たな区政情報、子育て
情報発信のツールとし
て LINE＠を開設、情報
発信を開始した。 

 
（実施状況：△） 

・フォローする
団体に関する
基準づくり 

・Twitter を開設している
団体を把握し、フォローす
る団体に関する基準、リツ
イートする内容等につい
てのルールを作成し、フォ
ロー等相互交流を行う。 

東住吉区 

・広報紙やイベント等で
LINE＠登録への周知
を実施。（通年） 

・毎月の広報紙において、
区公式 LINE＠の周知
記事を掲載するともと
に、６月に開催された親
子向けのイベントにお
いて、チラシを配布する
など周知した。 

・区内の保育園、幼稚園の
保護者に対し、子育て応
援ナビを含む区公式
LINE＠のチラシを配付

・区内の全ての
子育て世帯に
対してLINE＠
の周知をする
事は困難であ
るため、広く周
知できる機会
が必要である。 

・区民が多く参加する区民
フェスティバルにおいて、
来場者に対し広く周知す
る。 
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し周知を行った。 

 
（実施状況：○） 

平野区 

・情報発信の内容を検討。
（イベントに参加を促
すような内容を発信）
（通年） 

・地域情報 Facebook によ
り地域活動の発信を行
った。 

 
（実施状況：○） 

・すべての地域
の活動を発信
できていない。 

・各地域のイベントだけで
なく、通年で実施している
活動を紹介するように検
討する。 

西成区 

・ＳＮＳなどのＩＣＴを
活用し、情報発信や事
業の実施（学童向けプ
ログラミング教室等）
を中間支援組織による
支援を活用しながら、
市民同士または市民と
行政がつながることを
促進する。（通年） 

・中間支援組織による地
域活動協議会への支援
として、ＮＰＯ法人の協
力を得ながら、F a c e 
book を利用して参加を
呼びかけるなどし、学童
向けプログラミング教
室を実施した。 

 
（実施状況：○） 

・中間支援組織
による支援を
必要とせず学
童向けプログ
ラミング教室
を開催できた
地域は少なく、
持続的に活動
できるための
支援の構築や
他の地域への
応用が必要で
ある。 

・地域の課題やニーズはそ
れぞれ異なっている現状
に鑑み、他の地域に対して
も提案できるよう、支援メ
ニューをより豊富にする
などの検討を進める。 

・中間支援組織による支援
を必要とせず学童向けプ
ログラミング教室を開催
できるよう、人材育成にか
かる支援（開催にかかるノ
ウハウの継承）を進める。 

・ＳＮＳなどのＩＣＴを活
用した情報発信や事業の
実施を中間支援組織によ
る支援を活用しながら進
める。 
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柱 1-Ⅲ-ア 地域活動協議会への支援 

      ① 活動の活性化に向けた支援 

取組①「地域実情に応じたきめ細かな支援」 

 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

北区 

・区役所組織を横断し
た「情報共有会議」で
の会議内容を記録し、
区役所内での情報共
有を図りながら、地域
特性に応じた支援に
取り組む。（通年） 

・区役所組織を横断した
「情報共有会議」で、防
災をテーマに防災担当
の観点、福祉担当の観
点、避難所に派遣する職
員の観点など、それぞれ
の担当課の立場から意
見交換を行い、情報共有
を図りながら、地域特性
に応じた支援に取り組
んだ。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、防災をテーマに
区役所組織を横断した
「情報共有会議」での会
議内容を記録し、区役所
内での情報共有を図りな
がら、地域特性に応じた
支援に取り組む。 

都島区 

・地域状況や課題を共
有し、地域活動協議会
が必要とする支援に
繋げる。（通年） 

・地域カルテの作成支援 
９地域 

 
（実施状況：○） 

― ・地域カルテの作成支援 
９地域 

福島区 

・地域活動協議会に対
し、地域ごとの特性や
地域課題を把握した
うえで、地域実情に応
じ、活動の活性化に向
けて支援を実施する。
具体的な取組として
は、地域が活動に際し
て必要としている支
援内容に留意して効
果的な支援を行うと
ともに、アンケートに
より年１回以上その
評価を受け、改善につ
なげる。（通年） 

・29 年度のアンケート結
果等を基に、地域活動の
活性化等に向けてきめ
細かな支援を行った。 

 
（実施状況：○） 

・まちづくりセ
ンターの受託
事業者を年度
当初に変更し
たため、各地
域活動協議会
の状況把握や
関係構築に少
し時間を要し
ている。 

・各地域活動協議会の状況
把握をさらに進め、地域事
情に応じた効果的な支援
を実施していく。 

・１回以上のアンケートを
実施し、評価を受けて改善
につなげていく。 

此花区 

・地域カルテを充実さ
せ、地域活動協議会と
認識共有する。（通年） 

・29 年度版の更新のため、
地域のニーズに合った
形での作成支援できる
よう、行政側から提供す
るデータ等の入手を行
った。 

 
（実施状況：○） 

・地域担当、ま
ちづくりセン
ターとも連携
しながら、各
地域における
課題の洗い出
しや、その解
決に向けた話
し合いが行わ
れるよう支援
する必要があ
る。 

・課題の抽出、その解決方策
をまとめ、30 年度版の作成
に向け支援していく。 

中央区 

・年度前半にはカルテ
を完成させ各地域と
地域課題の共有を行
う。（上期） 

・共有後は、定期的に共
有情報の更新に取り

・カルテについては完成
済み。各地域と地域課題
の共有を行った。 

・一括補助金の交付、中間
支援組織（まちづくりセ
ンター）による中間支援

― ・共有した地域カルテにつ
いて、定期的に共有情報の
更新に取り組む。 

・地域活動協議会の運営及
び活動に対する支援を区
内全地域に行う。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
組む。（下期） 

・一括補助金の交付、中
間支援組織（まちづく
りセンター）による中
間支援などにより、地
域活動協議会の自律
的な活動と運営を支
援する。（通年） 

などにより、地域活動協
議会の自律的な活動と
運営を支援した（16 地
域）。 

 
（実施状況：○） 

西区 

・地域活動協議会の認
知度を測定し、各地
域、まちづくりセン 
ターと連携して課題
を抽出して地域カル
テを更新していく。
（通年） 

・ＮＰＯ、企業等との連
携促進に向けた支援
策の提供を進めると
ともに、地域の実情や
特性に応じた支援を
実施する。（通年） 

・まちづくりセンターと
の定例会議などを通じ
課題の抽出を行い、随時
地域カルテの更新を行
った。 

・区からの広報・紹介等に
より地域活動の情報を
得られた企業より申し
出があり、西六地域の見
守り活動、６月８日開催
親子フェスティバル、８
月 17・18 日日吉こども
まつりにおいて、新たな
企業連携に繋がった。 

 
（実施状況：○） 

・地域の課題や
ニーズを把握
し、連携促進
に向けた周知
が必要。 

・引き続き、地域活動協議会
の認知度を測定し、各地
域、まちづくりセンターと
連携して課題を抽出して
地域カルテを更新してい
く。 

・ＮＰＯ、企業等との連携促
進に向けた支援策の提供
を進めるとともに、地域の
実情や特性に応じた支援
を実施する。 

港区 

・地域レポートを活用
して地域特性や地域
課題、地域活動協議会
の活動状況や運営上
の課題などについて、
客観化・明確化し、地
域ごとの支援計画を
策定する。（上期） 

・各地域活動協議会の活
動や運営の状況を把握
するとともにそれぞれ
の課題を整理し、その課
題解決に向けた地域ご
との支援計画を策定し
た。 

・地域担当職員を設置し、
地域ニーズの把握や必
要な支援を行った。 

 
（実施状況：○） 

・支援計画をも
とに地域実情
に応じたより
効果的な支援
を行う必要が
ある。 

・支援計画をもとに地域の
意見を聞きながら、地域実
情に応じた支援策でそれ
ぞれの地域課題の解決に
取り組む。 

・地域担当職員による地域
実情に応じた支援を行う。 

大正区 

・地域活動協議会の自
律運営にかかる積極
的支援 

・地域団体間の連携・協
働に向けた支援や、開
かれた組織運営、会計
等の透明性確保に向
けた助言・指導  

・地域における担い手
確保や人材育成等へ
の助言・指導 

・幅広い世代の住民の
地域活動への参加・参
画を促すため、事業の
効果的な実施を支援 

・多様な地域活動との
連携・協働に向けたネ
ットワークづくりへ

・各地活協の自律運営に
向け、適宜情報提供や地
域の要望により支援員
派遣を行い指導・助言す
るほか、職員による行事
や会議出席により情報
把握に努め、必要な情報
提供を行った。また、会
計実務者説明会の開催
や各会議で、補助金や活
動の担い手募集に関す
る事項の情報提供を行
った。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域活動協議会の自律運
営にかかる積極的支援を
行う。 

・地域団体間の連携・協働に
向けた支援や、開かれた組
織運営、会計等の透明性確
保に向けた助言・指導を行
う。 

・地域における担い手確保
や人材育成等への助言・指
導を行う。 

・幅広い世代の住民の地域
活動への参加・参画を促す
ため、事業の効果的な実施
を支援する。 

・多様な地域活動との連携・
協働に向けたネットワー
クづくりへの助言・指導を
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
の助言・指導 

・自主財源の獲得に向
けた情報提供や申請
等手続きの助言・指導 

・地域の行事や活動へ
の参加、地域の担い手
へのヒアリング等を
行うことによる地域
や地域活動の現状や
課題を把握及び整理 

・市や区の制度、事業、
予算など、地域の活動
に役立つ情報の提供 

・地域の主体的な連携・
協働の取組に必要な
支援の実施 

・地域活動協議会の運
営のための支援の実
施 

・地域だけでは解決で
きない課題について、
その課題解決に向け
ての地域と協働した
取組 

・各地域担当間、各課を
横断した情報共有及
び課題解決方策の検
討を行うための地域
情報連絡会の開催 

（以上通年） 

行う。 
・自主財源の獲得に向けた
情報提供や申請等手続き
の助言・指導を行う。   

・地域の行事や活動への参
加、地域の担い手へのヒア
リング等を行うことによ
る地域や地域活動の現状
や課題を把握及び整理す
る。 

・市や区の制度、事業、予算
など、地域の活動に役立つ
情報を提供する。 

・地域の主体的な連携・協働
の取組に必要な支援を実
施する。 

・地域活動協議会の運営の
ための支援を実施する。 

・地域だけでは解決できな
い課題について、その課題
解決に向けての地域と協
働した取組を行う。 

・各地域担当間、各課を横断
した情報共有及び課題解
決方策の検討を行うため
の地域情報連絡会を開催
する。 

天王寺区 

・まちづくりセンター
を活用して地域カル
テの更新を支援し、地
域の実情に応じたき
め細かな支援を行う。
（通年） 

・地域カルテ(ひな形案)を
各地域に提供するなど、
地域内での地域カルテ
作成に向けた支援を行
った。また地域カルテを
基に支援の方向性の検
討を行った。全９地域 

 
（実施状況：○） 

― ・まちづくりセンターを活
用して、各地域内での地域
カルテの情報共有内容の
浸透を図るとともに、地域
ごとに優先すべき内容に
応じた支援内容の検討を
行う。 

浪速区 

・「地域カルテ」を活用
し、地域課題に即した
支援を行うとともに、
地域よりの評価を得
ながら効果測定する。
（通年） 

・「地域カルテ」を活用し、
各地域課題に応じた方
策を検討し、支援やマッ
チングを行った。 

・社会的課題の解決に取
り組んでいる地域に「Ｃ
ＳＯアワード」を紹介し
た。現在、応募・選考に
向けた支援を行ってお
り、「担い手」のモチベ
ーション向上につなが
った。 

 
（実施状況：○） 

・担い手（スキ
ル）の喪失等
により、地域
に求められる
支援や解決す
べき課題、達
成度や成熟度
は、必ずしも
ステップアッ
プし続けるも
のではないこ
とが課題であ
る。 

・まちづくりセンターを活
用して、各地域内での地域
カルテの情報共有内容の
浸透を図るとともに、地域
ごとに優先すべき内容に
応じた支援内容の検討を
行う。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

西淀川区 

・統計データも活用し
て、地域ごとに、人口
動態などの地域特性
や地域課題、地域活動
協議会の活動状況や
運営上の課題などに
ついて、客観化・明確
化するための「地域カ
ルテ」の作成を支援
し、各地域活動協議会
との間で認識共有す
る。（「地域カルテ」の
作成：14 地域）（通年） 

・地域カルテをバージョ
ンアップさせるため、中
間支援組織を活用して
統計データを収集した。 

 
（実施状況：○） 

・さらに統計デ
ータ等を盛り
込み、カルテ
を充実させる
必要がある。 

・11 月頃までに地域カルテ
のバージョンアップを終
了させ、その後、各地域活
動協議会との間で認識共
有する。 

淀川区 

・中間支援組織（まちづ
くりセンター等）や区
社協と連携し、地域の
活動に役立つ情報の
収集と提供を行う。
（通年） 

・地域カルテの内容充
実と更新支援を行う。
（通年） 

・中間支援組織（まちづく
りセンター等）や区社協
と連携し、地域の活動に
役立つ情報の収集と提
供を実施した。 

・５月の地活協会長との
意見交換会および６月
～７月の地活協ブロッ
ク別意見交換会で地域
カルテの内容充実と更
新の支援を実施した。 

 
（実施状況：○） 

― ・中間支援組織（まちづくり
センター等）や区社協等各
種関係機関と連携し、地域
カルテ更新作業を通じて
地域実情に応じたきめ細
やかな支援を継続する。 

東淀川区 

（地域活動協議会を中
心とした地域活動へ
の支援） 

・地域活動協議会を中
心とした各種の地域
活動に対しての財政
的支援と、民主性・透
明性を確保し自律し
た運営が行えるよう
支援する。（通年） 

・地域別保健福祉計画
の説明などの際、統計
データの分析を行い、
各地域活動協議会に
分析結果を伝える。
（通年） 

・地域活動協議会の機
能や役割(総意形成機
能等）の周知普及を補
助金の趣旨説明の際
に実施する。（通年） 

・地域づくりアドバイ
ザーによる支援が、地
域活動協議会の自立
運営に向けた支援へ
と転換していくよう、
支援内容の見直しを
検討し、地域の実情に
即した支援を行う。

・地域活動協議会の認定
要件チェックシートを
用いながら、民主的な運
営・透明性のある会計を
確保した自律運営を継
続していけるよう意見
交換を行った。 

・地域別保健福祉計画を
策定した地域の事例を
共有した。その際に、総
意形成機能や新たな人
材の掘り起こしに繋が
っていることを共有し
た。 

・地域担当制については、
災害時における地域と
の連携について重点的
にかかわることに方針
を変更し、スムーズな避
難所運営や危険個所等
の把握について平時か
ら連携を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域活動協議会に求めら
れている機能について、
補助金説明会の場で説明
を行い、認識を深める。 

・地域担当が担当地域の災
害時における体制等の現
状と課題を把握し、いざ
という時にスムーズな避
難所運営が行えるように
平時の訓練やワークショ
ップに関わっていく。 

・これまで職員が作成して
きた地域支援用資料を地
域と共有したうえで、セ
ルフチェックを行っても
らい、地域が地域カルテ
を作成し課題に対する解
決策を主体的に考えても
らえるように提案してい
く。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
（講座や研修、ＣＢ/
ＳＢ化、社会的ビジネ
ス化の助言・指導、Ｎ
ＰＯ等法人化に向け
た申請手続の助言な
ど）（通年） 

 
（地域担当制による協

働のまちづくり） 
・東淀川区地域保健福

祉計画を指針とした
地域での取組につい
て、地域担当職員が地
域活動協議会を中心
とした地域住民と協
働して自助・共助を意
識したより良い地域
づくりに必要な具体
的取組を進める。（通
年） 

・「地域カルテ」を作成
し、各地域活動協議会
との間で認識共有す
る。（通年） 

・各地域で得た課題や
情報の共有化を図る
ため地域担当連絡会
議を毎月開催し、意見
交換を行うことで、地
域力の向上に繋がる
情報を発信する。（通
年） 

東成区 

・地域ニーズの把握に
よる地域カルテ項目
精査の支援を行う。
（通年） 

・地域ニーズの把握を行
い、地域カルテ項目の精
査を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・下半期にカルテ項目精査
を踏まえて交流会を行う。 

生野区 

・職員による地域担当
制を設け、地域活動に
関する情報や行政が
行う支援情報などを
区役所内で共有し、各
地域に応じた対応策
を検討し支援を行う。
（通年） 

・地域担当職員が集まる
会議を毎月１回開催し、
各地域の情報を共有し、
課題の検討を行った。 

 
（実施状況：○） 

・各地域活動協
議会の課題や
ニーズについ
て把握しきれ
ていない。 

・地域担当職員と中間支援
組織とのミーティングを
定期的に開催し、各地域別
の課題やニーズに即した
支援内容を検討する。 

・職員による地域担当制を
設け、地域活動に関する情
報や行政が行う支援情報
などを区役所内で共有し、
各地域に応じた対応策を
検討し支援を行う。 

旭区 

・課題認識を踏まえ、各
地域の先行的な取組
事例及び他区の取組
事例を共有する場を
提供し、地域課題やニ
ーズに対応した活動
が、地域自らの企画の

・全地域に支援メニュー
アンケートを実施し、ニ
ーズを把握した。 

・総会での説明及び地活
協ガイドブックの配布
等を通じて、「自律的な

・地域毎に成熟
度 に 差 が あ
る。 

・地域活動協議
会の認知度が
低い。 

・支援メニューアンケート
の結果を踏まえ、各地域
のニーズに応じた支援を
行う。 

・広報紙特集号の活用など、
積極的に情報発信を行
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
中で実施できるよう
支援する。（通年） 

・「地域カルテ」作成支
援のためのワークシ
ョップを継続的に開
催する中で、他の活動
主体同士の連携・協働
【外部との連携・協
働】が進むような具体
的な取組が生まれる
よう支援する。（通年） 

地域運営の意義」「準行
政的機能の趣旨」「総意
形成機能の趣旨」につい
ての理解促進を図った。 

・「地域カルテ」作成支援
のためのワークショッ
プを継続的に開催する
中で、他の活動主体同士
の連携・協働【外部との
連携・協働】が進むよう
な具体的な取組が生ま
れるようその必要性と
有効性を訴え、その中で
意識を向上させた。 

 
（実施状況：○） 

・若い世代やマ
ンション住民
などこれまで
地域活動への
関わりが薄か
った人たちを
はじめ、あら
ゆる世代を対
象に、地域活
動等への参加
を促す（担い
手の確保を含
む）ような取
組が必要。 

う。（11 月） 
・引き続き、地活協ガイドブ

ックを活用し、会議及び
イベント等で説明・配布
を行い、認知度向上に向
け取り組む。 

・各地域の先行的な取組事
例及び他区の取組事例を
共有する場を提供してい
く。（11 月） 

・ワークショップの開催な
どを通じて、担い手確保
のための具体的な取組の
展開を促していく。 

城東区 

・「地域カルテ」を作成
完了させ、地域との間
で、情報や認識の共有
を図り、地域実情に応
じた対応策等の検討
を行う。（通年） 

・「地域カルテ」のブラ
ッシュアップを行う。
（通年） 

・地域福祉アクションプ
ランの一環として作成
された地域白書のデー
タをもとに、各地域の現
状を反映した資料を作
成した。 

 
（実施状況：○） 

・地域が求めて
いるデータの
把握 

・地域カルテに、地域が必要
とするデータの反映を行
う。 

鶴見区 

・29 年度の地域カルテ
を基に、地域・区役所・
中間支援組織が課題
等を共有する場を設
け、地域カルテの内容
を更新するとともに
地域の実情に応じた
きめ細やかな支援を
行う。（通年） 

・「地域カルテ」に「地域福
祉カルテ」の内容を加味
し、地域・区役所・区社
協で共有、活用できるよ
うに検討した。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域カルテの必要性につ
いて説明し、作成を働きか
ける。 

・作成された地域から、地域
カルテに基づき地域特性
に応じた支援を行う。 

阿倍野区 

・各地域活動協議会が
地域カルテを作成で
きるよう支援し、各地
域活動協議会と認識
共有し、各地域活動協
議会の実情に応じた
きめ細やかな支援を
行う。（通年） 

・広く住民の声を集める
ため、多くの住民が参加
する事業において「地域
の好きなところ」や「ど
んな地域になってほし
い？」といった声をアン
ケートで収集・検証（９
地区/10 地区）し、地域
へフィードバック（３地
区/10 地区）した。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、広く住民の声を
集めるため、多くの住民が
参加する事業において「地
域の好きなところ」や「ど
んな地域になってほし
い？」といった声をアンケ
ートにより収集・検証（１
地区/10 地区）し、地域へ
フィードバック（７地区
/10 地区）する。 

住之江区 

・作成した地域カルテ
の内容を、区と地活協
との間で共有し、中間
支援組織と連携しな
がら地域実情に応じ
た支援を行っていく。
（通年） 

・29 年度作成した地域カ
ルテについて、地域と連
携しながら内容の更新
を行った。 

 
（実施状況：○） 

・地域と連携し
て作成した地
域カルテによ
り、課題を共
有し、取組に
つなげていく
必要がある。 

・引き続き、作成した地域カ
ルテの内容を、区と地活協
との間で共有し、中間支援
組織と連携しながら地域
実情に応じた支援を行っ
ていく。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

住吉区 

・地域カルテの作成（全
12 地域）（通年） 

・地域ごとの支援計画
の作成・実施（通年） 

・区社会福祉協議会が作
成した地域台帳を参考
に地域カルテを作成（１
地域） 

 
（実施状況：○） 

・的確な地域実
情の把握 

・地域実情を把握し、地域カ
ルテの作成（11 地域） 

・地域ごとの支援計画の作
成・実施 

東住吉区 

・各構成団体が地域に
即した支援を受ける
ことができていると
感じるよう、実情に応
じた支援等を行う。
（通年） 

・各地域毎の現況や課題
を洗い出せるよう国勢
調査データ等の資料を
提供した。 

 
（実施状況：○） 

・地活協の各構
成団体にまで
特性や課題の
共有を深める
必要がある。 

・各地域毎の現況や課題を
洗い出せるようデータ資
料を提供する。 

平野区 

・新たな役員に向けて、
地活協の意義などの
説明を行い、課題解決
の必要性を説明する。
（通年） 

・地域活動協議会の運営
委員会において、意義説
明を行った。 

 
（実施状況：○） 

・各地域での課
題や解決手法
を話し合う必
要がある。 

・地域活動協議会の運営委
員会において、意見交換や
課題解決の話し合いを促
進する。 

西成区 

・地域毎の「地域カル
テ」の作成に向けた取
組を進め、各地域活動
協議会が必要として
いる支援につなげる。
（通年） 

・「地域カルテ」の作成に
ついて、各地域活動協議
会の役員への説明及び
作成支援を行い、１地域
において活用支援に向
けた取組を開始した。 

 
（実施状況：○） 

・区内全地域に
おいて作成さ
れているが、
活用に向けた
支援に移行し
ていくにあた
り、カルテの
必要性に関す
る理解が進ま
ない地域も見
受けられる。 

・31 年度以降の事業を検討
する中でカルテを材料と
して議論するなど、活用事
例を、８地域において創出
する。 
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柱 1-Ⅲ-ア 地域活動協議会への支援 

      ① 活動の活性化に向けた支援 

取組②「地域活動協議会の認知度向上に向けた支援」 

 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

北区 

・通年、区のＨＰや
Facebook をはじめ、
広報紙や地域活動紹
介したリーフレット
などの広報媒体を駆
使して、地域活動の紹
介を行う。（通年） 

・地域活動協議会の広
報板に、地域活動を紹
介したチラシ・ポスタ
ーを掲示し、地域情報
を発信する。（通年） 

・９割の世帯が共同住
宅居住であることを
ふまえ、マンションを
対象に、防災講座の開
催をはじめ、防災のワ
ークショップ運営や
防災マニュアルの策
定を支援することで、
マンション内の住民
交流を促進し、コミュ
ニティ形成へと誘導
するとともに、地域活
動協議会を紹介する。
（通年） 

・区のＨＰや F a c e 
book をはじめ、広報
紙や地域活動紹介し
たリーフレットなど
の広報媒体を駆使し
て、地域活動の紹介
を行った。 

・地域活動協議会の広
報板に、地域活動を
紹介したチラシ・ポ
スターを掲示し、地
域情報を発信した。 

・９割の世帯が共同住
宅居住であることを
ふまえ、マンション
を対象に、防災講座
の開催をはじめ、防
災のワークショップ
運営や防災マニュア
ルの策定を支援する
ことで、マンション
内の住民交流を促進
し、コミュニティ形
成へと誘導するた
め、まずは 29 年度送
付したＤＭの回答が
あったマンションか
ら重点的に働きかけ
を始めた。 

 
（実施状況：○） 

・地域活動協議会の
活動における情報
発信力やデザイン
力が弱いため、そ
の強化を図る必要
がある。 

・地域の魅力やニー
ズを活かした地域
活動の紹介をチラ
シやポスターに表
現しきれていな
い。 

・マンションの管理
組合や自治会の担
当者は、マンショ
ン防災のマニュア
ル策定支援などに
一定の必要性を感
じているものの、
マンション住民全
体の関心ごとにす
るところまでいっ
ていない。 

・情報発信力やデザイン力
に知識を身に付けなが
ら、区のＨＰや Facebook
をはじめ、広報紙や地域
活動紹介したリーフレッ
トなどの広報媒体を駆使
して、地域活動の紹介を
行う。 

・地域の思いやニーズを確
認しながら、地域活動の
チラシやポスターを作成
し、地域情報の発信を行
う。 

・マンション住民全体に分
かりやすい事業チラシを
作成し、マンション防災
支援のきっかけ作りを行
い、防災マニュアルの策
定支援などから、マンシ
ョン内の住民交流を促進
し、コミュニティ形成へ
と誘導する。 

都島区 

・ホームページ、ＳＮ
Ｓ、広報誌、掲示板な
ど様々なツールで、地
域活動協議会の活動
を情報発信する。（通
年） 

・まちづくりセンター
と連携し、地活協の認
知度向上に効果的な
発信に取り組む。（通
年） 

・各地域活動協議会が
行 う 活 動 の 紹 介 
Facebook24 回 

・地域活動チラシを転
入者に配付 

・不動産取扱い事業者
を通じた地域活動チ
ラシの配布（６月～） 

・まちづくりセンター
との連携による地域
活動情報の発信  
Facebook５回 

 
（実施状況：○） 

・地域活動協議会の
活動を広く知って
もらうため、より
一層効果的な広報
等の支援が必要で
ある。 

・各地域活動協議会が行う
活動の紹介 

・地域活動チラシを転入者
に配布 

・不動産取扱い事業者を通
じた地域活動チラシの
配布 

・まちづくりセンターとの
連携による地域活動情
報の発信 

福島区 

・マンションに住む単
身世帯などの住民に
も「地域活動協議会」
の認知度向上を図る
ため、区のホームペー

・区広報紙で毎月、各地
活協の活動記事を掲
載した。 

・区ホームページから
も各地活協のホーム

・マンションに住む
単身世帯など地域
活動に関心が薄い
住民が一定数いる
ため、効果的な広

・地域活動協議会の活動記
事については区広報紙
31 年３月号まで、継続し
て掲載する。 

・まちづくりセンターと連
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
ジや広報紙で年２回
以上ＰＲを行う。（通
年） 

ページへのリンクを
更新した。 

・全転入者に対して、地
域活動協議会の案内
チラシを配布した。 

 
（実施状況：○） 

報活動の検討が必
要。 

携し、地域活動協議会の
認知度向上に効果的な発
信に取り組む。 

・地域活動協議会が開設し
てきたホームページなど
が頻繁に更新されるよう
に取り組む。 

此花区 

・地域活動協議会の活
動を広報紙で紹介し
認知度向上につなげ
る。（通年） 

・各地域活動協議会の
主な活動内容を区広
報紙で紹介した。 

 
（実施状況：○） 

・各地域活動協議会
の活動を広く知っ
てもらう必要があ
る。 

・毎月、各地域活動協議会
の主な活動内容を区広報
紙で紹介し、認知度向上
に向けた支援に取り組
む。 

中央区 

・地域活動情報を収集
し、「地域活動協議会」
という名称を前面に
出した形で区広報紙
や区ホームページ、
Twitter等で情報発信
を行う。（通年） 

・地域で作成している
地域活動協議会紹介
パンフレットの各地
域行事での配布や、ホ
ー ム ペ ー ジ や
Facebook などＩＣＴ
を活用した情報発信
について、中間支援組
織（まちづくりセン 
ター）を通じて引き続
き各地域活動協議会
に対し助言する。（通
年） 

・地域活動協議会に期
待する準行政的機能
について、地域活動
協議会の役員や構成
団体の方をはじめ地
域住民の理解が深ま
るよう機会あるごと
に積極的に発信し
た。 

・地域を担当する職員
全員に準行政的機能
の趣旨についてのｅ
ラーニングを実施
し、改めて職員の理
解を促進した。 

 
（実施状況：○） 

・「地域活動協議会」
という名称の周知
を図る取組が必要
である。 

・「地域活動協議会」の名称
が区民に認知してもらえ
るよう、「頑張ってま
す！！地域活動協議会
（チカツキョウ）」のキャ
ッチフレーズを使用した
地域情報を毎月広報紙に
掲載する。 

・地域活動協議会紹介パン
フレットの作成支援、Ｉ
ＣＴを活用した情報発信
に関する支援を行うこと
により地活協からの直接
的な情報発信を行う。 

・Twitter による地域情報
の発信を継続して行う。 

西区 

・地域活動協議会の認
知度を測定し、各地
域、まちづくりセン 
ターと連携して課題
を抽出して地域カル
テを更新していく。
（通年） 

・地域活動協議会の認
知度が低い原因を分
析し、地域広報紙の作
成、ホームページや
Facebook の活用等広
報活動への支援を行
うなど、区広報媒体と
並行して認知度向上
を図る。（通年） 

・まちづくりセンター
との定例会議などを
通じ課題の抽出を行
い、随時地域カルテ
の更新を行った。 

・まちづくりセンター
を通じて、地域にお
ける広報紙・ホーム
ページ等作成支援お
よび「まちづくりセ
ンターだより」を発
行し準行政機能の趣
旨の認知度の向上を
図った。 

 
（実施状況：○） 

・地域活動協議会を
より多くの区民の
皆さんに認知して
いただくために
は、まちづくりセ
ンターと連携し地
域の広報紙の作
成、ホームページ
や Facebook への
掲載などの広報活
動への支援を更に
行っていく必要が
ある。 

・引き続き、地域活動協議
会の認知度を測定し、各
地域、まちづくりセン 
ターと連携して課題を抽
出して地域カルテを更新
していく。 

・引き続き、地域広報紙の
作成、ホームページや
Facebook の活用等広報
活動への支援を行うな
ど、区広報媒体と並行し
て地域活動協議会の更な
る認知度向上を図る。 

港区 

・まちづくりセンター
と連携し、各地活協広
報部会の意見交換、広
報研修会を開催し、広
報の重要性の理解促
進を図り地活協紹介

・各地活協広報担当者
等を対象に、地域公
共人材を活用して広
報研修会を開催した
（３回）。各担当者に
よる意見交換を行う

・各地域によりリー
フレット作成の進
度が異なり、予定
通り進捗していな
い地域がある。 

・まちづくりセンターと連
携し、地域の意見も取り
入れながら、30 年度下期
の早い時期に完成するよ
うリーフレットの作成を
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
リーフレットを作成
する。（前期） 

とともに、専門的な
観点から効果的な広
報のノウハウ、リー
フレット作成にあた
ってのアドバイスを
行った（３回）。 

・広報研修の結果、当初
作成予定のリーフレ
ットをブラッシュア
ップすることとなり
前期中の作成が見込
めなくなった。 

 
（実施状況：△） 

支援する。 

大正区 

・地域活動協議会の自
律運営にかかる積極
的支援 

・地域団体間の連携・協
働に向けた支援や、開
かれた組織運営、会計
等の透明性確保に向
けた助言・指導  

・地域における担い手
確保や人材育成等へ
の助言・指導 

・幅広い世代の住民の
地域活動への参加・参
画を促すため、事業の
効果的な実施を支援 

・多様な地域活動との
連携・協働に向けたネ
ットワークづくりへ
の助言・指導 

（以上通年） 

・会計実務者説明会を
開催し、開かれた組
織運営、会計等の透
明性確保に向けた助
言・指導を行った。 

・地域での会合や行事
に職員が参加し、担
い手確保や人材育成
等への助言・指導を
行った。 

・幅広い世代の住民の
地域活動への参加・
参画を促すため、区
が後援となり地域の
イベントを広報する
ほか、地域イベント
へ住みます芸人を派
遣する等若者が参加
しやすい告知を行っ
た。 

・地域活動協議会の取
組を広く知ってもら
うため、7 月から広報
紙で活動報告を行っ
た。 

・多様な地域活動との
連携・協働に向けた
ネットワークづくり
への助言・指導を行
った。 

 
（実施状況：○） 

・地域活動協議会の
活動が、多くの地
域の住民にとっ
て、開かれている
という感覚をもた
れるものとなって
いない。 

・地域活動協議会の取組に
ついて、広く区民に周知
するため、大正区全 10 地
域の記事を広報紙に掲載
する。 

・開かれた組織運営、会計
の透明性確保に向けた助
言・指導等の 8 月末まで
に行っている取組を引き
続き行う。 

天王寺区 

・区広報紙を活用して
地域活動協議会の各
種活動を紹介する。 
10 回（通年） 

・区ホームページに、地
域活動協議会に交付
する公金の使途を掲
載する。 公金の使途

・区広報紙を活用し、地
域活動協議会の各種
活動を４月以降毎月
紹介、７月号は、特集
を組み、より解り易
く広報を実施した。
（５回） 

・区ホームページで地
域活動協議会に交付

・地域活動協議会の
活動が、より身近
な場所で、解り易
く目に入り易い形
で認知されるよう
な紹介や、地域、
事業単位の地域活
動の掲示板への広
報の充実支援を行

・市広報板を活用したポス
ター掲示や地域活動協議
会主催のふれあい祭りな
ど多数の参加が見込まれ
る事業で地域活動協議会
名を入れたのぼりを会場
に設置する。 

・区広報紙を活用して地域
活動協議会の各種活動を
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
公表１回（７月） 

・概ね小学校前に設置
されているまちかど
情報板での地域活動
協議会事業の掲示が
促進されるよう働き
かける。（通年） 

・地域活動協議会が実
施する事業について
小学校を通じた周知
が行われるよう働き
かける。（通年） 

・地域活動協議会にお
いて、より一層民主的
で開かれた組織運営
と会計の透明性が確
保されるよう、まちづ
くりセンターを活用
した啓発・支援を行
う。（通年）会計説明
会（１月）１回 

・地域活動協議会が独
自で行う情報発信の
取組を、まちづくりセ
ンターを活用して支
援する。（通年）  

 情報発信支援 
９地域 

する公金の使途を掲
載し(７月）、また、区
広報紙７月号でも総
額を掲載した。 

・概ね小学校前に設置
されているまちかど
情報板での地域活動
協議会事業の掲示が
促進されるよう働き
かけた。 

・地域活動協議会が実
施する事業について
小学校を通じた周知
が行われるよう働き
かけた。 

・地域活動協議会にお
いて、より一層民主
的で開かれた組織運
営と会計の透明性が
確保されるよう、ま
ちづくりセンターを
活用した啓発・支援
を行った。（４月以降
随時実施） 

・地域活動協議会が独
自で行う情報発信の
取組を、まちづくり
センターを活用して
支援した。ポスター
作 成 支 援 や
Facebook による情
報発信支援 ９地域 

・また、ケーブルテレビ
J.com と連携し、地
域活動協議会や同会
長会の紹介、地域の
各種イベント紹介を
実施した。（５回） 

 
（実施状況：○） 

う必要がある。 紹介する。 
・より一層民主的で開かれ
た組織運営と会計の透明
性が確保されるよう、会
計説明会を開催する。（１
月） 

・ケーブルテレビ J.comと
連携し、地域活動協議会
や地域の各種イベント紹
介を実施する。 

浪速区 

・広報媒体を有効に活
用するとともに、対象
を転入者に絞り込む
等、効率的・効果的な
周知の仕組み作りと、
コミュニティ参画へ
つながる仕掛け作り
を検討し（上期）、実
行（中下期）する。 

・住民情報・保険年金待
合フロアに地活協ブ
ースを開設した。構
成団体の事業やイベ
ントを紹介するとと
もに、地活協の存在
と必要性、参画メリ
ットをアピールし
た。 

・待合呼び出しモニタ
ーにて「ようこそ浪
速区地活協へ」を趣
旨とした広告映像を
流した。 

・区広報紙への記事掲
載５回、まちセン

・マンション住民や
新規転入者と町会
とのつながりが希
薄であり、マンシ
ョン住民の地域活
動に関する関心も
低いことが課題で
ある。 

・取組対象と、子育て世代
を対象としたイベントな
ど、タイミングを絞り込
んだ効率的な取組を引き
続き行う。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
Facebook 投稿記事
132 件、まちセンブ
ログ投稿記事 123 件
(4,502 アクセス)、各
地域が発信したイベ
ント情報等のブログ
数計 169 件 を行
い、地域行事への参
画を促した。（８月末
現在） 

 
（実施状況：○） 

西淀川区 

・地域活動協議会の認
知度が低い原因を分
析したうえで課題を
抽出し、地域カルテに
記録するとともに、認
知度向上に向けてＳ
ＮＳ等の立ち上げな
ど効果的な支援を行
う。（通年） 

・地域活動協議会の認
知度が低い原因を分
析した。 

 
（実施状況：○） 

・認知度向上に関す
る方策を検討する
必要がある。 

・11 月頃までに、認知度向
上に関する方策を検討
し、その後、地域への支援
を行う。 

淀川区 

・区民だより「よどマ
ガ！」や区役所ＨＰ、
ＳＮＳ、地域の掲示板
等、あらゆる広報媒体
を活用し、情報発信を
行うことにより、身近
な地域で行われてい
る地域活動への参加
を呼びかけるととも
に理解促進を図る。
（通年） 

・区役所１階に「地域情
報コーナー」という専
用の配架棚を設け地
域行事等のチラシを
随時配布する。（通年） 

・区民だより「よどマ
ガ！」や区役所ＨＰ、
ＳＮＳ、地域の掲示
板等、あらゆる広報
媒体を活用し、情報
発信を行うことによ
り、身近な地域で行
われている地域活動
への参加を呼びかけ
るとともに理解促進
を図った。 

・区役所１階に「地域情
報コーナー」という
専用の配架棚を設け
地域行事等のチラシ
を配架した。 

 
（実施状況：○） 

・若い世代や転入者
に向けた地域活動
情報の発信が必要
である。 

・わかりやすい表現やイラ
ストの活用等内容を工夫
し、地域行事チラシや地
域広報誌等を転入者にも
手の取りやすい場所に配
架することで、若い世代
から高齢者まで幅広い世
代に向けて地域活動情報
を発信する。 

東淀川区 

・身近な繋がりづくり
も地域活動であるこ
とや、もたらされるメ
リットをこれまで以
上にわかりやすく伝
えていく。（通年） 

・地域活動協議会の活
動を各種媒体により
広報し、地域活動協議
会の活動に参加して
いない住民や団体、区
外からの転入者に対
し、活動の参加を呼び
かける。（広報紙、区
ホームページトップ
ページと地域活動協

・地域活動協議会ごと
に地域状況は異なる
ため、地域の実情に
即した広報活動を行
った。 

・紙媒体、ホームペー
ジ、Facebook など、
地域のニーズに応じ
た支援を実施した。 

・区ホームページ、
Facebook 及 び
Twitter により東淀
川区内各地域で開催
される夏まつり情報
の周知を行った。 

・東淀川区内各地域で

・広報手段を増やす
ことは、活動従事者
の作業量の増加に
つながりかねない。
地域課題や人材の
有無、タイミングな
どを考慮し、継続可
能な取組になるよ
うな支援が必要で
ある。 

・公共人材を活用するな
ど、専門家の力を借りな
がら、従事者の「作業量を
減らす」、「同じ作業量で
効果を増やす」ことがで
きるような支援の仕方を
検討する。 

・地域活動協議会の活動を
各種媒体により広報し、
地域活動協議会の活動に
参加していない住民や団
体、区外からの転入者に
対し、活動の参加を呼び
かける。（広報紙、区ホー
ムページトップページと
地域活動協議会ホームペ
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
議会ホームページの
リンク、Facebook、地
域活動協議会パンフ
レットの転入者パッ
ク封入等）（通年） 

開催される夏まつり
のポスターを区役所
庁舎内壁面及び出張
所庁舎内にて掲示し
た。 

・小松地域：ホームペー
ジ作成のための勉強
会開催（４月） 

・豊新地域：Facebook
ページ作成支援（７
月） 

 
（実施状況：○） 

ージのリンク、 F a c e 
book、地域活動協議会パ
ンフレットの転入者パッ
ク封入等） 

東成区 

・地域活動協議会の認
知度向上に向けて、広
報媒体を利用し情報
発信する。また各地域
自ら情報発信する支
援を行う。（通年） 

・支援により地域広報
紙を作成する地域が
でてきた。 

・地域活動協議会の認
知度向上に向けて、
地域自らが毎月区広
報紙に「地域からの
お知らせコーナー」
を掲載し活動内容の
情報発信を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、認知度向上に
向けて、参加しやすい事
業を Twitter 等の広報媒
体を活用して地域活動協
議会の認知度向上につな
がるよう周知を図る。 

生野区 

・ホームページやＳＮ
Ｓにより効果的に情
報発信する。（通年） 

・まちづくりセンター
と連携して、各地域活
動協議会において広
報に関する勉強会を
開催するなど地域活
動協議会の認知度向
上に向け情報発信力
を強化していく。（通
年） 

・ 中 間 支 援 組 織 の
Facebook を通じて、
各地域活動協議会の
取組を紹介した。 

・中間支援組織と連携
し、ホームページ開
設に関する広報会議
に参加するなど、地
域の実情に応じた支
援を行った。 

 
（実施状況：○） 

・地域活動協議会の
活動に関する情報
が地域に届いてい
ない。 

・中間支援組織と連携し、
各地域活動協議会におい
て、認知度向上のための
広報紙、広報ポスター、広
報動画などの作成支援を
行う。 

・ホームページやＳＮＳに
より効果的に情報発信す
る。 

・まちづくりセンターと連
携して、各地域活動協議
会において広報に関する
勉強会を開催するなど地
域活動協議会の認知度向
上に向け情報発信力を強
化していく。 

旭区 

・広報紙特集号の活用
など、積極的に情報発
信を行う。（11 月） 

・区内官公署施設を活
用し、区民の方の目に
触れる場所に情報発
信コーナー等を設置
する。（通年） 

・区内広報板なども活
用する。（通年） 

・区内官公署施設を活
用し、区民の方の目
に触れる場所に情報
発信コーナー等を設
置した。 

・区内広報板などを、地
域が活用できる仕組
みを構築し周知し
た。 

・地活協ガイドブック
を作成し、会議及び
イベント等で説明・
配布を行った。 

・様々なイベント及
び活動の主体が、
「地域活動協議会」
であるとの認知度
が低い。 

・広報紙特集号の活用な
ど、積極的に情報発信を
行う。（11 月） 

・引き続き、地活協ガイド
ブックを活用し、会議及
びイベント等で説明・配
布を行い、認知度向上に
向け取り組む。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
     

（実施状況：○） 

城東区 

・「地域カルテ」の作成
過程において、地域ご
との認知度が低い原
因等を分析し、認知度
向上に繋がるよう情
報交換等を行う。（通
年） 

・各地活協と区長の意
見交換会で、地域カ
ルテにつながる情報
交換等を行った。 

 
（実施状況：○） 

・活動情報の浸透 ・意見交換会において、
様々な地域の活動情報を
周知する。 

鶴見区 

・地域が行うイベント
に出向き、地域活動協
議会の活動紹介（通
年） 

・TSURUMIC AWARD
の開催 
（下半期） 

・各地域で開催される
盆踊りに地域活動協
議会の活動内容を紹
介したチラシを配布
した。 

 
（実施状況：○） 

・地域活動協議会の
活動に関する情報
が住民に届いてい
ない。 

・地域活動協議会の活動内
容を紹介するチラシを人
の集まる場所を中心に配
布する。 

・ 題 材 を 確 定 し 、
TSURUMIC AWARD（コ
ンテスト）を開催する。 

阿倍野区 

・地域活動協議会の認
知度向上に向けた支
援（通年） 

・地域活動協議会の認
知度向上に向け、区が
原因分析及び課題抽
出を行い地域カルテ
に記録し、地域と情報
共有を行う。（通年） 

・各地域の課題に応じ、
区広報紙や区ホーム
ページによる情報発
信を行う。また、地域
活動協議会に向けて
ＩＣＴの活用にかか
る勉強会を実施し、効
果的に周知活動が実
施できるよう支援す
る。（通年） 

・地域活動協議会の認
知度向上に向け、区
が原因分析及び課題
抽出を行い地域カル
テに記録し、地域と
情報共有を行った。 

・区広報紙やまちセン
広報紙、区民向け事
業などの場を使っ
て、地域活動協議会
のアピールを行っ
た。 

・地域活動を行ってい
る団体などへのＳＮ
Ｓの運用支援を行う
とともに、パソコン・
スマホ講座（３回）を
実施して情報発信に
活用できるスタッフ
の育成に努めた。 

 
（実施状況：○） 

・認知度向上に向
け、区広報紙や区
ホームページのほ
か、まちづくりセ
ンターによる紙媒
体、ＳＮＳを活用
し周知活動を行う
必要がある。 

・地域活動協議会の認知度
向上に向け、区が原因分
析及び課題抽出を行い地
域カルテに記録し、地域
と情報共有を行う。 

・区広報紙や、まちセン広
報紙、区民向け事業など
の場を使って、地域活動
協議会のアピールを行
う。 

・地域活動の発表及び意見
交換の場として地域活動
フォーラムを開催し、参
加者との対話を進める取
組としてＳＮＳを活用
し、地域活動フォーラム
の感想や意見聴取を行
い、様々な地域課題を市
民協働で解決するきっか
けとして実施する。 

住之江区 

・区広報紙、ホームペー
ジ、Facebook、ポスタ
ー等で、地域活動協議
会の活動内容を周知
し知名度向上に向け
た取組を行う。（通年） 

・各地域活動協議会で
ホ ー ム ペ ー ジ 、
Facebook の開設など
ＩＣＴを活用した取
組が進むよう、中間支
援組織を活用した支
援を行う。（通年） 

・地活協が実施するイ
ベント等で、中間支援

・区広報紙、ホームペー
ジ、Facebook、地域活
動協議会の活動内容
を掲載している。ま
た、港南造形高校及
び電通と連携し、各
地域活動協議会のポ
スターを作成した。 

・区民まつりや地活協
実施の夏まつりで、
中間支援組織と連携
し地活協の活動紹介
チラシの配布を行っ
た。 

 

・地活協の認知度は
低い状況にあるた
め、より効果的な
方法で地活協の認
知度向上に向けた
取組を行う必要が
ある。 

・広報紙、ホームページ、
Facebook 等について、そ
れぞれの利用者の年齢層
を鑑み、各媒体に対応し
て地域活動協議会の活動
内容を周知し、知名度向
上に向けた取組を行う。 

・各地域活動協議会でホー
ムページ、Facebook の開
設などＩＣＴを活用した
取組が進むよう、中間支
援組織を活用した支援を
行う。 

・地活協が実施するイベン
ト等で、中間支援組織と
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
組織と連携し地活協
の活動紹介を実施す
る。（通年） 

（実施状況：○） 連携し地活協の活動紹介
を実施する。 

住吉区 

・地域活動協議会の認
知度向上に向け、「広
報すみよし」におい
て、各地域活動協議会
の紹介を掲載する。
（毎月） 

・広報板や区のホーム
ページ、Twitter、住み
ます芸人を活用し、各
地域活動協議会の活
動を情報発信する。
（各地域月１回） 

・「広報すみよし」にお
いて地域活動協議会
の取組紹介（毎月） 

・区ホームページの充
実（全地域） 

・Twitter・LINE を活
用し子育てサロン情
報の提供 

・住みます芸人を活用
した地域イベント情
報ポスターの作成。
町会掲示板へ貼付
（６月） 

・区役所待合のモニタ
ーを活用したＰＲ 

・区役所待合番号札の
裏面を活用したＰＲ 

・地域活動協議会ＨＰ
の作成支援（30 年度
５地域、29 年度まで
の実績５地域、合計
10 地域で作成完了） 

 
（実施状況：○） 

・様々な手法による
情報発信 

・地域内部での情報
発信強化 

・地域活動協議会Ｈ
Ｐを活用した若手
人材育成 

・「広報すみよし」による情
報発信（毎月） 

・区ホームページで魅力的
な情報の発信（全 12 地
域） 

・Twitter・LINE を活用し
た子育て世代向け情報発
信 

・子育てサロン・ふれあい
喫茶等啓発パネルの作成
（全 12 地域） 

・敬老大会・区民まつりで
啓発パネルの展示 

・地域活動協議会ＨＰの管
理・運営を通じて若手人
材を増やし、地域発信の
情報発信を強化する。 

東住吉区 

・区広報紙、ＨＰなど
で、活動の紹介等は行
ってきたが、行事の開
催案内も含め発信し、
地活協の活動ごとの
広報支援を打ってい
くなどの工夫が必要
である。（通年） 

・各地域の区民が参加
できるよう行事予定
を広報紙やＨＰに掲
載した 

 
（実施状況：○） 

・「地域活動協議会」
の認知度は低い。
地域活動への関心
が低く、あまり関
わることが少ない
区民への地域活動
の発信に加えて、
地活協の認知度向
上の取組が必要。 

・認知度の向上に資するよ
う、引き続き各地域の区
民が参加できるよう行事
予定を広報紙やＨＰに掲
載する。 

平野区 

・まちづくりセンター
の支援において、広報
研修の実施や手法の
提案を行い、地域によ
る広報の充実を図る。
（通年） 

・中間支援組織（まちづ
くりセンター）にお
いて、地域の広報を
紹介するサイトの立
ち上げを行った。 

 
（実施状況：○） 

・各地域で継続的な
広報の実施が必要
である。 

・中間支援組織（まちづく
りセンター）と連携して、
地域状況に応じた効果的
な広報手法を支援する。 

西成区 

・地域活動協議会の取
組を周知する機会を
増やし、ＳＮＳ等のＩ
ＣＴの活用について
も、中間支援組織を活
用しながら支援を実
施する。（通年） 

・地域活動協議会の取
組について、区の広報
紙やホームページ等

・地域活動協議会の広
報紙の作成支援を進
めるとともに、各地
域 活 動 協 議 会 の
Facebook の管理に
ついて、中間支援組
織を活用した支援を
実施した。 

・西成区役所 Facebook
にて、地域活動協議

・各地域活動協議会
におけるＳＮＳ等
のＩＣＴ活用につ
いては、電子媒体
を利用することも
あり、区内全ての
地域活動協議会に
おける活用には至
っていない。 

・ 西 成 区 役 所

・現在ＳＮＳ等のＩＣＴを
活用した広報を行ってい
ない地域活動協議会に対
して、中間支援組織を活
用しながら、実施に向け
た丁寧な支援を継続して
実施する。 

・地域活動協議会の補助金
説明会等の場を活用し、
区の Facebook への掲載
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
において紹介するな
ど、区民の目に触れる
機会を増やす。（通年） 

会の取組に関する記
事を投稿した。 

 
（実施状況：○） 

Facebook への掲
載については、地
域間において掲載
量に差が見受けら
れる。 

周知をより積極的に進め
る。 
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柱 1-Ⅲ-ア 地域活動協議会への支援 

      ① 活動の活性化に向けた支援 

取組③「地域活動協議会に期待する準行政的機能の趣旨についての理解度向上」 

 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

北区 

・各地域活動協議会と
のミーティングや
会議の場を通して、
求められる役割に
ついて説明し、活動
の自立を促してい
く。（通年） 

・地域を担当する職員
全員が、ｅラーニン
グを受講する。（下
期） 

・各地域活動協議会と
のミーティングや会
議の場を通して、求
められる役割につい
て説明し、活動の自
立を促した。 

・地域を担当する職員
全員に準行政的機能
の趣旨についてのｅ
ラーニングを実施
し、改めて職員の理
解を促進した。 

 
（実施状況：○） 

・各地域活動協議会
の担当者間におい
て、各地域の役割
等の認識の共有化
が図られていな
い。 

・地域課内でのミーティン
グの回数を増やすことで、
課内連携を強化し、職員の
理解度を高める。 

都島区 

・地域を担当する職員
全員が、地域活動協
議会についてのｅ
ラーニングを受講
する。（年１回） 

・ホームページ、ＳＮ
Ｓ、広報誌、掲示板
など様々なツール
で地域活動協議会
の役割について情
報発信する。（通年） 

・地域活動協議会につ
いてのｅラーニング
研修（地域担当職員
全員 ８月） 

・各地域活動協議会が
行 う 活 動 の 紹 介 
Facebook24 回 

・地域活動チラシを転
入者に配付 

 
（実施状況：○） 

― ・各地域活動協議会が行う
活動の紹介 

・地域活動チラシを転入者
に配付 

福島区 

・地域を担当する職員
全員が、地域活動協
議会に期待される
「準行政機能」の理
解を深めるため、年
１回以上ｅラーニ
ングを受講する。
（通年） 

・今後も会計説明会等
の機会を活用し、粘
り強く周知に努め
る。（通年） 

・地域を担当する職員
全員が地域活動協議
会に期待される「準
行政機能」の理解を
深めるため、ｅラー
ニングを受講した。 

・５月～６月に各地域
活動協議会で補助金
説明会を開催し、資
料を確認しながら説
明をおこなった。 

 
（実施状況：○） 

・「準行政的機能」の
理解度が地域活動
の実施に直接影響
を与えないため、
地域が理解を深め
る動機づけが困難
である。 

・31 年度の補助金申請の説
明会を開催し、その場を活
用してわかりやすい説明
で地域の一層の理解促進
を図る。 

此花区 

・地域活動協議会運営
委員会で準行政的
機能について説明
する。（通年） 

・地域活動協議会に期
待されている準行
政的機能について
区広報紙やＨＰで
周知していく。（通
年） 

・各地域活動協議会運
営委員会において準
行政的機能について
説明した。 

・補助金等、会計説明会
においても説明を行
った。（７月に４回実
施） 

・準行政的機能につい
て区広報紙で周知を
行ったが、ＨＰの修

・理解度向上のため
には、繰り返し機
会をとらえて説明
する必要がある。 

・地域のイベントや会議等、
機会をとらえて繰り返し
周知していく。 

・準行政的機能について区
広報紙やＨＰで周知を行
っていく。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
正ができておらず準
備を進めている。 

 
（実施状況：△） 

中央区 

・地域活動協議会に期
待する準行政的機
能について、地域活
動協議会の役員や
構成団体の方をは
じめ地域住民の理
解が深まるよう機
会あるごとに積極
的に発信する。（通
年） 

・地域を担当する職員
全員に準行政的機
能の趣旨について
のｅラーニングを
実施するなど、改め
て職員の理解を促
進する。（通年） 

・地域活動協議会活性
化セミナーにおいて
総意形成機能につい
て説明をするための
企画・調整を行った。 

・地域を担当する職員
全員に準行政的機能
の趣旨についてのｅ
ラーニングを実施
し、改めて職員の理
解を促進した。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域活動協議会活性化セ
ミナーを10月に開催する。 

西区 

・地域活動協議会の準
行政的機能や要件
について、地域担当
職員にｅラーニン
グを実施する。（上
期） 

・地域活動協議会に期
待する準行政的機
能について、地域活
動協議会会長連絡
会の場で説明する。
（上期、下期１回ず
つ） 

・地域活動協議会の準
行政的機能及び総意
形成機能について地
域担当職員にｅラー
ニングを実施した。 

・地域活動協議会に期
待する総意形成機能
について、９月開催
予定の第一回地域活
動協議会会長連絡会
に向けてまちづくり
センターとの打ち合
わせを行った。 

 
（実施状況：○） 

・地域活動協議会に
期待される「準行
政的機能」や「総
意形成機能」につ
いて、地域活動協
議会の役員や構成
団体の方をはじめ
とする地域住民の
方々に、まちづく
りセンター等を通
じて、機会あるご
とにその意義を積
極的に発信するよ
う努めているもの
の、十分に理解を
深めていただくに
は時間を要する。 

・地域活動協議会に期待す
る準行政的機能について、
地域活動協議会会長連絡
会の場で説明する。（９月・
３月開催） 

港区 

・地域を担当する職員
が地域レポートを
活用して地域への
理解を深めるとと
もに ｅラーニング
を受験し理解度を
高める。（95 点以上）
（前期） 

・地域担当職員に、地域
レポート、30 年度市
民協働職員研修資料
（地域活動協議会に
ついて）、29年度のｅ
ラーニングを配布
し、自己学習やｅラ
ーニングの受験を通
じて理解度を高め
た。 

 
（実施状況：○） 

・地域活動協議会が
期待される役割に
ついての職員間の
意識共有。 

・地域担当職員等が参加す
る地域情報連絡会を通じ
て、地域への理解を深める
とともに地域活動協議会
が果たす役割について意
識共有する。 

大正区 

・地域の行事や活動へ
の参加、地域の担い
手へのヒアリング
等を行うことによ
る地域や地域活動

・地域包括支援プロジ
ェクトチームを立ち
上げ、地域での会合
や行事に職員が参加
し、地域活動協議会

・人事異動や昇任に
より、地域担当が
代わるので、一時
的に理解度が達成
しても、理解を深

・人事異動等で地域課へ配
属された職員や地域担当
職員が、地域活動協議会の
準行政的機能の理解を深
めるよう、引き続き取組を
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
の現状や課題を把
握及び整理（通年） 

・地域活動協議会の運
営のための支援の
実施（通年） 

・大正区地域まちづく
り実行委員会委員
長会設置運営要綱
を基に位置づけを
明確にしたうえで、
区施策への意見等
や、地域が抱える課
題や問題について
オフィシャルな協
議・議論の場をしな
がら、地域の課題解
決やまちづくりを
推進していく。地域
まちづくり実行委
員会委員長会で審
議・協議を行う中
で、各地域まちづく
り実行委員会が取
り組んでいる好事
例を紹介すること
で、他の地域まちづ
くり実行委員会の
活動が活発になる
よう促していく。
（５・９・12・３月） 

の準行政的機能の理
解を深めるよう説明
を行った。地域課題
の解決策について助
言・指導を行った。 

・地域活動協議会（地域
まちづくり実行委員
会）の運営のため、必
要な支援・助言を行
った。 

・大正区地域まちづく
り実行委員会委員長
会を開催し、区役所
からの報告や協力依
頼を行うとともに、
地域相互の情報交換
や情報共有を行っ
た。 

 
（実施状況：○） 

める取組は必要。 
・地域活動協議会を

含む住民に対して
も、役員の交代等
で、認知が風化し
ないよう、継続的
に説明を行う必要
がある。 

行う。 
・地域活動協議会の会合等
で、地域活動協議会の準行
政的機能について引き続
き説明を行う。 

・大正区地域まちづくり実
行委員会委員長会での区
役所からの報告や協力依
頼、情報交換等の８月末ま
でに行っている取組を引
き続き行う。 

天王寺区 

・地域を担当する職員
全員を対象に ｅ
ラーニングを実施
し、職員の理解を促
進する。（下期）１回 

・全地域活動協議会を
対象に「準行政的機
能」が求められるこ
との理解が得られ
るよう説明の場を
設ける。（６月、２
月）随時 

・まちづくりセンター
も活用し、「準行政
的機能」が求められ
ることの説明を行
う。（通年）随時 

・地域を担当する職員
全員がｅラーニング
を実施した。（７月・
４名) 

・５、６月実施の運営委
員会や役員会のほか
地域へ出向いた際に
説明を行った。 

 
（実施状況：○） 

・「準行政的機能」の
意味が理解しづら
く、伝え方の工夫
が必要である。 

・全地域活動協議会を対象
に「準行政的機能」が求め
られることの理解が得ら
れるよう資料を用いて説
明の場を設ける。（12 月） 

浪速区 

・地域を担当する職員
への理解度の深化
に努める。（通年） 

・とりわけ地域の方に
対しては、具体例を
示した理解が深ま
るような説明に努
めるなど、きめ細や
かな働きかけを行

・「浪速区役所地域担当
職員設置要綱」を制
定（４月）、また「地
域担当制の手引き」
を作成（４月）した。
当該職員を対象に説
明会を開催し、本旨
理解の深化を図っ
た。 

・地域担当制度の深
化と当該職員の意
識向上が必要であ
る。 

・各地域における担
い手（スキル）の
継承が必要であ
る。 

・当該職員の知識・意識の向
上を徹底する。 

・各地域会議や各種団体の
会合、広報紙等を活用し積
極的に発信する。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
う。（通年） ・「地域カルテ」を共有・

活用する過程におい
て、本旨理解度の向
上を図った。 

 
（実施状況：○） 

西淀川区 

・地域活動協議会会長
会や各種団体の会
合、広報紙等を活用
し積極的に発信（通
年） 

・地域活動協議会への
ヒアリングを実施
（通年） 

・地域を担当する職員
全員を対象にｅラ
ーニングを実施（下
半期） 

・地域活動協議会会長
会や各種団体の会
合、広報紙等を活用
し積極的に発信し
た。 

・地域を担当する職員
全員を対象にｅラー
ニングを実施した。 

 
（実施状況：○） 

・地域の理解度が向
上するよう、情報
発信 しているが、
十分に理解を深め
ていただくには時
間が必要である。 

・地域活動協議会会長会や
各種団体の会合、広報紙等
を活用し、繰り返し情報発
信する。 

・地域活動協議会へのヒア
リングを実施する。 

淀川区 

・地域活動協議会意見
交換会等様々な機
会を活用し、地活協
の構成団体に対し
て解かりやすく説
明しながら理解度
が向上するよう情
報発信する。（通年） 

・地域活動協議会の準
行政的機能につい
て、わかりやすい資
料を作成し、６月～
７月実施地活協ブロ
ック別意見交換会で
説明した。 

 
（実施状況：○） 

・地域活動協議会の
準行政的機能につ
いて、わかりやす
い資料や説明する
機会を設定する必
要がある。 

・今回作成した資料を活用
し、今後開催予定の地活協
ブロック別意見交換会等
様々な機会を活用して、実
務者レベルの方々の理解
度向上を図る。 

東淀川区 

・地域担当連絡会議、
地域活動協議会意
見交換会等、様々な
機会を活用し、具体
的な事例を交えて
解りやすく説明し
ながら理解度が向
上するよう情報発
信する。（下期） 

・地域担当職員に対し
て、防災面、地域活動
協議会の成り立ちと
機能について学習会
を実施した。 

 
（実施状況：○） 

・準行政的機能の趣
旨について理解し
てもらうために工
夫が必要である。 

・地域活動協議会に求めら
れている機能について、現
在の取組との比較や、住民
にわかりやすい言葉を用
い、補助金説明会等の場で
説明を行い、認識を深め
る。 

東成区 

・地域担当職員が、毎
月開催される地域
活動協議会等の会
議に出席し、理解度
向上に努めるとと
もに、担当職員同士
での情報共有を行
い、理解度促進につ
なげる。（通年） 

・地域担当職員が、毎月
開催される地域活動
協議会等の会議に出
席し、情報発信を行
った。 

・地域を担当する職員
にｅラーニングを受
講するよう周知徹底
を図った。また、理解
度が全員 95 点以上
となるよう事前に勉
強会資料を配付し
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・30 年度実施のｅラーニン
グの理解度向上のため地
域担当者会議の場をはじ
め、様々な機会の場で理解
促進を図る。 

生野区 
・地域を担当する職員

全員が、ｅラーニン
・地域を担当する職員

全員が、ｅラーニン
・人事異動などによ

り、キャリアが短
・人事異動などによりキャ
リアの短い職員に対して、
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
グを受講する。（通
年） 

・ｅラーニングの受講
等を通じて、地域を
担当する職員全員
が地域活動協議会
の持つ準行政的機
能の趣意および、期
待される総意形成
機能の趣意につい
ての理解を深める。
（通年） 

グを受講し、地域活
動協議会の持つ機能
の趣意について理解
を深めた。 

 
（実施状況：○） 

い職員がいる。 地域活動協議会について
のマニュアル等を活用し、
地域活動協議会にかかる
理解度を深める。 

旭区 

・地域活動協議会連絡
会議、意見交換会及
び取組事例共有会
等で説明を継続的
に行うことで理解
促進を図る。（通年） 

・地域を担当する職員
全員が、ｅラーニン
グを受講し理解を深
めた。 

・地域活動協議会総会
及びワークショップ
等で説明を継続的に
行うことで理解促進
を図った。 

  
（実施状況：○） 

・準行政的機能の趣
旨についての理解
度が低い。 

・取組事例共有会等で説明
を継続的に行うことで理
解促進を図る。（11 月） 

・ワークショップ等で説明
を継続的に行うことで理
解促進を図る。 

城東区 

・職員については、ｅ
ラーニングの取組
を行うとともに、会
計情報交換会の資
料内容等を共有す
る。（通年） 

・地域活動協議会の行
事や会議等で準行
政的機能の理解が
深まるよう機会あ
るごとに積極的に
発信する。（通年） 

・地域を担当する職員
がｅラーニングを受
講した。 

・会計情報交換会にお
いて、準行政的機能
の説明を行った。 

 
（実施状況：○） 

・地域内での役員交
代時の知識継承 

・まちづくりセンターによ
る相談支援に際して、新役
員に対する準行政的機能
の説明を行い、スムーズな
知識の継承を進める。 

鶴見区 

・各種会議において準
行政的機能の理解
促進を図るためチ
ラシを作成し、周知
する。（通年） 

・準行政的機能の理解
促進、備えておくべ
き要件の確認を図る
内容を盛り込んだチ
ラシ作成作業に取り
かかった。 

・運営委員のメンバー
が大幅に変更された
地域を中心に、運営
委員会で地域活動の
ガイドブック「鶴本」
を活用して、地域活
動協議会のめざすべ
き姿や活動内容を説
明した。 

 
（実施状況：○） 

・準行政的機能を説
明する機会が少な
い。 

・準行政的機能の理解促進、
備えておくべき要件の確
認を図る内容を盛り込ん
だチラシを作成し、地活協
の会議の場で説明する。 

阿倍野区 
・地域活動協会議に期

待する準行政的機
・地域を担当する職員

全員が、ｅラーニン
・地域活動協議会の

構成団体に対して
・準行政的機能の理解促進
を図るためチラシを作成
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
能について、地域を
担当する職員全員
が、ｅラーニングを
受講し、理解を深め
る。（下期） 

・地域活動協会議補助
金説明会等の機会
に、準行政機能につ
いて役員や構成団
体の方をはじめと
する地域住民の理
解を深めるよう積
極的に情報発信す
る。（年２回） 

グを受講し、地域活
動協会議に期待する
準行政的機能につい
て理解を深めた。 

・地域活動協議会補助
金説明会開催時に、
準行政的機能の趣旨
について役員や構成
団体の方をはじめと
する地域住民の理解
を深めるよう積極的
に情報発信を行っ
た。（各地域１回） 

 
（実施状況：○） 

も、地域活動協議
会に期待される準
行政的機能につい
て理解が深まるよ
う、機会があるご
とに積極的に発信
し、認識してもら
えるよう取り組む
必要がある。 

し、各種会議において周知
する。 

住之江区 

・地域担当職員全員が
ｅラーニングを受
講する。（下期） 

・地活協会長会、地活
協運営委員会など
で、準行政的機能に
ついて説明し、地域
住民の理解度向上
を図る。（通年） 

・ｅラーニングについ
ては、全職員受講済。 

・説明会に向けてマニ
ュアル等を見直すな
ど、準備を行った。 

 
（実施状況：○） 

・地活協構成団体な
どの準行政的機能
の趣旨についての
理解度を向上させ
る必要がある。 

・10 月頃に実施する補助金
に関する説明会にて配布
予定のマニュアルに詳細
を記載し、各地域活動協議
会に周知する。 

住吉区 

・地域活動協議会の準
行政的機能・総意形
成機能についての
説明を補助金説明
会と合わせて実施
する。（年２回） 

・青少年指導員やＰＴ
Ａなどの会議の場
において説明する。
（通年） 

・地域活動協議会に期
待する準行政的機
能・総意形成機能に
ついてのｅラーニ
ングを地域を担当
する職員に実施す
る。（受験率 100％か
つ理解度全員 95 点
以上）（上期） 

・地域を担当する職員
へ準行政的機能・総
意形成機能につい
て説明を行う。（上
期） 

・補助金説明会におい
て説明（５月） 

・職員への勉強会の実
施（７月） 

・ｅラーニングの実施
（７月） 

 
（実施状況：○） 

・各地域構成団体の
長への説明が必要 

・各地域補助金説明会で説
明（１月） 

・各地域運営委員会で説明
（10 月） 

・区青少年指導員連絡協議
会・区ＰＴＡ協議会の会議
の場で説明（10 月） 

東住吉区 

・各構成団体が地域に
即した支援を受け
ることができてい
ると感じるよう、実
情に応じた支援等
を行う。（通年） 

・地域連絡会議や各地
域における会議の場
などで理解促進を行
った。また新会長を
集めて理解促進を行
った。 

・地活協の各構成団
体にまで特性や課
題の共有を深める
必要がある。 

・引き続き、地域連絡会議や
各地域における会議の場
などの機会を捉え理解促
進を図る説明を行う。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
 

（実施状況：○） 

平野区 

・地活協運営委員会等
の機会に地活協の
意義・趣旨の説明を
行う。 

（通年） 

・地活協運営委員会に
おいて、意義説明を
行った。 

 
（実施状況：○） 

・各地域での課題や
解決手法を話し合
う必要がある。 

・地活協運営委員会におい
て、意見交換や課題解決の
話し合いを促進する。 

西成区 

・地域を担当する職員
全員が、ｅラーニン
グを受講する。（下
期） 

・地域活動協議会の役
員や構成団体の方
をはじめ地域住民
が出席する地域活
動協議会運営委員
会や区役所が実施
する説明会等にお
いて、準行政的機能
に関する説明を行
うなど、より理解を
得やすい説明を行
う等の取組を進め
ていく。（年２回） 

・地域を担当する職員
がｅラーニングを受
講した。（７～８月） 

・地域活動協議会の役
員や構成団体の方を
対象に、準行政的機
能に関する説明を実
施した。 

 
（実施状況：○） 

・準行政的機能にか
かる理解促進のた
め、必要とする地
域へは個別に支援
を行ってきたが、
区内全体での認識
共有に繋げていく
必要がある。 

・区内全体での認識共有に
繋げるべく、補助金説明会
やフォーラムといった機
会を活用し、説明を行うな
ど取組を進める。 
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柱 1-Ⅲ-ア 地域活動協議会への支援 

      ② 総意形成機能の充実 

取組①「地域活動協議会の認知度向上に向けた支援（Ⅲ‐ア‐①の取組②の再掲）」 

 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

北区 

・ 通 年 、 区 の Ｈ Ｐ や
Facebook をはじめ、広
報紙や地域活動紹介し
たリーフレットなどの
広報媒体を駆使して、
地域活動の紹介を行
う。（通年） 

・地域活動協議会の広報
板に、地域活動を紹介
したチラシ・ポスター
を掲示し、地域情報を
発信する。（通年） 

・９割の世帯が共同住宅
居住であることをふま
え、マンションを対象
に、防災講座の開催を
はじめ、防災のワーク
ショップ運営や防災マ
ニュアルの策定を支援
することで、マンショ
ン内の住民交流を促進
し、コミュニティ形成
へと誘導するととも
に、地域活動協議会を
紹介する。（通年） 

・区のＨＰや Facebook
をはじめ、広報紙や
地域活動紹介したリ
ーフレットなどの広
報媒体を駆使して、
地域活動の紹介を行
った。 

・地域活動協議会の広
報板に、地域活動を
紹介したチラシ・ポ
スターを掲示し、地
域情報を発信した。 

・９割の世帯が共同住
宅居住であることを
ふまえ、マンション
を対象に、防災講座
の開催をはじめ、防
災のワークショップ
運営や防災マニュア
ルの策定を支援する
ことで、マンション
内の住民交流を促進
し、コミュニティ形
成へと誘導するた
め、まずは 29 年度送
付したＤＭの回答が
あったマンションか
ら重点的に働きかけ
を始めた。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、区のＨＰや
Facebook をはじめ、広報紙
や地域活動紹介したリーフ
レットなどの広報媒体を駆
使して、地域活動の紹介を行
う。 

・引き続き、地域活動協議会
の広報板に、地域活動を紹介
したチラシ・ポスターを掲示
し、地域情報を発信する。 

・マンションを対象に、防災
講座の開催をはじめ、防災の
ワークショップ運営や防災
マニュアルの策定を支援す
ることで、マンション内の住
民交流を促進し、コミュニテ
ィ形成へと誘導するととも
に、地域活動協議会を紹介す
る。 

都島区 

・ホームページ、ＳＮＳ、
広報誌、掲示板など
様々なツールで、地域
活動協議会の活動を情
報発信する。（通年） 

・まちづくりセンターと
連携し、地活協の認知
度向上に効果的な発信
に取り組む。（通年） 

・各地域活動協議会が
行 う 活 動 の 紹 介 
Facebook24 回 

・地域活動チラシを転
入者に配付 

・不動産取扱い事業者
を通じた地域活動チ
ラシの配布（６月～） 

 
（実施状況：○） 

― ・各地域活動協議会が行う活
動の紹介 

・地域活動チラシを転入者に
配付 

・不動産取扱い事業者を通じ
た地域活動チラシの配布 

福島区 

・マンションに住む単身
世帯などの住民にも
「地域活動協議会」の
認知度向上を図るた
め、区のホームページ
や広報紙で年２回以上
ＰＲを行う。（通年） 

・区広報紙で毎月、各地
活協の活動記事を掲
載した。 

・区ホームページから
も各地活協のホーム
ページへのリンクを
更新した。 

・全転入者に対して、地
域活動協議会の案内

― ・地域活動協議会の活動記事
については区広報紙 31 年３
月号まで、継続して掲載す
る。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
チラシを配布した。 

 
（実施状況：○） 

此花区 

・地域活動協議会の活動
を広報紙で紹介し認知
度向上につなげる。（通
年） 

・各地域活動協議会の
主な活動内容を区広
報紙で紹介した。 

 
（実施状況：○） 

― ・毎月、各地域活動協議会の
主な活動内容を区広報紙で
紹介し、認知度向上に向けた
支援に取り組む。 

中央区 

・地域活動情報を収集し、
「地域活動協議会」と
いう名称を前面に出し
た形で区広報紙や区ホ
ームページ、Twitter 等
で情報発信を行う。（通
年） 

・地域で作成している地
域活動協議会紹介パン
フレットの各地域行事
での配布や、ホームペ
ージや Facebook など
ＩＣＴを活用した情報
発信について、中間支
援組織（まちづくりセ
ンター）を通じて引き
続き各地域活動協議会
に対し助言する。（通
年） 

・「頑張ってます！！地
域活動協議会（チカ
ツキョウ）」のキャッ
チフレーズのもと、
区広報紙に地域情報
を載せることで認知
度向上に向けた支援
に取り組んだ。 

・Twitter による地域
情報の発信を行っ
た。（559 回） 

・地域で作成している
地域活動協議会紹介
パンフレットの各地
域行事での配布や、
ホ ー ム ペ ー ジ や
Facebook などＩＣ
Ｔを活用した情報発
信について、中間支
援組織（まちづくり
センター）を通じて
各地域活動協議会に
対し助言を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・「地域活動協議会」の名称が
区民に認知してもらえるよ
う、「頑張ってます！！地域
活動協議会（チカツキョウ）」
のキャッチフレーズを使用
した地域情報を毎月広報紙
に掲載する。 

・地域活動協議会紹介パンフ
レットの作成支援、ＩＣＴを
活用した情報発信に関する
支援を行うことにより地活
協からの直接的な情報発信
を行う。 

・Twitter による地域情報の
発信を継続して行う。 

西区 

・地域活動協議会の認知
度を測定し、各地域、ま
ちづくりセンターと連
携して課題を抽出して
地域カルテを更新して
いく。（通年） 

・地域活動協議会の認知
度が低い原因を分析
し、地域広報紙の作成、
ホ ー ム ペ ー ジ や
Facebook の活用等広
報活動への支援を行う
など、区広報媒体と並
行して認知度向上を図
る。（通年） 

・まちづくりセンター
との定例会議などを
通じ課題の抽出を行
い、随時地域カルテ
の更新を行った。 

・まちづくりセンター
を通じて、地域にお
ける広報紙・ホーム
ページ等作成支援お
よび「まちづくりセ
ンターだより」を発
行し準行政機能の趣
旨の認知度の向上を
図った。 

 
（実施状況：○） 

・地域活動協議
会をより多く
の区民の皆さ
んに認知して
いただくため
には、まちづ
くりセンター
と連携し地域
の広報紙の作
成、ホームペ
ージや Face 
book への掲
載などの広報
活動への支援
を更に行って
いく必要があ
る。 

・引き続き、地域活動協議会
の認知度を測定し、各地域、
まちづくりセンターと連携
して課題を抽出して地域カ
ルテを更新していく。 

・引き続き、地域広報紙の作
成、ホームページや Face 
book の活用等広報活動への
支援を行うなど、区広報媒体
と並行して地域活動協議会
の更なる認知度向上を図る。 

港区 
・まちづくりセンターと

連携し、地域活動協議
会の認知度が低い原因
を分析したうえで、地

・各地域活動協議会ご
とにその地域で一番
必要と思われる情報
を掲載した広報用リ

・地域活動協議
会に関する情
報や作成した
広報ツールや

・地域活動協議会紹介チラシ
について不特定の区民が参
加するイベント等や区内転
入者へ配布する。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
域実情にあった手法を
検討し、認知度向上の
ための方策を支援す
る。（通年） 

ーフレットの作成を
支援した。 

・広報みなと（５、７月
号）で地域活動協議
会紹介記事を掲載し
た。 

・地域活動協議会紹介
チラシを作成し、イ
ベントで配布すると
ともに、庁舎内や関
係各所へ配架、掲示
した。また区内転入
者へ配布した。 

・Twitter、Facebook で
各地域活動協議会に
関して情報提供し
た。 

 
（実施状況：○） 

について、地
域活動協議会
を知らない区
民に届くよう
にする必要が
ある。 

・Twitter、Facebook で各地
域活動協議会が実施するイ
ベント等について情報発信
する。 

大正区 

・地域活動協議会の自律
運営にかかる積極的支
援 

・地域団体間の連携・協働
に向けた支援や、開か
れた組織運営、会計等
の透明性確保に向けた
助言・指導  

・地域における担い手確
保や人材育成等への助
言・指導 

・幅広い世代の住民の地
域活動への参加・参画
を促すため、事業の効
果的な実施を支援 

・多様な地域活動との連
携・協働に向けたネッ
トワークづくりへの助
言・指導 

（以上通年） 

・各地活協の自律運営
に向け、適宜情報提
供・地域の要望によ
り支援員派遣を行い
指導・助言するほか、
地域包括支援プロジ
ェクトチームを立ち
上げ、職員による行
事や会議出席により
情報把握に努め、必
要な情報提供を行っ
た。また、会計実務者
説明会の開催や各会
議で、補助金や活動
の担い手募集に関す
る事項の情報提供を
行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域活動協議会の自律運営
にかかる積極的支援を行う。 

・地域団体間の連携・協働に
向けた支援や、開かれた組織
運営、会計等の透明性確保に
向けた助言・指導を行う。 

・地域における担い手確保や
人材育成等への助言・指導を
行う。 

・幅広い世代の住民の地域活
動への参加・参画を促すた
め、事業の効果的な実施を支
援する。 

・多様な地域活動との連携・
協働に向けたネットワーク
づくりへの助言・指導を行
う。 

天王寺区 

・区広報紙を活用して地
域活動協議会の各種活
動を紹介する。10回（通
年） 

・区広報紙を活用し、地
域活動協議会の各種
活動を４月以降毎月
紹介、７月号は、特集
を組み、より解り易
く広報を実施した。
（５回） 

・また、ケーブルテレビ
J.com と連携し、地
域活動協議会や同会
長会の紹介、地域の
各種イベント紹介を
実施した。（５回） 

 
（実施状況：○） 

・地域活動協議
会の活動が、
より身近な場
所で、解り易
く目に入り易
い形で認知さ
れるような紹
介や、地域、
事業単位の地
域活動の掲示
板への広報の
充実支援を行
う 必 要 が あ
る。 

・市広報板を活用したポスタ
ー掲示や地域活動協議会主
催のふれあい祭りなど多数
の参加が見込まれる事業で
地域活動協議会名を入れた
のぼりを会場に設置する。 

・区広報紙を活用して地域活
動協議会の各種活動を紹介
する。 

・ケーブルテレビ J.com と連
携し、地域活動協議会や地域
の各種イベント紹介を実施
する。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

浪速区 

・広報媒体を有効に活用
するとともに、対象を
転入者に絞り込む等、
効率的・効果的な周知
の仕組み作りと、コミ
ュニティ参画へつなが
る仕掛け作りを検討し
（上期）、実行（中下期）
する。 

・住民情報・保険年金待
合フロアに地活協ブ
ースを開設した。構
成団体の事業やイベ
ントを紹介するとと
もに、地活協の存在
と必要性、参画メリ
ットをアピールし
た。 

・待合呼び出しモニタ
ーにて「ようこそ浪
速区地活協へ」を趣
旨とした広告映像を
流した。 

・区広報紙への記事掲
載５回、まちセン
Facebook 投稿記事
132 件、まちセンブ
ログ投稿記事 123 件
(4,502 アクセス)、各
地域が発信したイベ
ント情報等のブログ
数計 169 件 を行
い、地域行事への参
画を促した。（８月末
現在） 

 
（実施状況：○） 

・マンション住
民や新規転入
者と町会との
つながりが希
薄であり、マ
ンション住民
の地域活動に
関する関心も
低いことが課
題である。 

・取組対象と、子育て世代を
対象としたイベントなど、タ
イミングを絞り込んだ効率
的な取組を引き続き行う。 

西淀川区 

・地域活動協議会の認知
度が低い原因を分析し
たうえで課題を抽出
し、地域カルテに記録
するとともに、認知度
向上に向けてＳＮＳ等
の立ち上げなど効果的
な支援を行う。（通年） 

・地域活動協議会の認
知度が低い原因を分
析した。 

 
（実施状況：○） 

・認知度向上に
関する方策を
検討する必要
がある。 

・11 月頃までに、認知度向上
に関する方策を検討し、その
後、地域への支援を行う。 

淀川区 

・地域活動協議会の意義
や活動内容について、
区広報誌やＨＰ、地域
の広報紙や地域ＦＢ
等、多様な広報媒体を
活用し、情報発信を行
う。（通年） 

・区役所１階に「地域情報
コーナー」という専用
の配架棚を設け地域行
事等のチラシを随時配
布する。（通年）    

・地域活動協議会の意
義や活動内容につい
て、中間支援組織が
発行する「まちセン
通信」にて情報発信
した。（６月・８月発
行） 

・区役所１階に「地域情
報コーナー」という
専用の配架棚を設け
地域行事等のチラシ
を随時配架した。 

 
（実施状況：○） 

― ・わかりやすい表現やイラス
トの活用等、内容を工夫し、
若い世代から高齢者まで幅
広い世代に向けて地域活動
協議会関連情報を発信する。 

東淀川区 

・地域活動協議会の活動
を各種媒体により広報
し、地域活動協議会の
活動に参加していない
住民や団体、区外から

・地域活動協議会ごと
に地域状況は異なる
ため、地域の実情に
即した広報活動を行

・広報手段を増
やすことは、
活動従事者の
作業量の増加
につながりか

・公共人材を活用するなど、
専門家の力を借りながら、幅
広い世代、ターゲットを絞り
多様な主体に届く広報を複
数考えると共に、従事者の
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
の転入者に対し、活動
の参加を呼びかける。
（広報紙、区ＨＰトッ
プページと地域活動協
議会ＨＰのリンク、
Facebook、地域活動協
議会パンフレットの転
入者パック封入等）（通
年） 

・認知度向上に有効な手
法分析のためのアンケ
ートの実施（通年） 

った。 
・紙媒体、ホームペー
ジ、Facebook など、
地域のニーズに応じ
た支援を実施した。 

・区ホームページ、
Facebook 及 び
Twitter により東淀
川区内各地域で開催
される夏まつり情報
の周知を行った。 

・東淀川区内各地域で
開催される夏まつり
のポスターを区役所
庁舎内壁面及び出張
所庁舎内にて掲示し
た。 

・小松地域：ホームペー
ジ作成のための勉強
会開催（４月） 

・豊新地域：Facebook
ページ作成支援（７
月） 

・豊新地域：ロゴマーク
作成中（公共人材活
用） 

 
（実施状況：○） 

ねない。地域
課題や人材の
有無、タイミ
ングなどを考
慮し、継続可
能な取組にな
るような支援
が 必 要 で あ
る。 

「作業量を減らす」、「同じ作
業量で効果を増やす」ことが
できるような、支援の仕方を
検討する。 

・公共人材を活用した地活協
のロゴマークを作成し、認知
度向上につなげる。 

・アンケートの実施 

東成区 

・各地域自らが情報発信
できるよう支援を行
う。（通年） 

・地域活動協議会の認知
度向上に向けて、広報
媒体を利用し情報発信
する。（通年） 

・支援により地域広報
紙を作成する地域が
でてきた。 

・地域活動協議会の認
知度向上に向けて、
地域自らが毎月区広
報紙に「地域からの
お知らせコーナー」
を掲載し活動内容の
情報発信を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、認知度向上に向
けて、参加しやすい事業を
Twitter等の広報媒体を活用
して地域活動協議会の認知
度向上につながるよう周知
を図る。 

生野区 

・ホームページやＳＮＳ
により効果的に情報発
信する。（通年） 

・ 中 間 支 援 組 織 の
Facebook を通じて、
各地域活動協議会の
取組を紹介した。 

 
（実施状況：○） 

・地域活動協議
会の活動に関
する情報が地
域に届いてい
ない。 

・中間支援組織と連携し、各
地域活動協議会において、認
知度向上のための広報紙、広
報ポスター、広報動画などの
作成支援を行う。 

・ホームページやＳＮＳによ
り効果的に情報発信する。 

旭区 

・広報紙特集号の活用な
ど、積極的に情報発信
を行う。（11 月） 

・区内官公署施設を活用
し、区民の方の目に触
れる場所に情報発信コ

・区内官公署施設を活
用し、区民の方の目
に触れる場所に情報
発信コーナー等を設
置し、かわら版等を
掲示した。 

・様々なイベン
ト及び活動の
主体が、「地域
活動協議会」
であるとの認
知度が低い。 

・広報紙特集号の活用など、
積極的に情報発信を行う。
（11 月） 

・引き続き、地活協ガイドブ
ックを活用し、会議及びイベ
ント等で説明・配布を行い、
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
ーナー等を設置する。
（通年） 

・区内広報板なども活用
する。（通年） 

・区内広報板などを、地
域が利用できる仕組
みを構築し、地域の
活用に繋げた。 

・地活協ガイドブック
を作成し、会議及び
イベント等で説明・
配布を行った。 

 
（実施状況：○） 

認知度向上に向け取り組む。 

城東区 

・「地域カルテ」の作成過
程において、地域ごと
の認知度が低い原因等
を分析し、認知度向上
に繋がるよう情報交換
等を行う。（通年） 

・区広報誌において、地
域活動協議会の活動
を紹介する特集を掲
載した。 

・地域主催の各種行事
に参加し、情報収集
と提供を行った。 

・地域の防災訓練５回
への協力、防災出前
講座２回の実施、地
域防災リーダー隊長
会議の開催１回。 

・区長と各地域活動協
議会の意見交換会を
進めており、認知度
向上につながる情報
交換を行った。 

 
（実施状況：○） 

・よりタイムリ
ーな地域活動
の周知 

・区広報誌に地域活動協議会
だよりのコーナーを継続し
て掲載する。 

・区長と地域活動協議会との
意見交換会を引き続き実施
し、認知度向上につながる情
報交換を行う。 

鶴見区 

・地域が行うイベントに
出向き、地域活動協議
会の活動紹介（通年） 

・ TSURUMIC AWARD
の開催（下半期） 

・各地域で開催される
盆踊りに地域活動協
議会の活動内容を紹
介したチラシを配布
した。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域活動協議会の活動内容
を紹介するチラシを人の集
まる場所を中心に配布する。 

・題材を確定し、TSURUMIC 
AWARD（コンテスト）を開
催する。 

阿倍野区 

・地域活動協議会の認知
度向上に向けた支援
（通年） 

・地域活動協議会の認知
度向上に向け、区が原
因分析及び課題抽出を
行い地域カルテに記録
し、地域と情報共有を
行う。（通年） 

・各地域の課題に応じ、区
広報紙や区ホームペー
ジによる情報発信を行
う。また、地域活動協議
会に向けてＩＣＴの活
用にかかる勉強会を実
施し、効果的に周知活
動が実施できるよう支
援する。（通年） 

・地域活動協議会の認
知度向上に向け、区
が原因分析及び課題
抽出を行い地域カル
テに記録し、地域と
情報共有を行った。 

・区広報紙やまちセン
広報紙、区民向け事
業などの場を使っ
て、地域活動協議会
のアピールを行っ
た。 

・地域活動を行ってい
る団体などへのＳＮ
Ｓの運用支援を行う
とともに、パソコン・
スマホ講座（３回）を
実施して情報発信に

― ・地域活動協議会の認知度向
上に向け、区が原因分析及び
課題抽出を行い地域カルテ
に記録し、地域と情報共有を
行う。 

・区広報紙やまちセン広報
紙、区民向け事業などの場を
使って、地域活動協議会のア
ピールを行う。 

・地域活動の発表及び意見交
換の場として地域活動フォ
ーラムを開催し、参加者との
対話を進める取組としてＳ
ＮＳを活用し、地域活動フォ
ーラムの感想や意見聴取を
行い、様々な地域課題を市民
協働で解決するきっかけと
して実施する。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
活用できるスタッフ
の育成に努めた。 

 
（実施状況：○） 

住之江区 

・区広報紙、ホームペー
ジ、Facebook、ポスタ
ー等で、地域活動協議
会の活動内容を周知し
知名度向上に向けた取
組を行う。（通年） 

・各地域活動協議会でホ
ームページ、Facebook
の開設などＩＣＴを活
用した取組が進むよ
う、中間支援組織を活
用した支援を行う。（通
年） 

・地活協が実施するイベ
ント等で、中間支援組
織と連携し地活協の活
動紹介を実施する。（通
年） 

・区広報紙、ホームペー
ジ、Facebook、地域活
動協議会の活動内容
を掲載した。また、区
内高校生の協力のも
と、各地域活動協議
会のポスターを作成
した。 

・区民まつりや地活協
実施の夏まつりで、
中間支援組織と連携
し地活協の活動紹介
チラシの配布を行っ
た。 

 
（実施状況：○） 

・地活協の認知
度は低い状況
にあるため、
より効果的な
方法で地活協
の認知度向上
に向けた取組
を行う必要が
ある。 

・広報紙、ホームページ、
Facebook 等について、それ
ぞれの利用者の年齢層を鑑
み、各媒体に対応して地域活
動協議会の活動内容を周知
し、知名度向上に向けた取組
を行う。 

・各地域活動協議会でホーム
ページ、Facebook の開設な
どＩＣＴを活用した取組が
進むよう、中間支援組織を活
用した支援を行う。 

・地活協が実施するイベント
等で、中間支援組織と連携し
地活協の活動紹介を実施す
る。 

住吉区 

・地域活動協議会の認知
度向上に向け、「広報す
みよし」において、各地
域活動協議会の紹介を
掲載する。(毎月)また、
広報板や区のホームペ
ージ、Twitter を活用
し、各地域活動協議会
の活動を情報発信す
る。（各地域月１回） 

・「広報すみよし」にお
いて地域活動協議会
の取組紹介（毎月） 

・区ホームページの充
実（全地域） 

・Twitter・LINE を活
用し子育てサロン情
報の提供 

・住みます芸人を活用
した地域イベント情
報ポスターの作成。
町会掲示板へ貼付
（６月） 

・区役所待合のモニタ
ーを活用したＰＲ 

・区役所待合番号札の
裏面を活用したＰＲ 

・地域活動協議会ＨＰ
の作成支援（30 年度
５地域、29 年度まで
の実績５地域、合計
10 地域で作成完了） 

 
（実施状況：○） 

・様々な手法に
よる情報発信 

・地域内部での
情報発信強化 

・「広報すみよし」による情報
発信（毎月） 

・区ホームページで魅力的な
情報の発信（全 12 地域） 

・Twitter・LINE を活用した
子育て世代向け情報発信 

・子育てサロン・ふれあい喫
茶等啓発パネルの作成（全
12 地域） 

・敬老大会・区民まつりで啓
発パネルの展示 

・地域活動協議会ＨＰの管
理・運営を通じて若手人材を
増やし、地域発信の情報発信
を強化する。 

東住吉区 

・区広報紙、ＨＰなどで、
活動の紹介等は行って
きたが、行事の開催案
内も含め発信し、地活
協の活動ごとの広報支
援を打っていくなどの
工夫が必要である。（通

・各地域の区民が参加
できるよう行事予定
を広報紙やＨＰに掲
載した。 

 
（実施状況：○） 

― ・各地域の区民が参加できる
よう行事予定を広報紙やＨ
Ｐに掲載する。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
年）※適宜 

平野区 

・まちづくりセンターの
支援において、広報研
修の実施や手法の提案
を行い、地域による広
報の充実を図る。（通
年） 

・中間支援組織（まちづ
くりセンター）にお
いて、地域の広報を
紹介するサイトの立
ち上げを行った。 

 
（実施状況：○） 

・各地域で継続
的な広報の実
施が必要であ
る。 

・中間支援組織（まちづくり
センター）と連携して、各地
域に対し継続的に実施可能
な広報手法を提示し支援す
る。 

西成区 

・地域活動協議会の取組
を周知する機会を増や
し、ＳＮＳ等のＩＣＴ
の活用についても、中
間支援組織を活用しな
がら支援を実施する。
（通年） 

・地域活動協議会の取組
について、区の広報紙
やホームページ等にお
いて紹介するなど、区
民の目に触れる機会を
増やす。（通年） 

・地域活動協議会の広
報紙の作成支援を進
めるとともに、各地
域 活 動 協 議 会 の
Facebook の管理に
ついて、中間支援組
織を活用した支援を
実施した。 

・西成区役所 Facebook
にて、地域活動協議
会の取組に関する記
事を投稿した。 

 
（実施状況：○） 

・各地域活動協
議会における
ＳＮＳ等のＩ
ＣＴ活用につ
いては、電子
媒体を利用す
る こ と も あ
り、区内全て
の地域活動協
議会における
活用には至っ
ていない。 

・西成区役所
Facebook へ
の掲載につい
ては、地域間
において掲載
量に差が見受
けられる。 

・現在ＳＮＳ等のＩＣＴを活
用した広報を行っていない
地域活動協議会に対して、中
間支援組織を活用しながら、
実施に向けた丁寧な支援を
継続して実施する。 

・地域活動協議会の補助金説
明会等の場を活用し、区の
Facebook への掲載周知をよ
り積極的に進める。 
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      ② 総意形成機能の充実 

取組②「地域活動協議会に期待する総意形成機能の趣旨についての理解度向上」 

 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

北区 

・地域活動協議会に期
待する総意形成機能
の趣旨についての理
解度向上に向け、携わ
る職員の資質向上の
ためｅラーニング実
施する。（下期） 

・地域課内でのミーテ
ィングの回数を増や
すことで、課内連携を
強化し、職員の理解度
を高める。（通年） 

・地域課内でのミーティ
ングの回数を増やす
ことで、課内連携を強
化し、職員の理解度を
高めた。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域活動協議会に期待す
る総意形成機能の趣旨に
ついての理解度向上に向
け、携わる職員の資質向
上のためｅラーニング実
施する。 

・地域課内でのミーティン
グの回数を増やすこと
で、課内連携を強化し、職
員の理解度を高める。 

都島区 

・地域活動協議会の総
意形成機能や要件に
ついて、地域担当職員
にｅラーニングを実
施する。（年１回） 

・ホームページ、ＳＮ
Ｓ、広報誌、掲示板な
ど様々なツールで、地
域住民に情報発信す
る。（通年） 

・地域活動協議会の総意
形成機能や要件につ
いて、地域担当職員に
ｅラーニングを実施
（７月 20 日～８月８
日） 

・各地域活動協議会が行
う 活 動 の 紹 介 
Facebook24 回 

・地域活動チラシを転入
者に配布 

 
（実施状況：○） 

― ・各地域活動協議会が行う
活動の紹介 

・地域活動チラシを転入者
に配付 

福島区 

・地域活動協議会に期
待する総意形成機能
の趣旨についての理
解度向上等のため、以
下について取り組む。
（以下通年） 

・地域を担当する職員
全員が、年１回以上ｅ
ラーニングを受講す
る。 

・地域活動協議会に期
待する総意形成機能
について、年１回以上
地域に情報発信する。 

・地域を担当する職員全
員が地域活動協議会
に期待する総意形成
機能の趣旨について
の理解度を向上させ
るため、ｅラーニング
を受講した。 

・５月～６月に各地域活
動協議会で補助金説
明会を開催し、資料を
確認しながら説明を
行った。 

 
（実施状況：○） 

・地域協議会メン
バー全員の理解
までには至って
いない。 

・31 年度の補助金申請の
説明会を開催し、その場
を活用してわかりやすい
説明で一層の理解促進を
図る。 

此花区 

・地域活動協議会運営
委員会で総意形成機
能について説明する。
（通年） 

・地域活動協議会に期
待されている準行政
的機能について区広
報紙やＨＰで周知し
ていく。（通年） 

・各地域活動協議会運営
委員会において総意
形成機能について説
明した。 

・補助金等、会計説明会
においても説明を行
った（７月に４回実
施）。 

・地域活動協議会に期待
されている準行政的
機能についてＨＰ等

・理解度向上のた
めには、繰り返
し機会をとらえ
て説明する必要
がある。 

・地域のイベントや会議
等、機会をとらえて繰り
返し周知していく。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
で周知を行った。 

 
（実施状況：○） 

中央区 

・地域活動協議会に期
待する総意形成機能
について、地域活動協
議会の役員や構成団
体の方をはじめ地域
住民の理解が深まる
よう機会あるごとに
積極的に発信する。
（通年） 

・地域を担当する職員
全員に準行政的機能
の趣旨についてのｅ
ラーニングを実施す
るなど、改めて職員の
理解を促進する。（通
年） 

・地域活動協議会活性化
セミナーにおいて総
意形成機能について
説明をするための企
画・調整を行った。 

・地域を担当する職員全
員に準行政的機能の
趣旨についてのｅラ
ーニングを実施し、改
めて職員の理解を促
進した。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域活動協議会会長会
（９月開催）や地域活動
協議会活性化セミナー
（10 月開催）等で総意形
成機能について説明を行
う。 

西区 

・地域活動協議会の総
意形成機能や要件に
ついて、地域担当職員
にｅラーニングを実
施する。（上期） 

・地域活動協議会に期
待する総意形成機能
について、地域活動協
議会会長連絡会の場
で説明する。（上期、
下期１回ずつ） 

・地域活動協議会の準行
政的機能及び総意形
成機能について地域
担当職員にｅラーニ
ングを実施した。 

・地域活動協議会に期待
する総意形成機能に
ついて、９月開催予定
の第一回地域活動協
議会会長連絡会に向
けてまちづくりセン
ターとの打ち合わせ
を行った。 

 
（実施状況：○） 

・地域活動協議会
に 期 待 さ れ る
「 準 行 政 的 機
能」や「総意形成
機能」について、
地域活動協議会
の役員や構成団
体の方をはじめ
とする地域住民
の方々に、まち
づくりセンター
等を通じて、機
会あるごとにそ
の意義を積極的
に発信するよう
努めているもの
の、十分に理解
を深めていただ
くには時間を要
する。 

・地域活動協議会に期待す
る総意形成機能につい
て、地域活動協議会会長
連絡会の場で説明する。
（９月・３月開催） 

港区 

・地域を担当する職員
が地域レポートを活
用して地域への理解
を深めるとともに ｅ
ラーニングを受験し
理解度を高める。（95
点以上）（前期） 

・地域担当職員に、地域
レポート、30 年度市民
協働職員研修資料（地
域活動協議会につい
て）、29 年度のｅラー
ニングを配布し、自己
学習やｅラーニング
の受験を通じて理解
度を高めた。 

 
（実施状況：○） 

・地域活動協議会
が期待される役
割についての職
員 間 の 意 識 共
有。 

・地域担当職員等が参加す
る地域情報連絡会を通じ
て、地域への理解を深め
るとともに地域活動協議
会が果たす役割について
意識共有する。 

大正区 

・地域の行事や活動へ
の参加、地域の担い手
へのヒアリング等を
行うことによる地域
や地域活動の現状や

・地域包括支援プロジェ
クトチームを立ち上
げ、地域の会議や行事
へ参加した際に、課題
等の把握に努めた。そ

― ・地域の行事や活動への参
加、地域の担い手へのヒ
アリング等を行うことに
よる地域や地域活動の現
状や課題を把握及び整理
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
課題を把握及び整理 

・地域の主体的な連携・
協働の取組に必要な
支援の実施 

・地域活動協議会の運
営のための支援の実
施 

・地域だけでは解決で
きない課題について、
その課題解決に向け
ての地域と協働した
取組 

（以上通年） 

のほか、地域活動協議
会（地域まちづくり実
行委員会）の役割とし
て総意形成機能の説
明を行った。 

 
（実施状況：○） 

する。 
・地域の主体的な連携・協
働の取組に必要な支援を
実施する。 

・地域活動協議会の運営の
ための支援を実施する。 

・地域だけでは解決できな
い課題について、その課
題解決に向けての地域と
協働した取組を行う。 

天王寺区 

・地域を担当する職員
全員を対象にｅラー
ニングを実施し、職員
の理解を促進する。
（下期）１回 

・全地域活動協議会を
対象に「総意形成機
能」が期待されている
ことの理解が得られ
るよう説明の場を設
ける。（６月、12 月）
随時 

・まちづくりセンター
も活用し、「総意形成
機能」が期待されてい
ることの説明を行う。
（通年）随時 

・地域を担当する職員全
員がｅラーニングを
実施した。（７月・４名) 

・全９地域の運営委員会
や役員会等で地域活
動協議会が「総意形成
機能」を期待されてい
ることの説明を行っ
た（４～７月） 

 
（実施状況：○） 

― ・全地域活動協議会を対象
に「総意形成機能」が期待
されていることの理解が
得られるよう説明の場を
設ける。（12 月） 

・まちづくりセンターも活
用し、「総意形成機能」が
期待されていることの説
明を行う。 

浪速区 

・地域活動協議会の役
員や構成団体の方を
はじめ地域住民の理
解が深まるよう機会
をとらまえて積極的
に情報発信する。（通
年） 

・地域を担当する職員
全員を対象にｅラー
ニングを実施。（年１
回） 

・「地域カルテ」を共有・
活用する過程におい
て、本旨理解度の向上
を図った。 

・「浪速区役所地域担当
職員設置要綱」を制定
（４月）、また「地域担
当制の手引き」を作成
（４月）し、当該職員
を対象に説明会を開
催して、本旨理解の深
化を図った。 

・地域活動協議会の役員
や構成団体の方をは
じめ地域住民へ積極
的に情報発信した。 

 
（実施状況：○） 

・地域担当制度の
深化と当該職員
の意識向上が必
要である。 

・各地域における
担い手（スキル）
の継承が必要で
ある。 

・地域を担当する職員全員
がｅラーニングを受講す
る。 

・地域活動協議会に求めら
れている機能について、
補助金説明会等の場で引
き続き説明を行い、認識
を深める。 

西淀川区 

・地域活動協議会会長
会や各種団体の会合、
広報紙等を活用し積
極的に発信（通年） 

・地域活動協議会への
ヒアリングを実施（通

・地域活動協議会会長会
や各種団体の会合、広
報紙等を活用し積極
的に発信した。 

・地域を担当する職員全
員を対象にｅラーニ

・地域の理解度が
向上するよう、
積極的に発信す
る必要がある。 

・地域活動協議会会長会や
各種団体の会合、広報紙
等を活用し積極的に発信
する。 

・地域活動協議会へのヒア
リングを実施する。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
年） 

・地域を担当する職員
全員を対象にｅラー
ニングを実施（下半
期） 

ングを実施した。 
 

（実施状況：○） 

淀川区 

・地域担当職員全員が
ｅラーニングを受講
する。（通年） 

・地域事業や地活協意
見交換会などの機会
を活用し、役員をはじ
め地域住民の理解が
深まるよう、積極的に
情報発信する。（通年） 

・地域担当職員全員がｅ
ラーニングを受講し
た。 

・６月～７月実施地活協
ブロック別意見交換
会で総意形成機能の
趣旨について説明し
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・様々な機会を活用して、
理解度向上を図る。 

東淀川区 

（地域活動協議会を中
心とした地域活動へ
の支援） 

・地域活動協議会の機
能や役割(総意形成機
能等）の周知普及を補
助金の趣旨説明の際
に実施する。（下半期） 

 
（地域担当制による協

働のまちづくり） 
・地域を担当する職員

全員が、地域活動協議
会の機能・役割(総意
形成機能等）について
のｅラーニングを受
講するほか、地域担当
連絡会議の際にも趣
旨を説明し、理解を促
進する。（下半期） 

・地域担当職員に対し
て、防災面、地域活動
協議会の成り立ちと
機能について学習会
を実施した。 

 
（実施状況：○） 

・総意形成機能の
趣旨について理
解してもらうた
めに工夫が必要
である。 

・地域活動協議会に求めら
れている機能について、
現在の取組との比較や、
住民にわかりやすい言葉
を用い、補助金説明会等
の場で説明を行い、認識
を深める。 

東成区 

・地域を担当する職員
で、情報共有を行い、
理解度促進につなげ
る。（通年） 

・毎月、地域を担当する
職員で情報共有の場
を設け理解促進につ
なげた。 

・地域を担当する職員に
ｅラーニングを受講
するよう周知徹底を
図った。また、理解度
が全員 95 点以上とな
るよう事前に勉強会
資料を配付した。 

 
（実施状況：○） 

― ・総意形成機能の理解度が
促進するよう、地域担当
者会議の場で引き続き意
識共有を図る。 

生野区 

・地域を担当する職員
全員がｅラーニング
を受講する。（下期） 

・ｅラーニングの受講
等を通じて、地域を担

・地域を担当する職員全
員が、ｅラーニングを
受講し、地域活動協議
会の持つ機能の趣意
について理解を深め

・人事異動などに
より、キャリア
が短い職員がい
る。 

・地域活動協議会について
のマニュアル等を活用
し、各職員の地域活動協
議会にかかる理解度を深
める。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
当する職員全員が、地
域活動協議会の持つ
準行政的機能の趣意
および期待される総
意形成機能の趣意に
ついての理解を深め
る。（通年） 

た。 
 

（実施状況：○） 

・地域を担当する職員全員
がｅラーニングを受講す
る。 

・ｅラーニングの受講等を
通じて、地域を担当する
職員全員が、地域活動協
議会の持つ準行政的機能
の趣意および期待される
総意形成機能の趣意につ
いての理解を深める。 

旭区 

・地域活動協議会連絡
会議、意見交換会及び
取組事例共有会等で
説明を継続的に行う
ことで理解促進を図
る。（通年） 

・地域を担当する職員全
員が、ｅラーニングを
受講し理解を深めた。 

・地域活動協議会総会及
びワークショップ等
で説明を継続的に行
うことで理解促進を
図った。 

 
（実施状況：○） 

・総意形成機能の
趣旨についての
理解度が低い。 

・取組事例共有会等で説明
を継続的に行うことで理
解促進を図る。（11 月） 

・ワークショップ等で説明
を継続的に行うことで理
解促進を図る。 

城東区 

・職員については、ｅラ
ーニングの取組を行
う。（通年） 

・地域活動協議会の行
事や会議等で総意形
成機能の理解が深ま
るよう機会あるごと
に積極的に発信する。
（通年） 

・地域を担当する職員が
ｅラーニングを受講
した。 

・会計情報交換会におい
て、総意形成機能の説
明を行った。 

 
（実施状況：○） 

・地域内での役員
交代時の知識継
承 

・まちづくりセンターによ
る各種相談支援に際し
て、総意形成機能に関す
る趣旨説明を行い、新役
員に対するスムーズな知
識の継承を進める。 

鶴見区 

・各種会議において総
意形成機能の理解促
進を図るためチラシ
を作成し、周知する。
（通年） 

・総意形成機能の理解促
進、備えておくべき要
件の確認を図る内容
を盛り込んだチラシ
作成作業に取りかか
った。 

・運営委員のメンバーが
大幅に変更された地
域を中心に、運営委員
会で地域活動のガイ
ドブック「鶴本」を活
用して、地域活動協議
会のめざすべき姿や
活動内容を説明した。 

 
（実施状況：○） 

― ・総意形成機能の理解促
進、備えておくべき要件
の確認を図る内容を盛り
込んだチラシを作成し、
地活協の会議の場で説明
する。 

阿倍野区 

・地域活動協会議に期
待する総意形成機能
について、地域を担当
する職員全員が、ｅラ
ーニングを受講し、理
解を深める。（下期） 

・地域活動協会議補助
金説明会等の機会に、
総意形成機能の趣旨

・地域を担当する職員全
員が、ｅラーニングを
受講し、地域活動協会
議に期待する総意形
成機能について理解
を深めた。 

・地域活動協議会補助金
説明会開催時に、総意
形成機能の趣旨につ

― ・地域への会計事務説明会
の機会に、総意形成機能
の趣旨について役員や構
成団体の方をはじめとす
る地域住民の理解を深め
るよう積極的に情報発信
する。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
について役員や構成
団体の方をはじめと
する地域住民の理解
を深めるよう積極的
に情報発信する。（通
年） 

いて役員や構成団体
の方をはじめとする
地域住民の理解を深
めるよう積極的に情
報発信を行った。（各
地域１回） 

 
（実施状況：○） 

住之江区 

・地域担当職員全員が
ｅラーニングを受講
する。（下期） 

・地活協会長会、地活協
運営委員会などで、総
意形成機能について
説明し、地域住民の理
解度向上を図る。（通
年） 

・ｅラーニングについて
は、全職員受講した。 

・説明会に向けてマニュ
アル等を見直すなど、
準備を行った。 

 
（実施状況：○） 

・地活協構成団体
などの総意形成
機能の趣旨につ
いての理解度を
向 上 さ せ る た
め、分かりやす
い資料作成や説
明を行う必要が
ある。 

・10 月頃に実施する補助
金に関する説明会にて配
布予定のマニュアルに詳
細を記載し、各地域活動
協議会に周知する。 

住吉区 

・地域活動協議会に期
待する準行政的機能・
総意形成機能につい
てのｅラーニングを
地域を担当する職員
に実施する。（受験率
100％かつ理解度全
員 95 点以上）（上期） 

・職員への勉強会の実施
（７月） 

・ｅラーニングの実施
（７月） 

 
（実施状況：○） 

・職員に対して繰
り返しの説明が
必要。 

・ｅラーニングの結果を踏
まえて、再度地域を担当
する職員に説明を行う。 

・各地域運営委員会で地域
役員に説明する際に地域
担当職員にもあわせて説
明する。（10 月） 

東住吉区 

・地域を担当する職員
全員が、ｅラーニング
を受講する。（下期） 

・地域連絡会議や各地
域における会議の場
などあらゆる機会を
捉え、理解促進等を図
る。（通年） 

・地域担当職員へのｅラ
ーニングを実施した。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域連絡会議や各地域に
おける会議の場などの機
会を捉え理解促進を図る
説明を行う。 

平野区 

・地活協運営委員会等
の機会に地活協の意
義・趣旨の説明を行
う。（通年） 

・地域活動協議会の運営
委員会において、意義
説明を行った。 

 
（実施状況：○） 

・各地域での課題
や解決手法を話
し合う必要があ
る。 

・地域活動協議会の運営委
員会において、意見交換
や課題解決の話し合いを
促進する。 

西成区 

・地域活動協議会への
総意形成機能につい
ての理解度を向上さ
せるため、説明会等に
おいてより理解を得
やすい説明を行う。
（年２回） 

・地域を担当する職員
全員が、ｅラーニング
を受講する。（下期） 

・地域活動協議会の役員
や構成団体の方を対
象に、総意形成機能に
関する説明を実施し
た。 

・地域を担当する職員が
ｅラーニングを受講
した。（７～８月） 

 
（実施状況：○） 

・総意形成機能に
かかる理解促進
のため、必要と
する地域へは個
別に支援を行っ
てきたが、区内
全体での認識共
有に繋げていく
必要がある。 

・区内全体での認識共有に
繋げるべく、補助金説明
会やフォーラムといった
機会を活用し、説明を行
うなど取組を進める。 
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柱 1-Ⅲ-ア 地域活動協議会への支援 

      ② 総意形成機能の充実 

取組③「総意形成機能を発揮するために備えておくべき要件の確認など」 

 
30 年度の取組内容 30 年８月末までの 

主な取組実績 課題 
30 年９月以降の取組 

内容 
（課題に対する対応） 

北区 

・地活協認定要綱や
補助金要綱を定期
的に見直し、必要
に応じて改正を行
う。（下期） 

 
（実施状況：－） 

― ・地活協認定要綱や補助
金要綱を定期的に見直
し、必要に応じて改正を
行う。 

都島区 

・地域活動協議会運
営委員会などにお
いて、用件を満た
しているかの確認
を定期的に行うと
ともに、必要に応
じて助言・指導を
行う。（９地域）（通
年） 

・認定要件を満たす
ための助言・指導 

 ９地域 
・情報発信 
 Facebook19 回、

Twitter７回 
 

（実施状況：○） 

― ・認定要件を満たすため
の助言・指導 

 ９地域 
・情報発信 

福島区 

・地域活動協議会が
総意形成機能を発
揮するために備え
ておくべき要件に
ついて年１回以上
確認する。（通年） 

・５月～６月に各地
域活動協議会で補
助金説明会を開催
し、資料を確認し
ながら説明を行っ
た。 

 
（実施状況：○） 

・地域協議会メンバー全員
の理解までには至って
いない。 

・31 年度の補助金申請の
説明会を開催し、その場
を活用して地域活動協
議会が総意形成機能を
発揮するために備えて
おくべき要件を確認す
る。 

此花区 

・地域活動協議会運
営委員会で総意形
成機能について説
明する。（通年） 

・地域活動協議会に
期待されている準
行政的機能につい
て区広報紙やＨＰ
で周知していく。
（通年） 

・各地域活動協議会
運営委員会におい
て総意形成機能に
ついて説明した。 

・補助金等、会計説明
会においても説明
を行った（７月に
４回実施）。 

・地域活動協議会に
期待されている準
行政的機能につい
てＨＰ等で周知を
行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域のイベントや会議
等、機会をとらえて繰り
返し周知していく。 

中央区 

・必要な要件につい
て、各地活協役員
会や運営委員会、
地活協会長会や補
助金説明会等の機
会を通じて周知徹
底を図り、補助金
申請時や実績報告
時等に確認を行
う。（通年） 

・各地活協役員会や
運営委員会おいて
必要な要件につい
て説明を行った。 
また、地域活動協
議会活性化セミナ
ーにおいても総意
形成機能を発揮す
るために備えてお
くべき要件の確認
を行うための企

― ・各地活協役員会や運営
委員会、地活協会長会に
おいて必要な要件につ
いて説明を行う。 

・10 月開催の地地域活動
協議会活性化セミナー
や年末に予定している
補助金説明会等におい
て総意形成機能を発揮
するために備えておく
べき要件について説明
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30 年度の取組内容 30 年８月末までの 

主な取組実績 課題 
30 年９月以降の取組 

内容 
（課題に対する対応） 

画・調整を行った。 
 

（実施状況：○） 

を行う。 

西区 

・地域活動協議会の
総意形成機能や要
件について、地域
担当職員にｅラー
ニングを実施す
る。（上期） 

・地域活動協議会に
期待する総意形成
機能について、地
域活動協議会会長
連絡会の場で説明
する。（上期、下期
１回ずつ） 

・地域活動協議会の
準行政的機能及び
総意形成機能につ
いて地域担当職員
にｅラーニングを
実施した。 

・地域活動協議会に
期待する総意形成
機能について、９
月開催予定の第一
回地域活動協議会
会長連絡会に向け
てまちづくりセン
ターとの打ち合わ
せを行った。 

 
（実施状況：○） 

・地域活動協議会に期待さ
れる「準行政的機能」や
「総意形成機能」につい
て、地域活動協議会の役
員や構成団体の方をは
じめとする地域住民の
方々に、まちづくりセン
ター等を通じて、機会あ
るごとにその意義を積
極的に発信するよう努
めているものの、十分に
理解を深めていただく
には時間を要する。 

・地域活動協議会に期待
する総意形成機能につ
いて、地域活動協議会会
長連絡会の場で説明す
る。（９月・３月開催） 

港区 

・地域を担当する職
員が、地域活動協
議会の役員や構成
団体に総意形成機
能を期待されてい
ることの説明を行
い、その機能を発
揮するために備え
ておくべき要件の
確認を行う。（通
年） 

・地域活動協議会の
役員等を対象に地
域活動協議会の総
意形成機能の説明
を行い、その機能
を発揮するために
備えておくべき要
件の確認を行った
（上期・計３回）。 

 
（実施状況：○） 

・役員交代があった場合、
地域活動協議会に期待
される役割や備えてお
くべき要件についての
理解の促進。 

・地域活動協議会の役員
等を対象に地域活動協
議会の総意形成機能の
説明を行い、その機能を
発揮するために備えて
おくべき要件の確認を
行う。 

大正区 

・市や区の制度、事
業、予算など、地域
の活動に役立つ情
報の提供 

・地域の主体的な連
携・協働の取組に
必要な支援の実施 

・地域活動協議会の
運営のための支援
の実施 

・地域だけでは解決
できない課題につ
いて、その課題解
決に向けての地域
と協働した取組 

・各地域担当間、各課
を横断した情報共
有及び課題解決方
策の検討を行うた
めの地域情報連絡
会を定期的に開催
する。併せて、地域

・地域包括支援プロ
ジェクトチームを
立ち上げ、情報共
有及び課題解決方
策の検討を行うほ
か、地域の意見集
約の機会や地域へ
の情報提供の頻度
についても確認を
行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・市や区の制度、事業、予
算など、地域の活動に役
立つ情報を提供する。 

・地域の主体的な連携・
協働の取組に必要な支
援を実施する。 

・地域活動協議会の運営
のための支援を実施す
る。 

・地域だけでは解決でき
ない課題について、その
課題解決に向けての地
域と協働した取組を行
う。 

・各地域担当間、各課を
横断した情報共有及び
課題解決方策の検討を
行うための地域情報連
絡会を定期的に開催す
る。併せて、地域の意見
集約の機会や地域への
情報提供の頻度につい
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30 年度の取組内容 30 年８月末までの 

主な取組実績 課題 
30 年９月以降の取組 

内容 
（課題に対する対応） 

の意見集約の機会
や地域への情報提
供の頻度について
も確認を行う。 

（以上通年） 

ても確認を行う。 

天王寺区 

・総意形成機能を発
揮するために備え
ておくべき要件を
満たしているか確
認を行う。（６月、
２月） 

・総意形成機能を発
揮するために備え
ておくべき要件を
満たしている事を
全９地域の運営委
員会に参加し確認
した。（５、６月） 

 
（実施状況：○） 

― ・総意形成機能を発揮す
るために備えておくべ
き要件を満たしている
かの確認を行う。（２月） 

浪速区 

・各地域活動協議会
が、総意形成機能
を発揮するために
備えておくべき要
件を満たしている
かを「地域カルテ」
等を用いて定期的
に確認・検証し、必
要に応じて関係規
定の整備などを行
う。（通年） 

・「浪速区役所地域担
当職員設置要綱」
を制定（４月）、ま
た「地域担当制の
手引き」を作成（４
月）し、当該職員を
対象に説明会を開
催して、本旨理解
の深化を図った。 

・「地域カルテ」を共
有・活用する過程
において、本旨理
解度の向上を図っ
た。 

 
（実施状況：○） 

・地域担当制度の深化と当
該職員の意識向上が必
要である。 

・各地域における担い手
（スキル）の継承が必要
である。 

・地域のイベントや会議
等、機会をとらえて繰り
返し周知していく。 

西淀川区 

・地域活動協議会へ
のヒアリングを実
施。（通年） 

・地域活動協議会へ
のヒアリングを、
一部、実施した。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域活動協議会へのヒ
アリングを実施する。 

淀川区 

・地域会議で住民同
士が意見を調整
し、総意として意
思決定が行われ、
決定内容が責任を
もって周知されて
いるか、地域担当
が情報収集を継続
して行う。（通年） 

・４月～７月に開催
された地活協総会
に地域担当者が出
席し、総会資料を
確認することで情
報を収集した。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域担当による地域会
議等への出席を通じて、
継続した地域情報収集
を行う。 

東淀川区 

・地域活動協議会が
開催する運営委員
会などに職員が参
加し、備えておく
べき要件について
確認する。（通年） 

・各地域の会議に赴
いた際や個別に説
明し、順次確認を
行った。 

 
（実施状況：○） 

・普段補助金事務に関わり
のない地域の方が理解
するのに時間がかかる。 

・地域活動協議会の役員
からしっかりと周知し
ていただけるよう 11 月
頃予定している補助金
説明会の際に十分時間
をとって説明を行う。 
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30 年度の取組内容 30 年８月末までの 

主な取組実績 課題 
30 年９月以降の取組 

内容 
（課題に対する対応） 

東成区 

・地域担当職員の住
民への情報発信力
を高めることがで
きるよう、地域担
当職員への定期的
な情報提供を行
う。（毎月） 

・地域担当職員同士
で、情報共有を行
うとともに地域活
動協議会への理解
促進を促す資料を
共有した。 

 
（実施状況：○） 

― ・31 年度の補助金申請の
説明会を 12 月に開催
し、その場を活用して地
域活動協議会が総意形
成機能を発揮するため
に備えておくべき要件
を確認する。      

生野区 

・地域活動協議会に
対し、より民主的
に開かれた組織運
営と会計の透明性
の確保を中心に、
自律した地域運営
ができるよう中間
支援組織と連携し
て支援する。（通
年） 

・各地域活動協議会
の総会後などに勉
強会を開催するな
ど、地域活動協議
会の担う機能や役
割に関する理解を
深めてもらい、自
律した地域運営が
できるよう支援し
た。 

 
（実施状況：○） 

・地域活動協議会に求めら
れている総意形成機能
を認識していない同協
議会の構成団体が半数
近くある。 

・中間支援組織と連携
し、自律した地域運営が
出来るよう勉強会を開
催したり、地域活動協議
会の認知度向上や担い
手育成を目的とした動
画を放送するなどして
理解度を深めてもらう。 

・地域活動協議会に対
し、より民主的に開かれ
た組織運営と会計の透
明性の確保を中心に、自
律した地域運営ができ
るよう中間支援組織と
連携して引き続き支援
する。 

旭区 

・必要な要件につい
て理解促進が図れ
るよう、地域活動
協議会連絡会議、
意見交換会及び取
組事例共有会等で
説明を継続的に行
う。（通年） 

・地域活動協議会総
会及びワークショ
ップ等で説明を継
続的に行うことで
理解促進を図っ
た。 

 
  

（実施状況：○） 

・総意形成機能を発揮する
ために備えておくべき
要件についての理解度
が低い。 

・取組事例共有会等で説
明を継続的に行うこと
で理解促進を図る。（11
月） 

・ワークショップ等で説
明を継続的に行うこと
で理解促進を図る。 

城東区 

・認定要件等につい
て確認を行い、理
解の相違が生じな
いような対応を行
う。（通年） 

・地域担当職員が各
地域活動協議会の
取組に参加し、要
件の確認を行っ
た。 

・会計情報交換会に
おいて、活動のあ
り方や目的を確認
した。 

 
（実施状況：○） 

・地域内での役員交代時の
知識継承 

・まちづくりセンターに
よる各種相談支援に際
して、総意形成機能に関
する趣旨説明を行い、理
解の相違が生じないよ
うスムーズな知識の継
承を進める。 

鶴見区 

・各種会議において
要件の確認の重要
性の理解促進を図
るためチラシを作
成し、周知する。
（通年） 

・総意形成機能の理
解促進、備えてお
くべき要件の確認
を図る内容を盛り
込んだチラシの作
成作業に取りかか
った。 

・運営委員のメンバ

― ・総意形成機能の理解促
進、備えておくべき要件
の確認を図る内容を盛
り込んだチラシを作成
し、地活協の会議の場で
説明する。 
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30 年度の取組内容 30 年８月末までの 

主な取組実績 課題 
30 年９月以降の取組 

内容 
（課題に対する対応） 

ーが大幅に変更さ
れた地域を中心
に、運営委員会で
地域活動のガイド
ブック「鶴本」を活
用して、地域活動
協議会のめざすべ
き姿や活動内容を
説明した。 

 
（実施状況：○） 

阿倍野区 

・各地域活動協議会
に対して要件の確
認を行う。（下期） 

・関係規定の整備な
ど必要に応じて支
援を行う。（通年） 

・地域活動協議会補
助金説明会におい
て、備えておくべ
き要件やその確認
を行うための書類
等について、情報
提供を行った。（各
地域１回 計 10
回） 

 
（実施状況：○） 

― ・各地域活動協議会に対
して要件の確認を行う。 

・関係規定の整備など必
要に応じて支援を行う。 

住之江区 

・地活協認定要件確
認時に合わせて、
総意形成機能を発
揮するために備え
ておくべき要件を
満たしているか確
認する。（上期） 

・また、地活協が意思
決定した内容・経
緯等について、地
活協の広報紙・ホ
ームページ、市民
活動ポータルサイ
トなどで公開でき
るよう、中間支援
組織と連携し支援
を行う。（通年） 

・認定要件チェック
シートを作成し、
会長会で実施内容
を説明した。 

・予算決算情報につ
いては、各地域活
動協議会の広報紙
に掲載することに
より、順次、住民へ
周知を実施した。 

 
（実施状況：○） 

・地域がＩＣＴを活用した
周知方法についても理
解を深められるよう、支
援を実施していく必要
がある。 

・認定要件チェックシー
トに基づいて、各地域活
動協議会の状況確認を
行う。（10 月～11 月） 

・地活協が意思決定した
内容・経緯等について、
地活協の広報紙・ホーム
ページ、市民活動ポータ
ルサイトなどで公開で
きるよう、中間支援組織
と連携し支援を行う。 

住吉区 

・地域活動協議会の
準行政的機能・総
意形成機能、備え
ておくべき要件に
ついての説明を補
助金説明会と合わ
せて実施する。（年
２回） 

・補助金説明会にお
いて説明（５月） 

 
（実施状況：○） 

・地域活動協議会に対して
繰り返しの説明が必要。 

・各地域補助金説明会で
説明（１月） 

東住吉区 

・各地域への訪問・ヒ
アリングによる
「地域カルテ」の
作成支援及び認識
共有化（通年） 

・各地域毎の現況や
課題を洗い出せる
よう国勢調査デー
タ等の資料を提供
した。 

 

― ・各地域毎の現況や課題
を洗い出せるようデー
タ資料を提供する。 
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30 年度の取組内容 30 年８月末までの 

主な取組実績 課題 
30 年９月以降の取組 

内容 
（課題に対する対応） 

（実施状況：○） 

平野区 

・運営委員会への参
加等により状況確
認を行いながら、
要件などの周知を
行う。（通年） 

・地域担当を編成し、
各地域活動協議会
の運営委員会に参
加をした。 

 
（実施状況：○） 

・各地域活動協議会の運営
手法について分析が必
要である。 

・地域担当の運営委員会
報告をもとに運営状況
の把握・分析を行う。 

西成区 

・各地域活動協議会
の規約に基づき、
運営委員会等にお
いて総意形成を行
っているかを行政
として議事録等に
より確認を行い、
必要に応じて、各
地域活動協議会へ
支援を行う。（通
年） 

・29 年度に各地域活
動協議会が実施し
た運営委員会の議
事録について、区
への提出を求め、
規約に基づいた総
意形成が行われて
いるか等に関し、
区による確認を行
った。 

 
（実施状況：○） 

・重要事項の議決それ自体
はおおむね適正に行わ
れているものの、「運営
委員において議論した
のち、役員において議
決」という流れなど、議
決機関の運営に関する
基本的な理解が不足し
ている地域が見受けら
れた。 

・地域活動協議会の運営
委員会等において、議決
機関の適正な運営の意
義に触れたうえで、基本
的な議決の流れについ
て区による説明を行う
などしながら、改めて役
員及び運営委員の理解
を促進する。 
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柱 1-Ⅲ-イ 多様な主体のネットワーク拡充への支援 

取組①「様々な活動主体の情報収集」 

 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

北区 

・地域活動連絡会議や
地域での会合にお
いて、市民活動総合
ポータルサイトの
周知を行い、サイト
への登録を促す。
（通年） 

・地域活動連絡会議や地
域での会合において、
市民活動総合ポータ
ルサイトの周知を行
い、サイトへの登録を
促した。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、地域活動連絡会
議や地域での会合において、
市民活動総合ポータルサイ
トの周知を行い、サイトへの
登録を促す。 

都島区 

・支援情報提供窓口で
ＮＰＯ等市民活動
団体へポータルサ
イトの活用を促す。
（通年） 

・市民活動総合ポータル
サイトについてのリ
ーフレットの配架に
より周知した（４月
～） 

 
（実施状況：○） 

― ・市民活動総合ポータルサイ
トについてのリーフレット
の配架により周知する。 

 

福島区 

・「市民活動総合ポー
タルサイト」への各
団体の登録及び積
極的な活用を年１
回以上促す。（通年） 

・５月～６月に各地域活
動協議会で補助金説
明会を開催し、資料を
確認しながらサイト
の紹介も行った。 

 
（実施状況：○） 

・説明はしてい
るが、地域の関
心が薄い。 

・地域での必要
性を感じても
らえない。 

・31 年度の補助金申請の説明
会を開催し、その場を活用し
て繰り返しサイトへの登録・
活用を促す。 

此花区 

・地域活動協議会運営
委員会や窓口に来
られたテーマ型団
体などに「市民活動
ポータルサイト」を
周知する。(通年) 

・各地域活動協議会の運
営委員会においてポ
ータルサイトを周知
した。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域活動協議会運営委員会
や窓口に来られたテーマ型
団体などに「市民活動ポータ
ルサイト」を周知する。 

中央区 

・様々な活動主体との
連携協働の意義を
啓発するとともに、
「市民活動総合ポ
ータルサイト」の積
極的な活用を促す。
（通年） 

・中央区役所市民協働
課、中央区中間支援組
織（まちづくりセン 
ター）が「市民活動総
合ポータルサイト」に
登録し、各地域に向け
その有益性を説明し
た。 

・中央区内地域活動協議
会について、30 年度中
のサイトへの登録を
目指し支援を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・中央区内の地域活動協議会
の「市民活動ポータルサイ
ト」への登録を目指す。 

・地域活動協議会活性化セミ
ナー等の機会をとらえて、大
阪市市民活動総合支援事業
について情報提供を行う。 

西区 

・地縁型団体の会議
や、まちづくりセン
ターの支援時にお
いて、ポータルサイ
トの紹介、活用につ
いて説明する。（通
年） 

・青少年指導員理事会等
においてポータルサ
イトの紹介・説明を行
った。 

 
（実施状況：○） 

・現在、西区内の
31 団体がポー
タルサイトへ
の登録を行っ
ているが、新た
な団体の登録
が必要。 

・地縁型団体の会議や、まち
づくりセンターの支援時に
おいて、ポータルサイトの紹
介、活用について説明する。 

・地縁型団体に向けてポータ
ルサイトの有効性など丁寧
な説明を行い、登録に結び付
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
け活用につなげていく。 

港区 

・市民活動総合ポータ
ルサイトの広報周
知と登録への働き
かけを実施。（通年） 

・合同地域会長会でポー
タルサイトの周知と
登録を働きかけた。 

・ポータルサイトについ
て、区ＨＰ、Twitter、
Facebookで周知した。 

 
（実施状況：○） 

― ・地縁系団体等へポータルサ
イトの有効性を説明しなが
ら登録を働きかける。 

大正区 

・市民からの問合せに
対して、ポータルサ
イトの掲載情報を
案内し、活動主体の
事業の理解を深め
る。（通年） 

・ポータルサイトの案
内チラシを相談窓
口やまちづくりセ
ンターに配置し、ま
た地域の会合でも
配布するなど、積極
的に周知を図る。
（通年） 

・ポータルサイトの案内
チラシを相談窓口や
まちづくりセンター
に配置し、また地域の
会合でも配布し、周知
を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・市民からの問合せに対し
て、ポータルサイトの掲載情
報を案内し、活動主体の事業
の理解を深める。 

・ポータルサイトの案内チラ
シを相談窓口やまちづくり
センターに配置し、また地域
の会合でも配布するなど、積
極的に周知を図る。 

天王寺区 

・市民活動総合ポータ
ルサイトの情報も
活用し地域に情報
提供を行う。（通年） 

・市民活動団体支援相談
窓口での紹介やまち
づくりセンターを通
じて「市民活動総合ポ
ータルサイト」を各地
域に紹介した。 

 
（実施状況：○） 

― ・市民活動総合ポータルサイ
トの情報も活用し地域に情
報提供を行う。 

浪速区 

・催事（防災訓練等）
実施の告知及び成
果・報告を、市民活
動ポータルサイト
に掲載し、つながり
の端緒、機会を広げ
る。（通年） 

・各地活協定例会議へ地
域担当職員が出席し
た。 

・区広報紙への記事掲載
５回、まちづくりセン
ターFacebook 投稿記
事 132 件、まちづくり
センターブログ投稿
記事123件(4,502アク
セス)、各地域が発信し
たイベント情報等の
ブログ数計169件 を
行い、地域行事への参
画を促した。（８月末
現在） 

・地域学習支援事業への
学生ボランティア募
集を目的とした市民
活動ポータルサイト
への団体登録を行う
とともに、ボランティ

・地域担当制度
の深化と当該
職員の意識向
上が必要であ
る。 

・各地域の情報
発信力を強化
し、安定的かつ
持続可能とす
るための「人材
の育成、スキル
の向上と継承」
の仕組みづく
りが必要であ
る。 

・当該職員の知識・意識の向
上を徹底する。 

・引き続き、地域会議等にお
いて、市民活動ポータルサイ
トの周知を行い、サイトへの
登録を促す。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
ア募集を掲載し、ボラ
ンティア活動が実施
された。(１件) 

 
（実施状況：○） 

西淀川区 

・ボランティア募集に
関連する区事業を
ポータルサイトに
登録。（通年） 

・案内チラシの窓口配
架や区ホームペー
ジへの掲載に加え、
地縁型団体の会議
等で周知。（通年） 

・ボランティア募集に関
連する区事業をポー
タルサイトに登録し
た。 

・案内チラシの窓口配架
や区ホームページへ
の掲載に加え、地縁型
団体の会議等で周知
した。 

 
（実施状況：○） 

― ・ボランティア募集に関連す
る区事業をポータルサイト
に登録する。 

・案内チラシの窓口配架や区
ホームページへの掲載に加
え、地縁型団体の会議等で周
知する。 

淀川区 

・中間支援組織（まち
づくりセンター等）
と連携して、地域や
ボランティア活動
に役立つ情報提供
を行い、活動支援を
行う。（通年） 

・中間支援組織（まちづ
くりセンター等）と連
携して、まちセン通信
発行等を通じて地域
やボランティア活動
に役立つ情報提供を
行い、活動の支援を実
施した。（６月・８月発
行） 

 
（実施状況：○） 

― ・今後も中間支援組織（まち
づくりセンター等）と連携し
て、地域やボランティア活動
に役立つ情報提供を行い、活
動支援を行う。 

東淀川区 

・市民活動総合ポータ
ルサイトへの各団
体の情報の活用に
ついて、地域活動協
議会連絡会議等で
働きかける。（通年） 

・区内の地域活動協議会
の取組について、「イ
ケてる市民活動★ミ
ニレポート」への掲載
の承諾を３地域より
得た。 

 
（実施状況：○） 

・市民活動総合
ポータルサイ
トに地域活動
協議会が登録
することのメ
リットが打ち
出されていな
いため、理解し
てもらうこと
が難しい。 

・「イケてる市民活動★ミニ
レポート」掲載をきっかけ
に、情報発信・収集のために
登録を働きかける。 

・市民活動総合ポータルサイ
トへの各団体の情報の活用
について、地域活動協議会連
絡会議等で働きかける。 

東成区 

・ポータルサイトの活
用方法について、交
流会等で説明を行
う。（上半期） 

・７月初旬の補助金説明
会の場でポータルサ
イトの活用方法につ
いて説明を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・７月の補助金説明会の場で
ポータルサイトの活用の説
明を行ったが、更に 12 月に
開催される説明会等でもポ
ータルサイトの活用方法に
ついて説明を行う。 

生野区 

・会議やイベント等
で、市民活動総合ポ
ータルサイトの周
知を行う。（通年） 

・地域活動協議会の事務
局担当者が集まる会
議の場において紹介
した。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、会議やイベント
等で、市民活動総合ポータル
サイトの周知を行う。 

旭区 
・地縁団体とＮＰＯ/

企業等との連携事
例を収集し、地域活

・地域活動協議会連絡会
議等で情報発信を継
続的に行うことで利

・意義等につい
て、より一層の
理解促進を図

・地縁団体とＮＰＯ/企業等と
の連携事例を収集し、取組事
例共有会等で情報発信を継
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
動協議会連絡会議、
意見交換会及び取
組事例共有会等で
情報発信を継続的
に行うことで利用
促進を図る。 

（通年） 

用促進を図った。 
 

  
（実施状況：○） 

ることが必要。 続的に行うことで利用促進
を図る。 

（11 月） 

城東区 

・ポータルサイトの活
用及び登録につい
て周知を行う。（通
年） 

・地域活動協議会の連絡
会議において、ポータ
ルサイトの周知を行
った。 

 
（実施状況：○） 

・地域活動協議
会以外の団体
の活動情報収
集 

・10 月に実施する地域交流会
において、地域活動協議会未
加入の企業、ＮＰＯ等の情報
交換を行う。 

鶴見区 

・地縁型団体、ＮＰＯ
等の市民活動団体
等からの問合せに
対して、ポータルサ
イト（の掲載情報）
を案内するなどの
取組を行う。（通年） 

・ポータルサイトを活用
して市民活動団体の
登録に関する情報を
収集した。 

・市民活動団体から大阪
府北部地震や西日本
豪雨の被災者に対し
て、空き家を利用して
被災者支援できる事
業を企画し支援活動
したいと相談があり、
ポータルサイト、ボラ
ンティア・市民活動セ
ンターを紹介した。 

 
（実施状況：○） 

― ・地縁型団体、ＮＰＯ等の市
民活動団体等からの問合せ
に対して、ポータルサイトを
紹介するなどの支援を行う。 

阿倍野区 

・「市民活動総合ポー
タルサイト」の活用
促進のため地域活
動協議会をはじめ
とする各団体に情
報提供を行う。（通
年） 

・市民活動に関する相談
窓口を阿倍野区ホー
ムページ掲載により
周知した。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、市民活動に関す
る相談窓口について阿倍野
区ホームページ掲載等によ
り周知する。 

・「市民活動総合ポータルサ
イト」の活用促進に向け、地
域活動協議会役員等への情
報提供等を行う。 

住之江区 

・地活協会長会や運営
委員会などで、ポー
タルサイトの効果
的な活用方法を周
知する。（通年） 

・８月 29 日開催 企業・
ＮＰＯ・学校・地域交
流会において周知を
行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、地活協会長会、地
活協運営委員会などで、ポー
タルサイトの効果的な活用
方法等を周知し、積極的な活
用を促す。 

住吉区 

・区に設置した市民活
動相談窓口を活用
し、ＮＰＯや企業等
と地域活動協議会
やその他地縁型団
体とのつなぎを行
う。（通年） 

・地域座談会開催に向け
た準備、説明（６月～） 

・災害時協力事業所への
訓練参加意向調査（８
月）31 事業所 

 
（実施状況：○） 

・地元企業やＮ
ＰＯを十分に
把握できてい
ない。 

・地域座談会を開催し、地域
活動協議会とＮＰＯ・企業等
との連携を促進する。（３地
域） 

・区内のテーマ型団体と緩や
かに連携する機会として、ま
ちづくりセンターが実施し
ている「交流ライブ」事業を
活用し、企業やＮＰＯの把握
に取り組む。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
・災害時協力事業所と地域活
動協議会が連携した防災訓
練の実施（11 月） 

東住吉区 

・機会（地域連絡会議
や各地域における
会議の場など）を捉
え、活用促進を図
る。（通年） 

・地域連絡会議や各地域
における会議の場な
どで理解促進を行っ
た。また新会長を集め
ての説明会を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域連絡会議や各地域にお
ける会議の場などの機会を
捉え理解促進を図る説明を
行う。 

平野区 

・機会（地域連絡会議
や各地域における
会議の場など）を捉
え、活用促進を図
る。（通年） 

・中間支援組織へ各地域
への周知を依頼した。 

 
（実施状況：○） 

・ポータルサイ
トへの登録を
含めて周知を
する必要があ
る。 

・チラシを活用して各地域へ
周知を図る。 

西成区 

・補助金説明会におい
て、ポータルサイト
の周知を行う。（通
年） 

・地域活動協議会の補助
金説明会での全体周
知を行った。 

 
（実施状況：○） 

・「市民活動総合
ポータルサイ
ト」について、
活用の段階に
至るまでには
目的・効果とい
った理解の促
進を進める必
要がある。 

・補助金説明会やフォーラム
の機会を活用して説明を行
うなど、理解の促進に向けた
取組を進める。 
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柱 1-Ⅲ-イ 多様な主体のネットワーク拡充への支援 

取組③「交流やコーディネートの場づくりなど」 

 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

北区 

・地域と企業や学校など
が交流するイベント
「異次元交流ライブ」
を開催し、連携協働の
動きを促進する。（下
期） 

・連携につながる情報交
換、交流の場として、日
曜開庁時のサロン開催
の継続（通年） 

・企業訪問等を重ねて、資
源の把握に努め、各種
団体との連携につなげ
る。（通年） 

・区役所と地域団体が連
携して防災対策用冊子
を活用した区民向け防
災講座を開催する。（下
期） 

・連携につながる情報交
換、交流の場として、
日曜開庁時のサロン
を開催した。 

・企業訪問等を重ねて、
資源の把握に努め、各
種団体との連携につ
なげた。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、連携につなが
る情報交換、交流の場と
して、日曜開庁時のサロ
ンを開催する。 

・引き続き、企業訪問等を
重ねて、資源の把握に努
め、各種団体との連携に
つなげる。 

・地域と企業や学校などが
交流するイベント「異次
元交流ライブ」を開催し、
連携協働の動きを促進す
る。 

・区役所と地域団体が連携
して防災対策用冊子を活
用した区民向け防災講座
を開催する。 

都島区 

・まちづくりセンターと
連携し、各地域の活動
団体間の連携を支援す
る。（通年） 

・拡大指導ルームの実施
（８月） 

・クリーン作戦 １回
(５月 19 日） 

・大川かたづけ隊 ４回
（第３土曜） 

 
（実施状況：○） 

― ・クリーン作戦（11 月） 
・区民まつり（９月) 
・かえっこバザール（11 月 
環境局の３Ｒと同時開
催） 

・大川片づけ隊（７回、９
～３月の第３土曜） 

・ゆめまちロード（Osaka
京橋 11 月放置自転車禁
止啓発時にあわせて実
施） 

・まちづくりセンターが行
うつながりづくりや交流
のためのイベント開催
（４件） 

福島区 

・市民活動団体、企業等、
行政といった多様な活
動主体間の連携協働の
促進に向けて、各地域
の実情に応じた支援を
行う。具体的な取組と
しては、連携協働に関
する情報を提供するほ
か、多様な活動主体が
連携協働等について年
１回以上検討・交流で
きる場を提供する。（通
年） 

・５月～６月に各地域活
動協議会で補助金説
明会を開催し、資料を
確認しながら様々な
団体の活動情報が掲
載されている「市民活
動総合ポータルサイ
ト」の紹介も行った。 

・区内の銀行が地域貢献
を申し出たことを受
け、区役所が地域団体
へ紹介することで、特
殊詐欺の注意喚起な
ど各種講座等交流の
場づくりを支援した。 

・地域団体が行っている
清掃活動について、区
役所が橋渡しを行う

― ・中間支援組織を活用しな
がら、多様な活動主体間
が交流できる場を提供す
る。 

・まちづくりセンターと連
携して、31 年度の補助金
申請説明会の場など、地
域の様々な会合の場で、
「市民活動総合ポータル
サイト」などを活用し、Ｎ
ＰＯや企業の連携事例な
どを情報提供していく。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
ことで地域の企業が
参加することになり、
定期的に共同で清掃
活動が実施されるこ
ととなった。 

 
（実施状況：○） 

此花区 

・連携・協働を求める団体
の情報を収集し、必要に
応じて地域活動協議会
等に提供する。（通年） 

・地域担当職員が担当す
る地域活動協議会の会
議や行事に参加し、進
捗の確認を行った。 

・ふれあい喫茶活動者に
おける交流会を開催
し、他区の活動者を招
き、事例紹介を行うと
ともに、各地域での取
組状況等意見交換を
行った。（８月） 

 
（実施状況：○） 

― ・連携・協働を求める団体
の情報を収集し、必要に
応じて地域活動協議会等
に提供する。（通年） 

中央区 

・地域活動協議会活性化
セミナーを１回以上開
催する。（下期） 

・多様な活動主体間の交
流の場への参画などに
より、テーマ型団体と
のつながりづくりを進
める。（通年） 

・地域活動協議会活性化
セミナーの 10 月開催
に向け企画、及び内容
の調整を行った。 

・テーマ型団体とのつな
がりをつくるため、各
地域に「市民活動総合
ポータルサイト」の有
益性を説明し、登録を
推奨した。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域活動協議会会長会
（９月開催）や地域活動
協議会活性化セミナー
（10 月開催）などの機会
を取らえ「市民活動ポー
タルサイト」の有益性に
ついて情報提供を行う。 

・中間支援組織（まちづく
りセンター）を通じてテ
ーマ型団体とのつながり
を探る。 

西区 

・連携促進に向け、情報の
ストックや地域ニーズ
の把握を進め連携に向
けた支援を行う。（通
年） 

・「西区内企業見学・体験
会」開催（３月予定）
に向け打合せを行っ
た。（５月） 

・「にし恋マルシェ」開催
（９月予定）に向け実
行委員会を開催（６
回）し、地域住民と事
業者等との交流を図
った。 

 
（実施状況：○） 

・区内で活動す
る活動主体の
情報のストッ
クや、地域ニー
ズの把握が十
分ではない。 

・引き続き、連携促進に向
け、情報のストックや地
域ニーズの把握を進め、
地域カルテを活用し連携
に向けた支援を行う。 

港区 

・担当職員間で情報共有
を行い、地縁型団体の
課題やニーズを把握
し、他の活動主体との
連携協働のメリットが
実感されるよう事例の
情報提供を行い、新た
な連携が創出されるよ
う支援を行う。（通年） 

・市民活動支援情報提供
窓口への相談等から
地縁型団体の課題や
ニーズを把握し、必要
に応じて他の活動主
体との連携について
情報提供を行い、新た
な連携が創出される
よう支援を行った。 

・様々な活動主
体の活動状況
について最新
の情報を収集
しておく必要
がある。 

・様々な活動主体の活動状
況について最新の情報を
収集しながら、団体間の
コーディネートを行う。 

・多様な活動主体による意
見交換会を開催する。 



123 

 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
・多様な活動主体による

意見交換会の開催。（通
年で３回） 

 
（実施状況：○） 

大正区 

・大正区内でエリアを限
定した悉皆調査を実施
して空家等の利活用の
意向がある所有者の掘
り起こしを行い、別途
登録する「空家相談員」
への相談に繋げること
で、空家等の利活用の
促進を図る。また、地域
との連携による情報収
集等の実施可能性につ
いて検討を行う。（通
年） 

・出展企業がチームを組
んで、大正区の「ものづ
くり」の素晴らしい技
術を分かりやすく紹介
する体験型イベントの
開催。（８月） 

・空家調査の実施に向け
契約手続きを進めた。 

・参加企業と区民の交流
ができる機会として、
「ものづくり」体験の
できるイベントを開
催した。 

 
（実施状況：○） 

― ・大正区内でエリアを限定
した悉皆調査を実施して
空家等の利活用の意向が
ある所有者の掘り起こし
を行い、別途登録する「空
家相談員」への相談に繋
げることで、空家等の利
活用の促進を図る。また、
地域との連携による情報
収集等の実施可能性につ
いて検討を行う。 

天王寺区 

・市民活動相談窓口等へ
の相談内容を検証し、
コーディネートに結び
付ける。（通年） 

・市民活動団体支援相談
窓口受付件数４件、う
ち１件で団体間同士
での協力に結び付け
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・市民活動相談窓口等への
相談内容を検証し、コー
ディネートに結び付け
る。 

浪速区 

・区ホームページや区Ｓ
ＮＳ、市民活動総合ポ
ータルサイトといった
ＩＣＴツール等様々な
広報媒体を用いて、広
く支援情報の提供を行
う。（通年） 

・地域活動協議会とＮＰ
Ｏ及び企業等とを結び
付け、連携した取組を
行う。（通年） 

・区社協等と連携し、交流
の場づくりを構築す
る。（通年） 

・区広報紙への記事掲載
５回、まちづくりセン
ターFacebook 投稿記
事 132 件、まちづくり
センターブログ投稿
記事123件(4,502アク
セス)、各地域が発信し
たイベント情報等の
ブログ数計169件 を
行い、地域行事への参
画を促した。（８月末
現在） 

・企業等のＣＳＲ担当者
向け地域貢献呼びか
けチラシ（区独自作
成）を配架した。 

・ＮＰＯや企業を地域活
動につなげた。 

・区社協等と連携し、交
流の場づくりを構築
した。 

 
（実施状況：○） 

・地域活動協議
会の広報に関
するスキルを
会得、向上し、
周知する必要
がある。 

・ファシリテーション能力
やコーディネート能力、
広報ツールやスキルを有
する人材を派遣し、地域
活動協議会の自主的な活
動を促進する。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

西淀川区 

・ものづくり企業と地域
住民との交流イベント
を開催して、西淀川区
がものづくりのまちで
あるという認知度を高
める。（通年） 

・西淀川区ものづくりま
つり：年１回 （８月） 

・区内の特色のある企業
の情報を区のホームペ
ージで発信することに
より区民や区内外の企
業に「ものづくりのま
ち西淀川区」をアピー
ルする。（通年） 

・ものづくりレンジャー
活動を通じて区民や区
内外の企業に「ものづ
くりのまち西淀川区」
をアピールする。（通
年） 

・商店街の魅力向上を図
るため、商店街や地域
集会所等で地域資源や
特産品をＰＲするイベ
ントを開催する。（通
年） 

・ものづくり企業と地域
住民との交流イベン
ト「西淀川ものづくり
まつり 2018」を開催し
て、西淀川区がものづ
くりのまちであると
いう認知度を高めた。 

・区内の特色のある企業
の情報を区のホーム
ページで発信するこ
とにより、区民や区内
外の企業に「ものづく
りのまち西淀川区」を
アピールした。 

・ものづくりレンジャー
が作成したパンフレ
ットを「西淀川ものづ
くりまつり 2018」に展
示して「ものづくりの
まち西淀川区」をアピ
ールした。 

・商店街の魅力向上を図
るため、商店街や地域
集会所等で地域資源
や特産品をＰＲする
イベントを 11 月と２
月末～３月初に開催
する旨、実行委員会で
調整した。 

 
（実施状況：○） 

― ・ものづくり企業と地域住
民との交流イベントを開
催して、西淀川区がもの
づくりのまちであるとい
う認知度を高める。 

・区内の特色のある企業の
情報を区のホームページ
で発信することにより区
民や区内外の企業に「も
のづくりのまち西淀川
区」をアピールする。 

・ものづくりレンジャーが
作成したパンフレットを
他のイベントなどに展示
して「ものづくりのまち
西淀川区」をアピールし
ていく。 

・商店街の魅力向上を図る
ため、商店街や地域集会
所等で地域資源や特産品
をＰＲするイベントを11
月と２月末～３月初に開
催する。 

淀川区 

・テーマ型団体同士の交
流会を継続して実施
し、連携促進を図る。
（年２回） 

・地域特性に応じて、地活
協と企業・ＮＰＯ等と
の連携促進していく。
（通年） 

・「子どもの居場所づくり
ネットワーク」で加入
団体を増やすべく活動
支援していく。（通年） 

・東淀川区と共同で、行政
と地域・企業・鉄道事業
者が連携して「新大阪
周辺帰宅困難者対策協
議会」を開催する。 

（通年） 

・テーマ型団体同士の交
流会を開催した。（７
月） 

・地域の夏祭り事業にお
いて、地活協と企業・
専門学校等との連携
促進を支援した。（７
月・８月） 

・「子どもの居場所づく
りネットワーク」で加
入団体を増やすべく
活動支援を実施した。 

・東淀川区と共同で、行
政と地域・企業・鉄道
事業者が連携して「新
大阪周辺帰宅困難者
対策協議会」を開催し
た。（８月） 

 
（実施状況：○） 

― ・今後も中間支援組織（ま
ちづくりセンター等）と
連携して交流やコーディ
ネートの場を開催する。 

東淀川区 
（新たな担い手の発掘支

援と地域・企業・教育機
関・行政の連携による

（新たな担い手の発掘
支援と地域・企業・教
育機関・行政の連携に

・イベントにつ
いて、知らない
人がまだまだ

・イベントの参加者増につ
なげるため、過去に同種
イベントに参加した方々
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
魅力あるまちづくり） 
区内の地域、企業、大学
をはじめとする各種の
教育機関、行政が、地域
の魅力発見やにぎわい
づくりの一翼を担うよ
うな区民まつりの実
施、区内企業のＢＣＰ
（ＢＣＭ）の推進など、
様々な活動を通じて連
携を深めることで、日
常から協力し合える仕
組みを構築するととも
に、地域活動に関心の
ある方に各取組への参
加を促すことで、新し
い担い手の発掘と、地
域力の向上、魅力ある
まちづくりをめざす。 

・東淀川区魅力発見プロ
ジェクトの実施（通年） 

・ＢＣＰ学びの場の開催
（年２回） 

・区民まつりの実施（年１
回） 

・異次元交流ライブの実
施 

 （地域・企業(商店街・
商店を含む）・教育機
関・行政間の交流の場）
（通年） 

・WeLove 東淀川の実施
（年６回） 

・大学をはじめとする学
校機関との連携（通年） 

 
（まちの魅力発信） 

区内の歴史や名所など
地域資源を活かし、東
淀川区の魅力を区内外
に積極的に情報発信す
ることで、誇りや愛着
が持てるまちづくりを
めざす。 

・東淀川区の魅力あるス
ポット等を紹介するチ
ラシ・地図等を作成し、
転入者パック等により
情報発信する。（通年） 

・ウォークイベントで各
スポットを巡るなど体
験型の手法で区民に周
知する。（年１回） 

・大学と連携し事業を検

よる魅力あるまちづ
くり） 

・「異次元交流ライブ」と
「WeLove 東淀川」を
融合させた「東淀川み
らい EXPO」の実施
（年２回予定・８月 24
日実施） 

・東淀川区魅力発見プロ
ジェクト定例会議５
回実施 

・東淀川区魅力発見プロ
ジェクトイベント２
回実施（５月 12 日、８
月 26 日実施） 

・ＢＣＰ学びの場１回実
施（８月 31 日実施） 

 
（まちの魅力発信） 
・ウォークイベントにつ
いて、大阪経済大学と
連携し実施するため
の打ち合わせをした。 

・大阪成蹊大学のＰＢＬ
授業として、マネジメ
ント学部は食育・選
挙・みのりちゃんフェ
スタを題材とし、芸術
学部は防災を題材と
し、下半期それぞれ取
組することを決定し
た。 

 
（実施状況：○） 

多く、参加者が
少ない。 

へのチラシの配布や、区
掲示板の活用等周知方法
について検討する。 

・ウォークイベント実施
(12 月)にむけ、スムーズ
な運営のため、大学と連
携を密にする。また、ＰＴ
Ａ団体等地域の方へ協力
を依頼する。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
討する。（通年） 

東成区 

・交流会・意見交換会で事
例発表など、区内外で
自ら情報発信を行う機
会を更に促進する。（通
年） 

・他市からの視察を受け
その場で取組事例発
表を行うなど地域自
ら情報発信を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、交流会・意見
交換会で事例発表など、
区内外で自ら情報発信を
行う機会を提供する。  

生野区 

・地域団体やＮＰＯ、企業
など地域のまちづくり
に関する様々な活動主
体の情報を発信すると
ともに、地域活動協議
会に参画している団体
だけでなく、様々な地
域活動団体における担
い手を育成のために、
地域の課題に取り組み
担い手を育成する講座
等をファシリテーショ
ン能力、コーディネー
ト力を有する人材およ
び中間支援組織と連携
し、開催する。（通年） 

・ファシリテーション能
力、コーディネート力
を有する人材を派遣
し、地域活動協議会の
自主的な活動を促進す
る。（通年） 

・中間支援組織と連携し、
多様な活動主体の地域
活動への参加を促すよ
う地域活動協議会に対
してＳＮＳ（Facebook
等）による情報発信力
強化に向けた勉強会を
開催する。（通年） 

・中間支援組織により地
域活動協議会の認知
度向上や担い手育成
を目的とした動画を
放送した。 

・情報発信力強化を目的
として、中間支援組織
と連携し、ＨＰ開設に
関する広報会議に参
加するなど、ＨＰ作成
に関する支援を行っ
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域団体やＮＰＯ、企業
など地域のまちづくりに
関する様々な活動主体の
情報を発信するととも
に、地域活動協議会に参
画している団体だけでな
く、様々な地域活動団体
における担い手を育成の
ために、地域の課題に取
り組み担い手を育成する
講座等をファシリテーシ
ョン能力、コーディネー
ト力を有する人材および
中間支援組織と連携し、
引き続き、開催する。 

・ファシリテーション能
力、コーディネート力を
有する人材を派遣し、地
域活動協議会の自主的な
活動を促進する。 

・中間支援組織と連携し、
多様な活動主体の地域活
動への参加を促すよう地
域活動協議会に対してＳ
ＮＳ（Facebook 等）によ
る情報発信力強化に向け
た勉強会を開催する。 

旭区 

・連携・協働のメリットを
伝えるとともに、利用
促進を図るため、「交流
の場」情報を収集し、地
域活動協議会連絡会
議、意見交換会及び取
組事例共有会等で情報
発信を継続的に行って
いく。（通年） 

・地域活動協議会連絡会
議等で情報発信を継
続的に行うことで利
用促進を図った。 

  
（実施状況：○） 

・意義等につい
て、より一層の
理解促進を図
ることが必要。 

・「交流の場」情報を収集
し、取組事例共有会等で
情報発信を継続的に行
い、話し合いの場を持つ
ことで、意義についての
理解促進を図る。（11 月） 

城東区 

・「城東区ボランティア・
市民活動センター」な
どを活用し、交流やコ
ーディネートを行う。
（通年） 

・地域の居場所「杜のこ
うさてん」の今後の活
用方法についてワー
クショップを開催し
た。 

 
（実施状況：○） 

・コーディネー
トを希望する
団体の情報収
集 

・様々なルートで、交流を
希望する団体の情報収集
を行う。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

鶴見区 

・中間支援組織と連携し、
多様な活動主体が連携
協働等について交流で
きる場を提供する。（つ
るばた会議など）（通
年） 

・参加対象を限定せず広
く参加を募り、地域活
動に関心のある住民
が新たに地域活動に
参画できる場として
「ツルラボ」を開催
（６、７月）した。 

 
（実施状況：○） 

― ・「ツルラボ」、「つるばた会
議」を開催し、各地域の担
い手の交流を図るととも
に、参加対象を限定せず
広く参加を募り、地域活
動に関心のある住民との
交流も図る。（ツルラボ：
９、10、11 月、つるばた
会議：３月） 

阿倍野区 
・地域活動協議会と、各種

団体、ＮＰＯ、学校、企
業等との交流会を実施
する。（下期） 

 
 

（実施状況：―） 

― ・地域活動協議会と、各種
団体、ＮＰＯ、学校、企業
等との交流会を実施す
る。 

住之江区 

・「地域活動応援サーク
ル」の運営支援を中間
支援組織とともに行
い、地活協と他の活動
主体の連携を促進す
る。（通年） 

・地域活動応援サークル
の運営支援を行い、地
域活動応援サークル・
地活協共催の「子ども
食堂見本市」を６月 19
日に開催した。 

 
（実施状況：○） 

・今後も継続し
て、地域活動応
援サークルが
地活協と連携
していけるよ
う、支援を実施
する必要があ
る。 

・引き続き、「地域活動応援
サークル」の運営支援を
中間支援組織とともに行
い、地活協と他の活動主
体の連携を促進する。 

住吉区 

・区に設置した市民活動
相談窓口を活用し、Ｎ
ＰＯや企業等と地域活
動協議会やその他地縁
型団体とのつなぎを行
う。（通年） 

・地域座談会開催に向け
た準備、説明（６月～） 

・災害時協力事業所への
訓練参加意向調査（８
月）31 事業所 

 
（実施状況：○） 

・地元企業やＮ
ＰＯを十分に
把握できてい
ない。 

・地域座談会を開催し、地
域活動協議会とＮＰＯ・
企業等との連携を促進す
る。（３地域） 

・区内のテーマ型団体と緩
やかに連携する機会とし
て、まちづくりセンター
が実施している「交流ラ
イブ」事業を活用し、企業
やＮＰＯの把握に取り組
む。 

・災害時協力事業所と地域
活動協議会が連携した防
災訓練の実施（11 月） 

東住吉区 

・はつらつ脳活性化元気
アップリーダー同士
が、包括圏域で交流し、
地域の高齢者が広域に
集まったり、情報交換
をしながら、地域で実
施する講座の質の向上
を図る。（通年） 

・子育て力アップキャッ
チ＆フォロー事業にお
いて、子育て力をつけ
た母親同士の交流の場
を提供し、地域で孤立
者を減らす取組に繋げ
る。（下期） 

・はつらつ脳活性化元気
アップリーダー会議
を開催し、情報交換を
実施した。 

（30 年度 現段階で１
回【５月】開催） 

・各包括圏域において講
座・交流会の調整を行
った。 

 
（実施状況：○） 

― ・調整できた地域より講
座・交流会を実施してい
く。４包括圏域で実施す
る。 

（現在、東住吉森本病院・
白鷺病院・大阪城南女子
短期大学などとの連携に
ついて調整している。） 

・子育て力アップ講座に参
加した人たちの交流会を
10 月に開催する。（ハー
トフレンド主催のホット
サロン（自主会）について
は 1 月開催予定。） 

平野区 
・まちづくりセンターを

活用し、課題別の交流
会の開催を検討する。

 
 

（実施状況：―） 

・地域がどの課
題に対して重
要と考えてい

・中間支援組織（まちづく
りセンター）と連携して、
地域が重要と考える課題
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
（10 月頃） るのか情報収

集が必要であ
る。 

を抽出し効果的な交流会
を開催する。 

西成区 

・中間支援組織を活用し
ながら、多様な活動主
体間の交流やコーディ
ネートの場を提供す
る。（通年） 

・年度内における区内地
域活動協議会フォー
ラムの実施に向け、中
間支援組織とも連携
し、検討を進めた。 

 
（実施状況：○） 

・29 年度に実施
した際の課題と
して、地域の状
況がそれぞれ異
なることから、
フォーラムにお
いて紹介した取
組 事 例に つい
て、「どのような
形であれば、他
の地域に応用で
きるか」といっ
た例示も併せて
行 う 必要 があ
る。 

・30 年度実施予定のフォ
ーラムにおいては、成功
事例の応用手法について
も言及できるよう、メニ
ューを構築する。 
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柱 1-Ⅲ-イ 多様な主体のネットワーク拡充への支援 

取組④「地縁型団体への情報提供など」 

 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

北区 

・地域コミュニティを
テーマに「地域活動連
絡会議」を開催し、地
域活動連絡会議への
情報提供を行う。 

・地域コミュニティをテ
ーマに「地域活動連絡
会議」を開催し情報提
供を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、地域コミュニ
ティをテーマに「地域活
動連絡会議」を開催し、地
域活動連絡会議への情報
提供を行う。 

都島区 

・「市民活動総合ポータ
ルサイト」などを活用
し、ＮＰＯや企業の連
携事例などを情報提
供する。（通年） 

・市民活動総合ポータル
サイトについてのリ
ーフレットの配架に
より周知した（４月
～） 

 
（実施状況：○） 

― ・市民活動総合ポータルサ
イトについてのリーフレ
ットの配架による周知 

福島区 

・市民活動団体、企業
等、行政といった多様
な活動主体間の連携
協働の促進に向けて、
各地域の実情に応じ
た支援を行う。具体的
な取組としては、連携
協働に関する情報を
提供するほか、多様な
活動主体が連携協働
等について年１回以
上検討・交流できる場
を提供する。（通年） 

・５月～６月に各地域活
動協議会で補助金説
明会を開催し、資料を
確認しながら様々な
団体の活動情報が掲
載されている「市民活
動総合ポータルサイ
ト」の紹介も行った。 

・区内の銀行が地域貢献
を申し出たことを受
け、区役所が地域団体
へ紹介することで、特
殊詐欺の注意喚起な
ど各種講座等交流の
場づくりを支援した。 

・地域団体が行っている
清掃活動について、区
役所が橋渡しを行う
ことで地域の企業が
参加することになり、
定期的に共同で清掃
活動が実施されるこ
ととなった。 

 
（実施状況：○） 

― ・中間支援組織を活用しな
がら、多様な活動主体間
が交流できる場を提供す
る。 

・まちづくりセンターと連
携して、31 年度の補助金
申請説明会の場など、地
域の様々な会合の場で、
「市民活動総合ポータル
サイト」などを活用し、Ｎ
ＰＯや企業の連携事例な
どを情報提供していく。 

此花区 

・連携・協働を求める団
体の情報を収集し、必
要に応じて地域活動
協議会等に提供する。
（通年） 

・こども食堂の立ち上げ
に際し、関係する地域
活動協議会等へ情報
提供するとともに、関
係者との橋渡しなど
を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・連携・協働を求める団体
の情報を収集し、必要に
応じて地域活動協議会等
に提供する。 

中央区 
・多様な活動主体との

新たな連携が促進さ
れるよう、地縁型団体
の長が集う場などに

・地域活動協議会活性化
セミナーについて 10
月に向け企画、及び内
容の調整を行った。 

― ・10 月開催の地域活動協
議会活性化セミナーや年
末に予定している補助金
説明会等において情報提
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
おいて、連携協働のメ
リットが実感できる
よう事例の情報提供
を行うとともに、適切
な支援メニューを選
択・提供する。（通年） 

 
（実施状況：○） 

供を行う。 

西区 

・連携促進に向け、情報
のストックや地域ニ
ーズの把握を進め連
携に向けた支援を行
う。（通年） 

・地縁型団体の会議等に
出席し、情報提供、情
報のストックや地域
ニーズの把握を進め
連携に向けた支援を
行った。 

 
（実施状況：○） 

・区内で活動する
活動主体の情報
のストックや、
地域ニーズの把
握が十分ではな
い。 

・引き続き、連携促進に向
け、情報のストックや地
域ニーズの把握を進め、
地域カルテを活用し連携
に向けた支援を行う。 

港区 

・担当職員間で情報共
有を行い、地縁型団体
の課題やニーズを把
握し、他の活動主体と
の連携協働のメリッ
トが実感されるよう
事例の情報提供を行
い、新たな連携が創出
されるよう支援を行
う。（通年） 

・市民活動支援情報提供
窓口への相談等から
地縁型団体の課題や
ニーズを把握し、必要
に応じて他の活動主
体との連携について
情報提供を行い、新た
な連携が創出される
よう支援を行った。 

 
（実施状況：○） 

・様々な活動主体
の活動状況につ
いて最新の情報
を収集しておく
必要がある。 

・様々な活動主体の活動状
況について最新の情報を
収集しながら、団体間の
コーディネートを行う。 

大正区 

・地域団体間の連携・協
働に向けた支援（通
年） 

・多様な地域活動との
連携・協働に向けたネ
ットワークづくりへ
の助言・指導 

 （通年） 

・地域の会合や行事に出
席し、地域の課題把握
に努める一方で、地域
包括支援プロジェク
トチームを立ち上げ、
情報共有などを行い、
地域団体間の連携・協
働に向けた支援を行
った。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域団体間の連携・協働
に向けた支援を行う。 

・多様な地域活動との連
携・協働に向けたネット
ワークづくりへの助言・
指導を行う。 

天王寺区 

・まちづくりセンター
を通じて地域活動協
議会に情報提供し、新
たな連携が創出され
るよう支援を行う。
（通年） 

・まちづくりセンターを
通じて学校やＮＰＯ
等との連携が促進さ
れるよう地域への働
きかけを行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・まちづくりセンターを通
じて地域活動協議会に情
報提供し、新たな連携が
創出されるよう支援を行
う。 

浪速区 

・「地域カルテ」を活用
した各地域のニーズ
や課題に適した、より
連携協働のメリット
が活かせるよう支援
を行う。（通年） 

・構成団体及び地域行事
（お祭りや地域学習
支援事業等）と、地元
企業や日本語学校（留
学生）とのマッチング
を行い、新たな担い手
の拡大や物的支援等
につなげた。 

 
（実施状況：○） 

・各地域ニーズの
把握が必要であ
る。 

・地域貢献を望む
企業等の情報収
集 が 必 要 で あ
る。 

・「地域カルテ」を活用し、
ニーズや課題に適した、
より連携協働のメリット
が活かせる支援、情報提
供を行う。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

西淀川区 

・市民活動団体、企業
等、行政といった多様
な活動主体間の連携
協働の促進に向けて、
各地域の実情に応じ
た支援を行う。（通年） 

・市民活動団体、企業等、
行政といった多様な
活動主体間の連携協
働の促進に向けて、交
流会を実施した。 

 
（実施状況：○） 

― ・市民活動団体、企業等、
行政といった多様な活動
主体間の連携協働の促進
に向けて、各地域の実情
に応じた支援を行う。 

淀川区 

・中間支援組織（まちづ
くりセンター等）と連
携して、地域やボラン
ティア活動に役立つ
情報提供を行い、住民
の理解促進を図る。
（通年） 

・中間支援組織が発行す
る「まちセン通信」に
て、地域やボランティ
ア活動に役立つ情報
を発信した。（６月・８
月発行） 

 
（実施状況：○） 

― ・今後も中間支援組織が発
行する「まちセン通信」に
て、地域やボランティア
活動に役立つ情報を発信
する。（隔月発行） 

東淀川区 

・新たな連携が創出さ
れるよう、先行事例な
どの情報を地縁型団
体に提供し、連携の呼
びかけを行う。（通年） 

・毎月開催している地域
連絡会議において、地
域活動や暮らしに役
立つ情報の提供を行
った。 

 
（実施状況：○） 

― ・毎月開催している地域連
絡会議において、地域活
動や暮らしに役立つ情報
の提供を行う。 

東成区 

・新たに「地域活動協議
会との区内の団体・事
業等が連携して行う
コミュニティ活性化」
を募集テーマに設定
した事業を実施する。
（７月～３月） 

・地域活動協議会との区
内の団体・事業等が連
携して行うコミュニ
ティ活性化をテーマ
にした事業を 11 地域
で公募した。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、まちづくりセ
ンターを活用しながら、
連携・協働を進めていく。 

生野区 

・交流やコーディネー
トの場づくりなど（通
年） 

・地域やＮＰＯ、企業な
ど地域のまちづくり
に関する様々な活動
主体の情報を発信す
るとともに、地域活動
協議会に参画してい
る団体だけでなく、
様々な地域活動団体
における担い手育成
のために、地域の課題
に取り組む担い手を
育成する講座等をフ
ァシリテーション能
力、コーディネート力
を有する人材および
中間支援組織と連携
し、開催する。（通年） 

・ファシリテーション
能力、コーディネート
力を有する人材を派

・中間支援組織により地
域活動協議会の認知
度向上や担い手育成
を目的とした動画を
放送した。 

・情報発信力強化を目的
として、中間支援組織
と連携し、ホームペー
ジ開設に関する広報
会議に参加するなど、
ホームページ作成に
関する支援を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・交流やコーディネートの
場づくりなど 

・地域やＮＰＯ、企業など
地域のまちづくりに関す
る様々な活動主体の情報
を発信するとともに、地
域活動協議会に参画して
いる団体だけでなく、
様々な地域活動団体にお
ける担い手育成のため
に、地域の課題に取り組
む担い手を育成する講座
等をファシリテーション
能力、コーディネート力
を有する人材および中間
支援組織と連携し、引き
続き開催する。 

・ファシリテーション能
力、コーディネート力を
有する人材を派遣し、地
域活動協議会の自主的な
活動を促進する。 

・中間支援組織と連携し、
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
遣し、地域活動協議会
の自主的な活動を促
進する。（通年） 

・中間支援組織と連携
し、多様な活動主体の
地域活動への参加を
促すよう地域活動協
議会に対してＳＮＳ
（Facebook 等）によ
る情報発信力強化に
向けた勉強会を開催
する。（通年） 

多様な活動主体の地域活
動への参加を促すよう地
域活動協議会に対してＳ
ＮＳ（Facebook 等）によ
る情報発信力強化に向け
た勉強会を開催する。 

旭区 

・地縁団体とＮＰＯ/企
業等との連携事例を
収集し、地域活動協議
会連絡会議、意見交換
会及び取組事例共有
会等で情報発信を継
続的に行うことで利
用 促 進 を 図 る 。 
（通年） 

・地域活動協議会連絡会
議等で情報発信を継
続的に行うことで利
用促進を図った。 

 
  

（実施状況：○） 

・意義等について、
より一層の理解
促進を図ること
が必要。 

・地縁団体とＮＰＯ/企業
等との連携事例を収集
し、取組事例共有会等で
情報発信を継続的に行
い、話し合いの場を持つ
ことで、意義等について
の理解促進を図る。（11
月） 

城東区 

・地域活動協議会連絡
会や地域活動協議会
情報交換会において
具体の取組事例の報
告や情報交換等の活
発化を図る。（通年） 

・地域活動協議会の連絡
会議において、市民活
動総合ポータルサイ
トや、各地域の広報紙
の周知により、取組事
例の情報共有を行っ
た。 

 
（実施状況：○） 

・地域が求めてい
るデータの把握 

・企業、ＮＰＯ、学校、地
域交流会を本年度も実施
し、各種団体と地域との
情報共有を進める。 

鶴見区 

・防災・防犯活動等を通
じ、地域活動協議会と
ＮＰＯ・企業等が連携
する取組を推進する
とともに各地域で情
報の共有を図る。（通
年） 

・各地域（４か所）での
防災訓練等を実施す
るにあたり、災害時地
域協力貢献事業所・店
舗と連携して取り組
むよう、地域に働きか
けるとともに、地域防
災連絡会で情報共有
を図った。 

 
（実施状況：○） 

― ・防災活動を通じて、地域
活動協議会と企業が連携
して取組ができるよう支
援する。 

・９月以降開催される各地
域（８か所）での防災訓練
等を実施するにあたり、
災害時地域協力貢献事業
所・店舗と連携して取り
組むよう、地域に働きか
ける。 

阿倍野区 

・市民活動に関する相
談窓口で情報提供等
の支援を行う。（通年） 

・市民活動に関する相談
窓口を阿倍野区ホー
ムページ掲載により
周知した。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、市民活動に関
する相談窓口について阿
倍野区ホームページ掲載
等により周知する。 

・地域活動協議会に対し
て、必要に応じた連携協
働等の情報提供を行う。 

住之江区 

・地活協会長会及び企
業・ＮＰＯ・学校・地
域交流会において、交
流会を契機に生まれ
た活動事例及び他の
活動主体との連携協

・８月 29 日に第 1 回企
業・ＮＰＯ・学校・地
域交流会を開催した。 

・会長会においても開催
内容や活動内容につ

― ・引き続き、地活協会長会
及び企業・ＮＰＯ・学校・
地域交流会において、交
流会を契機に生まれた活
動事例及び他の活動主体
との連携協働のメリット
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
働のメリットを紹介
する。（通年） 

いて周知を行った。 
 

（実施状況：○） 

を紹介する。 

住吉区 

・見守り支援や防災・防
犯活動を通じ、地域活
動協議会とＮＰＯや
企業等が連携した取
組を推進するととも
に、各地域で情報の共
有を図る。（通年） 

・区内郵便局との包括連
携協定等の締結（６
月） 

・災害時協力事業所への
訓練参加意向調査（８
月）31 事業所 

・空家等対策推進ネット
ワーク会議をたちあ
げ（４月） 

 
（実施状況：○） 

・具体的な連携を
進めていく必要
がある。 

・災害時協力事業所と地域
活動協議会が連携した防
災訓練の実施（11 月） 

・地域活動協議会と郵便局
との連携促進 

・空家等対策推進ネットワ
ークとの連携促進 

東住吉区 

・地域連絡会議や各地
域における会議の場
などあらゆる機会を
捉え、理解促進等を図
る。（通年） 

・地域連絡会議や各地域
における会議の場な
どで理解促進を行っ
た。また新会長を集め
て理解促進を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域連絡会議や各地域に
おける会議の場などの機
会を捉え理解促進を図る
説明を行う。 

平野区 

・運営委員会等におい
て、複数の事例等の情
報提供を行う。（通年） 

・中間支援組織（まちづ
くりセンター）と連携
して、運営委員会にお
いて参考として地域
の事例の話を行った。 

 
（実施状況：○） 

・地域活動協議会
においての連携
はあるが、団体
同士の単独連携
が少ない。 

・中間支援組織（まちづく
りセンター）と連携して、
団体同士の連携できるマ
ッチング手法を検討す
る。 

西成区 

・地縁型団体について
は、団体の課題やニー
ズに応じた活動が行
えるよう、他の活動主
体との連携を図るべ
く、適切な支援メニュ
ーの情報提供を行う。
（通年） 

・地域振興会との連絡会
（月１回）を実施し、
区からの情報提供を
行うとともに、課題や
ニーズへの相談に対
応した。 

 
（実施状況：○） 

・各団体間でのニ
ーズが様々で画
一的な相談対応
では困難な事例
も 出 て き て い
る。 

・区からの情報提供を中心
に、各団体のニーズに応
じた対応を行っていく。 

・他の活動主体との連携事
例を創出するため、地縁
団体との会議などの機会
を活用し、市のフォーラ
ムや講座などのイベント
の周知を進める。 
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柱 1-Ⅳ-イ 地域の実態に応じたきめ細かな支援 

取組①「まちづくりセンター等による支援についての評価基準の設定と支援内容の見直し」 

 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

北区 

・まちづくりセンター
との連携を密にして、
地域毎に支援方針を
定め、地域活動協議会
の自律運営に向けた
支援を促進させる。
（通年） 

・地域活動協議会の自
律運営を促進するた
め、自主財源確保につ
ながる「資源ごみのコ
ミュニティ回収」など
のＣＢ/ＳＢ化への取
組支援や、地域と企
業・学校との連携協
働、さらには、会計支
援を重点に、地域の実
情に応じた支援を行
う。（通年） 

・まちづくりセンターと
の連携を密にして、地
域毎に支援方針を定
め、地域活動協議会の
自律運営に向けた支
援を促進させた。 

・地域活動協議会の自律
運営を促進するため、
自主財源確保につな
がる「資源ごみのコミ
ュニティ回収」などの
ＣＢ/ＳＢ化への取組
支援や、地域と企業・
学校との連携協働の
他、会計支援を重点
に、地域の実情に応じ
た支援を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、まちづくりセ
ンターとの連携を密にし
て、地域毎に支援方針を
定め、地域活動協議会の
自律運営に向けた支援を
促進させる。 

・引き続き、地域活動協議
会の自律運営を促進する
ため、自主財源確保につ
ながる「資源ごみのコミ
ュニティ回収」などのＣ
Ｂ /ＳＢ化への取組支援
や、地域と企業・学校との
連携協働、さらには、会計
支援を重点に、地域の実
情に応じた支援を行う。 

都島区 

・アンケート実施など
による地域課題等を
把握し、地域実情に即
した支援を行う。（通
年） 

・まちづくりセンター等
による支援について
の評価基準の設定と
支援内容の見直しを
検討するワーキング
会議へ参加し、評価基
準の設定と支援内容
の見直しを行った。
（ワーキング会議 ６
回） 

 
（実施状況：○） 

― ・新基準に基づく評価やア
ンケートの実施並びに支
援内容の検討（10 月・２
月） 

福島区 

・まちづくりセンター
等による地域活動協
議会の支援について、
自立運営に向けた内
容に重点を移し、事業
に対する地域の満足
度を高める。（通年） 

・地域活動協議会の自立
運営に支援内容の重
点を移し、まちづくり
センターと連携し支
援を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・まちづくりセンターとの
毎週の連絡会で支援内容
を適宜改善し、より満足
度の高い地域活動の実施
を促す。 

此花区 

・まちづくりセンター
等の支援内容を見直
し、地域担当制を活用
し、地域実情に沿った
支援を実施していく。
（通年） 

・他区での取組内容を調
査するための項目の
検討を行うとともに、
地域の課題に沿った
支援メニューの検討
を行った。 
評価基準については、
区長会議 WG で検討
した。 

 
（実施状況：○） 

― ・区長会議での検討も踏ま
え今後の支援を検討して
いく。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

中央区 

・会計支援を中心に、地
域活動協議会の自律
的な運営に向けた支
援を実施する。（通年） 

・地域活動協議会活性化
セミナーについて 10
月に向け企画、及び内
容の調整を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域活動協議会活性化セ
ミナーを 10 月に開催す
る。 

西区 

・地域の特性や課題、ニ
ーズに応じ、自律に向
けた支援を実施する。
（通年） 

・評価基準の設定や支援
内容の見直しを検討
した。 

 
（実施状況：○） 

・地域の特性や課
題、ニーズ把握
が十分でない。 

・評価基準の設定や支援内
容の見直しを受け、地域
の特性や課題、ニーズの
把握を進め、地域カルテ
を活用し自律に向けた支
援を実施する。 

港区 

・地域活動協議会の自
立運営に向けた支援
を進めるため、まちづ
くりセンターと連携
し、地域の現状や課題
を分析し、地域実情に
即した支援計画を作
成し、きめ細かな支援
を行う。（通年） 

・各地域活動協議会の活
動や運営の状況を把
握し、それぞれの課題
を分析し、その課題解
決に向けた地域ごと
の支援計画を作成し、
地域実情に即した支
援を行った。 

 
（実施状況：○） 

・支援計画をもと
に地域実情に応
じたより効果的
な支援を行う必
要がある。 

・支援計画をもとに地域の
意見を聞きながら、地域
実情に応じたより効果的
な支援を行うことにより
それぞれの地域課題の解
決に取り組む。 

大正区 

・地域活動協議会の自
律運営にかかる積極
的支援 

・地域団体間の連携・協
働に向けた支援や、開
かれた組織運営、会計
等の透明性確保に向
けた助言・指導  

・地域における担い手
確保や人材育成等へ
の助言・指導 

・幅広い世代の住民の
地域活動への参加・参
画を促すため、事業の
効果的な実施を支援 

・多様な地域活動との
連携・協働に向けたネ
ットワークづくりへ
の助言・指導 

・自主財源の獲得に向
けた情報提供や申請
等手続きの助言・指導 

（以上通年） 

・各地域活動協議会の自
律運営に向け、地域包
括支援プロジェクト
チームを立ち上げ、職
員による行事や会議
出席により情報把握
に努め、必要な情報提
供を行った。また、会
計実務者説明会の開
催や各会議で、補助金
や活動の担い手募集
に関する事項の情報
提供を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域活動協議会の自律運
営にかかる積極的支援を
行う。 

・地域団体間の連携・協働
に向けた支援や、開かれ
た組織運営、会計等の透
明性確保に向けた助言・
指導を行う。 

・地域における担い手確保
や人材育成等への助言・
指導を行う。 

・幅広い世代の住民の地域
活動への参加・参画を促
すため、事業の効果的な
実施を支援する。 

・多様な地域活動との連
携・協働に向けたネット
ワークづくりへの助言・
指導を行う。 

・自主財源の獲得に向けた
情報提供や申請等手続き
の助言・指導を行う。 

天王寺区 

・まちづくりセンター
を活用して地域カル
テの更新を支援し、地
域の実情に応じたき
め細かな支援を行う。
（通年） 

・地域カルテを各地域に
提供し、地域内での情
報共有を図った。また
地域カルテを基に支
援の方向性の検討を
行った。全９地域 

 

― ・まちづくりセンターを活
用して、各地域内での地
域カルテの情報共有内容
の浸透を図るとともに、
地域ごとに優先すべき内
容に応じた支援を行う。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
（実施状況：○） 

浪速区 

・「地域カルテ」を活用
し、各地域のニーズや
課題に適したきめ細
やかな支援を行う。
（通年） 

・会計面の支援のみなら
ず、自主財源確保のア
ドバイス、担い手不足
への対応（企業や専門
学校等とのマッチン
グ）など、各地域の実
情に応じた支援に取
り組んだ。 

 
（実施状況：○） 

・担い手（スキル）
の 喪 失 等 に よ
り、地域に求め
られる支援や解
決すべき課題、
達成度や成熟度
は、必ずしも向
上し続けるもの
ではないことが
課題である。 

・引き続き、まちづくりセ
ンターとの連携を密にし
て、地域毎に支援方針を
定め、地域活動協議会の
自律運営に向けた支援を
促進させる。 

・引き続き、地域活動協議
会の自律運営を促進する
ため、自主財源確保につ
ながる「資源ごみのコミ
ュニティ回収」などのＣ
Ｂ /ＳＢ化への取組支援
や、地域と企業・学校との
連携協働、さらには、会計
支援を重点に、地域の実
情に応じた支援を行う。 

西淀川区 

・中間支援組織が、地域
一律の支援ではなく、
地域の特性に即して、
区役所職員と連携し
て支援を行う。（通年） 

・中間支援組織が、地域
一律の支援ではなく、
地域の特性に即して、
区役所職員と連携し
て支援を行った。 

 
（実施状況：○） 

・さらに地域に応
じ た 支 援 が 必
要。 

・中間支援組織が、地域一
律の支援ではなく、地域
の特性に即して、区役所
職員と連携して支援を行
う。 

淀川区 

・中間支援組織（まちづ
くりセンター等）によ
る支援について、地域
実情に応じた支援活
動を継続する。（通年） 

・５月の地活協会長との
意見交換会および６
月～７月の地活協ブ
ロック別意見交換会
にて地域カルテの更
新作業を通じて、中間
支援組織（まちづくり
センター等）による地
域実情に応じた支援
活動を行った。 

 
（実施状況：○） 

・中間支援組織（ま
ち づ く り セ ン 
ター等）による
支援が地域実情
に応じたものと
なっているかど
うか、明確にす
る必要がある。 

・中間支援組織（まちづく
りセンター等）による支
援について、地域実情に
応じた支援内容となるよ
う、今後開催予定の地活
協ブロック別意見交換会
等にて地域カルテの更新
作業を行う。 

東淀川区 

・地域づくりアドバイ
ザーによる支援が、地
域活動協議会の自立
運営に向けた支援へ
と転換していくよう、
支援内容の見直しを
検討し、地域の実情に
即した支援を行う。
（講座や研修、ＣＢ/
ＳＢ化、社会的ビジネ
ス化の助言・指導、Ｎ
ＰＯ等法人化に向け
た申請手続の助言な
ど）（通年） 

・４月に地域づくりアド
バイザーの支援目標
を設定した。 

・交流の場として東淀川
みらい EXPO の実施。 

・住民主体の魅力発見プ
ロジェクトイベント
の実施。 

・地域支援用資料の作
成。 

 
（実施状況：○） 

― ・交流の場として東淀川み
らい EXPO の実施。 

・住民主体の魅力発見プロ
ジェクトイベントの実
施。 

・地域支援用資料を用いた
地域カルテ作成支援。 

・広報力向上支援。 
・９月末時点の支援内容と
目標に対する中間振り返
りを行う。 

・12 月末に期末評価に向
けて年度振り返りを行
う。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

東成区 

・地域の特性に合わせ
た更なる自律に向け
た支援を行う。（通年） 

・まちづくりセンター
が、地域一律の支援で
はなく、地域の特性に
合わせた支援を、区役
所職員と連携して行
った。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、地域の特性に
合わせた支援を行ってい
く。 

生野区 

・大きな公共を担う活
力ある地域社会づく
りに向けた地域の
様々な取組にあたり、
中間支援組織と連携
し、各地域の実情に応
じた支援策を講じる。
（通年） 

・「地域の将来像の共
有」「担い手の拡大」
など地域活動協議会
の自律運営に向けた
活動を促進する取組
を実施する地域への
支援：19 地域（通年） 

・中間支援組織と連携
し、各地域活動協議会
の総会後などに、各地
域の将来像を共有し
たり、各地域の実情に
則した課題の解決を
目的とした勉強会を
実施した。 

 
（実施状況：○） 

・地域活動協議会
には多くの構成
団体が存在する
が、各団体がそ
れぞれの役割に
ついて十分理解
していない。 

・各地域において地域カル
テ作成に伴う会議を開催
し、その会議の中で構成
団体の関わりなどを整理
し、各地域の課題解決に
向けて検討を進める。 

・大きな公共を担う活力あ
る地域社会づくりに向け
た地域の様々な取組にあ
たり、中間支援組織と連
携し、各地域の実情に応
じた支援策を講じる。 

・「地域の将来像の共有」
「担い手の拡大」など地
域活動協議会の自律運営
に向けた活動を促進する
取組を実施する地域への
支援：19 地域 

旭区 

・意見交換会等を通じ
て、一層の理解の浸透
を図る。（上半期） 

・評価基準等について、
全地域の総会にて説
明を行い、理解の浸透
を図った。支援メニュ
ーアンケートを実施
し、地域実態に応じた
必要な支援ができる
よう取り組んでいる。 

  
（実施状況：○） 

・全市的な評価基
準及び支援内容
の見直しについ
て検討が必要。 

・市民局主催のＷＧでの検
討結果を踏まえて、内容
等について、意見交換会
等を通じて一層の理解の
浸透を図る。 

城東区 

・地域活動協議会役員
と区長との意見交換
を行い、まちづくりセ
ンターの支援内容等
に関する意見を聞き
改善を行う。（通年） 

・会計情報交換会を３回
実施し、補助金につい
ての説明を行った。 

・各地域の事業企画に関
する相談に際し、説明
を行った。 

 
（実施状況：○） 

・会計事務支援中
心からの脱却方
法の検討 

・地域活動協議会広報担当
者情報交換会や地域ボラ
ンティア受け入れ講座を
実施し、会計事務以外の
面での支援の充実を進め
る。 

鶴見区 

・まちづくりセンター
と連携し、地域ごとの
支援方策を定め、地域
活動協議会の自律運
営に向けた支援を行
う。（通年） 

・地活協の支援方針検討
会議を４月に開催し、
支援内容ごとに５段
階評価を行った上で、
地域ごとの支援方針
を取りまとめ、具体支
援に入った。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域ごとの支援方針に基
づく支援を行う中で、ま
ちづくりセンターや地域
担当職員と情報共有しな
がら、支援内容を随時見
直していく。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

阿倍野区 

・支援内容を見直すた
め、地域活動協議会に
対してアンケートを
実施し地域ニーズを
把握する。（下期） 

 
 

（実施状況：―） 

― ・支援内容を見直すため、
地域活動協議会に対して
アンケートを実施し地域
ニーズを把握する。 

住之江区 

・これまで中間支援組
織の支援を受けなが
ら行ってきた様々な
取組について、今後
は、中間支援組織の支
援を受けなくても、各
地域活動協議会が自
立して取り組めるよ
う、中間支援組織の支
援内容を、地域の実情
に応じて企画立案や
運営方法のノウハウ
伝達等にシフトして
いく。（通年） 

・一部の地域で、中間支
援組織の支援内容を、
企画立案や運営方法
のノウハウ伝達等に
シフトした。 

 
（実施状況：○） 

・地域の状況を見
極め、円滑に支
援内容を変えて
い く 必 要 が あ
る。 

・引き続き、中間支援組織
の支援内容を、地域の実
情に応じて企画立案や運
営方法のノウハウ伝達等
にシフトしていく。 

住吉区 

・地域の実情に応じて、
地域課題を自律的に
解決できるよう、まち
づくりセンター等を
活用しながら支援を
おこなう。（通年） 

・地域活動協議会が安
定継続的かつ、自律的
に運営できるように、
以下の点を重点的に
支援する。 

 （通年） 
①自己資金の確保 
②新たな人材の確保 
③企業・ＮＰＯなど地

縁型団体以外の団
体との連携 

①自己資金の確保 
 山之内：４月～コミュ

ニティ回収開始 
 東粉浜・苅田南：４月

～「広報すみよし」配
布開始 

②新たな人材の確保 
 南住吉：ボランティア

募集ポスターの掲示 
③企業・ＮＰＯなど地縁

型団体以外の団体と
の連携 

 長居：盆踊り準備等Ｎ
ＰＯと連携 

 
（実施状況：○） 

・ＣＢ／ＳＢにつ
いては、実施・未
実施の地域が 2
極化している。 

①自己資金の確保 
・地域活動協議会会長会に
おいてＣＢ実施地域より
事例発表を行う。 

・未実施の地域について働
きかけを行う。 

②新たな人材の確保 
・ボランティア募集ポスタ
ーの作成支援 

・地域ＨＰへのボランティ
ア募集掲載の働きかけ 

③企業・ＮＰＯなど地縁型
団体以外の団体と連携 

・まちづくりセンターが実
施する「交流ライブ」事業
を活用し、連携を図る。 

東住吉区 

・今後は、自律している
地域はレベルアップ
支援、自律への遅れが
ある地域には、レベル
の底上げ支援を行う
等、地域のレベルに応
じた支援を、区と中間
支援事業者にて行っ
ていく。（通年） 

・自律している地域はレ
ベルアップ支援、自律
への遅れがある地域
には、レベルの底上げ
支援を行う等、地域の
レベルに応じた支援
を、区と中間支援事業
者にて行った。 

 
（実施状況：○） 

・自律的な地域運
営への取組は進
んでいるが地域
差がある。 

・自律している地域はレベ
ルアップ支援、自律への
遅れがある地域には、レ
ベルの底上げ支援を行う
等、地域のレベルに応じ
た支援を、区と中間支援
事業者にて行う。 

平野区 

・まちづくりセンター
との情報共有は継続
し、重点支援取組を策
定する。（通年） 

・中間支援組織（まちづ
くりセンター）との定
例会を開催し、地域に
おける課題、重点取組
を話し合った。 

 
（実施状況：○） 

・具体的到達点の
共有が必要であ
る。 

・中間支援組織（まちづく
りセンター）の分析をも
とに 30 年度支援の到達
点を話し合う。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

西成区 

・新たな人材確保と地
域力の維持・向上をめ
ざし、地域一丸となっ
て、様々な事業や行事
等に取り組めるよう、
地域活動協議会を支
援する。（通年） 

・29 年度に引き続き、適
正な組織運営及び会
計処理に対する支援
を行い、各地域活動協
議会の 29 年度決算書
類や会議の議事録が
適正に作成されてい
ることを確認した。 

・地域の課題等に対する
取組支援については、
「子どもを対象とし
た事業を実施したい」
という地域活動協議
会に対し、事業の立上
げと実施を支援する
など、地域の要望に応
じた支援を行った。 

 
（実施状況：○） 

・地域活動協議会
の組織運営に関
する資料作成に
ついて、必要な
支援のレベルに
地域差がみられ
る。 

・必要な支援のレベルに応
じた支援を行うことと
し、特に会計に課題が多
く見受けられる地域活動
協議会については、地域
における会計担当者説明
会や勉強会を実施できる
よう支援する。 
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柱 1-Ⅳ-イ 地域の実態に応じたきめ細かな支援 

取組②「派遣型地域公共人材の活用方策の明確化、活用促進と活用事例の共有」 

 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

北区 

・地域が必要とする地
域公共人材の利用促
進を図るため、地域活
動連絡会議の場で情
報提供を行う。（上期） 

・地域が必要とする地域
公共人材の利用促進を
図るため、地域活動連絡
会議の場で情報提供を
行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、地域が必要と
する地域公共人材の利用
促進を図るため、地域活
動連絡会議の場で情報提
供を行う。 

都島区 

・ホームページ、ＳＮ
Ｓ、広報誌、掲示板な
ど様々なツールで、地
域公共人材機能の情
報発信を行う。（通年） 

・パンフレット配架によ
る周知（４月～） 

・情報発信 Facebook 
２件 

 
（実施状況：○） 

・地域公共人材
の意義や活用
について意識
が低いため、理
解を深める働
きかけが必要
である 

・パンフレット配架による
周知 

・地域活動団体の役員等に
対し地域公共人材の意
義・活用について説明を
行う 

福島区 

・幅広い市民活動団体
を対象として構築さ
れた派遣型地域公共
人材の支援について
地域に情報を発信し、
年１回以上活用を周
知・促進する。（通年） 

・各地域活動協議会の補
助金説明会の場を活用
し情報提供を行い、周
知・利用促進を図った。 

 
（実施状況：○） 

― ・各地域活動協議会に具体
活用例を挙げながら、利
用を促進していく。 

此花区 

・地域活動協議会で地
域公共人材の活用事
例について紹介する。
（通年） 

・各地域活動協議会運営
委員会において活用事
例を紹介し、活用につい
て地域と具体的な調整
を行った。 

 
（実施状況：○） 

・地域課題解決
に向けて活用
促進できるよ
う情報提供を
する必要があ
る。 

・地域活動協議会で地域公
共人材の活用事例につい
て紹介するとともに、活
用支援を行っていく。 

中央区 

・派遣型地域公共人材
の機能と活用事例を
収集・整理し、活用方
策とともにわかりや
すく情報発信する。
（通年） 

・派遣型の地域公共人材
の活用に向け、その機能
と活用事例の情報発信
に取り組んだ。 

 
（実施状況：○） 

・活用ニーズを
高める取組が
必要である。 

・把握したニーズに対し、
制度を活用するメリット
を説明するなど、派遣型
の地域公共人材の活用に
向け取り組む。 

西区 

・地縁型団体において
の活用が推進される
よう、まちづくりセン
ターを活用し、制度周
知や他区事例の共有
等、取組を進める。（通
年） 

・青少年５団体及び体育
厚生協会の総会におい
て情報提供を行った。 
（６回実施） 

 
（実施状況：○） 

― ・地縁型団体においての活
用が推進されるよう、ま
ちづくりセンターを活用
し、制度周知や他区事例
の共有等、取組を進める。 

港区 

・派遣型地域公共人材
の機能について、区Ｈ
ＰやＳＮＳ等で発信
し、幅広い市民活動団
体等に活用を促す（活
用１件）。（通年） 

・地域活動協議会広報研
修で地域公共人材を活
用し、活用の有効性に 
ついて Twitter、Face 
book で情報発信した。 

 
（実施状況：○） 

・市民活動団体
等のニーズ把
握 

・市民活動団体
等のニーズに
合った地域公
共人材とのマ
ッチング 

・市民活動団体等のニーズ
に応じて、活用を促す。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

大正区 

・地域における担い手
確保や人材育成等へ
の助言・指導 

・幅広い世代の住民の
地域活動への参加・参
画を促すため、事業の
効果的な実施を支援 

・多様な地域活動との
連携・協働に向けたネ
ットワークづくりへ
の助言・指導 

（以上通年） 

・各地活協の自律運営に
向け、把握した地域課題
の解決策として、派遣型
地域公共人材の派遣制
度について説明を行っ
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域における担い手確保
や人材育成等への助言・
指導を行う。 

・幅広い世代の住民の地域
活動への参加・参画を促
すため、事業の効果的な
実施を支援する。 

・多様な地域活動との連
携・協働に向けたネット
ワークづくりへの助言・
指導を行う。 

天王寺区 

・地域活動協議会のニ
ーズを検証し、派遣型
地域公共人材の活用
方法を紹介する。（通
年） 

・窓口において地域公共
人材の説明を行い、派遣
申請受付を行った。１件 

 
（実施状況：○） 

― ・まちづくりセンターを活
用し、地域活動協議会の
ニーズを検証し、派遣型
地域公共人材の活用方法
を紹介する。 

浪速区 

・「地域カルテ」を活用
し、各地域のニーズや
課題に適した地域公
共人材の活用の促進
を行う。（通年） 

・29 年度実施（実施継続
中）の公共人材活用事例
を他地域と共有した。 

・1 地域において地域公共
人材の派遣に向けた具
体検討を進めた。 

 
（実施状況：○） 

・「情報発信の必
要性やスキル
の習得」など、
「解決すべき
地域課題」であ
りながらも、地
域自身が未だ
「認識・自覚」
していない課
題への「気付
き」を促すこと
が課題である。 

・「地域カルテ」を活用した
「気づき」を促す取組を
進めるとともに、的確な
地域公共人材の活用が
「課題の解消」や「目標の
達成」への方策である、と
の意識の深化を図る。 

西淀川区 

・区内の「地域公共人
材」に関する情報を収
集し、地域活動に取り
組む人を中心に「地域
公共人材」の意義・役
割について周知する。
（通年） 

・１地域で「地域公共人
材」活用の申請の調整を
行った。 

 
（実施状況：○） 

・申請する地域
以外への地域
の理解の浸透
が必要。 

・活用した「地域公共人材」
の状況を報告することに
より、意義・役割を周知し
ていく。 

淀川区 

・積極的な活用を促す
ため、地域活動協議会
の会議等で情報発信
を行う。  （通年） 

・５月の地活協会長との
意見交換会および６月
～７月の地活協ブロッ
ク別意見交換会で情報
発信済。６団体で活用し
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・様々な機会を活用して活
用促進を図る。 

東淀川区 

・新たな取組事例が増
えていくことに伴っ
て地域公共人材の活
用について、地域活動
協議会連絡会議の場
で情報提供を行う。
（通年） 

・これまで聴取している
地域ニーズを公共人材
を活用した取組として
１地域に提案した。 

 
（実施状況：○） 

・多くの地域が
公共人材の活
用について、
「メリットが
見えない」、「本
当に役に立つ
のか不安」とい
った意見があ
る。 

・現在活用を提案している
地域の事例紹介を行うこ
とで身近に感じてもら
い、様々なニーズを拾い
あげていく。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

東成区 

・地域活動協議会に対
して、地域公共人材の
活用事例について情
報提供し、共有を図
る。（年度当初） 

・７月の説明会開催時に
地域公共人材の活用事
例について情報発信を
行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・様々な機会を活用して各
地域活動協議会に地域公
共人材の活用事例を紹介
する。         

生野区 

・地域団体やＮＰＯ、企
業など地域のまちづ
くりに関する様々な
活動主体の情報を発
信するとともに、地域
活動協議会に参画し
ている団体だけでな
く、様々な地域活動団
体における担い手を
育成のために、地域の
課題に取組担い手を
育成する講座等をフ
ァシリテーション能
力、コーディネート力
を有する人材および
中間支援組織と連携
し、開催する。（通年） 

・ファシリテーション
能力、コーディネート
力を有する人材を派
遣し、地域活動協議会
の自主的な活動を促
進する。（通年） 

・中間支援組織により地
域活動協議会の認知度
向上や担い手育成を目
的とした動画を放送し
た。 

・情報発信力強化を目的
として、中間支援組織と
連携し、ホームページ開
設に関する広報会議に
参加するなど、ホームペ
ージ作成に関する支援
を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域団体やＮＰＯ、企業
など地域のまちづくりに
関する様々な活動主体の
情報を発信するととも
に、地域活動協議会に参
画している団体だけでな
く、様々な地域活動団体
における担い手を育成の
ために、地域の課題に取
組担い手を育成する講座
等をファシリテーション
能力、コーディネート力
を有する人材および中間
支援組織と連携し、引き
続き、開催する。 

・ファシリテーション能
力、コーディネート力を
有する人材を派遣し、地
域活動協議会の自主的な
活動を促進する。 

旭区 

・地域活動協議会連絡
会議等で説明を行い、
継続的に理解促進を
図る。（通年） 

・地域活動協議会連絡会
議等で活用地域の事例
を紹介しながら説明を
行い、継続的に理解促進
を図った。 

 
（実施状況：○） 

・理解の浸透が
必要。 

・地域活動協議会連絡会議
等で説明を行い、継続的
に理解促進を図る。 

城東区 

・情報提供を行うとと
もに、派遣を受けた団
体から他地域にも情
報発信を行い、活用を
促す。（通年） 

・まちづくりセンターを
通じて情報提供を行い、
継続１件、新規１件の活
用につながった。 

 
（実施状況：○） 

・活用という手
段が、目的化し
ないような運
用が必要。 

・地域公共人材が有効に活
用できるような活動の掘
り起しを行う。 

鶴見区 

・まちづくりセンター
と連携し、派遣型地域
公共人材について区
ホームページに掲載
する。（通年） 

・派遣型地域公共人材
の活用方法の明確化
を図るとともに地域
活動協議会に周知・活
用を促進する。（通年） 

・派遣型地域公共人材に
ついてＨＰに掲載した。 

・まちづくりセンターと
活用方法の整理を行っ
た後、広報紙作成支援や
会計支援など各地域に
対して必要に応じて活
用促進（３件）した。 

 
（実施状況：○） 

・様々な機会を
通して活用促
進に向けた広
報を行ってい
く必要がある。 

・随時ＨＰを更新する。 
・まちづくりセンターと連
携して、地域役員を中心
に活用事例を共有し活用
促進（２件）を図る。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

阿倍野区 

・市民活動に関する相
談窓口で、幅広い市民
活動団体に派遣型地
域公共人材機能の活
用法などの情報発信
を行うとともに、各団
体に対し、積極的な活
用ができるよう各課
においても情報発信
を行う。（通年） 

・市民活動に関する相談
窓口を阿倍野区ホーム
ページ掲載により周知
した。 

 
（実施状況：○） 

・派遣型地域公
共人材につい
て、興味を持っ
ている団体は
あるが、制度へ
の理解が十分
に浸透してい
ないため具体
的な活用まで
には至ってい
ない。 

・引き続き、市民活動に関
する相談窓口について阿
倍野区ホームページ掲載
等により周知する。 

・派遣型地域公共人材につ
いて、各地域活動協議会、
各種団体等へ情報発信を
行うなどにより、制度を
十分に浸透させ利用促進
を図る。 

住之江区 

・地活協会長会や運営
委員会などで派遣型
公共人材の活用事例
を紹介し、利用促進を
図る。（通年） 

・地域応援サークルでの
派遣型地域公共人材の
活用の準備を行った。 

 
（実施状況：○） 

・会長会などを
通して、さらな
る活用事例の
周知が必要で
ある。 

・地域応援サークルにて活
用する等、派遣型地域公
共人材の利用促進を図
る。 

住吉区 

・地域の課題解決にマ
ッチする地域公共人
材を紹介し、活用促進
をはかる。（通年） 

・地域活動協議会会長会
で、地域公共人材の活用
について説明（５月） 

 
（実施状況：○） 

・地域で課題解
決に向けた話
し合いやワー
クショップが
まだまだ根づ
いていない。 

・話し合いを定着させるた
めに、防災関連で地域公
共人材を活用する。（２
月） 

東住吉区 

・ホームページなどを
活用した情報発信（通
年） 

・地域連絡会議や各地域
における会議の場など
で理解促進を行った。ま
た新会長を集めて理解
促進を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・ホームページなどを活用
した情報発信を行う。 

・地域連絡会議や各地域に
おける会議の場などの機
会を捉え理解促進を図る
説明を行う。 

平野区 

・地活協運営委員会等
で周知する。（通年） 

・地活協運営委員会等で
の周知にかかる会長・役
員との事前調整にとど
まった。 

 
（実施状況：△） 

・地域において
地域公共人材
の活用の有用
性の理解が進
んでいない。 

・地域において地域公共人
材の活用の有用性の理解
が進むように地活協運営
委員会において周知を行
う。 

西成区 

・各地域活動協議会を
対象とした補助金に
かかる説明会におい
て地域課題に応じて
地域公共人材の活用
がなされるよう周知
を行い、活用の促進を
図る。（年２回） 

・区ホームページ等を
活用した情報発信等
の取組をより積極的
に進めていく。（通年） 

・地域公共人材の周知に
ついては地域活動協議
会の求めに応じて説明
を行うなどの取組を行
った。 

・区ホームページ等にお
いて地域公共人材に関
する情報発信を行うな
どの取組を行った。 

 
（実施状況：○） 

・この間、複数の
地域活動協議
会に対し、中間
支援組織も活
用しながら、地
域公共人材の
活用について
説明を行った
が、地域住民以
外の人材の受
け入れについ
て、地域活動協
議会役員にお
ける理解が進
まないといっ
た課題が見受
けられた。 

・30 年度中に開催を予定
している地域活動協議会
補助金説明会等におい
て、チラシを配布するな
どしながら周知を図る。 

・地域公共人材派遣による
メリットが大きいとみら
れる地域があれば、役員
に対する活用提案を実施
する。 
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柱 1-Ⅳ-ウ 市民活動の持続的な実施に向けたＣＢ/ＳＢ化、社会的ビジネス化の支援 

取組①「ＣＢ/ＳＢ化、社会的ビジネス化支援チームの結成」 

 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

北区 

・地域活動協議会で「資源
ごみコミュニティ回収
事業」が取り組まれる
よう、環境局やまちづ
くりセンターと連携し
ながら支援する。（通
年） 

・地域活動協議会で「資
源ごみコミュニティ
回収事業」が取り組ま
れるよう、環境局やま
ちづくりセンターと
連携しながら支援し
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、地域活動協議
会で「資源ごみコミュニ
ティ回収事業」が取り組
まれるよう、環境局やま
ちづくりセンターと連携
しながら支援する。 

都島区 

・区長会議、関係局による
支援チームと連携し、
他区先行事例を参考
に、地域でのＣＢ/ＳＢ
化、社会的ビジネス化
を支援する。（通年） 

・コミュニティ回収の導
入にかかる支援 
５地域 

 
（実施状況：○） 

― ・コミュニティ回収の導入
にかかる支援（随時） 

福島区 

・関係部局等と連携し、事
業のＣＢ /ＳＢ化や社
会的ビジネス化になじ
みやすい活動の選択や
起業に関する様々なノ
ウハウを年１回以上収
集・整理し、まちづくり
センター等で共有し、
支援に活用していく。
（通年） 

・区政会議においてＣＢ
/ＳＢの手法であるコ
ミュニティ回収の区
内実施状況を報告し、
実施の検討を促した。 

 
（実施状況：○） 

― ・コミュニティ回収につい
て、実施していない地域
に対して説明を行う。 

此花区 

・他地域での取組につい
て地域に紹介する。（通
年） 

・他地域での活動につい
て、紹介のチラシを作
成し、地域活動協議会
の運営委員会で配布
した。 

・新しい取組としてトラ
イしている１地域に
対し、意見調整の場を
設けるなど支援を行
った。 

 
（実施状況：○） 

・地域が新しい
活動に対し、関
係先との調整
に時間がかか
っている。 

・地域での実現に向けて具
体的な調整を行う支援を
行っていく。 

中央区 

・ＣＢ/ＳＢ化、社会的ビ
ジネス化事例に関する
情報発信をより積極的
に行い、ＣＢ/ＳＢ化、
社会的ビジネス化の機
運を高める。（通年） 

・地域活動協議会活性化
セミナーにおいてコ
ミュニティ回収の資
料を配布するための
企画・調整を行った。 

 
（実施状況：○） 

・地域が感じる
負担感の解消
を図る必要が
ある。 

・10 月開催の地地域活動
協議会活性化セミナーや
年末に予定している補助
金説明会等において情報
提供を行う。 

西区 

・今後、認定した事業の支
援を行いながら、まち
の魅力向上や地域課題
の解決の取組を進めて
いく。 
具体的には、まちづく

・まちづくりセンターと
連携した支援により、
１地域においてコミ
ュニティ―回収が実
施された。 

 

― ・コミュニティ回収事業の
先行実施地域について、
未実施地域に対して状況
をお知らせし、地域の実
情に応じて財源確保の手
法と実施に向け支援して
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
りセンターと連携し
て、地域活動協議会の
自律的運営のための財
源確保の手法として、
実施に向けた支援を実
施する。（通年） 

（実施状況：○） いく。 

港区 

・まちづくりセンター等
と連携して、持続的な
活動のための財源確保
の手法としてのＣＢ /
ＳＢ化の支援として研
修会を開催する。（下
期） 

・研修会の開催に向け
て、まちづくりセン 
ターと意見交換をし
た。 

 
（実施状況：○） 

・地域にとって
身近なテーマ
や内容の設定 

・下期開催に向けて、より
具体的な内容についてま
ちづくりセンターと協議
する。 

大正区 

・自主財源の獲得に向け
た情報提供や申請等手
続きの助言・指導（通
年） 

・地域での会合で、コミ
ュニティ回収など自
主財源の獲得に向け
た情報提供を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・自主財源の獲得に向けた
情報提供や申請等手続き
の助言・指導を行う。 

天王寺区 

・地域活動協議会に対し、
自主財源確保の事例等
に関する情報提供やコ
ミュニティ回収の制度
説明の場を設けるなど
社会的ビジネス化を支
援する。（通年） 

・コミュニティ回収実施
地域 3 地域（４月～）
実施決定地域１地域
（10 月～） 

・コミュニティ回収の制
度説明を 5 地域で実施
した。（６、７月） 

 
（実施状況：○） 

・コミュニティ
回収の制度説
明を行った５
地域の円滑な
コミュニティ
回収実施に向
け、業者選定や
契約等の支援
を行う必要が
ある。 

・コミュニティ回収実施を
予定している 5 地域の業
者選定等実施に向けた地
域支援を行う。 

浪速区 

・「地域カルテ」を活用し、
各地域のニーズや課題
に適した、ＣＢ /ＳＢ
化、社会的ビジネス化
を ま ち づ く り セ ン 
ター、関係機関と連携
し的確に支援する。（通
年） 

・コミュニティ回収の導
入を４地域支援した。 

 
（実施状況：○） 

・「解決すべき地
域課題」であり
ながらも、地域
自身が未だ「認
識・自覚」して
いない課題へ
の「気付き」を
促すことが課
題である。 

・「地域カルテ」を活用した
「気づき」を促す取組を
進めるとともに、ＣＢ/Ｓ
Ｂ化、社会的ビジネス化
が「課題の解消」や「目標
の達成」への方策である、
との意識の深化を図る。 

・1 地域にて９月よりコミ
ュニティ回収を開始す
る。 

西淀川区 

・地域を対象にしたＣＢ/
ＳＢの研修を開催す
る。（通年） 

・中間支援組織と連携し
ＣＢ /ＳＢに関する普
及・啓発を行う。（通年） 

・地域担当職員におい
て、ＣＢ/ＳＢに関する
情報収集を行った。 

 
（実施状況：○） 

・地域において
メリットを感
じられておら
ず、また、実施
にあたっては
負担感を持っ
ている。 

・中間支援組織と連携し、
ＣＢ /ＳＢの研修を開催
するなど普及・啓発行う。 

淀川区 

・中間支援組織（まちづく
りセンター等）と協働
し、地域資源を活用し
たＣＢ/ＳＢ化、社会的
ビジネス化の取組事例
等を情報提供し活動支
援していく。（通年） 

・支援窓口を通じて「地域

・中間支援組織（まちづ
くりセンター等）と協
働し、地域資源を活用
したＣＢ/ＳＢ化、社会
的ビジネス化の取組
事例等をまちセン通
信等を活用して情報
提供し活動支援した。

― ・中間支援組織（まちづく
りセンター等）と連携し、
情報収集や活動支援を行
う。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
課題すっきり解決活動
支援事業補助金」の案
内を行う。（上期） 

（６月・８月発行） 
・「地域課題すっきり解
決活動支援事業補助
金」の案内を行い、活
動団体を発掘した。
（４団体） 

 
（実施状況：○） 

東淀川区 

・地域づくりアドバイザ
ーによる支援が、地域
活動協議会の自立運営
に向けた支援へと転換
していくよう、支援内
容の見直しを検討し、
地域の実情に即した支
援を行う。（講座や研
修、ＣＢ/ＳＢ化、社会
的ビジネス化の助言・
指導、ＮＰＯ等法人化
に向けた申請手続の助
言など）（通年） 

・各地域の財源確保に対
する取組について、情
報を収集しコミュニ
ティ回収などの取組
の検討を促した。 

 
（実施状況：○） 

・各地域は現状
と将来像を整
理できておら
ず、漠然とした
不安がありつ
つも寄付で賄
えている状態
であるため、財
源確保の取組
に消極的な状
況がある。 

・将来像を共有し、計画的、
具体的な取組として主体
的に取り組まれるよう呼
びかけ、広報紙の広告掲
載の拡充やコミュニティ
回収等、既に他地域が取
り組んでいることから提
案する。 

東成区 

・交流会等でＣＢ/ＳＢ化
を実施している地域か
ら情報発信を行う場を
提供し、新たな地域が
取り組む支援を行う。
（通年） 

・区職員とまちづくりセ
ンター職員が連携し、
ＣＢ/ＳＢ化及び社会
的ビジネス化の取組
事例を情報発信し受
託に向けた支援を行
った。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、受託に向けて
取組事例の情報発信を行
っていく。 

生野区 

・中間支援組織と連携し
て、当区で活用できる
他地域のコミュニティ
ビジネス・ソーシャル
ビジネスの事例を収集
し、具体的内容を地域
へ提案するなど、ビジ
ネス化に向けた取組を
支援する。（通年） 

・情報交換会の開催によ
り意欲を持った地域を
対象として、コミュニ
ティビジネス・ソーシ
ャルビジネスの実施に
向けた勉強会を開催す
る。（通年） 

・地域活動協議会の事務
局担当者が集まる会
議の場においてコミ
ュニティビジネスの
情報提供を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・中間支援組織と連携し
て、当区で活用できる他
地域のコミュニティビジ
ネス・ソーシャルビジネ
スの事例を収集し、具体
的内容を地域へ提案する
など、ビジネス化に向け
た取組を支援する。 

・情報交換会の開催により
意欲を持った地域を対象
として、コミュニティビ
ジネス・ソーシャルビジ
ネスの実施に向けた勉強
会を開催する。 

旭区 

・他区や他の自治体で取
り組まれているＣＢ /
ＳＢの具体的な取組事
例を情報提供する。（通
年） 

・コミュニティ回収の説
明会を各地域で開催
し、理解促進に取り組

・地域活動協議会連絡会
議等で、他区や他の自
治体で取り組まれて
いるＣＢ/ＳＢの具体
的な取組事例を情報
提供した。 

・コミュニティ回収の説
明会を各地域で開催

・継続的な取組
が必要。 

・引き続き、他区や他の自
治体で取り組まれている
ＣＢ /ＳＢの具体的な取
組事例を情報提供する。 

・コミュニティ回収の説明
会を各地域で開催し、理
解促進に取り組む。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
む。（通年） し、理解促進に取り組

んだ結果、１地域が実
施することになった。 

  
（実施状況：○） 

城東区 

・コミュニティ回収につ
いて情報提供を行う。
（通年） 

・また、区広報誌の地域活
動協議会等による各戸
配布についての検討を
行う。（通年） 

・コミュニティ回収につ
いて、全地域活動協議
会に対して個別に説
明を行った。 

 
（実施状況：○） 

・やらされ感で
はない地域内
部からの盛り
上がりが必要。 

・環境局による説明会を開
催して、コミュニティ回
収の理解浸透を図り、地
域の自主的な取組につな
げる。 

鶴見区 

・まちづくりセンターと
連携し、ＣＢ/ＳＢに取
り組んでいる地域の事
例を共有する場を提供
し、ＣＢ/ＳＢ化、社会
的ビジネス化の理解を
深める取組を行う。（通
年） 

・地域活動協議会がＣＢ/
ＳＢ、社会的ビジネス
に取り組むようまちづ
くりセンターなどと連
携し、実現をめざす。
（通年） 

・他区や他地域で取り組
んでいる事業から、Ｃ
Ｂ化へ展開可能な事
業の掘り起しを行っ
た。 

 
（実施状況：○） 

・ＣＢ/ＳＢ、社会
的ビジネスの
意義や必要性
に対する認識
について、好事
例を共有し取
り組む機運を
醸成する必要
がある。 

・各地域で取り組んでいる
事業でＣＢ化へ展開可能
な事業に対して働きかけ
を行う。 

・ＣＢ等の意義や必要性を
地域に説明し、機運を高
める。 

・まちづくりセンターと連
携し、ＣＢ/ＳＢに取り組
んでいる地域の事例を共
有する場を提供する。 

阿倍野区 

・他都市や他区の事例や
地域課題を把握し、ま
ちづくりセンターと情
報共有を行い、ＣＢ/Ｓ
Ｂ化、社会的ビジネス
化に向けた取組につな
がるよう支援を行う。
（通年） 

・他都市や他区の事例や
地域課題を把握し、ま
ちづくりセンターと
情報共有を行い、ＣＢ
/ＳＢ化、社会的ビジネ
ス化に向けた取組に
つながるよう支援を
行った。 

 
（実施状況：○） 

・他都市や他区
の具体的な事
例について、メ
リット・デメリ
ットの情報提
供を行う必要
がある。 

・他都市や他区の具体的な
事例のメリット・デメリ
ットについて、まちづく
りセンターと情報共有を
行い、ＣＢ/ＳＢ化、社会
的ビジネス化に向けた取
組につながるよう支援を
行う。 

住之江区 

・29 年度に説明会を開催
した地域について、コ
ミュニティ回収実施に
むけた支援を行う。（上
期） 

・市民局・環境局と連携
し、説明会を開催し、コ
ミュニティ回収実施に
むけた支援を行う。（通
年） 

・地活協会長会で、先行
実施地域から、全地域
へコミュニティ回収
の報告を行ってもら
う等、支援を行った。 

・環境局と連携し、コミ
ュニティ回収未実施
の１地域に対して説
明会を開催した。 

 
（実施状況：○） 

・先行実施地域
の状況共有な
ど、より理解を
深める工夫を
行っていく必
要がある。 

・引き続き、29 年度に説明
会を開催した地域につい
て、コミュニティ回収実
施にむけた支援を行う。 

・市民局・環境局と連携し、
説明会を開催し、コミュ
ニティ回収実施にむけた
支援を行う。 

住吉区 

・住吉区独自のＣＢ/ＳＢ
化、社会的ビジネス化
促進チームにおいて検
討し、人と人とのつな
がりづくりの促進、地
域コミュニティの活性

・地域へＣＢ/ＳＢ化、社
会的ビジネス化の働
きかけを行った。  

 山之内：４月～コミュ
ニティ回収開始 

 東粉浜・苅田南：４月

・地域にとって
のメリットや
課題の共有が
必要。 

・地域活動協議会会長会で
取組事例の報告を行い、
事例の共有化を図るな
ど、ＣＢ/ＳＢ化、社会的
ビジネス化を促進する。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
化、自主財源の確保を
目的に、地域が抱える
様々な課題を地域住民
が主体となってビジネ
スの手法で課題解決に
取り組むＣＢ/ＳＢ、社
会的ビジネス化を推進
する。（通年） 

・とりわけ「広報すみよ
し」の配布事業につい
て、対象エリアを拡大
して取り組むととも
に、コミュニティ回収
事業については、各地
域活動協議会へ情報提
供する。（通年） 

～「広報すみよし」配
布開始 

 
（実施状況：○） 

東住吉区 

・局との連携を強めると
ともに、先行事例とな
った回収実施地域の情
報発信に努め、他の地
域への波及を図る。（上
期） 

・局との情報共有を行
い、他区も含めた情報
を収集し、コミュニテ
ィ回収実施地域の情
報発信を実施した。 

 
（実施状況：○） 

・情報の発信に
より、どれほど
の波及が見込
めるかの検証
が必要。 

・先行地域の事例の情報共
有を実施する。また実施
検討をしている地域への
情報提供や局と連携し説
明を行う等の支援を行っ
ていく。 

平野区 

・他区事例など研究、情報
提供を行う。（通年） 

・地域で現在行っている
事例について、中間支
援組織と共有したが、
各地域への情報提供
に至っていない。 

 
（実施状況：△） 

・他区事例等の
収集が遅れて
いる。 

・他区事例等の収集を行
い、地域への情報提供や
活用方法の検討を行う。 

西成区 

・中間支援組織や市民局
が編成したＣＢ支援チ
ームと連携しながら、
具体的な事例の紹介や
その情報等を提供する
とともに、コーディネ
ートを行う仕組みづく
り、各種研修・説明会等
の実施、相談体制の整
備等を進めていく。（通
年） 

・コミュニティ回収に興
味を示す地域に対し、
中間支援組織とも連
携しながら、実施に向
けた検討の支援を行
った。 

 
（実施状況：○） 

・コミュニティ
回収について
は、当該地域住
民の合意形成、
行政回収への
不可逆性、課税
対象事業であ
るといった点
に関して、慎重
な議論が不可
欠であり、現時
点においては
実施に至って
いない。 

・コミュニティ回収を検討
している地域について
は、中間支援組織とも連
携し、検討状況を把握す
るとともに、引き続き必
要な支援を行う。 

・ＣＢ/ＳＢに向けた支援
の取組として、コーディ
ネートを行う仕組みづく
り、各種研修・説明会等の
実施、相談体制の整備等
を、中間支援組織を活用
しながら進めていく。 
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－ニア・イズ・ベターのさらなる徹底－（区政編） 

【改革の柱２】区長の権限・責任の拡充と区民参画のさらなる推進 
 

柱 2-Ⅰ-イ 「ニア・イズ・ベター」に基づく分権型教育行政の効果的な推進 

取組① 「分権型教育行政に関わる制度、役割などの明確化・職員、校長への分権型教育行政についての理解促進」 

 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

北区 

・区教育行政連絡会を
開催し、各学校の課題
とニーズを把握し、区
の教育行政施策に反
映させるために意見
交換を行う。（７月・
12 月・３月） 

・区教育行政連絡会を開
催し、各学校の課題とニ
ーズを把握し、区の教育
行政施策に反映させる
ために意見交換を行っ
た。 

 
（実施状況：○） 

－ ・区教育行政連絡会を開催
し、各学校の課題とニー
ズを把握し、区の教育行
政施策に反映させるため
に意見交換を行う。（12
月・３月） 

都島区 

・分権型教育行政の理
解促進に向けて、①教
育委員会事務局兼務
の区職員対象の研修、
②区教育行政連絡会
で小・中学校長向けの
研修、に取り組む。（通
年） 

・教育行政連絡会にお
ける分権型教育行政
の促進に係る意見交
換を行う。（５月） 

 

・分権型教育行政の理解
促進に向けて、①教育委
員会事務局兼務の区職
員対象の研修、②区教育
行政連絡会で小・中学校
長向けの研修、の内容を
検討した。 

・教育行政連絡会におい
て、分権型教育行政の促
進に係る意見交換を行
った。（５月） 

 
（実施状況：○） 

－ ・教育委員会事務局兼務の
区職員及び小・中学校長
を対象とした e ラーニン
グ等の研修を実施（１～
２月） 

福島区 

・分権型教育行政の理
解促進に向けて、区教
育行政連絡会で小・中
学校長向けの研修を
１回以上実施する。
（下期） 

・保護者や地域住民な
どの学校運営への参
加を促進するため各
学校に設置されてい
る学校協議会につい
て、開催状況をモニタ
リングするなど教育
委員会事務局ととも
にその運営を補佐す
る。(通年) 

・「保護者・区民等の参
画のための会議（福島
区教育会議）」などを
通じて、保護者・区民
等の意見やニーズを
把握し、学力・体力向
上事業や英語事業な
どを実施する。(通年) 

・学力向上事業について
は、中学生を対象に、区
民センターでの民間事
業者を活用した課外学
習事業を４月に開講し
た。 

・体力向上事業について
は、小・中学生を対象に、
トップアスリートを学
校に派遣し、児童・生徒
が運動に興味・関心を持
つことで将来の体力向
上につなげる「ゲストテ
ィーチャー派遣事業」を
５月から順次実施した
他、小学生を対象に放課
後の校庭を児童に自由
に使わせるにあたり、安
全を確保するための「福
島区小学校放課後等校
庭見守りボランティア
事業」を希望する学校に
おいて実施した。 

・英語事業については小
学３・４年生を対象とし
て、８月に第一回目のイ
ベントを開催した。 

― ・分権型教育行政の理解促
進に向けて、区教育行政
連絡会で小・中学校長向
けの研修を１回以上実施
する。 

・保護者や地域住民などの
学校運営への参加を促進
するため各学校に設置さ
れている学校協議会につ
いて、開催状況をモニタ
リングするなど教育委員
会事務局とともにその運
営を補佐する。 

・学力向上・体力向上事業
については年度末に向け
て事業を継続する。英語
事業については１２月に
第二回目のイベントを開
催する。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
・区長及び区役所の担当

職員が各学校の協議会
に出席し、モニタリング
など運営補佐を行った。 

 
（実施状況：○） 

此花区 

・教育行政連絡会（学期
に１回）を開催する。 

・区担当教育次長（区
長）が各学校長と緊密
に意見交換等を行う。
（８月中） 

・各小学校で分析機能
付き単元別理解度判
定テストを導入し、児
童及び家庭へフィー
ドバックを行い、毎学
期末には導入したツ
ールの進捗状況等の
報告を受ける。（７月・
12 月・３月） 

・各中学校で３年生に
英語検定を１年生に
漢字検定の受験を一
斉に実施する。（英語
検定 10 月・漢字検定
11 月） 

・教育行政連絡会を1学期
（５月７日）及び２学期
（８月 31 日）に開催し、
分権型教育行政の推進
を図るため区との連携
について意見交換を行
った。 

・区担当教育次長（区長）
が各学校長と緊密に学
校運営の課題などに関
する意見交換を行った。
（８月 1 日～５日） 

・各小学校で分析機能付
き単元別理解度判定テ
ストを導入し、１学期末
に導入した分析シート
を児童及び家庭へフィ
ードバックを行った。ま
た、導入したツールの進
捗状況等の報告を受け
た。（７月末） 

 
（実施状況：○） 

― ・教育行政連絡会を３学期
に１回開催する。 

・各小学校で分析機能付き
単元別理解度判定テスト
を導入し、児童及び家庭
へフィードバックを行
い、毎学期末には導入し
たツールの進捗状況等の
報告を受ける。（12 月・３
月） 

・各中学校で３年生に英語
検定を１年生に漢字検定
の受験を一斉に実施す
る。（英語検定 10 月・漢
字検定 11 月） 

中央区 

保護者や地域住民の
学校教育への参画を
進め、その意向を学校
運営に反映し、地域の
特性を活かした教育
行政を推進する。ま
た、分権型教育行政の
効果的な推進に向け
て、具体的な取組を進
める。 

・分権型教育行政の推
進（通年） 

・教育会議の開催 １
回以上 

・区教育行政連絡会の
開催 小中学校 各
３回、幼稚園１回 

・区内 18 校園(幼・小・
中・高）の学校協議会
への職員の出席 各
３回 

・分権型教育行政の理
解促進に向けた取組
（下期） 

・教育委員会事務局兼

・分権型教育行政の推進
に向けた取組を行った。 

  区教育行政連絡会を小
中学校各 1 回開催し、校
長経営戦略支援予算等
に関する意見交換を行
った。 

・区内 18 校園（幼・小・
中・高）の学校協議会に
職員が参加し、学校の運
営状況を把握した。 

・各小学校で英語と体育
の出張授業を実施した。 

  英語 ７月１校、８月
２校実施 

  体育 ５月１校、６月
１校実施 

 
（実施状況：○） 

－ ・分権型教育行政の推進を
図る。 

・教育会議を開催する。 
１回以上 

・区教育行政連絡会を開催
する。 小中学校 各２
回、幼稚園 １回 

・区内 18 校園(幼・小・中・
高）の学校協議会への職
員の出席 各２回 

・分権型教育行政の理解促
進に向けた取組を実施す
る。 

 教育委員会事務局兼務
の区職員対象の研修を実
施する。 １回 

 区教育行政連絡会で小・
中学校長向けの研修を実
施する。 １回 

 区内小・中学校長、学校
協議会委員、教育会議委
員に分権型教育行政につ
いてのアンケートを実施
する。 １回 

・各小学校で英語と体育の
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
務の区 職員対象の
研修 １回 

 区教育行政連絡・で
小・中学校長向けの研
修 １回 

  区内小・中学校長、学
校協議会委員、教育会
議委員に分権型教育
行政についてのアン
ケートを実施 １回 

・各小学校で英語と体
育の出張授業の実施
（通年） 

・各中学校で１年生対
象に英語検定の受験
料の助成（下期） 

出張授業を実施する。 
・各中学校で１年生対象に
英語検定の受験料の助成
を実施する。 

西区 

・区内小中学校の実情
を把握し、ニーズに応
じた教育施策を展開
するため、教育行政連
絡会等を開催し、区長
と学校長が意見交換
を行う。（年 20 回） 

・西区教育行政に関し
て、その立案段階から
保護者及び地域住民
等の意見を把握し、施
策及び事業に適宜反
映するため西区教育
会議を開催する（年２
回） 

・学校運営をモニタリ
ングするため、学校協
議会を傍聴する（全
17 校園・各３回・通
年） 

・学校運営の支援とし
て、学校協議会委員の
新任研修を行う（全新
任委員・委員交代に合
わせて随時） 

・学校施設の狭隘化な
ど、教育環境課題の改
善に向けた取組を進
めるにあたっては、保
護者及び地域住民と
意見交換する場（ラウ
ンドテーブル）を開催
する。（通年） 

・教育行政連絡会:小学校
３回・中学校２回の計５
回開催し、学校長と意見
交換を行い実情及び改
善点等を把握した。 

・学校協議会傍聴：16 校
園における第 1 回学校
協議会に傍聴参加し、学
校運営状況のモニタリ
ングを実施した。 

・学校協議会委員の新任
研修：学校協議会傍聴参
加時に新任委員に対し
研修を行った。 

・ラウンドテーブル：４校
各１回開催し、保護者及
び地域住民への情報提
供及び意見交換を行い、
教育環境課題の改善に
向けた取組推進を図っ
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、区内小中学校
の実情を把握し、ニーズ
に応じた教育施策を展開
するため、教育行政連絡
会等を開催し、区長と学
校長が意見交換を行う。
（15 回） 

・西区教育行政に関して、
その立案段階から保護者
及び地域住民等の意見を
把握し、施策及び事業に
適宜反映するため西区教
育会議を開催する（9 月・
2 月開催） 

・引き続き、学校運営をモ
ニタリングするため、学
校協議会を傍聴する（全
17 校園・各２回） 

・学校運営の支援として、
学校協議会委員の新任研
修を行う（全新任委員・委
員交代に合わせて随時） 

・引き続き、学校施設の狭
隘化など、教育環境課題
の改善に向けた取組を進
めるにあたっては、保護
者及び地域住民と意見交
換する場（ラウンドテー
ブル）を開催する。 

港区 

・「保護者・区民等の参
画のための会議」（教
育会議・区政会議こど
も青少年部会）の開
催：３回以上 

 ６月～７月、10 月～

・「保護者・区民等の参画
のための会議」（教育会
議・区政会議こども青少
年部会）を開催：１回（６
月）開催し、分権型教育
行政の各種取組みや小

― ・「保護者・区民等の参画の
ための会議」（教育会議・
区政会議こども青少年部
会）を開催する。：10 月～
11 月、３月に各１回開催 

・区教育行政連絡会を開催

152 

 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
11 月、３月に各１回
開催 

・区教育行政連絡会の
開催：小学校、中学校
各３回以上 

 各学期ごとに１回開
催 

・区小学校長会・教頭会
への出席・連絡調整：
各 11 回以上 

 ８月を除き各月１回
出席等 

・学校協議会委員への
研修会の開催：１回以
上 

 10 月末までに開催 
・学校協議会会長情報

連絡会の開催：１回以
上 

 10 月末までに開催 

学校の配置の適性化な
どを説明し意見交換を
行った。 

・区教育行政連絡会を開
催：小・中合同１回（５
月）、中学校１回（７月）
とそれぞれ開催し、こど
もサポートネット事業
など新規事業や、６月の
大阪府北部地震を踏ま
えた発災時の連絡体制
を始め区と学校との連
携強化など、分権型教育
行政に関する意見交換
を行った。 

・区小学校長会・教頭会へ
の出席・連絡調整を各４
回（４～７月）行った。 

・学校協議会委員への研
修会を開催（６月）した。 

・学校協議会会長情報連
絡会を１回（６月）開催
し、分権型教育行政の推
進のため、学校協議会の
より一層の活性化に向
けた意見交換を行った。 

 
（実施状況：○） 

する。：小学校、中学校各
２回以上 

 各学期ごとに１回開催 
・区小学校長会・教頭会へ
の出席・連絡調整を行
う。：各７回以上 

 

大正区 

・教育行政連絡会を、
小・中学校別に毎月
（８月を除く）実施す
る。 

・区総合教育会議を年
４回（６・９･１２･３
月）開催する。 

・運営の補佐のため、各
校の学校協議会に地
域担当、教育担当のい
ずれかが参加する。
（通年） 

・各校を実施場所とす
る防災訓練に避難所
担当職員が参画する。
（通年） 

・ＳＳＷ（スクールソー
シャルワーカー）を各
校に派遣し、課題を抱
える児童・生徒の環境
整備を行う。（通年） 

・すべての学校を訪問
し、校長面談を行う。
（通年） 

・教育行政連絡会を、小・
中学校別に４・５・７月
にそれぞれ１回開催し、
分権型教育行政に関す
る意見交換を行うとと
もに、区教育行政に関し
議論を行った。※６月分
については、大阪府北部
を震源とする地震の影
響により、教頭会で説明
し、資料データ送付によ
り報告を行った。 

・第１回区総合教育会議
を６月に開催し、「居場
所づくり」を中心に議論
を行った。 

・４・５月に開催された各
校の学校協議会すべて
に地域担当若しくは教
育担当が参加した。 

・防災訓練について、２校
で実施し避難所担当職
員が参画した。 

・７月に区役所において、
全校の校長と面談を行
った。 

  

－ ・教育行政連絡会を、小・
中学校別に毎月実施す
る。 

・区総合教育会議を３回
（９･12･３月）開催する。 

・運営の補佐のため、各校
の学校協議会に地域担
当、教育担当のいずれか
が参加する。 

・各校を実施場所とする防
災訓練に避難所担当職員
が参画する。 

・ＳＳＷ（スクールソーシ
ャルワーカー）を各校に
派遣し、課題を抱える児
童・生徒の環境整備を行
う。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
（実施状況：○） 

天王寺区 

・区教育会議や教育行
政連絡会で保護者や
校長と意見交換しな
がら、校長経営戦略支
援予算（区担当教育次
長執行枠）を活用し、
児童生徒の学力向上
や教育環境向上のた
め必要と考える施策
を実施する。（通年） 

・教育行政連絡会を小学
校長、中学校長と各１回
開催し、分権型教育行政
の理解促進及び区事業
の周知を行った。 

・校長経営戦略支援予算
（区担当教育次長執行
枠）を活用し、中学校で
は部活動（吹奏楽部）や
性教育に外部講師を招
聘したほか、小学校では
授業用品（ICT 機器、体
育用品、理科教材）を購
入し、学力向上や教育環
境向上に寄与した。 

 
（実施状況：○） 

― ・教育行政連絡会を学期ご
とに小学校長、中学校長
と開催する。 

・区教育会議を９月と２月
に開催し、分権型教育行
政に関する保護者との意
見交換を実施する。 

・校長経営戦略支援予算
（区担当教育次長執行
枠）を活用し、音楽を通じ
た人材育成事業（小学校
音楽交流会、バリアフリ
ーコンサート）を実施す
るほか、授業や部活動で
の外部講師招聘、授業用
品・校用物品（ICT 機器、
防犯カメラ）の購入等に
より、学力向上や教育環
境向上に寄与する。 

浪速区 

・学校長及び学校協議
会委員を対象とした
分権型教育行政に関
する研修を実施。（年
1 回以上、上期） 

・すべての学校協議会
に区長が出席し、区長
メッセージを文書で
配布して説明と意見
交換を実施。（通年） 

・「保護者・区民等の参
画のための会議」を開
催。（学期に１回以上、
通年） 

・区ＰＴＡ協議会と区
長の意見交換を、区独
自に実施（年３回程
度、通年） 

・１学期に開催されたす
べての学校協議会に区
長（または代理として区
職員）が出席し、区長メ
ッセージを文書で配布
して説明と意見交換を
行った。 

・「保護者・区民等の参画
のための会議」は、会議
の詳細や関係者との調
整が遅れたため、１学期
は開催に至らなかった。 

 
（実施状況：△） 

・「保護者・区民
等の参画のた
めの会議」につ
いて、未実施と
なっているた
め９月以降で
の取組が必要
である。 

 

・学校長及び学校協議会委
員を対象とした分権型教
育行政に関する研修を９
月に３回開催する。 

・「保護者・区民等の参画の
ための会議」を９月以降
学期に１回開催する。 

・区ＰＴＡ協議会との意見
交換について、区関係者
と調整を進め、９月以降
に２回開催する。 

西淀川区 

・教育環境の充実に向
けて、学校や保護者・
区民等と意見交換を
実施し、プログラミン
グ教育の推進及び理
科教育の向上、国際理
解教育の推進や民間
事業者を活用した基
礎学力支援事業等、教
育環境の充実に向け
た取組を実施（通年） 

・教育委員会事務局兼
務の区職員対象の勉
強会を実施（通年） 

・区教育行政連絡会等

・保護者・区民等との意見
交換を実施した。（小学
校単位と中学校単位で
各１回） 

・プログラミング教育の
推進では、研究会及び教
職員向け勉強会、児童生
徒向け体験会を実施し
た。 

・国際理解教育の推進で
は、生徒向けワークショ
ップとイングリッシュ
ツアーを実施した。 

・民間事業者を活用した
基礎学力支援事業を５

－ ・学校や保護者・区民等と
意見交換を引き続き実施
する。 

・理科教育の向上では、児
童生徒向け体験会を実施
する。 

・教育委員会事務局兼務の
区職員対象の勉強会を実
施する。 

・各学校協議会のモニタリ
ングを実施する。 

・区教育行政連絡会等で
小・中学校長と情報共有
を行う。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
で小・中学校長と情報
共有を行う。(通年) 

月に開校した。 
・教育委員会事務局兼務

の職員間で都度情報共
有を行った。 

・区教育行政連絡会等で
小・中学校長と情報共有
を行った。（４月・７～
８月） 

 
（実施状況：○） 

淀川区 

・分権型教育行政の枠
組みを活用した各種
施策（ヨドネル、ヨド
ジュク、体力づくり支
援事業等、区担当教育
次長執行枠予算活用
事業）を、担当職員各
自が教育委員会事務
局兼務職員であるこ
とを自覚し、制度・趣
旨理解の下に、小中学
校との連携により展
開する。（通年） 

・区教育行政連絡会（小
学校の部・中学校の部
を各３回／年）におい
て、小中学校長ととも
に分権型教育行政の
枠組みに沿った施策
立案に向けた検討を
行う。（通年） 

・学校協議会（各学校３
回／年）の活性化に向
けた補佐を行う。（通
年） 

・「淀川区子ども教育会
議（保護者・区民等の
参画のための会議）」
（年３回）において、
分権型教育行政の枠
組みに沿った施策に
かかる学校との検討
状況を伝え、引き続き
意見聴取する。（通年） 

・中学生の基礎学力向上
を主たる目的として、十
三中・美津島中・東三国
中の学校施設を活用し
ヨドジュクを実施して
きた。受講者は十三中
26 名（定員 30 名）、美
津島中 20 名（定員 40
名）、東三国中 13 名（定
員 30 名）であった。 

・子どもの睡眠習慣改善
（ヨドネル）の取組を根
付かせていくため、希望
校において 28・29 年度
に実施した大規模調査
の結果を活用する等の
講演会の実施支援（４/
９校）を行った。 

・児童・生徒の体力づくり
支援のため、学校の授業
に講師を派遣するスポ
ーツ出前講座を実施し
た（８月末現在：11 講
座）。 

・区教育行政連絡会（小学
校の部・中学校の部）を
各１回開催し分権型教
育行政の枠組みに沿っ
た施策立案に向けて検
討した。 

・学校協議会の開催状況
の事前周知（ＨＰ・
Twitter）や学校協議会
で出た意見を吸い上げ、
区教育行政連絡会及び
淀川区子ども教育会議
において議論を行った。 

・淀川区子ども教育会議
（保護者・区民等の参画
のための会議）を開催
（７月）し、分権型教育
行政の枠組みに沿った
施策にかかる学校との
検討状況を伝え、区の取
組についての意見を聴
取し、教育委員会事務局

・子どもの睡眠
習慣改善の取
組について、よ
り浸透させて
いくためにも、
今後の事業の
方向性につい
て打ち出して
いく必要があ
る。 

・体力づくり支
援事業におい
て、運動が苦手
な児童・生徒へ
の苦手意識の
払拭に重点を
置いた取組の
検討が必要。 

・学校協議会新
任委員への制
度への理解を
深める必要が
ある。また、年
度途中で委員
の任命が行わ
れる協議会が
多いことから、
任命された時
点で委員の役
割が理解でき
るような仕組
みづくりが必
要。 

・引き続き、各校と連携し
た睡眠習慣改善の取組を
実施するとともに、睡眠
の質向上の観点からの取
組について各小中学校へ
情報発信を行う。（１回以
上） 

・運動が苦手な児童・生徒
が楽しんでできる種目等
を検討し、それをスポー
ツ出前講座として実施す
る。 

・主に新任の学校協議会委
員へより一層の議論参画
を促すため研修を実施
（９～１０月）する。ま
た、研修会以降に新委員
が任命された場合は、学
校協議会開催前に新任者
用の研修資料を配付す
る。（随時） 

・子どもの睡眠習慣改善
（ヨドネル）の講演会の
実施支援（５校）を行う。 

・区内中学校で漢字検定受
検を実施（４校）する。ま
た、区広報誌で毎月漢字
クイズを掲載する。 

・区教育行政連絡会（小学
校の部・中学校の部）を各
学期１回開催し、分権型
教育行政の枠組みに沿っ
た施策立案に向けた検討
を行う。 

・淀川区子ども教育会議
（保護者・区民等の参画
のための会議）を開催（各
学期１回）し、分権型教育
行政の枠組みに沿った施
策にかかる学校との検討
状況を伝え、意見聴取を
行う。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
へ意見伝達を行った。 

・淀川区学力向上支援の
ため淀川漢字名人育成
計画をスタートさせ、区
内中学校で漢字検定の
受検を実施（２/６校）し
た。また、区広報誌で毎
月漢字クイズを掲載し
た。 

 
（実施状況：○） 

東淀川区 

・分権型教育行政の効
果的な推進に向けて、
保護者や地域住民等
の多様な意見やニー
ズを把握し、学校と調
整を行い、教育関連施
策を進めるとともに、
学校を核とした住民
主体の学校支援・教育
コミュニティの形成
を進めていく。 

①区教育会議、区教育行
政連絡会区長が、区教
育会議、区教育行政連
絡会を開催し、区内の
教育やそれに関する
子どものための施策・
事業について、立案段
階から意見を把握し、
適宜これを反映させ
るとともに、実績・成
果の評価にかかる意
見を聞くことで、地域
や学校協議会からの
意見・ニーズに応じた
教育施策・事業の実現
をめざす。（通年） 

②学校協議会への補佐
区内各小・中学校で設
置されている学校協
議会の開催に際し、区
役所職員が出席し、運
営状況について把握
するとともに、運営補
助や、区内施策に関す
る情報提供などの支
援を行う。（通年） 

①区教育会議、区教育行政
連絡会 
区教育会議を開催し
た。：２回 
区教育行政連絡会を開
催した。：小学校 1 回、
中学校 1 回 

②学校協議会 
開催された全ての学校
協議会に区役所職員が
出席した。また、７月に
新任委員向けの研修会
を開催し、区内施策に関
する情報提供を行った。 

 
（実施状況：○） 

－ ①区教育会議、区教育行政
連絡会 
区教育会議を２回（10
月、２月）開催する。 
区教育行政連絡会を小中
学校各 2 回（11 月頃と 3
月頃）開催する。 

②学校協議会 
引き続き、開催される全
ての学校協議会に区役所
職員が出席する。 

東成区 

・区長と学校長との意
見交換会を定期的に
開催し、小中学校の実
情等について共有す
る。（通年） 

・「体力向上」及び「国
際理解教育」の分野を
中心に各校の教育活

・区長と学校長との意見
交換会を定期的に開催
し、小中学校の実情等に
ついて共有した。 

・「子どもの体力向上事
業」「国際理解教育支援
事業」などを実施し、教
育活動を支援した。 

・「子どもの体力
向上事業」や
「国際理解教
育支援事業」な
どの取組につ
いて、成果や課
題等を学校長
と共有し、継続

・引き続き、区長と学校長
との意見交換会を定期的
に開催し、関連事業の成
果や課題等の整理を図る
とともに、31 年度を含む
今後の取組の充実に向け
た検討を行う。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
動を支援する。（通年）  

（実施状況：○） 
性・発展性を高
めていく必要
がある。 

生野区 

・教育行政連絡会（年３
回）や教育保育連絡会
（年２回）の開催を通
じて分権型教育行政
の理解促進を図る。 

・学校、地域の実情に応
じて各小中学校が実
施する取組について、
広報紙やＨＰ等を活
用して情報発信を行
う。（通年） 

・教育行政連絡会を１回
開催した。 

・教育保育連絡会を１回
開催した。 

・各学校が児童生徒や地
域の実態等をふまえ実
施する、創意工夫を生か
した特色ある教育活動
の取組について、広報紙
やＨＰ等を活用して情
報発信を行った。 

 
（実施状況：◯） 

－ ・教育行政連絡会（２回）
や教育保育連絡会（１回）
の開催を通じて分権型教
育行政の理解促進を図
る。 

・学校、地域の実情に応じ
て各小中学校が実施する
取組について、広報紙や
ＨＰ等を活用して情報発
信を行う。 

旭区 

・学校や地域における
教育の活性化につな
げるために、教育行政
連絡会で学校と連携
を図る。（通年） 

・「保護者・区民等の参
画のための会議（教育
会議）」を開催する。
（上期） 

・区内各小中学校長と区
役所教育担当職員とで
教育行政連絡会を開催
し、分権型教育行政への
取組について意見交換
を実施した（全体会議４
月 23 日に開催、小学校
部会５月 22 日及び６月
19 日に開催）。 

・教育会議については、委
員を選定し、就任を依頼
した。 

  
（実施状況：○） 

― ・区教育行政連絡会を随時
実施し、学校や地域にお
ける教育の活性化につな
げるため、学校と連携を
図る。 

・区教育会議を開催する。
（９月） 

城東区 

・29 年度に引き続き、
①兼務の区職員への
日常的なＯＪＴの実
施②校長会、教育行政
連絡会を通じて分権
型教育行政の趣旨を
共有する。（通年） 

①兼務の区職員へ様々な
企画立案を行うにあた
り、区長会や子ども教育
部会の資料等の共有を
行った。 

②校長会（小学校５回・中
学校１回）、教育行政連
絡会（中学校１回）を実
施し、不登校児童生徒支
援の状況をはじめ、様々
な情報の共有を図った。 

 
（実施状況：○） 

－ ①兼務の区職員へ区長会
や子ども教育部会の資料
等の共有を行う。 

②校長会（小学校６回・中
学校２回）、教育行政連絡
会（小学校３回・中学校２
回）を実施し、不登校児童
生徒支援の状況をはじ
め、様々な情報の共有を
図る。 

鶴見区 

・教育行政連絡会の開
催 
小・中学校各学期１回 

・学校協議会への参加 
 市立幼稚園・小・中・

高校にて各学期１回 

・小・中学校の教育行政連
絡会を各１回開催し、校
長経営戦略支援予算（区
担当教育次長執行枠）や
学校選択制等に関して
の意見交換を行った。 

・市立幼・小・中・高等学
校の学校協議会へ各 1
回参画し、学校の運営状
況や保護者、地域住民等

― ・教育行政連絡会を開催す
る。 

 小、中学校 ２学期各１
回、３学期各１回 

・学校協議会へ参画する。 
 市立幼稚園・小・中・高
校 ２学期各１回 

 ３学期各１回 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
の多様な意見やニーズ
を把握した。 

 
（実施状況：○） 

阿倍野区 

・阿倍野区教育会議及
び阿倍野区教育行政
連絡会を開催するこ
とにより、学校園・教
育コミュニティの状
況と進捗をモニタリ
ングし、その状況に応
じて学校園の教育活
動をサポートする。
（通年） 

・分権型教育行政の効
果的な推進に向けて、
分権型教育行政の理
解促進に向けた取組
等、具体的な取組を進
める。（通年） 

・阿倍野区教育会議を開
催した。：２回 

・阿倍野区教育行政連絡
会を開催した。：小学校
の部２回、中学校の部４
回 

・公開授業や学校行事の
見学、校長からの学校課
題に関する意見聴取を
実施した。：６回 

 
（実施状況：○） 

－ ・阿倍野区教育会議を開催
する。：３回程度 

・阿倍野区教育行政連絡会
を開催する。：小学校の部
４回程度、中学校の部４
回程度 

・引き続き、公開授業や学
校行事の見学、校長から
の学校課題に関する意見
聴取を実施する。 

住之江区 

・区教育行政連絡会や
学校協議会など各種
会議に参加し、地域や
学校の状況を把握す
るとともに、その実情
に応じた支援を行う。
（通年） 

・小・中学校それぞれにお
いて区教育行政連絡会
を開催し、学校の実情に
応じた支援が行えるよ
う学校長に意見を聞い
た。また各小中学校で開
催する学校協議会に参
加し、学校長や保護者な
どから意見を聞き、学校
の状況把握に努めた。 

 
（実施状況：○） 

・より学校、地域
の実情に応じ
た教育が行わ
れるよう、区役
所、学校、地域
が連携し取り
組む必要があ
る。 

引き続き、区教育行政連
絡会や学校協議会に参加
し、学校の実情把握に努
めるとともに、学習意欲
の向上や児童・生徒等へ
の様々な支援など、教育
環境の整備に向け、学校
や地域の実情に応じた支
援を行う。 

住吉区 

・保護者・区民等の参画
のための会議(区総合
教育会議)を定期的に
開催し、区長が所管す
る教育振興に係る施
策・事業等についての
意見を聴取する。（通
年） 

・各学校に設置する学
校協議会について、モ
ニタリング及びサポ
ートを行うとともに、
協議会が適切に運営
されるよう支援する。
（通年） 

・区総合教育会議を開催
し、29 年度の施策・事業
の結果及び 30 年度事業
の実施状況と課題につ
いて意見を聴取した（６
月）。 

・区内小中学校の第１回
学校協議会に出席し、協
議会運営の補佐を行っ
た。学校協議会新任委員
向け研修会を実施した
（６月）。学校協議会会
長会を開催し、問題意識
の共有化を図った（８
月・２回）。 

 
（実施状況：○） 

・区総合教育会
議において、委
員の意見が区
の施策や事業
にどう反映さ
れているかを
認識してもら
う必要がある。
また、区の施策
や事業の学校
での成果につ
いても認識し
てもらう必要
がある。 

・学校協議会の
委員が、役割を
正しく理解し、
学校協議会に
おいて活発に
意見を述べて
もらう必要が
ある。 

・区総合教育会議の委員に
会議での意見が区の施策
や事業にどう反映されて
いるかを認識してもらう
ため、教育行政連絡会や
学校協議会で、学校での
取組や成果について情報
共有を行い、その内容を
区総合教育会議で反映さ
せながら、30 年度の施
策・事業の進捗状況や 31
年度事業について、目標
と成果を分かりやすい様
式で説明する。 

・第 2 回の学校協議会で、
「学校協議会の運営の手
引き」を活用しながら制
度の説明をし、活発な意
見交換を促していく。 

・引き続き、区総合教育会
議を定期的に開催すると
ともに、各学校の学校協
議会に区担当者が出席し
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
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（課題に対する対応） 
運営を補佐していく。 

 

東住吉区 

・教育行政連絡会の開
催を通じて校長との
情報共有を図るとと
もに、各校の課題やニ
ーズに応じた教育活
動支援に取り組む。
（通年） 

・保護者・区民等の参画
のための会議（区政会
議・子育て部会）で、
学校支援に関する取
組について情報提供
し意見交換を行う。
（７月） 

・教育行政連絡会で、小・
中学校長と教育委員会
事務局兼務の区職員と
の意見交換を行うとと
もに情報共有を図った。 
（５月 小・中学校別、
各１回） 

・「東住吉区教育活動サポ
ート事業」を実施し、学
力・発達障がいに関する
各校の課題に応じた支
援を行った。（通年） 

・民間事業者を活用し、区
内の中学生を対象にし
た課外学習（塾）を実施
するほか、３中学校で夏
期講習を実施した。（塾：
通年、夏期講習：８月） 

・保護者・区民等の参画の
ための会議（区政会議・
子育て部会）で、学校支
援に関する取組につい
て情報提供し意見交換
を行った。（７月） 

 
（実施状況：○） 

― ・教育行政連絡会で、小・
中学校長と教育委員会事
務局兼務の区職員との意
見交換を行うとともに情
報共有を図る。 

・「東住吉区教育活動サポ
ート事業」を実施し、学
力・発達障がいに関する
各校の課題に応じた支援
を行う。 

・民間事業者を活用し、区
内の中学生を対象にした
課外学習（塾）を実施す
る。 

平野区 

・区教育会議、区教育行
政連絡会(小･中)の開
催とともに幼稚園･高
等学校との意見交換
をはかりながら、学校
園と連携し、学力向上
や学習意欲向上施策
など分権型教育行政
の推進を図る。 

①教育会議（年３回）、
教育行政連絡会(小･
中：各年３回)、幼稚園
意見交換会（年１回）、
区内府立高等学校意
見交換会（年２回） 

②区長・副区長・課長に
よる区内全小中学校
長訪問（通年） 

③学校協議会(新任)委
員研修会及び区長と
の意見交換会（９～11
月頃） 

④こども学力サポート
事業（学習支援：区内
全小学校及びこども
の居場所等）（通年） 

・教育会議（１回）、教育行
政連絡会(小･中：各１
回)、幼稚園意見交換会
（１回)、区内府立高等
学校意見交換会（１回）
を実施した。 

・区長・副区長・課長によ
る区内全小中学校長訪
問を実施した。 

・こども学力サポート事
業（学習支援：区内全小
学校及びこどもの居場
所等）を実施した。 

・こどもの「生きる力」育
成支援事業（不登校相
談・対策支援）を実施し
た。 

・ひらちゃん読書ノート
（読書習慣の定着に向
けた支援）を作成･配付
した。 

・平野区課外学習支援事
業を実施した。 

 
（実施状況：○） 

― ・教育会議（２回）、教育行
政連絡会(小･中：各２回)、
区内府立高等学校意見交
換会（１回）を実施する。 

・学校協議会(新任)委員研
修会及び区長との意見交
換会を実施する。（10 月） 

・小学生のための英語セミ
ナー・英語スピーチコン
テストを実施する。（11
月） 

・中学生のための高等学校
合同進学説明会を実施す
る。（９月） 

・がんばる小学生・がんば
る中学生区長表彰を実施
する。（２月～３月） 

・読書ノート表彰を実施す
る。（２月～３月） 



159 

 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 
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⑤こどもの「生きる力」

育成支援事業（不登校
相談・対策支援）（通
年） 

⑥ひらちゃん読書ノー
ト（読書習慣の定着に
向けた支援）作成･配
付（通年） 

⑦小学生のための英語
セミナー・英語スピー
チコンテスト（10～
12 月頃） 

⑧中学生のための高等
学校合同進学説明会
（９月） 

⑨平野区課外学習支援
事業（通年） 

⑩がんばる小学生・がん
ばる中学生区長表彰
（２月～３月） 

西成区 

・区政会議教育部会に
おいて、施策の立案段
階から、保護者・地域
住民・その他関係者
（学校長代表も含む）
の意見を把握し、適宜
これを反映する。（通
年） 

・教育行政連絡会で、上
記部会の趣旨や議事
を説明するなどして、
校長に対しても分権
型教育行政の理解促
進を図る。（通年） 

・教育委員会事務局兼
務の区職員に対して
は、上記会議の開催に
関する事務は兼務職
員全員で関わるなど、
ＯＪＴの形式で分権
型教育行政の理解促
進を図る。（通年） 

・区政会議教育部会にお
いて、区の事業概要につ
いて説明を行い（４月）、
また、29 年度の運営方
針にかかる事業実績等
について意見を聴取し
た。（６月） 

・教育行政連絡会で、上記
部会の趣旨や議事を説
明するなどして、校長に
対しても分権型教育行
政の理解促進を図ると
ともに、31 年度事業の
あり方について議論を
行うワーキンググルー
プ（以下「ＷＧ」という。）
を設立し、９月以降に開
催する方針を説明した。 

・教育委員会事務局兼務
の区職員に対しては、上
記会議の開催に関する
事務（企画・資料作成・
議事進行・議事録作成）
は兼務職員全員で関わ
り、ＯＪＴの形式で分権
型教育行政の理解促進
を図った。 

 
（実施状況：○） 

― ・ＷＧでの議論を基本に実
施事業の整理を行う。 

・区政会議教育部会におい
て、施策の立案段階から、
保護者・地域住民・その他
関係者（学校長代表も含
む）の意見を把握し、適宜
これを 31 年度の施策内
容や予算に反映する。 

・教育行政連絡会で、上記
部会の趣旨や議事を説明
するなどして、校長に対
しても分権型教育行政の
理解促進を図る。 

・教育委員会事務局兼務の
区職員に対しては、上記
会議の開催に関する事務
は兼務職員全員で関わる
など、ＯＪＴの形式で分
権型教育行政の理解促進
を図る。 
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取組①「区政会議の運営についての効果的なＰＤＣＡの実施」 

 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

北区 

【区政運営についての委
員からの直接の評価】 

・区の取組について、委員
から４段階で評価を受
けて点数化し、各委員の
評価を平均して公表す
る。（上期） 

【区政運営についての委
員からの直接の評価】 

・区の取組について、委員
から４段階で評価を受
けて点数化し、各委員の
評価を平均して公表し
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・より活発な意見交換に向
け区政会議運営上の課題
把握のためのアンケート
を区政会議委員に対して
実施する。アンケート結
果に基づき会議運営の改
善を図るとともに、いた
だいた意見についての対
応状況を区政会議におい
て示す。 

・区政会議における意見へ
の対応状況（予算への反
映状況を含む）について、
区政会議において説明す
る。 

都島区 

【区政会議委員とのより
活発な意見交換】 

・区政会議運営上の課題に
ついて 29 年度に頂いた
ご意見を踏まえ、引き続
き改善に取り組む。（通
年） 

【区政会議での委員の意
見の反映状況のフィー
ドバック】 

・区政会議における意見へ
の対応状況（予算への反
映状況を含む）につい
て、区政会議において説
明する。（通年） 

【区政運営についての委
員からの直接の評価】 

・区の取組について、委員
から４段階で評価を受
けて点数化し、各委員の
評価を平均して公表す
る。（上期） 

・区政会議委員から議題
の提案を受け付けた。 

・29 年度の区政会議にお
ける意見の対応状況を
説明した。（第１回区政
会議 ６月 28 日） 

・区政運営について各委
員へ評価アンケートを
実施した。（７月） 

 
（実施状況：○） 

― ・区政会議委員から議題の
提案を受け付ける。 

・区政会議委員へのアンケ
ートを実施する。 

福島区 

・区政会議を活用し、区に
おける施策や事業につ
いて、区民にその企画・
計画段階から参画して
いただくとともに、協働
してこれに取り組み、そ
の成果について評価を
得て改善につなげてい
く。（通年） 

・区政会議において委員か
ら出された意見などへ
の対応状況について、区
政会議の場でフィード
バックする。（通年） 

・第１回全体会（６月５日
開催）において、説明用
資料を基にフィードバ
ックを実施した。 

・８月７～８日に区政会
議委員の任意参加によ
る少人数での意見交換
会「ラウンドテーブル」
を開催した。 

 
（実施状況：○） 

・より分かり
やすい丁寧
なフィード
バックの手
段を検討す
る必要があ
る。 

・委員から出された意見や
質問等を項目ごとに整理
し、区としての見解や回
答を簡潔にまとめた「フ
ィードバックシート」を
作成し配布するなど、部
会・全体会で引き続き分
かりやすいフィードバッ
クを実施する。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

此花区 

・区の取組について、委員
から４段階で評価を受
けて点数化し、各委員の
評価を平均して公表す
る。 

【実施方法】 
・30 年４月に各経営課題

について 29 年度の取組
実績を記載した資料を
作成し、委員に説明した
うえで、評価シートをそ
の場で回収する。 

・29 年度の区政会議にお
ける意見への対応状況
（予算への反映状況含
む）について、説明を行
う。（下期） 

・30 年度第１回此花区区
政会議を６月 20 日（水）
に開催し、29 年度の区
の取組について委員か
ら振り返り評価をいた
だいた。 

 
（実施状況：○） 

― ・30 年度第２回区政会議
を 10 月に開催し、評価結
果等について委員へのフ
ィードバックを行う。 

中央区 

【区政会議委員とのより
活発な意見交換】 

・より活発な意見交換に向
け区政会議運営上の課
題把握のためのアンケ
ートを新任の区政会議
委員に対して実施する。
（下期） 

・アンケート結果に基づき
会議運営の改善を図る。
（下期） 

【区政会議での委員の意
見の反映状況のフィー
ドバック】 

・区政会議における意見へ
の対応状況（予算への反
映状況を含む）につい
て、区政会議において説
明する。（下期） 

・第１回目の区政会議を
開催し、29 年度の運営
方針について、区役所の
自己評価に対する意見
に加え、委員から直接評
価を受けた。（８月２日） 

 
（実施状況：○） 

― 【区政会議委員とのより
活発な意見交換】 

・より活発な意見交換に向
け区政会議運営上の課題
把握のためのアンケート
を新任の区政会議委員に
対して実施する。 

・アンケート結果に基づき
会議運営の改善を図る。 

【区政会議での委員の意
見の反映状況のフィード
バック】 

・区政会議における意見へ
の対応状況（予算への反
映状況を含む）について、
区政会議において説明す
る。 

西区 

・地域活動協議会からの推
薦委員等により構成さ
れる西区区政会議を年
２回以上開催する。（通
年） 

・会議でいただいた意見を
次年度の運営方針や予
算、当年度の施策等に活
かすとともに、意見に対
する区の考えや運営方
針への反映状況を広く
区民に知ってもらうた
め、ホームページ等へ掲
出する。（通年） 

・会議での活発な議論を促
して建設的な意見をい
ただくため、区の施策や
事業について事業説明
会を開催するほか、特に

・地域活動協議会からの
推薦委員等により構成
される西区区政会議を
７月に開催した。 

・会議でいただいた意見
を当年度の施策等に活
かすとともに、意見に対
する区の考えや運営方
針への反映状況を広く
区民に知ってもらうた
め、ホームページ等へ掲
出した。（８月） 

・会議において頂いた質
問や意見に対する区の
基本的な方針を示し、委
員からの意見に対して
丁寧にフィードバック
した。（８月） 

― ・引き続き、地域活動協議
会からの推薦委員等によ
り構成される西区区政会
議を開催する。 

・引き続き、会議でいただ
いた意見を次年度の運営
方針や予算、当年度の施
策等に活かすとともに、
意見に対する区の考えや
運営方針への反映状況を
広く区民に知ってもらう
ため、ホームページ等へ
掲出する。 

・引き続き、会議での活発
な議論を促して建設的な
意見をいただくため、区
の施策や事業について事
業説明会を開催するほ
か、特に委員の関心の高
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
委員の関心の高いテー
マについては、有識者等
をお招きしフォーラム
を開催する等意見をい
ただきやすい環境づく
りに努める。（通年） 

・会議において頂いた質問
や意見に対する区の基
本的な方針を示し、委員
からの意見に対して丁
寧にフィードバックす
る。（通年） 

 
（実施状況：○） 

いテーマについては、有
識者等をお招きしフォー
ラムを開催する等意見を
いただきやすい環境づく
りに取り組む。 

・引き続き、会議において
頂いた質問や意見に対す
る区の基本的な方針を示
し、委員からの意見に対
して丁寧にフィードバッ
クする。 

港区 

・意見交換を活性化させる
ため、委員に対するアン
ケート結果や自由に意
見の言える場での意見
をもとに、６月の区政会
議から「わかりやすい資
料作成」、「わかりやすい
説明」、「区政運営に反映
した意見の報告」に更に
取り組む。 

・区政会議委員からのご
意見等を郵送・FAX に
加えてメール・電話で事
前に募集した。 

・当日の区政会議資料を
見やすくするため、文字
の拡大、資料数の削減、
口取り紙で番号を表示
した。 

・パワーポイントを用い
た説明を中心とした端
的な説明を行うことで、
従来の区の説明は１時
間であったが 30 分以内
に改善した。 

・事前資料の送付時期は、
従来３日前あったが、１
週間前の送付に改善し
た。 

・当区では部会で実質的
な議論が活発に行われ
ており、部会ごとのグル
ープでの配席に改善し
た。 

 
（実施状況：○） 

・港区の区政
会議委員の
定数が50人
であり、効
率的に意見
交換が行え
るように運
営する必要
がある。 

・10 月に区政会議委員ア
ンケートを実施し、同ア
ンケート結果を踏まえ
て、会議運営の改善を図
る。 

・引き続き、区政会議にお
いて委員から出された意
見などについて、区政へ
の反映状況や反映できな
かった場合の理由など、
区役所の対応・考え方を
区政会議の場で明らかに
する。 

大正区 

・施策・事業の企画段階や
事後だけではなく執行
段階においても区政会
議委員の意見を聴取し
て必要に応じて反映す
るなど、区政会議委員と
より活発な意見交換を
行う。（通年） 

・区政運営について、区役
所の自己評価に対する
意見に加え、委員の評価
を直接受ける。（２月） 

・委員から出された意見な
どについて、区政への反
映状況や反映できなか
った場合の理由を区政
会議の場で明らかにす

・６月に第1回区政会議を
開催した。開催に際して
は、より活発な議論を行
う時間を確保するため、
事前に資料を送付し、課
題の把握をしていただ
くとともに、疑問点につ
いて事前質問を行うこ
とで、一括して回答し効
率よい運営を行った。 

 
（実施状況：○） 

・29 年度、目
標が未達成
となってい
る。各委員
の意見や要
望が十分に
区役所や委
員間で意見
交換なされ
ていないと
感 じ る 理
由、あるい
は適切なフ
ィードバッ
クとして感
じられてい
ない理由と
して、区政

・より発言が行いやすい環
境を作るため、29 年 10
月より委員数を 18 名に
減らした。また、30 年度
からは、時間を 30 分延ば
し、回数も 1 回増やした。
運営についても、事前に
資料の送付を送り、事前
質問を受け付けることに
より、議論の時間を確保
するとともに、課題の理
解を深めていただくよう
な進め方を続ける。また、
委員の要望が事業や予算
に反映されるように、議
題についても見直しを行
うこととしている。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
る。（通年） 

・地域活動協議会（地域ま
ちづくり実行委員会）か
ら推薦された委員の参
加により、区政会議と地
域活動協議会との連携
を図る。（通年） 

会議の運営
が区役所か
らの事務連
絡や報告会
となってい
た面があっ
たとして考
えられる。 

・区政運営について、区役
所の自己評価に対する意
見に加え、委員の評価を
直接受ける。（２月） 

・施策・事業の企画段階や
事後だけではなく執行段
階においても区政会議委
員の意見を聴取して必要
に応じて反映するなど、
区政会議委員とより活発
な意見交換を行う。 

天王寺区 

・より活発な意見交換に向
け区政会議運営上の課
題把握のためのアンケ
ートを区政会議委員に
対して実施。同アンケー
ト結果に基づき会議運
営の改善を図るととも
に、アンケート結果への
対応状況を区政会議等
において示す。（通年） 

・区政会議における意見へ
の対応状況（予算への反
映状況を含む）につい
て、区政会議において説
明する。（通年） 

・区の取組について、委員
から４段階で評価を受
けて点数化し、各委員の
評価を平均して公表す
る。（上期） 

・29 年度に実施したアン
ケート結果に基づき、第
１回区政会議を分科会
形式で開催するととも
に、２つの部会の開催を
決定した。      

・第１回区政会議におい
て、前回会議での意見へ
の対応状況についての
説明資料を配布した。 

・第１回区政会議におい
て、委員から４段階で評
価を受け、意見交換する
時間を設けた。 

 
（実施状況：○） 

― ・より活発な意見交換に向
け区政会議運営上の課題
把握のためのアンケート
を区政会議委員に対して
実施。同アンケート結果
に基づき会議運営の改善
を図るとともに、アンケ
ート結果への対応状況を
区政会議等において示
す。 

・区政会議における意見へ
の対応状況（予算への反
映状況を含む）について、
区政会議において説明す
る。 

・区の取組について、委員
から４段階で受けた評価
を点数化し、各委員の評
価を平均して公表する。 

浪速区 

【区政会議委員とのより
活発な意見交換】 

・より活発な意見交換に向
け区政会議運営上の課
題把握のためのアンケ
ートを区政会議委員に
対して実施する。（下期） 

・29 年度に頂いた区政会
議運営上の課題につい
てのご意見を踏まえ、会
議運営の改善を図ると
ともに、いただいた意見
についての対応状況を
区政会議において示す。
（通年） 

【区政会議での委員の意
見の反映状況のフィー
ドバック】 

・区政会議における意見へ
の対応状況（予算への反
映状況を含む）につい
て、区政会議において説
明する。（下期） 

・区政会議の委員が区政運

【区政会議委員とのより
活発な意見交換】 

・アンケートを区政会議
委員に対し実施した。 

・29 年度の区政会議運営
上の課題についての意
見を踏まえ、会議運営の
改善を図り、意見の対応
状況を説明した。 

【区政会議での委員の意
見の反映状況のフィー
ドバック】 

・29 年度の意見への対応
状況（予算への反映状況
を含む）について、全体
会で説明した。 

 
【区政運営についての委

員からの直接の評価】 
・区の取組について委員

から４段階で評価を受
けた。 

・各委員からの評価の公

【区政運営に
ついての委
員からの直
接の評価】 

・区の取組に
ついて、点
数化し各委
員の評価を
平均して公
表する必要
がある。 

【区政会議委員とのより
活発な意見交換】 

・30 年度においては、課題
把握のため毎回会議でア
ンケート実施するため、
下半期においてもアンケ
ートを実施する。 

【区政会議での委員の意
見の反映状況のフィード
バック】 

・区政会議の委員が区政運
営に参画しているという
実感が得られるよう今後
も意見反映の状況などが
わかりやすい資料作成を
する。 

【区政運営についての委
員からの直接の評価】 

・区の取組について、下半
期の区政会議において、
点数化し各委員の評価を
平均して公表する。 

164 

 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
営に参画しているとい
う実感がより得られる
よう、どのように意見が
反映されたかなど、より
わかりやすい資料によ
る説明を行う。（通年） 

【区政運営についての委
員からの直接の評価】 

・区の取組について、委員
から４段階で評価を受
けて点数化し、各委員の
評価を平均して公表す
る。（上期） 

表はまだ行っていない。 
 

（実施状況：△） 

西淀川区 

・運営上の課題把握のため
のアンケートを委員に
対して実施（下期）  

・アンケート結果に基づい
た会議運営の改善及び
いただいた意見につい
ての対応状況を区政会
議において示す。（下期） 

・区政会議における意見へ
の対応状況を区政会議
にて説明（下期） 

・区の取組について、委員
から４段階で評価を受
けて点数化し、各委員の
評価を平均して公表（下
期） 

・29 年度の区の取組につ
いて区政会議で報告し、
４段階評価について委
員に依頼した。 

 
（実施状況：○） 

・より活発な
意見交換に
向け区政会
議運営上更
なる工夫が
必要。 

・テーマ設定がわかるよう
な資料の工夫及び資料の
事前送付を実施する。 

・運営上の課題把握のため
のアンケートを委員に対
して実施する。 

・アンケート結果に基づい
た会議運営の改善及びい
ただいた意見についての
対応状況を区政会議にお
いて示す。 

・区政会議における意見へ
の対応状況を区政会議に
て説明する。 

・区の取組について、委員
から４段階で評価を受け
て点数化し、各委員の評
価を平均して公表する。 

淀川区 

・会議資料や会議運営の更
なる工夫を行いながら
区政会議委員とのより
活発な意見交換（通年） 

・区政会議での委員の意見
への反映状況のフィー
ドバック（通年） 

・区政運営についての委員
からの直接評価（通年） 

・区政会議を開催した。
（３部会×各１回、全体
会議×１回） 

・委員からより多くの意
見を聴取するために、①
事前に資料と意見票を
送付②開催後にも意見
票を配付③グラフを使
用したわかりやすい資
料の作成等の工夫を行
った。 

・委員からの意見に対し
て区役所の方針を記載
した一覧表を配付し、フ
ィードバックを行った。 

・29 年度運営方針につい
て、委員からの直接評価
を受けた。 

 
（実施状況：○） 

― ・区政会議委員を対象にア
ンケートを実施し、アン
ケートの結果を参考に、
会議資料や会議運営の更
なる工夫を行いながら区
政会議委員とより活発に
意見を交換する。 

・引き続き、区政会議での
委員の意見への反映状況
をフィードバックする。 

・区政運営について委員か
ら受けた直接評価を分析
し、区政運営に反映させ
る。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

東淀川区 

・区の施策事業について立
案段階から多様な区民
等（地域活動協議会推薦
及び公募からなる区政
会議委員）の意見を把握
し適宜これを反映させ
るとともに、執行段階及
び事業終了段階での実
績及び成果の評価にか
かる意見を聞くことで、
地域の特性やニーズに
応じた区民協働型の区
政運営の実現をめざす。
（通年） 

・各専門部会を設け、それ
ぞれの分野に関する学
習会を多数開催し理解
を深めながら部会運営
するとともに、区政会議
委員を通じた地域との
連携を深めることで、よ
り専門的で実質的な意
見をいただくとともに、
地域に根ざした会議運
営を推進する。また、必
要な意見をまとめ確実
に区政に反映する仕組
みづくりや反映プロセ
スの見える化を行い、区
政への反映状況や反映
できなかった理由など
を区政会議の場などで
明らかにしていく。（通
年） 

・区政会議を実施した。(本
会１回、４部会各２回:
同日開催含む) 

・学習会を４回、議長･副
議長会を１回実施した。 

・29 年度の運営方針につ
いて区政会議委員から
の評価を実施した。 

・７月本会の場で、各部
会･学習会での意見を集
約した資料を基に重要
項目についてさらに話
し合い、部会間の情報共
有をした。 

 
（実施状況：○） 

― ・区政会議を実施する。(本
会２回、４部会各４回:同
日開催含む) 

・学習会を適宜開催すると
ともに、議長･副議長会を
２回開催する。 

・区政会議委員へのアンケ
ートを実施する。 

・区政会議委員の意見につ
いて区役所内で情報共有
し、意見に対する区役所
の対応方針や予算反映状
況について、区政会議委
員へ適宜フィードバック
していく。 

東成区 

・意見交換がし易い座席配
置や、議論経過の共有の
ため各グループで板書
用ホワイトボードを用
いるなど運営方法を見
直すとともに、より一層
見やすいわかり易い資
料や説明となるよう取
り組んでいく。（６月） 

・29 年度アンケート結果
に基づき、会議運営の改
善を図った。意見交換が
し易い座席配置や、議論
経過の共有のため各グ
ループで板書用ホワイ
トボードを用いるなど
運営方法を見直した。ま
た、写真を盛り込むなど
わかり易い資料作りを
行った。 

・区政会議における意見
への対応状況（予算への
反映状況を含む）につい
て、区政会議において説
明した。 

・別途、区政会議で関心の
高かった「大規模災害」
「高齢者の福祉と健康
づくり」をテーマに、区
政会議委員による自由
な意見交換の場を持っ
た。 

・同一会場で
各部会を開
催している
ことから、
部会での意
見交換にお
いて聞き取
りにくいと
いう声があ
る。聞き取
り易い座席
配置等につ
いて検討す
る必要があ
る。 

・意見交換における聞き取
り易さについて検討する
とともに、委員アンケー
ト結果を踏まえ、効果的
な運営となるよう改善を
図る。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
 

（実施状況：○） 

生野区 

・各部会に学識を有する者
をファシリテーターと
して配置し、経験や事例
を提示しながら会議進
行を行うことで、区政会
議委員の発言しやすい
環境を作り、活発な意見
交換を行う。（通年） 

・区政会議での委員の意見
の反映状況のフィード
バック（通年） 

・区政運営について委員か
らの直接の評価（下期） 

・30 年５月開催の各部会
でも学識を有する者の
会議進行によって、区政
会議委員のより活発な
意見交換が行えた。 

・30 年５月開催の各部会
及び 30 年６月開催の全
体会でも前回会議での
意見のフィードバック
を行った。また新たに
29 年度の意見に対する
予算反映状況等も示し、
より綿密なフィードバ
ックを行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・各部会に学識を有する者
をファシリテーターとし
て配置し、経験や事例を
提示しながら会議進行を
行うことで、区政会議委
員の発言しやすい環境を
作り、活発な意見交換を
行う。 

・区政会議での委員の意見
の反映状況のフィードバ
ックを行う。 

・区政運営について委員か
らの直接の評価を受け
る。 

旭区 

・区の取組について、委員
から４段階で評価を受
けて点数化し、各委員の
評価を平均して公表す
る。（上期） 

・より活発な意見交換に向
け運営上の課題把握の
ためのアンケートを実
施し、会議運営の改善を
図るとともに、対応状況
を区政会議において示
す。（下期） 

・区政会議における意見へ
の対応状況について、区
政会議で説明する。（随
時） 

・区の取組について、区政
会議にて各委員に評価
を依頼した。（６月） 

・区政会議における意見
への対応状況について、
区政会議（全体会議・各
部会）で説明した。（６
月・７月） 

  
（実施状況：○） 

― ・区の取組についての各委
員の評価を平均して公表
する。（９月） 

・より活発な意見交換に向
け運営上の課題把握のた
めのアンケートを実施
し、会議運営の改善を図
るとともに、対応状況を
区政会議において示す。 

・引き続き、区政会議にお
ける意見への対応状況に
ついて、区政会議で説明
する。 

城東区 

・活発な意見交換に資する
よう運営について委員
アンケートを実施し改
善を図る。（７月） 

・区政会議における意見へ
の対応状況（予算への反
映状況を含む）につい
て、区政会議において説
明する。（通年） 

・委員による区政の直接評
価を実施し、点数化して
公表する。（７月） 

・29 年度の委員アンケー
トの結果や委員ニーズ
を踏まえ、区内イベント
一覧の提供や、事業見学
会を実施。 

・区政会議における意見
への対応状況を委員に
口頭および文章で説明
した。 

・委員による区政の直接
評価を実施した。 

 
（実施状況：○） 

― ・委員アンケートや他区の
事例を参考に、適宜改善
を行いながら、効果的な
区政会議の運営を行う。 

鶴見区 

【区政会議委員とのより
活発な意見交換】 

・区政会議委員へのアンケ
ート実施（６月） 

・アンケート結果のフィー
ドバック及び結果に基

・区政会議委員へのアン
ケート資料を作成した。 

・区政会議委員の主な意
見と対応等についての
資料を作成した。 

・区の取組についてより

・全体会を早
急に開催
し、アンケ
ート及び委
員の意見の
反映状況の

・第１回全体会開催時に区
政会議委員へのアンケー
トを実施する。（９月） 

・アンケート結果のフィー
ドバック及び結果に基づ
いた改善状況の説明を行
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
づく改善（随時） 

【区政会議での委員の意
見の反映状況】 

・反映状況の説明の実施
（第１回部会） 

分かりやすい丁寧な説
明を行うため、アンケー
ト実施及び委員の意見
の反映状況の説明を全
委員が出席する第 1 回
全体会に変更したが、開
催が遅れたため実施で
きなかった。 

 
（実施状況：△） 

説明を実施
する必要が
ある。 

う。（全体会・各部会にお
いて随時実施） 

・区政会議委員からの意見
に対する対応状況の説明
を行う。（全体会・各部会
において随時実施） 

阿倍野区 

・区政会議の運営について
の効果的なＰＤＣＡの
実施 

【区政会議委員とのより
活発な意見交換】 

・29 年９月のアンケート
結果に基づき会議運営
の改善を図るとともに、
いただいた意見につい
ての対応状況を区政会
議において示す。（上期） 

・より活発な意見交換に向
け区政会議運営上の課
題把握のためのアンケ
ートを区政会議委員に
対して実施する。（下期） 

【区政会議での委員の意
見の反映状況のフィー
ドバック】 

・区政会議における意見へ
の対応状況（予算への反
映状況を含む）につい
て、区政会議において説
明する。（上期） 

・29 年９月のアンケート
でいただいた意見をも
とに、「より活発な意見
交換」に向けて改善を行
った会議運営上の取組
を区政会議(６月)にお
いて報告した。 

・区政会議における意見
への対応状況について、
予算反映状況も含めて
明示し、区政会議(６月)
において説明した。 

 
（実施状況：○） 

・より活発な
意見交換に
向け、区政
会議運営上
の課題把握
を行う必要
がある。 

・区政会議運営上の課題把
握のためのアンケートを
区政会議委員に対して実
施する。 

住之江区 

・委員アンケートを実施す
ることで課題を把握し、
会議運営の改善に努め
る。（通年） 

・年間を通した意見をい
ただくため、最終の全体
会終了後にアンケート
を実施する事を決定し
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・委員アンケートは 30 年
度最終の全体会終了後に
実施する。 

住吉区 

・各委員から出された全て
の意見について、区政へ
の反映状況や反映でき
ない理由を、次回会議ま
でにフィードバックを
行う。（通年） 

・第１回区政会議では、事
前資料を各委員へ送付
し、意見聴取を行い、全
ての意見について、対応
方針を説明した。（７月） 

 
（実施状況：○） 

・区政に関わ
る膨大な情
報を分かり
やすく伝え
る必要があ
る。 

・簡潔かつ分かりやすい資
料作りを行うとともに、
引き続き、全ての委員意
見について、区政への反
映状況等のフィードバッ
クを行う。 

東住吉区 

【区政会議委員とのより
活発な意見交換】 

・活発な意見交換に向け区
政会議運営上の課題把
握のためのアンケート

・第１回本会議を実施し
た。（６月） 

・第１回専門部会を開催
した。（２部会７月） 

・専門部会を決定する希

・意見交換は
活発に行わ
れているも
のの本会議
での提案に

・９月に第２回の専門部
会、10 月に第２回の本会
議の開催を予定してお
り、本会議の意見交換を
活発にするため地域の現
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
を区政会議委員に対し
て実施する。（下期）  

・アンケート結果に基づき
会議運営の改善を図る
とともに、いただいた意
見についての対応状況
を区政会議において示
す。（通年） 

望調査時に取り扱いた
い議題のアンケートや
意見を聴取し、第１回本
会議の議題に反映した。
またその対応として専
門部会における議論で
対応状況を示した。 

 
（実施状況：○） 

至るまで意
見の集約が
できておら
ず、活発に
行われてい
る意見交換
を提案に繋
げる運営上
の工夫が必
要。 

地視察や学校へのヒアリ
ングの場面を設ける等、
部会長や議長、委員との
コミュニケーションを密
にとりよりスムーズな運
営を行う。 

平野区 

【区政会議委員とのより
活発な意見交換】 

・より活発な意見交換に向
け区政会議運営上の課
題把握のためのアンケ
ートを区政会議委員に
対して実施する。また、
アンケート結果に基づ
き会議運営の改善を図
るとともに、いただいた
意見についての対応状
況を区政会議等におい
て示す。（通年） 

【区政会議での委員の意
見の反映状況のフィー
ドバック】 

・区政会議における意見へ
の対応状況（予算への反
映状況を含む）につい
て、区政会議で説明する
だけでなく、広報紙（４
月）においても広く周知
する。 

・毎回、会議終了後に委員
に対してアンケートを
実施し、そこでいただい
た要望を可能な限り実
現した。主な実績として
は、従前、小グループの
意見交換会（約 1 時間）
と全体会（約 1 時間）を
同日開催していたが、４
月は小グループの意見
交換会の単独開催とし、
各分野の個別のテーマ
をじっくりと深くご議
論いただいた。また、従
前の「防災」「防犯」「地
域福祉」「こども」の４
つの分野に加え、「まち
づくり企画」分野を設置
し、地域魅力の向上につ
ながる貴重な提言をい
ただく環境も整えた。 

・広報ひらの４月号で１
ページ全てを使って、区
政会議の紹介記事を掲
載。「区政会議とは」か
ら、分野ごとの「委員か
らの意見とそれを受け
た具体的な取組内容」等
を、写真も交えて分かり
やすく掲載し、区政会議
における意見への対応
状況（予算への反映状況
を含む）について、区政
会議の場で委員に説明
するだけでなく、より多
くの区民に対し、広く周
知するなど、委員の意
見・区政への反映状況の
「見える化」を実施し
た。 

 
（実施状況：○） 

・委員だけで
なくより多
くの区民に
対しても、
区政会議の
意義を理解
してもらえ
るような、
仕組みとそ
の周知が必
要である。 

・委員からいただいた意見
に対する区役所の取組状
況を、簡易でわかりやす
い資料などにまとめ、区
政会議で提供するととも
に、広報紙等で定期的に
委員の活動状況を発信す
る。 

西成区 
・より活発な意見交換に向

け区政会議運営上の課
題把握のためのアンケ
ートを区政会議委員に

・委員からのご意見・質問
等とそれに対する区の
考え方を示した資料を
作成し、区政会議におい

― ・より活発な意見交換に向
け区政会議運営上の課題
把握のためのアンケート
を区政会議委員に対して
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
対して実施する。（９月） 

・アンケート結果に基づき
会議運営の改善を図る
とともに、いただいた意
見についての対応状況
を区政会議において示
す。（下期） 

・区政会議における意見へ
の対応状況（予算への反
映状況を含む）につい
て、区政会議において説
明する。（通年） 

・区の取組について、委員
から４段階で評価を受
けて点数化し、各委員の
評価を平均して公表す
る。（上期） 

て説明した。 
 

（実施状況：○） 

実施する。 
・アンケート結果に基づき
会議運営の改善を図ると
ともに、いただいた意見
についての対応状況を区
政会議において示す。 

・区の取組について、委員
から４段階で評価を受け
て点数化し、各委員の評
価を平均して公表する。 

・引き続き、区政会議にお
ける意見への対応状況
（予算への反映状況を含
む）について、区政会議に
おいて説明する。 
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柱 2-Ⅲ-ア 区における住民主体の自治の実現 

取組②「区政会議と地域活動協議会との連携」 

 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

北区 

・地域活動協議会から推
薦を受けた区民に区政
会議の委員として就任
していただく。 

・引き続き、区政会議におい
て地域活動協議会からの
推薦委員に参画いただい
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、地域活動協議
会から推薦を受けた区民
に区政会議の委員として
就任していただく。 

都島区 

・特になし。（現委員の任
期は 31 年９月まで） 

・引き続き、区政会議におい
て地域活動協議会からの
推薦委員に参画いただい
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、地域活動協議
会から推薦を受けた区政
会議の委員を選定する。 

福島区 

・30 年度も地域活動協議
会から推薦を受けた区
政会議の委員として活
動していただく。 

・引き続き、区政会議におい
て地域活動協議会からの
推薦委員に参画いただい
た。 

 
（実施状況：○） 

 ・引き続き、地域活動協議
会から推薦を受けた区政
会議の委員を選定する。 

此花区 

・現委員の任期は 29 年
10 月～31 年９月の２
年間である。 

・30 年度第１回此花区区政
会議を６月 20 日に開催
し、地域活動協議会から
の推薦委員に参画してい
ただいた。 

 
（実施状況：○） 

― ・30 年度第２回区政会議
を 10 月に開催する。 

中央区 

・地域活動協議会から推
薦を受けた区政会議の
委員を選定するととも
に、区広報紙を活用し
情報発信を強化するこ
とで、区政会議と地域
活動協議会の連携を深
める。（通年） 

・引き続き、区政会議におい
て地域活動協議会からの
推薦委員に参画いただい
た。 

・区広報紙を活用し、地域活
動協議会の紹介に取り組
むなど情報発信を強化し
た。（５回） 

 
（実施状況：○） 

― ・地域活動協議会から推薦
を受けた区政会議の委員
を引き続き選定し、区政
会議における意見交換や
情報共有等による区政会
議と地域活動協議会の連
携を図る。 

・区広報紙を活用し情報発
信を強化することで、区
政会議と地域活動協議会
の連携を深める。 

西区 

・地域活動協議会からの
推薦委員等により構成
される西区区政会議を
年２回以上開催する。
（通年） 

・地域活動協議会からの推
薦委員等により構成され
る西区区政会議を７月に
開催した。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、地域活動協議
会からの推薦委員等によ
り構成される西区区政会
議を開催する。 

港区 

・30 年度は委員の選定な
し。 

・引き続き、区政会議におい
て地域活動協議会からの
推薦委員に参画いただい
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、地域活動協議
会から推薦を受けた区政
会議の委員を選定する。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

大正区 

・30 年度は委員の選定は
ないため、30 年度も、
地域活動協議会から推
薦を受けた区政会議の
委員として活動してい
ただく。 

・引き続き、区政会議におい
て地域活動協議会からの
推薦委員に参画いただい
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、地域活動協議
会からの推薦者を含む委
員により構成される区政
会議を開催する。 

天王寺区 

・地域活動協議会をはじ
め、各種地域団体から
推薦を受けた区政会議
の委員を置く。（通年） 

・引き続き、区政会議におい
て、地域活動協議会をは
じめ、各種地域団体から
推薦を受けた委員に参画
いただいた。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域活動協議会をはじ
め、各種地域団体から推
薦を受けた区政会議の委
員を置く。 

浪速区 

・30 年度は委員の選定な
し。（現委員の任期は31
年９月まで） 

・引き続き、区政会議にお
いて地域活動協議会から
の推薦委員に参画いただ
いた。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、区政会議にお
いて地域活動協議会から
の推薦委員に参画いただ
いた。 

 

西淀川区 

・区政会議での議論内容
を地域活動協議会会長
会で報告。（通年） 

・区政会議での議論内容を
地域活動協議会会長会で
報告した。（１回） 

 
（実施状況：○） 

― ・区政会議での議論内容を
地域活動協議会会長会で
報告する。 

淀川区 

・委員改選の年ではない
が、任期途中で地域団
体推薦委員がやめる場
合は、後任の委員を地
域活動協議会から推薦
頂くように依頼する。
（通年） 

・任期途中で辞退した地域
団体推薦委員の後任を地
域活動協議会から推薦頂
いた。 

 
（実施状況：○） 

― ・任期途中で地域団体推薦
委員がやめる場合は、後
任の委員を地域活動協議
会から推薦頂くように引
き続き依頼する。 

東淀川区 

・区政会議での議論内容
を地域活動協議会へフ
ィードバックを要請。
（通年） 

・会議時、区政会議委員に情
報を地域へフィードバッ
クするよう要請した。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、地域活動協議
会から推薦を受けた区政
会議の委員を選定する。 

・30 年度は委員の選定な
し。 

東成区 

・区政会議委員の構成（地
域からの推薦や公募な
ど、区民を代表する委
員による）について、広
報紙で周知すること
で、地域の総意形成機
能を担う地域活動協議
会との連携のもと区政
会議を開催しているこ
とを周知。（上期） 

・広報紙ひがしなりだより
において、区政会議委員
の構成や、会議で出され
た意見の反映状況につい
て特集記事を作成し、区
民に周知した。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、地域活動協議
会から推薦を受けた区政
会議の委員を選定する。 

生野区 

・地域活動協議会から推
薦を受けた区政会議の
委員を選定する。（通
年） 

・30 年度は委員の選定な

・引き続き、区政会議におい
て地域活動協議会からの
推薦委員に参画いただい
た。 

 

― ・引き続き、地域活動協議
会から推薦を受けた区政
会議の委員を選定する。 

・30 年度は委員の選定な
し。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
し。 （実施状況：○） 

旭区 

・選定された委員と活発
に意見交換し、区政会
議と地域活動協議会と
の連携を図る。（随時） 

・区政会議において、各団体
から推薦された委員につ
いては各団体を代表して
のご提案をいただくよう
に説明し、各地域の実情
や課題を基に発言いただ
いた。 

  
（実施状況：○） 

― ・区政会議と地域活動協議
会との連携が図れるよう
に、各地域活動協議会を
代表してのご意見をいた
だくように説明する。 

城東区 

・地域活動協議会から推
薦を受けた区政会議の
委員を選定。（通年） 

・引き続き、区政会議におい
て地域活動協議会からの
推薦委員に参画いただい
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、地域活動協議
会から推薦を受けた区政
会議の委員に参画いただ
く。 

鶴見区 

・地域活動協議会から推
薦を受けた区政会議委
員の選定（通年） 

・引き続き、区政会議におい
て地域活動協議会からの
推薦委員に参画いただい
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・全地域活動協議会から推
薦を受けた区政会議委員
を引き続き選定する。 

阿倍野区 

・30 年度は委員の改選な
し。（現委員の任期は31
年９月まで） 

・引き続き、区政会議におい
て地域活動協議会からの
推薦委員に参画いただい
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・30 年度は委員の改選な
し。（現委員の任期は 31
年９月まで） 

住之江区 

・各地域活動協議会から
推薦を受け委員の選定
を行い、会議の運営を
工夫することで、より
連携を深める。（通年） 

・30 年度は委員の選定な
し。 

・区政会議において、各地域
の現状を積極的に発言い
ただけるよう議事を進行
し、各委員より発言いた
だいた。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、地域活動協議
会からの推薦を受けた区
政会議の委員を選定す
る。 

住吉区 

・地域活動協議会から推
薦を受けた区政会議の
委員を選定する。（通
年） 

＊30年度は委員の選定な
し。 

・引き続き、区政会議にお
いて地域活動協議会か
らの推薦委員に参画い
ただいた。 

 
（実施状況：○） 

・区政会議で
議論された
課題等につ
いて、地域
活動協議会
との情報共
有を図るこ
とが必要で
ある。 

・主要な課題は地域活動協
議会会長会を通じて委員
以外のメンバーにも共有
していく。 

東住吉区 

・30 年度も地域活動協議
会から推薦を受けた区
政会議の委員として活
動していただく。 

・第１回本会議実施（６月） 
・第１回専門部会開催（２部
会７月） 

・引き続き、地域活動協議会
から推薦を受けた委員と
して活動していただい

― ・引き続き、地域活動協議
会から推薦を受けた区政
会議の委員を選定する。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
た。 

 
（実施状況：○） 

平野区 

・地域活動協議会から推
薦を受けた区政会議の
委員を選定する。（30年
度の委員選定あり）（通
年） 

・引き続き、区政会議におい
て地域活動協議会からの
推薦委員に参画いただい
ている。また、追加の選定
にも対応できるよう枠を
確保した。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、地域活動協議
会から推薦を受けた区政
会議の委員を選定する。 

西成区 

・現委員の任期は 31 年９
月までのため、30 年度
も地域活動協議会から
推薦を受けた区政会議
の委員として活動して
いただく。 

・30 年４月以降においても
地域活動協議会から推薦
を受けた区政会議の委員
として務めていただい
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、委員として活
動していただく。 
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柱 2-Ⅲ-イ 多様な区民の意見やニーズの的確な把握 

取組①「意見やニーズの把握手法の多角化」 

 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

北区 

・送付用の封筒が目立つ
ように色封筒や透明の
封筒への変更や、設問
に関するチラシやパン
フレットを同封するな
ど、回答率の向上のた
めの工夫を行う。（下
期） 

・12 月の区民アンケー
ト送付に向け、封筒を
カラーにする仕様書
案を作成した。 

 
（実施状況：○） 

― ・設問について、内容・ボ
リュームを見直すなど回
答率の向上のための工夫
を行う。 

都島区 

・区民アンケート 年２
回 

・区長出前講座「区長と話
そう！」の実施（通年） 

・地域担当制の実施（通
年） 

・区民アンケートの委託
先事業者選定に着手
した。 

・区長出前講座「区長と
話そう！」の周知 １
回（広報誌６月号） 

・地域会議・イベント等
への出席 ９地域 

 
（実施状況：○） 

― ・区民アンケート ２回 
・区長出前講座 
・地域会議・イベント等へ
の出席 ９地域 

福島区 

・多様な区民の意見やニ
ーズの把握のため、能
動的には区政会議や区
民モニターアンケート
調査(年３回)、区民懇談
会(年３回)によって、受
動的には「区長に届け
みんなの声、そして小
さな声」（意見箱の設置
場所を含む鉄道駅ほか
区内 12 箇所に意見用
紙を常設）により、意見
収集や区政評価を行
う。(通年) 

・多様な区民の意見やニ
ーズを把握するため、
第一回目の区民モニ
ターアンケートに向
けて準備を進めた。ま
た、６月に第一回目の
区政会議、８月に２回
に渡ってラウンドテ
ーブルを開催し、地域
の意見を広く把握す
るよう努めた。 

・４月以降「区長に届け
みんなの声、そして小
さな声」を通して随時
意見収集を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・10 月から順次区民モニ
ターアンケートを実施す
る(年３回)。 

・区政会議のほか、「区長に
届けみんなの声、そして
小さな声」等により引き
続き区民の意見やニーズ
を把握する。 

此花区 

・これまで実施してきた
次の取組を継続して実
施する。 

（＊継続して取り組むこ
と） 

・ 無 作 為 抽 出 に よ る
1,500 名の区民を対象
とした此花区民アンケ
ートの実施（下期） 

・各事業の参加者を対象
としたアンケートの実
施（通年） 

・広報紙での区民意見や
ニーズの把握（通年） 

・区役所内に組織横断的

・区民アンケートの準備
作業（住民データの取
得）を実施。 

・意見箱で区民からいた
だいた苦情やご意見
の周知や原因把握に
努め、業務改善につな
げることができた。 

・区内各地域の担当チー
ムを編成し、地域活動
に協力した。 

 
（実施状況：○） 

― ・無作為抽出による 1,500
名の区民を対象とした
此花区民アンケートを
実施する。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
な地域担当チームを編
成。（通年） 

・区庁舎内に意見箱を設
置（通年） 

 
・効果的な取組であると

区長会議において判断
された内容を検討し、
可能なものを実施す
る。（通年） 

中央区 

・これまで実施してきた
次の取組を継続して実
施する。 

・市民の声の受付（随時） 
・広く区民から意見を聴

く改善箱を設置し、対
応状況等をホームペー
ジで公開（随時） 

・区民モニターアンケー
トの実施 ２回（下期） 

・アンケートの結果をホ
ームページで公開（下
期）                  

・効果的な取組であると
区長会議において判断
され、ベストプラクテ
ィスとして 24 区で共
有された内容を検討
し、当区の実情に即し
たものを実施する。（随
時） 

・市民の声の受付を行っ
た。（13 件） 

・広く区民から意見聴取
するため、改善箱を設
置した。 

・効果的な取組であると
区長会議部会で決議
された内容について、
担当内打合せを実施
した。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、次の取組を継
続して実施する。 

・市民の声の受付（随時） 
・広く区民から意見を聴く
改善箱を設置し、対応状
況等をホームページで公
開（随時） 

・区民モニターアンケート
の実施 ２回 

 アンケートの結果をホ
ームページで公開。      

 効果的な取組であると
区長会議において判断さ
れ、ベストプラクティス
として 24 区で共有され
た内容を検討し、当区の
実情に即したものを実施
する。（随時） 

西区 

・区長が区内で活動を行
っている団体等から意
見を聞く取組を行うな
ど、区民ニーズを把握
する仕組みを充実させ
る。（通年） 

・区民の方からいただい
た意見等に対しても区
政運営に反映できた意
見だけではなく、反映
できなかったものにつ
いても、庁内掲示やホ
ームページへの掲載手
法を工夫するなど、区
民ニーズの施策反映に
ついて「見える化」を意
識した情報発信を行
う。（通年） 

・地域コミュニティの活
性化に向けて連携を
検討いただけるよう
団体や企業などを訪
問し、意見をお聞きし
た。 

・区政会議において委員
の皆さんよりいただ
いた全ての意見等に
対する区の考え方・回
答についてホームペ
ージに掲載するなど、
「見える化」を意識し
た情報発信を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、地域の様々な
取組に参画している多様
な活動主体などから、区
長が意見を聞き取り、区
民ニーズの把握を行う。 

 
・引き続き、区民の方から
頂いた意見等に対する回
答について、区政運営に
反映できた意見だけでは
なく、反映できなかった
ものについても、庁内掲
示やホームページへの掲
載手法を工夫するなど、
区民ニーズの施策反映に
ついて「見える化」を意識
した情報発信を行う。 

港区 

・これまでの手法の改善
を図りながら、他区で
の効果的な取組を参考
にしながら、意見・ニー
ズの把握手法の工夫・

・地域活動協議会ごとに
地域担当職員を配置
して、意見やニーズの
把握を行った。 

・これまでの手法である

― ・区民モニターアンケート
調査を 2,000 名を対象に
実施する。 

・引き続き「み・な・と改
善箱」「市民の声」「地域担
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
充実を図る。（通年） 「み・な・と改善箱」

や「市民の声」等によ
り意見・ニーズの把握
を行った。 

 
（実施状況：○） 

当職員」等により意見・ニ
ーズを把握する。 

大正区 

・無作為抽出した区民に
対する区民意識調査を
実施する。(７月、２月) 

・これを補完するために、
区内福祉関連施設や子
育て関連施設などの協
力を得て、高齢者・障が
い者・子育て層などの
声を把握に努める。（通
年） 

・ＰＤＣＡサイクル徹底
のため、各事業の効果
測定を行うとともに、
調査結果の分析・課題
抽出により、今後の区
政運営に活用する。(通
年) 

・無作為抽出した区民に
対する区民意識調査
を実施した。（７月 19
日～８月９日） 

 
（実施状況：○） 

― ・無作為抽出した区民に対
する区民意識調査を実施
する。(２月) 

・これを補完するために、
区内福祉関連施設や子育
て関連施設などの協力を
得て、高齢者・障がい者・
子育て層などの声を把握
する。 

・ＰＤＣＡサイクル徹底の
ため、各事業の効果測定
を行うとともに、調査結
果の分析・課題抽出によ
り、今後の区政運営に活
用する。 

天王寺区 

・区民モニターを区政評
価員と位置づけ、区の
施策・事業に対する、多
くの多様な区民の意見
やニーズ、施策・事業の
成果・評価などに関す
る情報を収集・分析し、
施策・事業の企画・立案
から実施など全般に渡
る意思決定に役立てる
ために、調査を実施す
る。（通年） 

 調査回数 ２回(別途、
格付け１回) 

調査対象者数 
 区実施（２回） 
 １回目 2,000 名 
 ２回目 2,000 名 
・区政運営にかかる意見

や評価をいただくため
に、区役所職員から構
成される区民の声集約
チーム～あなたの声を
つなげ隊～のメンバー
が中心となって、意見
聴取を行う。区民と直
接対話を行うことで、
区民モニター（区政評
価員）でも捕捉できな
い区政への関心の薄
い、サイレント・マジョ
リティの意見やニーズ

・１回目の区民モニター
（区政評価員）アンケ
ート調査を 2,000 名を
対象に実施した。 

・あなたの声をつなげ隊
による意見聴取を、８
月末までに３テーマ
実施（うち、１テーマ
実施中）した。 

 
（実施状況：○） 

― ・２回目の区民モニター
（区政評価員）アンケー
ト調査を 2,000 名を対象
に実施する。 

・区政運営にかかる意見や
評価をいただくために、
区役所職員から構成され
る区民の声集約チーム～
あなたの声をつなげ隊～
のメンバーが中心となっ
て、意見聴取を行う。区民
と直接対話を行うこと
で、区民モニター（区政評
価員）でも捕捉できない
区政への関心の薄い、サ
イレント・マジョリティ
の意見やニーズを的確か
つ 着 実 に 把 握 す る 。
（1,200 件以上） 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
を的確かつ着実に把握
する。 

 1,200 件以上（通年） 

浪速区 

・区民アンケートの実施
（下期） 

・区民からの声BOX庁内
設置（通年） 

・行政連絡調整会議での
「市民の声」情報共有
（年６回） 

・地域担当職員による地
域情報の収集（通年） 

・区民の相談・意見・要望
を区長が直接聴く「区
長と語ろう」（仮）を実
施（通年） 

・区民からの声 BOX を
庁内設置し日々確認
を行い、迅速な対応を
行った。 

・行政連絡調整会議を２
回開催し「市民の声」
の情報共有をした。 

・地域担当職員による地
域情報の収集行い要
望には、迅速な対応を
行った。 

・「区長と語ろう」を８月
より実施した。 

 
（実施状況：○） 

・区民の意見や
ニーズについ
て、ＳＮＳ等を
活用した効果
的な把握が必
要である。 

・区民アンケートを 11 月
頃実施し、１月末頃に結
果をまとめ２月頃公表す
る。 

・区民からの声 BOX につ
いては、今後も継続した
取組を行う。 

・区民からの声 BOX 等の
設置と対応状況をＳＮＳ
で公表し、区民の意見や
ニーズについて把握をす
る。 

・行政連絡調整会議は今後
４回開催し「市民の声」の
情報を共有する。 

・地域担当職員による地域
情報の収集及び対応につ
いては、今後も継続した
取組を行う。 

・「区長と語ろう」を９月以
降毎月実施する。 

西淀川区 

・地域の集会所等に区役
所への要望や意見を郵
送できる専用フォーム
「西淀川区長に届くあ
なたの声」を設置する。
（通年） 

・インターネットや携帯
端末で気軽に市政、区
政に対する意見、要望
を伝える手段があるこ
とを広報紙やホームペ
ージで分かりやすく発
信するとともに、広報
板 や Twitter 、
Facebook 等も活用し
広く区民に周知する。
（通年） 

・無作為による区民アン
ケート調査：年３回 

・地域の集会所等に区役
所への要望や意見を
郵送できる専用フォ
ーム「西淀川区長に届
くあなたの声」を設置
した。 

・インターネットや携帯
端末で気軽に市政、区
政に対する意見、要望
を伝える手段がある
ことを広報紙やホー
ムページで分かりや
すく発信するととも
に、広報板や Twitter、
Facebook 等も活用し
広く区民に周知した。 

・無作為による区民アン
ケート調査：１回 

 
（実施状況：○） 

― ・地域の集会所等に区役所
への要望や意見を郵送で
きる専用フォーム「西淀
川区長に届くあなたの
声」を設置する。 

・インターネットや携帯端
末で気軽に市政、区政に
対する意見、要望を伝え
る手段があることを広報
紙やホームページで分か
りやすく発信するととも
に、広報板や Twitter、
Facebook 等も活用し広
く区民に周知する。 

・無作為による区民アンケ
ート調査を実施する：2回 

・ＳＮＳを活用した区民の
意見やニーズの把握等を
実施する。 

淀川区 

・区民アンケート（２回）
を開催し、実施の際に
は、電子アンケートシ
ステムを活用し、40 歳
未満の回答数の増加を
めざし、全体の回答数
を増やす。（10・２月） 

・市民の声の対応（通年） 
・ご意見箱への回答（ロビ

・市民の声で頂いたご意
見に対する市の考え
方をＨＰで公表した。 

・ご意見箱の意見に対応
方針を回答するとと
もに、ロビーへ掲示を
行い、来庁者に周知し
た。 

 

・区で実施して
いるアンケー
トは事業毎の
ニーズや満足
度調査となっ
ているため、設
問の対象とな
っていない分
野でのニーズ
把握が難しい。 

・区長会議において決議さ
れた「ＳＮＳを活用した
区民の意見やニーズの把
握の取組」について、区長
会議人事・財政部会の支
援を受けながら他区及び
他都市の取組内容を参考
に、具体的な内容・手法を
検討する。 

・区民アンケート（２回）

178 

 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
ーでの掲示）（通年） （実施状況：○） ・若年層が転出

超過となって
いる要因に関
する区民ニー
ズについて、把
握の手法を検
討する必要が
ある。 

を取組内容通り実施す
る。（10、２月） 

東淀川区 

（区民等の参画による区
の特性に応じた区政運
営の推進） 

・区の施策事業について
立案段階から多様な区
民等（地域活動協議会
推薦及び公募からなる
区政会議委員）の意見
を把握し適宜これを反
映させるとともに、執
行段階及び事業終了段
階での実績及び成果の
評価にかかる意見を聞
くことで、地域の特性
やニーズに応じた区民
協働型の区政運営の実
現をめざす。（通年） 

（広聴相談・総合窓口機
能の充実） 

・区広聴・広報戦略に基づ
く広聴の強化・分析の
取組を充実させること
で、区民の声を区政に
活かす取組を進める。
（通年） 

・区民からいただいた「市
民の声」について、迅速
確実に回答のうえ、適
切に事務改善につなげ
ていく。（通年） 

・身近な総合窓口として
市政・区政全般に対す
る区民のご意見を受け
止め、関係部署と連携
してその解決に取り組
む。（通年） 

・それらの取組結果につ
いて、積極的に広報を
行っていく。（通年） 

（区民等の参画による
区の特性に応じた区
政運営の推進） 

・区政会議を実施した。
(本会１回、４部会各２
回:同日開催含む) 

・学習会を４回、議長･副
議長会を１回実施し
た。 

・29 年度の運営方針に
ついて区政会議委員
からの評価を実施し
た。 

（広聴相談・総合窓口機
能の充実） 

・区民から多くの問い合
わせがある等、区民の
関心が高い情報を抽
出し、その内容を各事
業のターゲットにど
のように伝えていく
かを検討して区広聴
広報戦略・年間戦術シ
ートにとりまとめ、ビ
ラの内容や広報紙の
表現に反映した。 

・主要な市民の声につい
て職員向けの「広聴・
広報ニュース」で事例
共有を行った。また、
回答所要日数につい
ての改善を進めた。 

・行政連絡調整会議等を
活用し、区内の行政関
係事業所と連携して
課題の解決にあたっ
た。 

 
（実施状況：○ ） 

（広聴相談・総合
窓口機能の充
実） 

・市民の声の回
答所要日数に
ついて、14日の
期限を超過す
るものが相当
数ある。 

（区民等の参画による区
の特性に応じた区政運営
の推進） 

・区政会議を実施する。(本
会２回、４部会各４回:同
日開催含む) 

・学習会を適宜開催すると
ともに、議長･副議長会を
2 回開催する。 

・区政会議委員へのアンケ
ートを実施する。 

 
（広聴相談・総合窓口機能
の充実） 

・市民の声の回答所要日数
短縮について区長から直
接指示を行ったほか、日
程管理手法の改善等を行
うことで、回答所要日数
短縮につなげていく。 

・より一層の区民ニーズの
把握のため、LINE＠アカ
ウントを活用したアンケ
ートを実施する。 

東成区 

・区民アンケートを実施
（３回：６月・９月・11
月（予定））するととも
に、地域担当職員によ
る地域情報の収集（11
地域）を実施する。（通
年） 

・実施時期や 30 年度の
質問内容や数の概要
を担当課と調整する
とともに委託契約事
務等を進め区民アン
ケート実施事務を進
めた。地域担当職員
（11 地域）による地域

― ・区民の多様な意見やニー
ズを把握するため、区民
アンケートを３回実施す
る。また、地域担当職員に
よる地域情報の収集（11
地域）を、引き続き実施す
る。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
情報の収集に取り組
んだ。 

 
（実施状況：○） 

生野区 

・29 年度に実施した次の
取組を継続して実施す
る。 

  無作為抽出による
1,500 名の区民を対
象とした生野区民ア
ンケートの実施（下
期） 

  各事業の参加者を対
象としたアンケート
の実施（通年） 

  区庁舎内への意見箱
の設置（通年） 

・効果的な取組であると
区長会議において判断
された内容を検討し、
可能なものを実施す
る。（通年） 

・各事業の参加者を対象
としたアンケートを
実施した。 

・区庁舎内への意見箱を
継続して設置した。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、これまで実施
してきた次の取組を実施
する。 

  無作為抽出による
1,500 名の区民を対象
とした生野区民アン
ケートの実施 

  各事業の参加者を対
象としたアンケート
の実施 

  区庁舎内への意見箱
の設置 

・効果的な取組であると区
長会議において判断され
た内容を検討し、可能な
ものを実施する。 

旭区 

・区民アンケート実施（７
月・１月） 

・区役所情報コーナーに
ご意見箱設置（通年） 

・市民の声等の回答を区
ホームページに掲載す
るとともにファイリン
グして区役所情報コー
ナーで閲覧できるよう
設置（通年） 

・区民アンケートの実施
について、一部委託化
することとし、事務処
理に期間を要したこ
とから、アンケート内
容の調整及び委託事
業者の決定にとどま
った。 

・区役所情報コーナーに
ご意見箱を設置した。 

・区ホームページに「ご
意見・ご要望（市民の
声など）」を掲載する
とともに、ファイリン
グして区役所情報コ
ーナーで閲覧できる
よう設置した。 

 
（実施状況：△） 

・第１回目の区
民アンケート
を早期に実施
する必要があ
る。 

・区民アンケートを実施す
る。（９月、１月） 

・区役所情報コーナーへの
ご意見箱の設置を継続す
る。 

・市民の声等の回答を区ホ
ームページに掲載すると
ともにファイリングして
区役所情報コーナーで閲
覧できるよう設置する。 

・区長会議部会で決議され
た、ＳＮＳを活用した意
見聴取の取組等について
検討する。 

城東区 

・区政会議や教育会議、区
民アンケート（年２
回）、コスモスメール
（ご意見箱）、市民の声
によるニーズ把握を実
施。（通年） 

・区政会議を実施した。
（５月、７月） 

・コスモスメール、市民
の声によるニーズ把
握を実施した。 

 
（実施状況：○） 

― ・区政会議本会および部会
を実施する。 

・教育会議を実施する。 
・市民の声等により引き続
き、区民ニーズの把握を
行う。 

鶴見区 

・区民アンケートの実施：
年３回 

・転入者リサーチアンケ
ートの実施：年３回 

・第１回区民アンケート
の実施（６月） 

・転入者リサーチアンケ
ートの実施（２回） 

― ・第２回・第３回区民アン
ケートを実施する。（11
月・12 月） 

・転入者リサーチアンケー
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
・各課への意見箱の設置

（通年） 
・区長と区民との意見交

換会（年１回） 
・区政会議（部会９回、全

体会３回） 
（通年） 

・各課へ意見箱設置し、
区民の意見・要望を受
付 

・区政会議（部会１回） 
 

（実施状況：○） 

トを実施する。 
・各課へ意見箱を設置し区
民の意見・要望を受け付
ける。 

・区長と区民との意見交換
会を実施する。（11 月） 

・区政会議を実施する。（部
会３回、全体会２回） 

阿倍野区 

・これまで実施してきた
次の取組を継続して実
施する。 

・区政会議の開催（全体会
年３回、各部会年２回
以上）（通年） 

・教育会議の開催(年６回
以上）（通年） 

・地域福祉計画推進会議
（通年） 

・区民モニターアンケー
トの実施（年２回）（12
月ごろ・２月ごろ） 

・来庁者アンケートの実
施（年２ 

回）（８月・２月） 
・今月の目標の実施（毎

月） 
・意見箱の設置（区役所内

３か所）（通年） 
・地域担当職員が地域の

情報やニーズの把握
（通年） 

・区政会議の開催：全体
会１回(６月)、各部会
２回(７月・８月) 

・阿倍野区教育会議の開
催：２回 

・地域福祉推進会議の実
施：１回(７月) 

・毎月「今月の目標」を
設定し、正面玄関前に
アンケートボードを
設置して、職員が達成
できているかどうか
の来庁者アンケート
を実施：月１回 

・意見箱の設置（区役所
内３か所）：通年 

・地域担当職員が地域の
情報を把握し情報発
信を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・区政会議の開催：全体会
２回(10 月・12 月) 

・阿倍野区教育会議の開
催：３回程度 

・学校見学等の実施 
・地域福祉推進会議の開催

(10 月・３月予定) 
・区民モニターアンケート
の実施：２回(９月・１月
予定) 

・来庁者アンケートの実
施：２回(９月・２月予定) 

・毎月「今月の目標」を設
定し、正面玄関前にアン
ケートボードを設置し
て、職員が達成できてい
るかどうかの来庁者アン
ケートを実施：月１回 

・意見箱の設置（区役所内
３か所）：通年 

・地域担当職員が地域の情
報を把握し情報発信を行
う。 

住之江区 

・必要に応じて地域別の
区民モニターアンケー
トの集計結果を活用す
るなどし、区民モニタ
ーを今後の施策・事業
の効果のさらなる向上
につなげる。（通年） 

・広報紙７月号とホーム
ページにおいて、30 年
度区民モニターの募
集記事を掲載した。 

 
（実施状況：○） 

・区民モニター
アンケートを
はじめ、区民の
意見やニーズ
を行政に届け
る様々な機会・
手法の周知を
図る必要があ
る。また、区民
モニターアン
ケートでは、意
見やニーズが
より的確に把
握できるよう
な設問のあり
方の工夫が必
要である。 

・区民モニターアンケート
を３回実施する。 

・街頭やイベントなど様々
な場所でアンケートを実
施し、ニーズ把握を行う。 

・広報紙の懸賞応募を活用
したアンケートを実施す
る。 

住吉区 

・「声なき声」など把握し
にくいものも含めた多
様な区民ニーズや意
見･評価を的確に把握
し、施策や事業に反映
するため、区民意識調

・区民意識調査を８月に
実施した。 

・地域担当職員を活用
し、ニーズや意見の把
握を行った。 

・区民の意見や
ニーズを把握
する様々な手
法を検討・実施
する必要があ

・区民意識調査を１月に実
施する。 

・調査にあたっては、ＰＤ
ＣＡサイクル徹底に向
け、各事業の効果測定や
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
査を年２回（８月、１
月）実施する。 

・調査にあたっては、ＰＤ
ＣＡサイクル徹底に向
け、各事業の効果測定や
課題抽出等に生かし、今
後の区政運営に反映す
る。（通年） 

・市民の声の受付を行っ
た。 

 
（実施状況：○） 

る。 課題抽出等に生かし、今
後の区政運営に反映す
る。 

・LINE を活用した意見や
ニーズの把握を行う。 

・いただいた市民の声につ
いて全課で共有し、改善
につなげる。 

・地域担当職員により地域
情報を収集し、施策・事業
への反映や改善につなげ
る。 

東住吉区 

・区政会議の開催（本会議
３回、２部会各２回実
施）（通年） 

・区政会議の意義や議事
内容の区民への周知
（広報紙等）（上期） 

・年３回の区民アンケー
トの実施 

 （通年） 
・新・東住吉区将来ビジョ

ンの実現に向けた、区
民が主役となるまちづ
くりプロジェクト（e-
sumi なでしこ）のサポ
ート（月１回） 

・大阪城南女子短期大学
との包括連携会議（１
回 上期） 

・大学や企業等と連携し
た取組の促進（通年） 

・第１回本会議実施（６
月） 

・第１回専門部会開催
（２部会７月） 

・区広報紙及びホームペ
ージにおいて区政会
議の意義や議事内容
を区民へ周知した。 

・第１回区民アンケート
の実施（８月） 

・e-sumi なでしこのサ
ポートの実施（４月～
８月） 

・大阪城南女子短期大学
との包括連携会議（７
月） 

・大阪城南女子短期大学
や北港観光バス（株）
と子育て・福祉・コミ
ュニティバス等の連
携を支援する意見交
換を実施（６月） 

 
（実施状況：○） 

― ・区政会議の開催（本会議
２回、２部会各１回実施） 

・区政会議の意義や議事内
容の区民への周知（広報
紙等） 

・区民アンケートの実施 
 
・新・東住吉区将来ビジョ
ンの実現に向けた、区民
が主役となるまちづくり
プロジェクト（e-sumi な
でしこ）のサポート（月１
回） 

・大学や企業等と連携した
取組の促進 

平野区 

・年２回の区民モニター
アンケート時に、回答
率、回答年代等を分析
し、より効果的に区民
の意見やニーズを把握
できるよう工夫を凝ら
していく。（７月・12月） 

・子育て層アンケートの
回答率が低いため、ア
ンケート方法を見直
す。（12 月～１月） 

・29 年度の回答結果を
踏まえ、具体例を明示
するなど質問の分か
りやすさや見やすさ
等を工夫し、７月のア
ンケートを作成、送付
した。 

 
（実施状況：○） 

・12 月のアンケ
ートは、７月の
アンケート回
答者あてに送
付するため、更
なる工夫の検
討が必要であ
る。 

・子育て層アン
ケートは、事前
にアンケート
を送付し検診
時に回収して
いるが、電子申
請システム（ア
ンケートシス
テム）を活用す
るなどの改善

・７月のアンケート結果を
速やかに集計・公表する
とともに、結果を分析し、
必要に応じ改善を加えた
うえで、12 月のアンケー
トに臨む。 

・Twitter などのＳＮＳを
活用し、電子申請システ
ム（アンケートシステム）
へ促す。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
が必要である。 

西成区 

・幅広く区民からの意見
などを収集するととも
に、満足度などを把握
し検証するために区民
アンケート等を実施す
る。（下期） 

・区役所１階ロビーに
「意見箱」を設置し、
広く区民のニーズや
意見を収集した。 

 
（実施状況：○） 

― ・幅広く区民からの意見な
どを収集するとともに、
満足度などを把握し検証
するために区民アンケー
ト等を実施する。 
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柱 2-Ⅳ-ア さらなる区民サービスの向上 

取組①「区民に身近な総合行政の窓口としての機能の充実」 

 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

北区 

・北区業務関連索引簿
「北区取次名人」の内
容を充実させる。（通
年） 

・「北区取次名人」におい
て古い情報や問合せが
少ない情報を削除し、問
合せ時の検索に要する
時間を短くした。 

 
（実施状況：○） 

・区民からの問
合せが多岐に
わたるため、さ
らにスムーズ
に対応するた
めの工夫が必
要。 

・最新の区政情報等を把握
し、常に「北区取次名人」
の更新を行っていく。 

都島区 

・広聴・各種相談事業の
実施（通年） 

・行政連絡調整会議等
の開催（年 12 回） 

・法律相談ほか４種の相
談事業を実施中。 

・相談事業の充実を図る
ため、新たな相談事業の
実施を検討した。 

・行政連絡調整会議 ２回
（４月、７月） 

・行政連絡調整会議小会
議 １回（６月） 

・現業職場事業所等連絡
会議 １回（６月） 

 
（実施状況：○） 

－ ・法律相談ほか４種の相談
事業の実施 

・相談事業の充実を図るた
め、新たな相談事業の実
施を検討する。 

・行政連絡調整会議 ２回
（12、３月） 

・行政連絡調整会議小会議 
３回（９、12、３月） 

・現業職場事業所等連絡会
議 ３回（９、12、３月） 

福島区 

・区役所が区民に身近
な総合行政の拠点と
して、窓口で区民ニー
ズに適切に対応する
ための各ツールの充
実に取り組む。（通年） 

・総合的な市政の内容
やその担当等が手軽
に検索できるウェブ
サイト等を駆使し、窓
口のその場でタブレ
ット端末を利用し即
座に対応する仕組み
を構築する。（通年） 

・職員間での区役所業
務から担当の内線番
号が一目で確認でき
るツールの作成・共有
（通年） 

・ライフイベントでの
主な手続き窓口の案
内を作成し、１Ｆロビ
ーに設置（通年） 

・４月から大阪市総合コ
ールセンターのウェブ
サイトアイコンをホー
ム画面に表示させたタ
ブレット端末を窓口に
設置した。 

・業務内容を記載した担
当の内線番号一覧を職
員間で共有し、随時アッ
プデートした。 

・ライフイベントでの主
な手続き窓口の案内を
１Ｆロビーに設置した。 

 
（実施状況：○） 

・さらに便利な
職員用窓口対
応補助ツール
の検討が必要
である。 

・現行の各ツールを実際に
利用しているスタッフの
意見等を参考にしなが
ら、ツールの見直しやア
ップデート、再検討等を
実施する。 

此花区 

・「関係局と連携して責
任を持って対応」する
ための連携先情報の
取りまとめ、連絡体制
の構築と連絡方法の
確認を行い、マニュア
ル化して職員に徹底

・随時連絡先等の更新を
行い、引き続き業務で活
用した。 

・第１回の区政会議を６
月 20 日に実施。 

・行政連絡調整会議メン
バーへの情報提供を適

・区役所だけで
は解決困難な
案件について、
関係局と迅速
な解決に向け
た協力体制の
構築が必要。 

・第２回の区政会議を 10
月下旬に開催。 

・９月以降も引き続き関係
局と連携を図り、住民が
抱える課題を聞き取って
解決に向けて取り組んで
いく。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
する。（通年） 

・関係局と連携して住
民の抱える課題を解
決するための体制を
構築する。 

（区政会議、行政連絡調
整会議などをベース
に具体に対応できる
連絡調整の仕組みを
構築）（通年） 

宜実施。 
 

（実施状況：○） 

中央区 

・市民の声など区民が
抱える様々な課題に
対して、その内容に応
じて関係局と連携し
て、責任を持って対応
する。（随時） 

・来庁・郵便、電話やイ
ンターネット等によ
り受け付け、的確にフ
ィードバックする。
（随時） 

・研修等への参加によ
り職員の課題解決力
を向上させる。（随時） 

・市民の声などに対して、
関係局と連携して責任
をもって対応するなど、
的確なフィードバック
に取り組んだ。（期限内
に対応した市民の声４
～８月末 13 件/13 件
（100％）） 

・コーチングスキル研修
を実施した。（８月） 

・夜間スキルアップ講座
などの周知を行った。
（随時） 

 
（実施状況：○） 

・研修への参加
を促すため、
様々な研修を
広く周知して
いく必要があ
る。 

・引き続き、市民の声など
に対して、来庁・郵便、電
話やインターネット等で
受け付けし、関係局と連
携して責任をもって対応
するなど、的確にフィー
ドバックする。（随時） 

・研修等への参加により職
員の課題解決力を向上さ
せる。（随時） 

西区 

・関係局との連絡体制
を確保することによ
り、区内の様々な課題
に対応できる体制づ
くりを進めるための
行政連絡調整会議を
開催する。（上期） 

・課を超えた情報共有
のため定期的に課長
会や係長会を開催す
る。（通年） 

・関係局との連絡体制を
確保することにより、区
内の様々な課題に対応
できる体制づくりを進
めるための行政連絡調
整会議を５月に開催し
た。 

・毎月１回定期的に係長
会を開催するとともに、
市政方針や区長指示等
区役所全体で情報共有
した上で対応する必要
が生じた場合等に随時
課長会を開催した。 

 これらに加え、概ね毎日
夕刻に課長級による情
報交換会を実施し、課を
超えた情報共有を行っ
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、関係局との連
絡体制を確保していくと
ともに、課を超えた情報
共有のため定期的に課長
会や係長会を開催してい
く。 

港区 

・行政機関の場合それ
ぞれ異なる法令等で
対応することになる
ので、やむを得ない場
合がある。行政連絡会
議等を通じ日ごろか
ら連携して、迅速対応
を心掛ける。（通年） 

・港区行政連絡調整会議
開催：５月、７月 

・６月の大阪北部地震、７
月の西日本豪雨時には
関係所管の間で連携し
た取組ができた。 

 

― ・引き続き、港区行政連絡
調整会議等を通じて関係
所管と連携して迅速に対
応する。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
（実施状況：○） 

大正区 

・区役所に寄せられた
「市民の声」などに対
して、市民に回答する
など、市民への説明責
任を果たす。（通年） 

・行政連絡調整会議等
の開催（年 12 回） 

・区内における課を超
えた情報共有のため
定期的に課長会や係
長会を開催する。（通
年） 

・市民の声や広聴に寄せ
られる意見に対して、適
切に回答を行うととも
に、各担当課へ情報提供
を行った。 

・行政連絡調整会議を毎
月開催した。 

・情報共有のため、課長会
や係長会を開催した。 

 
（実施状況：○） 

― ・区役所に寄せられた「市
民の声」などに対して、迅
速に市民に回答するな
ど、市民への説明責任を
果たす。 

・毎月、行政連絡調整会議
等を開催する。 

・区内における課を超えた
情報共有のため定期的に
課長会や係長会を開催す
る。 

天王寺区 

・「つなげ隊」、市民の
声、ＩＣＴ等を通じて
区に寄せられた区民
の意見・要望に対し
て、総合窓口としてワ
ンストップで対応し
ながら、所管局におい
て対応すべき事項に
ついては、速やかに所
管局等関係機関に伝
達し、連携して課題解
決に取り組む。また、
市民の声を基本とし
てその対応状況を１
ヶ月毎に取りまとめ、
専用コーナーを設け
たうえでホームペー
ジで公開する。（通年） 

 市民の声に関するも
の 各月１回（公表案
件がない時を除く） 

 区政会議や「つなげ
隊」等により聴取した
もの（適時） 

・「つなげ隊」、市民の声、
ＩＣＴ等を通じて区に
寄せられた区民の意見・
要望に対して、総合窓口
としてワンストップで
対応しながら、所管局に
おいて対応すべき事項
については、速やかに所
管局等関係機関に伝達
し、連携して課題解決に
取り組んだ。また、市民
の声を基本としてその
対応状況を１ヶ月毎に
取りまとめ、専用コーナ
ーを設けたうえでホー
ムページで公開した。 

 市民の声に関するもの 
各月１回（公表案件がな
い時を除く） 

 区政会議や「つなげ隊」
等により聴取したもの
（２回） 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、「つなげ隊」、
市民の声、ＩＣＴ等を通
じて区に寄せられた区民
の意見・要望に対して、総
合窓口としてワンストッ
プで対応しながら、所管
局において対応すべき事
項については、速やかに
所管局等関係機関に伝達
し、連携して課題解決に
取り組む。また、市民の声
を基本としてその対応状
況を１ヶ月毎に取りまと
め、専用コーナーを設け
たうえでホームページで
公開する。 

 市民の声に関するもの 
各月１回（公表案件がな
い時を除く） 

 区政会議や「つなげ隊」
等により聴取したもの
（適時） 

浪速区 

・来庁、電話、インター
ネット等で寄せられ
る日常生活の中で
様々な相談に対し、各
関係局等と連携して
迅速に対応する。（随
時） 

・行政連絡調整会議の
開催（年６回） 

・地域担当職員による
地域情報の収集（通
年） 

・区役所を身近に感じ
てもらうとともに、迅
速な対応を図るため、
区民の相談、意見、要

・来庁、電話、インターネ
ット等で寄せられる
様々な相談に対し、各関
係局等と連携し迅速に
対応した。 

・行政連絡調整会議を２
回開催した。 

・地域担当職員による地
域情報の収集を行い要
望には、迅速な対応を行
った。 

・「区長と語ろう」を８月
より実施した。 

 
（実施状況：○） 

・ 区 民 か ら の
様々な相談や
問い合わせに
対し適切に対
応していると
感じていただ
けるようわか
りやすく丁寧
な説明を行う
とともに引き
続き関係局等
と連携し、地域
や区民からの
声を区政に活
かす取組を進
める必要があ

・来庁、電話、インターネ
ット等で寄せられる様々
な相談に対し、各関係局
等と連携した取組を今後
も行う。 

・行政連絡調整会議は今後
４回開催し「市民の声」を
情報共有する。 

・地域担当職員による地域
情報の収集及び対応につ
いては、今後も継続した
取組を行う。 

・「区長と語ろう」を９月以
降毎月実施する。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
望を直接聴く「区長と
語ろう」（仮）を実施
する。（通年） 

る。 

西淀川区 

・日常生活に関する
様々な相談・要望等を
インターネット、電
話、ファックス、投書、
来訪等で受け付け、関
係局と連携し、迅速か
つ適正に対応する。
（通年） 

・市民の声、ご意見箱の
受付（随時） 

・「関係官公署や各種問
合せ窓口等一覧」を作
成して各窓口に常備
し、区民の目的に応じ
て情報を的確かつ速
やかに案内できるよ
うにする。（通年） 

・区内関係機関との連
絡体制の構築（６月） 

・日常生活に関する様々
な相談・要望等をインタ
ーネット、電話、ファッ
クス、投書、来訪等で受
け付け、関係局と連携
し、迅速かつ適正に対応
した。 

・市民の声、ご意見箱の受
付（随時） 

・「庁舎内窓口案内表」に
ついて、各課職員で構成
する市民満足度向上に
向けた「に～よんおもて
なしプロジェクトチー
ム」で作成することを決
定した。 

・区内関係機関との連絡
体制を構築した。６月） 

 
（実施状況：○） 

― ・日常生活に関する様々な
相談・要望等をインター
ネット、電話、ファック
ス、投書、来訪等で受け付
け、関係局と連携し、迅速
かつ適正に対応する。 

・市民の声、ご意見箱の受
付（随時） 

・目的に応じた窓口を、職
員が的確かつ速やかに案
内できるように、「庁舎内
窓口案内表」を作成し各
課に配置する。 

・区内関係機関との連絡会
を開催 

淀川区 

・市民の声の対応につ
いては短縮目標をか
かげた所属内のルー
ルで実施する。（通年） 

・適切な所管部署への
伝達を受付日から２
開庁日以内に行うこ
とを引き続き実施す
る。（通年） 

・政策企画室作成の市
民の声Ｎｅｗｓが庁
内ポータルにアップ
時に区役所内職員あ
て記事の紹介を行い、
各課の広聴に対する
意識付けを図る。（通
年） 

・４月に所属内ルールの
再通知を各担当に周知
した。 

・日々受信メール等の確
認を行い、担当への伝達
を実施した。 

・政策企画室が「市民の声
Ｎｅｗｓ」を庁内ポータ
ルで更新した際に、良い
例、悪い例のコメントを
添え、広聴意識が向上す
るよう所属内職員に周
知した。 

 
（実施状況：○） 

― ・所属内ルールの再通知を
各担当に行う。 

・日々受信メール等の確認
を行った際に担当への伝
達を実施する。 

・引き続き、政策企画室が
「市民の声Ｎｅｗｓ」を
庁内ポータルで更新した
際に、コメントを添え、広
聴意識が向上するよう所
属内職員に周知する。 

東淀川区 

・区広聴・広報戦略に基
づく広聴の強化・分析
の取組を充実させる
ことで、区民の声を区
政に活かす取組を進
める。（通年） 

・区民からいただいた
「市民の声」につい
て、迅速確実に回答の
うえ、適切に事務改善
につなげていく。（通
年） 

・身近な総合窓口とし
て市政・区政全般に対

・区民から多くの問い合
わせがある等、区民の関
心が高い情報を抽出し、
その内容を各事業のタ
ーゲットにどのように
伝えていくかを検討し
て区広聴広報戦略・年間
戦術シートにとりまと
め、ビラの内容や広報紙
の表現に反映した。 

・主要な市民の声につい
て職員向けの「広聴・広
報ニュース」で事例共有
を行った。また、回答所
要日数についての改善

・市民の声の回
答所要日数に
ついて、14日の
期限を超過す
るものが相当
数ある。 

・市民の声の回答所要日数
短縮について区長から直
接指示を行うほか、日程
管理手法の改善等を行う
ことで、回答所要日数短
縮につなげていく。 

・より一層の区民ニーズの
把握のため、LINE＠アカ
ウントを活用したアンケ
ートを実施する。 

・市政・区政全般に対する
区民のご意見について、
引き続き関係部署と連携
してその解決に取り組
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
する区民のご意見を
受け止め、関係部署と
連携してその解決に
取り組む。（通年） 

・それらの取組結果に
ついて、積極的に広報
を行っていく。（通年） 

を進めた。 
・行政連絡調整会議等を

活用し、区内の行政関係
事業所と連携して課題
の解決にあたった。 

 
（実施状況：○） 

む。 
・年度末に向けて取り組み
結果についての好事例を
取りまとめ、広報してい
く。 

東成区 

・ホームページ等適切
な媒体を通じて情報
発信する。（通年） 

・総合相談窓口として、各
種相談について、区役所
内のほか道路管理者や
環境事業センター等関
係機関と連携して対応
した。また、定期的に行
政連絡調整会議を開催
し、情報共有に努め、そ
の結果をホームページ
で情報発信した。 

 
（実施状況：○） 

・市民局の調査
結果では、「区
役所が相談や
問い合わせ内
容について適
切に対応した
と思う区民の
割合」が目標の
75％に対して
65％という結
果であったが、
具体的にどう
いった点が不
足しているの
かを明らかに
する必要があ
る。 

・区民に身近な区役所とし
て、担当所属など関係機
関と連携を密にするた
め、引き続き、行政連絡調
整会議も開催し、その結
果をホームページで情報
発信するとともに、広聴
相談の問合せについては
関係機関等と連携してい
く。 

・具体的な改善に結びつけ
ていくため、区実施の区
民アンケートの際に、何
が適切に対応できなかっ
たと感じるのか等を明ら
かにする。 

生野区 

・来庁者への適切な案
内のため、区役所１階
に総合案内を設置す
るとともに、庁内にフ
ロアマネージャーを
配置する。（通年） 

・「お仕事がんばっＴＥ
Ｌ」を最新年度版へ更
新し、職員に配布・活
用する。（上期） 

・区役所１階に総合案内
を設置し、庁内にフロア
マネージャーを配置し
た。 

・「お仕事がんばっＴＥ
Ｌ」を 30 年度版へ更新
し、職員に配布し、より
丁寧で迅速な区民対応
等ができるよう活用し
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、来庁者への適
切な案内のため、区役所
１階に総合案内を設置す
るとともに、庁内にフロ
アマネージャーを配置す
る。 

旭区 

・区役所内の「改革支援
チーム会議」におい
て、日常の点検や必要
な作業を主体的に取
り組む。（毎月） 

 
・職員向け案内ガイド

ブックを更新する。
（上期） 

・市民向け事象ごとの
手続きを一覧にした
「窓口案内カード」の
内容を点検する。（随
時） 

・改革支援チーム会議を
毎月第３木曜に開催し、
30 年度の取組体制とし
ては３つのプロジェク
トチームを設置するこ
ととし、各課での日常的
に取り組む課題を抽出
した。 

・案内カードの点検（１回
目）を４月に実施した。 

  
（実施状況：○） 

・母子健康手帳
交付時に出生
後の手続き（出
生届、新生児の
各種検診、児童
手当申請など）
を一冊にまと
めて案内する
「ベベクロ」を
25 年より実施
しているが、利
用率が低調で
ある。 

・「ベベクロ」の利用率を上
げるよう、現状実態分析
とそれをふまえた改善策
を講じる。（現状把握と分
析[８月～12 月]、改善策
検討[１月～２月]、３月よ
り改訂版の実施） 

・職員向け案内ガイドブッ
クを更新する。（９月） 

城東区 
・区内行政官公署が参

加する会議（行政連絡
調整会議、広聴事案城
東区事業所連絡調整

・行政連絡調整会議、広聴
事案城東区事業所連絡
調整会議を実施。 

― ・行政連絡調整会議、広聴
事案城東区事業所連絡調
整会議により区内事業所
との連携を深めながら、
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
会議）等の機会を通
じ、連携を深めること
により、総合拠点機能
を充実させる。（通年） 

・法律相談等各種専門
相談事業の実施。（通
年） 

・「くらしの手続き案
内」の配付及びＨＰへ
の掲載（通年） 

・法律相談等各種専門相
談事業を実施。 

・「くらしの手続き案内」
の配付及びＨＰへの掲
載 

 
（実施状況：○） 

引き続き、総合行政の窓
口としての機能の充実を
図る。 

鶴見区 

・各種専門相談の実施
（通年） 

・区役所版ＦＡＱの更
新（随時） 

・各事業所（署）が受け
付けた意見・要望・提
案等を相互に情報共
有するとともに区役
所版ＦＡＱに関係事
業所（署）の内容も掲
載及び更新するなど
鶴見区担当事業所
（署）と連携（通年） 

・各種専門相談を実施し
た。 

・区役所版ＦＡＱの積極
的活用について、職員全
員に周知した。 

・受け付けた意見・要望・
提案等について、各事業
所（署）と相互に情報共
有し、対応状況について
ホームページに掲載し
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・各種専門相談を実施す
る。 

・区役所版ＦＡＱの更新を
行う。 

・各事業所（署）との会議
等で、受け付けた意見・要
望・提案や対応状況等を
情報共有し、連携を図る。 

阿倍野区 

・区民の課題を的確に
把握し、関係局と連携
し、適切に対応できる
よう、行政連絡調整会
議（年５回）及び行政
連絡調整会議小会議
（年４回）を開催す
る。（通年） 

・行政連絡調整会議(４月・
７月)及び行政連絡調整
会議小会議(５月・８月)
を開催した。 

 
（実施状況：○） 

― ・行政連絡調整会議 (10
月・１月・３月)及び行政
連絡調整会議小会議(11
月・２月)を開催する。 

住之江区 

・関係局等と連携を深
め、区民が抱える様々
な課題にさらに迅速
かつ的確に対応する。
また、若手職員を中心
とした職場改善プロ
ジェクトチームによ
る窓口サービスにお
ける課題の洗い出し、
改善実行、検証を行
う。（通年） 

・市民の声、電話、来庁等、
区民から寄せられた意
見内容に応じ、適切に関
係局等と連携を行い、迅
速かつ的確に対応した。 

・職場改善プロジェクト
チームを「庁舎・接遇改
善チーム」と「事務スキ
ルアップチーム」に分け
て活動しており、職員全
員にアンケートをとり、
チームメンバー以外の
意見も取り入れ、改善の
取組を行った。一例とし
ては、来庁者の事務手続
が円滑に行えるように、
30 年３月より実施して
いる「受付シート」の課
題を抽出し、ひな型の修
正を行った。 

 
（実施状況：○） 

・インターフェ
イス機能をさ
らに向上させ
ることで、区民
に身近な総合
行政の窓口機
能を高める必
要がある。 

・職場改善プロ
ジェクトチー
ムを立ちあげ
て丸３年が経
過し、身近なと
ころでの改善
は一通りし尽
くした感があ
る。一方で、こ
れまでの改善
取組のメンテ
ナンス等の点
検や維持作業
を、必要に応じ
て行っていく
必要がある。ま

・引き続き、関係局との連
携を深め、法律相談等の
各種相談事業の実施等、
区民が抱える様々な問題
に対応できるよう取り組
む。 

・職員人材開発センター主
催の研修や市政改革室が
作成している「改善活動
支援ツール 1.0」等を参考
に、今までとは異なる視
点から改善活動に取り組
む。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
た、違った視点
から新たな改
善課題を見つ
け、取り組んで
いくことも必
要である。 

住吉区 

・来庁者に対し、誰もが
的確に案内できるよ
う、50 音別業務担当
一覧表やよくある問
い合わせＱＡを全職
員で共有する。（通年） 

・50 音別業務担当一覧表
を庁内ポータルに掲載
し、各課へ周知した。（６
月） 

 
（実施状況：○） 

・より的確に案
内出来るよう、
常に内容を検
証する必要が
ある。 

・50 音別業務担当一覧表
は、活用状況の把握と内
容の振り返りを行い、改
善を行う。 

・ホームページ掲載中の
「よくある問い合わせ」
についても内容を更新
し、庁内ポータルに掲載
して全職員で共有する。 

東住吉区 

・区民ニーズに沿った
おもてなし向上に向
けた研修などを定期
的に実施する。（通年） 

・また各種相談業務の
担当団体に対しても
問題意識の共有を図
る。（通年） 

・職員の対応力の向上に
向けたスキルアップ研
修の実施に向け、研修内
容を検討。 

・各課における「東住吉お
もてなしプロジェクト」
の取組みを継続実施。 

・各種相談業務の担当者
に対し、当区のおもてな
しプロジェクト等の説
明を行い、問題意識の共
有を図った。 

 
（実施状況：○） 

・職員一人ひと
りが分かりや
すく丁寧な対
応を意識して
行動する必要
がある。 

・職員の対応力の向上に向
けたスキルアップ研修の
実施（市民満足向上研修・
５Ｓ） 

・各課における「東住吉お
もてなしプロジェクト」
の取組を継続実施。 

・各種相談業務の担当者に
対し、当区のおもてなし
プロジェクト等の説明を
行い、問題意識の共有を
図る。 

平野区 

・市民の声制度の活用
（通年） 

・各種専門相談の実施
（通年） 

・提出された市民の声は
期限内の回答を徹底す
るとともに、情報提供に
ついても関係部署へ速
やかに送付を行った。 

・特に大きなトラブルは
なく、各種専門相談を実
施した。 

 
（実施状況：○） 

・特定の人物か
らの度重なる
市民の声に対
する対応の検
討が必要であ
る。 

・法律相談は予
約受付や窓口
での受付など、
すべて職員で
対応している
ため、毎週の負
担が大きい。 

・引き続き、市民の声につ
いては、回答はもとより、
供覧についても関係部署
（区役所内）にて対応経
過を作成し、対応を行う。 

・24 区で一括して業務委
託し、予約受付なども一
本化出来るか等の検討を
行う。 

西成区 

・区役所が来庁・電話・
郵便・インターネット
等により区民から寄
せられる、日常生活に
関する様々な相談・要
望等を総合的に受け
付け、個々の事業に応
じて、関係局に連絡、
指示等を適切に行い、
状況を相談者にフィ
ードバックするなど、
区における市政の総
合窓口としての役割

・区民から寄せられた
様々な相談・要望等を総
合的に受け付け、個々の
事案に応じて、関係部署
に連絡、指示を行う等、
適切かつ迅速に対応し
た。 

 
（実施状況：○） 

・市民局の調査
結果で、「区役
所が相談や問
い合わせ内容
について適切
に対応したと
思う区民の割
合」が目標の
75％に対して
69％という結
果であったが、
具体的にどう
いった点が不

・具体的な改善に結びつけ
ていくため、調査の際に、
何が適切に対応できなか
ったと感じるのか等を明
らかにする。 

・引き続き、区役所が来庁・
電話・郵便・インターネッ
ト等により区民から寄せ
られる、日常生活に関す
る様々な相談・要望等を
総合的に受け付け、個々
の事業に応じて、関係局
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
を果たすため、適切か
つ迅速な対応を行う。
（随時） 

足し適切では
なかったかを
明らかにし、個
別・具体に対応
していく必要
がある。 

に連絡、指示等を適切に
行い、状況を相談者にフ
ィードバックするなど、
区における市政の総合窓
口としての役割を果たす
ため、適切かつ迅速な対
応を行う。 
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柱 2-Ⅳ-ア さらなる区民サービスの向上 

取組②「庁舎案内や窓口サービスにおけるサービス向上」 

 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

北区 

・所属内接遇研修（机上・
実地）の実施（下期） 

・課題発見力・企画力の向
上を図るための研修で
取り上げたテーマに基
づいた窓口サービスの
向上（下期） 

・庁舎内のサインを庁内
統一して見直  す。
（上期） 

・総合案内（広聴担当）、
戸籍登録課、保険年金
課及び住民情報業務委
託事業者で情報交換会
の毎月開催（通年） 

・フロアマネージャー１
名増員による案内サー
ビスの充実（通年） 

・庁舎内のサインを庁内
統一して見直した。 

・総合案内（広聴担当）、戸
籍登録課、保険年金課及
び住民情報業務委託事
業者で情報交換会を毎
月開催した。 

・フロアマネージャー１
名増員による案内サー
ビスを充実させた。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、総合案内（広
聴担当）、戸籍登録課、保
険年金課及び住民情報業
務委託事業者で情報交換
会の毎月開催する。 

・引き続き、フロアマネー
ジャー１名増員による案
内サービスを充実させ
る。 

・所属内接遇研修（机上・
実地）を実施する。 

・課題発見力・企画力の向
上を図るための研修で取
り上げたテーマに基づい
た窓口サービスの向上を
図る。 

都島区 

・評価が低かった項目に
ついて、改善策の周知
や実効性のある研修を
実施する。（通年） 

・接遇チェックシートを
作成し、チェックシー
トを実施する。（下期） 

・接遇研修（全職員対象）
1 回（9 月） 

高齢者や障がいのある方
など、配慮が必要な方
へのユニバーサルサー
ビスを含む。 

・庁舎の環境整備等（通
年） 

 待合スペースのリフレ
ッシュ整備（随時） 

・窓口対応の評価向上に
向けた改善策について
の検討会を開催（８月６
日） 

・改善策検討の場におい
てチェックシート及び
ハンドブックを作成（８
月 30 日） 

・ユニバーサルサービス
を取り入れた接遇研修
の委託事業者を決定し
た。 

・庁舎の環境整備等（記載
台の整備、記念撮影コー
ナーのリニューアル、デ
ジタルサイネージの導
入） 

 
（実施状況：○） 

・庁舎の狭隘や
設備の老朽化 

・高評価の他区の取組みを
調査 

・事前モニタリング 
・窓口対応の評価向上に向
けた各課での研修実施
（９月）及び窓口対応改
善検討会開催 

・窓口改善チェックシート
及びハンドブックの作成 

・ユニバーサルサービスを
取り入れた接遇研修の実
施（10 月） 

・デジタルサイネージ用コ
ンテンツの更新 随時 

・施設環境の抜本的な改善
は困難であるが、引き続
き、ソフト面を中心に整
備を行う。 

福島区 

・庁舎案内や窓口応対な
どの品質向上に取り組
む。（通年） 

・有志職員による職場活
性化プロジェクトチー
ムを中心にお客様サー
ビス向上策の検討・実
施（通年） 

・外部講師による全職員
対象の接遇研修の実施
（年１回以上） 

・外部業者による窓口応
対等モニタリングの実
施（年１回以上） 

・外部講師による全職員
対象の接遇研修の実施
に向けて、業者との打合
せを行った。 

・外部業者による窓口応
対等モニタリングの実
施に向けて、業者との打
合せを行った。 

・常設のお客様アンケー
トブースを引き続き設
置した。 

 
（実施状況：○） 

― ・お客様アンケート手法を
見直し、新たな調査手段
や項目を検討する。 

・職場活性化プロジェクト
チームにおけるお客様サ
ービス向上策のチェック
を行い、その修正等を検
討する。 

192 

 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
・常設のお客様アンケー

トを実施（通年） 

此花区 

・「窓口での応対の向上」
について、ホスピタリ
ティ向上の観点から課
題の洗い出しと具体の
取組案を作成し、出来
るものから実施する。
（下期） 

・「窓口での応対の向上」
について、民間事業者の
ノウハウを活用し、来庁
者等に関する窓口サー
ビス等のモニタリング
調査を実施した。 

 
（実施状況：○） 

― ・モニタリング調査で出さ
れた課題について、各課
にフィードバックを行
い、窓口での応対の向上
を図る。 

中央区 

・庁舎案内や窓口サービ
スにおけるサービス向
上 

・フロアマネージャー連
絡票の活用（通年） 

・フロアマネージャー打
合せ会の開催（随時：12
回） 

・市民アンケートの実施 
１回（下期） 

・接遇マニュアル等の作
成（下期） 

・市民サービス向上委員
会の開催  

（月２回） 
・住民情報業務等窓口に

かかる情報交換会の開
催 （月１回） 

・来庁者等サービス向上
研修の実施（随時） 

・フロアマネージャーと
の意見交換や情報共有
等により、庁舎案内や窓
口サービスの向上に取
り組んだ。 

・フロアマネージャー連
絡票を活用した。（随時） 

・フロアマネージャー打
合せ会を開催した。（５
回） 

・市民サービス向上委員
会を開催した。（7 回） 

・住民情報業務等窓口に
かかる情報交換会を開
催した。（５回） 

 
（実施状況：○） 

・区民が快適で
利用しやすい
区役所となる
よう、庁舎案
内や窓口での
応対の向上を
引き続き図っ
ていく必要が
ある。 

・フロアマネージャー連絡
票の活用 

・フロアマネージャー打合
せ会の開催（随時：７回） 

・市民アンケートの実施 
１回 

・接遇マニュアル等の作成 
・市民サービス向上委員会
の開催  

（月２回） 
・住民情報業務等窓口にか
かる情報交換会の開催 
（月１回） 

・来庁者等サービス向上研
修の実施（随時） 

西区 

・区民の皆さんが快適で
利用しやすい区役所と
なるよう、庁舎案内の
改善や窓口での応対の
向上を図るための職員
研修を実施する。（下
期・１回） 

― 
 

（実施状況：―） 

― ・区民の皆さんが快適で利
用しやすい区役所となる
よう、庁舎案内の改善や
窓口での応対の向上を図
るための職員研修を実施
する。（下期・１回） 

港区 

・窓口サービス向上委員
会で、課題の検証、対応
策の検討を行い、有効
な取組を検討する。（通
年） 

・７月 24 日に第１回窓口
サービス向上委員会を
開催し、30 年度の接遇
等研修の内容、実施時期
について確認した。 

 
（実施状況：○） 

・障害者差別解
消法が 28 年
４月１日に制
定され、障が
いのある方へ
の「合理的配
慮」が求めら
れるなか、特
に障がいのあ
る方への窓口
サービスの実
践的な研修が
必要である。 

・ユニバーサル接遇研修 
 ９月 20 日、10 月３日に
実施 

・窓口実地指導研修 
 10 月９日、12 日、22 日、

26 日に実施 
・30 年度は接遇研修を「障
害者差別解消法」に対応
した合理的配慮について
考える内容とし、特に障
がいのある方への窓口サ
ービスの向上をめざす。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

大正区 

・５Ｓ（整理・整頓・清掃・
清潔・習慣）や標準化等
の取組により職場環境
の改善、事務の効率化
を図るため、窓口５Ｓ
推進会議を開催する。
窓口サービスの充実に
向けた対策を講じ、市
民満足度をさらに高め
ていく。また来庁者ア
ンケートを実施し市民
満足度を検証する。（通
年） 

・接遇に係る研修につい
て、課題に対応した適
切な研修テーマを設定
するなどして効果的に
実施する。（10 月） 

・職場改善のため、窓口 
５Ｓ推進会議を開催し、
職場の課題の抽出、検
討、実行を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・５Ｓ（整理・整頓・清掃・
清潔・習慣）や標準化等の
取組により職場環境の改
善、事務の効率化を図る
ため、窓口５Ｓ推進会議
を開催する。窓口サービ
スの充実に向けた対策を
講じ、市民満足度をさら
に高めていく。また来庁
者アンケートを実施し市
民満足度を検証する。 

・接遇に係る研修につい
て、課題に対応した適切
な研修テーマを設定する
などして効果的に実施す
る。（10 月） 

天王寺区 

・さらなる評価アップを
めざすため、ソフト面・
ハード面両面におい
て、他区の優れた点に
学ぶなどさらに取組の
深化を図るとともに、
どの職員がどの場面で
評価されても評価に影
響が出ることのないよ
う、高いレベルでの接
遇対応の均一化をめざ
し、来庁者サービスの
向上に努めていく。（通
年） 

・29 年度同様、５月を接
遇向上推進月間と定め、
特に重点的に取り組む
べき４項目を「接遇向上
重点取組」と定め取組を
強化するとともに、新規
採用者や局間異動者を
対象に接遇研修を実施
するなど、年度当初の接
遇向上に取り組んだ。 

・また、来庁者の声を実際
にお聞きすることが重
要であることから、施
設・設備にかかる来庁者
アンケート、窓口対応に
かかる来庁者アンケー
トを実施した。 

 
（実施状況：○） 

・これまでの着
実な取組によ
り、「格付調
査」において
も年々高い評
価を得ている
が、継続的に
取り組んでい
る重点項目の
改善や、どの
職員がどの場
面で評価され
ても評価に影
響が出ること
のないよう、
高いレベルで
の接遇対応の
均一化をめざ
す 必 要 が あ
る。 

・さらなるサービス向上を
めざし、当区の課題を反
映した接遇研修を実施す
るとともに、11～12 月に
は、あらためて「接遇向上
重点取組」項目を定め重
点的に取り組む。 

・また、来庁者アンケート
や区民の声で出された具
体的な苦情・要望につい
ては、できるだけ迅速な
対応を図る。 

浪速区 

・庁舎案内の点検・見直し
も含め、接遇力やコン
プライアンスの向上等
に向けた職場研修を引
き続き実施（年４回） 

・窓口サービス（住民情
報）に関する来庁者ア
ンケートを実施（四半
期ごと） 

・窓口委託事業者との毎
月の定例会の開催によ
る来庁者アンケートの
結果も踏まえた改善策
の検討・実施・検証（通
年） 

・接遇研修について、29 年
度実施した内容をレベ
ルアップして９月に実
施するための調整を行
った。 

・５月に実施した来庁者
アンケートでは「交付ま
での待ち時間」について
「Ａ」評価の割合が
32.1％と目標の 27％を
上回った。 

・窓口委託事業者との定
例会を毎月開催し、待ち
時間の短縮にかかる改
善策の検討を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・接遇研修、コンプライア
ンス研修などを実施し接
遇の向上に取り組む。 

・今後も四半期ごとに来庁
者アンケートを実施す
る。 

・今後も定例会を毎月開催
し、来庁者アンケートの
結果も踏まえた改善策の
検討・実施・検証してい
く。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

西淀川区 

・住民情報窓口にて来庁
者アンケートを実施。
（年１回） 

・窓口業務の改善等を図
り、待ち時間の短縮な
どサービスの向上のた
め民間委託事業者と住
民情報窓口業務に関す
る打合せ・意見交換会
等（月１回）を行う。 

・待ち時間を気持ちよく
過ごしていただくた
め、１階フロアにキッ
ズコーナーや図書コー
ナーなどを設けるとと
もに季節感のある飾り
つけなどを行う。（通
年） 

・来庁者の満足度向上の
ため接遇マニュアルに
基づく区民対応の実践
及びセルフチェックシ
ートの活用。（通年） 

・各課職員で構成する市
民満足度向上に向けた
「に～よんおもてなし
プロジェクトチーム」
にて月１回会議を定例
開催し、区役所利用者
へ満足してもらえる環
境づくり。 

・目的に応じた窓口を、職
員が的確かつ速やかに
案内できるように、「庁
舎内窓口案内表」を作
成し各窓口に常備す
る。（通年） 

・住民情報窓口にて来庁
者アンケートを実施し
た。（１回） 

・民間委託事業者と住民
情報窓口業務に関する
打合せ・意見交換会等を
実施した。（月１回） 

・１階フロアにキッズコ
ーナーや図書コーナー
などを設けるとともに
季節感のある飾りつけ
などを行った。 

・来庁者の満足度向上の
ため接遇マニュアルに
基づく区民対応の実践
及びセルフチェックシ
ートを活用した。 

・各課職員で構成する市
民満足度向上に向けた
「に～よんおもてなし
プロジェクトチーム」の
会議を開催した。（月１
回） 

・「庁舎内窓口案内表」に
ついて、「に～よんおも
てなしプロジェクトチ
ーム」で作成することを
決定した。 

 
（実施状況：○） 

・来庁者の待ち
時間短縮につ
いては、民間
委託事業者の
業務との連携
を含めて改善
していく必要
がある。 

・窓口サービス
について、各
窓口ごとに差
があるため、
それぞれの状
況に応じた改
善や工夫が必
要。 

・民間委託事業者と住民情
報窓口業務に関する打合
せ・意見交換会等（月１
回）を行う。 

・季節感のある飾りつけな
どを行う。 

・来庁者の満足度向上のた
め接遇マニュアルに基づ
く区民対応の実践及びセ
ルフチェックシートを引
き続き活用する。 

・引き続き、「に～よんおも
てなしプロジェクトチー
ム」にて月１回会議を定
例開催し、区役所利用者
へ満足してもらえる環境
づくりを行う。 

・目的に応じた窓口を、職
員が的確かつ速やかに案
内できるように、「庁舎内
窓口案内表」を作成し各
課に配置する。 

淀川区 

・「区役所業務の格付け」
に則した接遇研修など
必要な取組を実施す
る。（年１回 下期） 

・淀川区接遇マニュアル
に沿った各自セルフチ
ェックによる具体把握
及び改善指導を行う。
（年２回 通年） 

・案内表示について、来庁
者アンケートでの意見
とともに判りやすい表
示を日々検討する具体
改善を行う。（通年） 

・業務カイゼンチーム会
議において現時点での
区職員の接遇レベルに
応じた接遇研修の在り
方を検討し、公募に向け
た準備を行った。 

・業務カイゼンチーム会
議において庁内表示の
劣化など状況把握を行
った。 

 
（実施状況：○） 

・各職員が日頃
から意識し、
より良い接遇
を自然と行え
るようにする
必要がある。 

・各職員が日頃から接遇を
意識するために負担なく
定期的に接遇知識を習得
できるｅラーニングに取
り組む。 

・淀川区接遇マニュアルに
沿った各自セルフチェッ
クによる具体把握及び改
善指導を窓口ミシュラン
の時期に合わせて行う。
（11・１月予定） 

東淀川区 

（心地よい窓口サービス
の提供や利便性の向
上） 

・マイナンバーカード利

（心地よい窓口サービス
の提供や利便性の向上） 

・住民情報業務の民間委
託 

（心地よい窓口
サービスの提
供や利便性の
向上） 

（心地よい窓口サービス
の提供や利便性の向上） 

・来庁者の分散による総体
的な待ち時間の緩和のた
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
用促進による「コンビ
ニ交付」への啓発や、区
役所以外の窓口（出張
所・井高野郵便局・サー
ビスカウンター・市税
事務所等）でのサービ
ス内容の周知により来
庁者の集中を防ぎ混雑
緩和をめざす。（通年） 

・窓口サインの統一など
により窓口をわかりや
すくする。（通年） 

  ・窓口呼び出し状況の
ＷＥＢ確認や混雑予想
表の掲示の検討、混雑
予想カレンダーのＨＰ
掲載（保険年金）で待ち
時間の適正化をめざ
す。（通年） 

 ・１階待合フロアを活用
したサービス向上によ
り待ち時間の快適性向
上をはかる。（通年） 

 ・戸籍届出時の記念品贈
呈（通年）   

・東淀川区オリジナル婚
姻届のＨＰ掲載継続及
び窓口無料配付の継続
（通年） 

（効果的な施策を企画・
立案・実行する主体性・
チャレンジ意識を持っ
た職員づくり） 

・区役所職員が、区役所に
訪れたすべての方が区
役所での時間を気持ち
よくすごしてもらえる
よう、相手に好印象を
与える話し方や聞き方
を習得し、職場ぐるみ
で継続して接遇マナー
の弱点に気付き改善す
る組織風土の醸成が必
要であるため、接遇力
の向上の為の取組を継
続して実施する。（通
年） 

・職員がＯＪＴを実感で
きるための取組とし
て、係長級のマネジメ
ント力の向上に取組、
各々の立場にあった役
割や具体的な目標を与
え、部下職員の役割や
目標について、進捗状
況の管理や成果の確認

・モニター付きボイスコ
ールの導入 

・窓口呼び出し状況のＷ
ＥＢ確認 

・床面カラーテープによ
る窓口等の誘導 

・カラーシートによる窓
口の色分け 

・思いやり記載台の設置 
・発券機等のサインをわ
かりやすくした。 

・スムースパス（他課案
内）の配付 

・待合フロアＢＧＭ 
・待合フロアへ絵本や雑
誌の配架 

・出生届出時の記念品贈
呈 

・オリジナル婚姻届のＨ
Ｐ掲載及び窓口配付 

・婚姻届者向け記念撮影
用フォトボードの設置 

・区役所以外の窓口案内
ビラの配架・配付 

・ＳＮＳを活用した他窓
口への誘導 

・パーテーション設置に
よるプライバシー保護 

（効果的な施策を企画・立
案・実行する主体性・チ
ャレンジ意識を持った
職員づくり） 

・接遇マナーアップ研修
（新規採用者及び転入
者）１回実施（５月） 

・マネジメント研修（係長
級）２回実施（前期５月、
中期７月） 

・コンピテンシーモデル
による人材育成 実施７
月～３月 

・各種研修に参加 
 

（実施状況：○） 

・繁忙時の待ち
時間が長くな
っていること
が課題となっ
ている。 

（効果的な施策
を企画・立案・
実行する主体
性・チャレン
ジ意識を持っ
た 職 員 づ く
り） 

・１月実施の職
員アンケート
で検証する。 

め、コンビニ交付や区役
所出張所、東淀川井高野
郵便局（証明書取次サー
ビス）等区役所以外の証
明発行窓口の周知啓発に
引き続き取り組む。 

 
 
（効果的な施策を企画・立
案・実行する主体性・チャ
レンジ意識を持った職員
づくり） 

・マネジメント研修１回実
施（後期 10 月） 

・各種研修に参加 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
を行うことができるよ
うになるための研修を
実施する。（年３回） 

・コンピテンシーモデル
による人材育成を継続
実施して職員のモチベ
ーションの向上を図る
とともに、職員人材開
発センターや外部講師
の研修に参加すること
で職員力の向上と、区
民から信頼される自律
的な職員育成と風通し
のよい職場風土改善を
進める。（通年） 

東成区 

・接遇マニュアルや「来庁
者満足度調査」結果を
活用し、職員の個々の
スキルによらない窓口
応対を共有化する。（通
年） 

・所属として実効性のあ
る改善を検討できるよ
う職員プロジェクトチ
ームを課長代理級をメ
ンバーとして開催した
（３回）。あわせて、職
員の個々のスキルによ
らない窓口応対等を目
指し、全職員を対象に接
遇研修を実施した。 
また、「来庁者満足度調
査」を引き続き実施し
た。 

 
（実施状況：○） 

・実際の職場で
の実地が重要
である。外部
の専門的な助
言を聴く等研
修の結果を把
握するのも必
要である。 

・職員プロジェクトチーム
による検討を引き続き行
う。研修については、各職
場で実地研修を行い、ま
た、研修後に外部調査に
より課題を抽出し組織と
して改善する。 

生野区 

・相手の立場になって考
えるやさしさと思いや
りを形にした「スマイ
ル（笑顔）」を職員全員
が心がけ、来庁者を“ホ
スピタリティ（おもて
なし）の心”でお迎えす
る意識と風土を醸成す
る接遇研修を実施（上
期） 

・ユニバーサルサービス
やワーク・ライフ・バラ
ンスの意識、企画力等
の向上、新たな課題に
取り組むための人材育
成を目的とした人権研
修、認知症サポーター
養成講座、イクボス研
修等の実施（通年） 

・万一の事態への即応を
目的とした防災訓練、
防犯訓練、ＡＥＤ講習
会、局の職員対象の直
近参集者防災訓練等の
実施（通年） 

・職員の主体性・チャレン

・接遇研修について、ユニ
バーサルサービスおよ
びホスピタリティ（おも
てなし）の観点を引き続
き重点的に取り入れた
内容での実施にむけ、８
月に接遇研修事前準備
会（課長・課長代理級対
象）を実施。 

 
（実施状況：○） 

・研修内容が毎
年度同じ内容
にならないよ
う、重点的な
内容の工夫及
び新しい目標
にそった研修
を企画してい
くことが重要
である。 

・全職員対象の
研修について
は、業務時間
中に各担当に
おいて大人数
の研修参加が
困難であるた
め、研修回次
を増やす等の
対応が必要で
ある。 

・引き続き、相手の立場に
なって考えるやさしさと
思いやりを形にした「ス
マイル（笑顔）」を職員全
員が心がけ、来庁者を“ホ
スピタリティ（おもてな
し）の心”でお迎えする意
識と風土を醸成する接遇
研修を実施する。 

・ユニバーサルサービスや
ワーク・ライフ・バランス
の意識、企画力等の向上、
新たな課題に取り組むた
めの人材育成を目的とし
た人権研修、認知症サポ
ーター養成講座、イクボ
ス研修等について９月以
降実施する。 

・万一の事態への即応を目
的とした防災訓練、防犯
訓練、ＡＥＤ講習会、局の
職員対象の直近参集者防
災訓練等について、９月
以降実施する。 

・職員の主体性・チャレン
ジ性を引き出すために設
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
ジ性を引き出すために
設置した「改革提案プ
ロジェクトチーム（改
革提案ＰＴ）」の活動支
援、組織全体で共有し
職員提案の実現を図
る。（通年） 

置した「改革提案プロジ
ェクトチーム（改革提案
ＰＴ）」の活動支援、組織
全体で共有し職員提案の
実現を図る。 

旭区 

・区役所内の「改革支援チ
ーム」を中心に、日常不
断に点検活動を行うな
ど、目標達成に向けて
取組を強化する。（会議
の開催：随時、職員向け
セミナーの実施：上期） 

・５Ｓ点検を定期的に実
施。（随時） 

・来庁者目線での表示物
の整理等庁舎内環境の
整備に取り組む。（考え
方の整理：上期、具体整
備：下期） 

・全職員対象に「意識改革
セミナー」を５月 10 日
～23 日に 15 回にわた
って開催した。 

・５Ｓ点検を８月に実施
した。 

・庁舎環境整備について
は、「改革支援チーム会
議の市民対応系ＰＴ」に
おいて、取り組むことを
確認した。（８月～考え
方の整理に着手） 

・☆２つを取得している
区に取り組み方の調査
を実施した。（８月） 

  
（実施状況：○） 

・大阪北部地震
の災害対応業
務のため、取
組み着手が１
か月程度遅れ
ている。 

・窓口対応に対
する個々職員
の考え方に相
違がある。（特
にあいさつ等
第１印象に係
る対応のあり
方について） 

・個々職員の考え方の統一
に向けた有効な取組方法
を検討する。（９月） 

・☆２つ獲得に向けた取組
みキャンペーンを実施す
る。（11 月～12 月） 

・市民にとって分かりやす
い庁内掲示の新たなルー
ルを周知（９月）し、新ル
ールに基づく掲示物の整
理を実施する。（10 月～） 

城東区 

・「手続き案内書」作成・
配布、婚姻・出生届時
「お祝いカード」（コス
モちゃん挿入）作成、う
ちわ型「証明交付用番
号札」の使用等（通年） 

・最繁忙期にフロアマネ
ージャーや窓口以外の
職員により事前の申請
用紙交付と記入補助を
行い、窓口での所要時
間を短縮する。（通年） 

・タブレット型端末機の
テレビ電話機能を使用
した、遠隔手話、遠隔外
国語（英語、韓国・朝鮮
語、中国語）通訳サービ
スの提供（通年） 

・窓口呼び出し状況を区
ホームページで見える
化するなど、待ち時間
を有効に活用していた
だける取組を行う。 
（通年） 

・「手続き案内書」「お祝い
カード」うちわ型「証明
交付用番号札」を作成・
使用。 

・最繁忙期にフロアマネ
ージャーや窓口以外の
職員により事前の申請
用紙交付と記入補助。 

・タブレット型端末機の
通訳サービスの提供。 

・窓口呼び出し状況の区
ホームページについて、
ＱＲコード表示による
アクセスを容易化した。 

・記念撮影パネルを設置
した。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、窓口サービス
の向上に向けた取組を継
続実施する。 

鶴見区 

・課長代理級を中心とし
た業務改善ＰＴの取組
や、状況調査・実地調査
から浮かび上がってく
る問題点に対する対応
方法を検証・検討し、他
都市・他区の取組好事

・職員の継続した意識啓
発を行うため業務改善
ＰＴ会議を開催した。 

・接遇に関する覆面調査・
窓口表示物の現地調査
を実施した。 

・電話・窓口で
の対応につい
て覆面調査等
により明らか
になった課題
について取り
組んでいく必

・全職員を対象に外部講師
による接遇研修を実施す
る。 

・各窓口対応については実
地指導を行う。 

・管理監督者、ＰＴメンバ
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
例を導入することによ
り、窓口サービス等の
向上を図る。（通年） 

・各付け調査で点数の高
かった区役所への訪問
ヒアリングを実施した。 

 
（実施状況：○） 

要がある。 ーで指導ポイントを共有
し各課職員に周知徹底を
行う。 

阿倍野区 

・来庁者アンケートの結
果をもとに区民サービ
ス向上検討委員会で課
題解決に向け検討し、
改善を行う。（通年） 

・職員の実務能力を向上
させる取組及び職員間
の情報共有の取組を進
める。（職員力向上研修
の実施：年１回（９月）、
庁内情報誌「あべのい
ちばん」の発行：月１
回） 

・区民からの意見や評価
を把握し評価改善につ
なげる取組を進める。
（来庁者アンケートの
実施：年２回（８月・２
月）、「今月の目標」の実
施：月１回） 

・区民サービス向上検討
委員会開催に向け、改善
取組に必要な物品購入
等の準備を行った。 

・庁内情報誌「あべのいち
ばん」の発行：２ヶ月に
１回（新たな情報メニュ
ー追加など内容を充実） 

・毎月「今月の目標」を設
定し、正面玄関前にアン
ケートボードを設置し
て、職員が達成できてい
るかどうかの来庁者ア
ンケートを実施：月１回 

 
（実施状況：○） 

― ・区民サービス向上検討委
員会を開催し、課題解決
に向けた検討・改善を行
う。 

・職員力向上研修の実施：
年１回（11 月） 

・庁内情報誌「あべのいち
ばん」の発行：２ヶ月に１
回（新たな情報メニュー
追加など内容を充実） 

・来庁者アンケートの実
施：２回(９月・２月予定) 

・毎月「今月の目標」を設
定し、正面玄関前にアン
ケートボードを設置し
て、職員が達成できてい
るかどうかの来庁者アン
ケートを実施：月１回 

住之江区 

・若手職員を中心とした
職場改善プロジェクト
チームによる窓口サー
ビスにおける課題の洗
い出し、改善実行、検証
を行う。（通年） 

・プロジェクトチーム以
外の職員の改善意識を
高めるため、庁内情報
誌等を通じて、その活
動内容を「見える化」す
る。（通年） 

・職場改善プロジェクト
チームを「庁舎・接遇改
善チーム」と「事務スキ
ルアップチーム」に分け
て活動しており、職員全
員にアンケートをとり、
チームメンバー以外の
意見も取り入れ、改善の
取組を行った。一例とし
ては、来庁者の事務手続
が円滑に行えるように、
30 年３月より実施して
いる「受付シート」の課
題を抽出し、ひな型の修
正を行った。 

・月１回発行している庁
内報「御崎３丁目ニュー
ス」内にてプロジェクト
チームの活動報告を行
った。 

 
（実施状況：○） 

・職場改善プロ
ジェクトチー
ムを立ちあげ
て丸３年が経
過し、身近な
ところでの改
善は一通りし
尽くした感が
ある。一方で、
これまでの改
善取組のメン
テナンス等の
点検や維持作
業を、必要に
応じて行って
いく必要があ
る。また、違
った視点から
新たな改善課
題を見つけ、
取り組んでい
くことも必要
である。 

・庁舎管理担当と連携を取
りながら、プロジェクト
チームがメンテナンス作
業をするものと、庁舎管
理担当が管理していくも
のの区別を明確にする。 

・職員人材開発センター主
催の研修や市政改革室が
作成している「改善活動
支援ツール 1.0」等を参考
にし、今までとは異なる
視点から改善活動に取り
組む。 

住吉区 

・全職員を対象とした接
遇研修を実施（10～11
月）するとともに、身だ
しなみを含む接遇チェ
ックシートによる自己
点検を年２回（上期、下
期）以上行う。 

・身だしなみを含む接遇
チェックシートによる
自己点検を実施し（５
月)、未達成項目につい
て個別指導等を実施し
た。（６月)  

・パソコンやスマートフ

・パソコン等に
よる待ち人数
や呼出状況の
確 認 に つ い
て、さらに認
知度を高める
には、Twitter
やホームペー

・パソコン等により、待ち
人数や呼出状況が確認で
きることの「周知チラシ」
をリニューアルし、待ち
合い場所への掲示を増や
すとともに、区の広報板
にも掲示する。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
・パソコンやスマートフ

ォンにより、待ち人数
や呼出番号を確認でき
る取組についての認知
度を高めるため、ホー
ムページや Twitter を
活用した広報を年 10
回以上行う。（通年） 

・待ち時間の縮減対策と
して、作業工程の見直
しを引き続き取り組む
とともに、アンケート
や時間測定などによる
分析・検証を年１回以
上行う。（四半期） 

ォンにより、待ち人数や
呼出番号を確認できる
取組について Twitter
で発信（９回）した。ま
た、住民情報課のホーム
ページ掲載内容を最新
のものに更新した。（７
月） 

・来庁者アンケートを実
施した。（５月） 

【アンケート結果】 
パソコン等で待ち人数
や呼出番号が確認でき
ることを「知らない」と
回 答 し た 人 の 割 合 
75.9% 
待ち時間の長さに関し、
「良い」・「どちらかと言
えば良い」と回答した人
の割合 90.3%  
 

（実施状況：○） 

ジ以外の媒体
も使って広報
に取り組む必
要がある。 

東住吉区 

・職員の対応力の向上に
向けたスキルアップ研
修の実施（下期） 

・「東住吉おもてなしプロ
ジェクト」を継続実施
し、各課を横断した全
職員の意識向上の取組
を推進する。（通年） 

・職員の対応力の向上に
向けたスキルアップ研
修の実施に向け、研修内
容を検討。 

・各課における「東住吉お
もてなしプロジェクト」
の取組を継続実施。 

 
（実施状況：○） 

― ・スキルアップ研修を実
施。 

・「東住吉おもてなしプロ
ジェクト」の継続実施。 

平野区 

・庁舎内に掲示物を掲示
する際の管理簿への記
載を、より徹底するた
めに、定期的に管理職
会等で周知する。（通
年） 

・ポスターの掲示を行っ
ている職員に対し、管理
簿の記載を促し、掲示場
の整理を行った。 

 また、課長会において
も、記載と管理の徹底を
促した。 

 
（実施状況：○） 

・掲示を行う際
の管理簿の記
載は徹底され
つつあるもの
の、掲示期間
の過ぎた掲示
物が見受けら
れる。 

・引き続き、課長会等で掲
示物の管理を徹底するよ
う周知し、特に掲示期間
の過ぎた掲示物の撤去も
行うよう依頼する。 

西成区 

・庁舎表示の維持管理を
継続して行う（通年）と
ともに、窓口サービス
の向上を実現させるた
め、継続して接遇研修
などを実施する。（下
期） 

・庁舎表示の維持管理を
行うとともに、エレベー
タ内の案内表示を追加
で設置した。 

 
（実施状況：○） 

― ・庁舎表示の維持管理を継
続して行うとともに、窓
口サービスの向上を実現
させるため、接遇研修な
どを実施する。 
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取組③「区政情報の発信」 

 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

北区 

・記録写真を撮影するぐら
いの気軽さで誰もが動
画コンテンツを作成で
きるよう、職員を対象と
した研修を実施する。
（上期） 

・北区の魅力などを情報発
信する動画コンテンツ
を充実させる。（通年） 

・北区の魅力映像制作及
び発信事業業務委託
にかかる公募型プロ
ポーザルを実施し、委
託先を選定した。 

 
（実施状況：○） 

― ・映像制作及び発信に必要
なスキルを身に付け、北
区の魅力映像を制作する
講座を実施するととも
に、北区の魅力を取り上
げた動画を制作・発信し
ていく。 

都島区 

・広報誌ページ数の見直
し。（24→20 ページ） 

・ＳＮＳを活用したコンテ
ンツの作成及び区政情
報の発信。（通年） 

・広報誌ページ数  
 20 ページ（５月号～） 
・区政情報の発信 
 Facebook５回、 

Twitter２回 
 

（実施状況：○） 

― ・広報誌発行 ９～３月号 
・区政情報の発信 

福島区 

・把握したニーズを踏ま
え、広報紙（年 12 回）や
ホームページを中心に、
Facebook や Twitter 等
の新しい媒体もタイム
リーに利用しながら区
政情報を発信する。（通
年） 

・広報紙は、１面のコン
セプトを「思わず手に
取りたくなるデザイ
ン」とし、区民モニタ
ーアンケートなどの
意見も参考にしなが
ら、紙面作成に取り組
んだ。 

・また広報紙の全戸配
布、区内各鉄道駅、ス
ーパーなどにも引き
続き配架し、区民のみ
ならず、広く情報発信
を行った。 

・各課より「広報計画」
を提出してもらい、共
有することで効率的
な情報発信に努めた。 

・ ホ ー ム ペ ー ジ 、
Facebook、Twitter に
ついても、積極的に発
信してもらうように
各担当に働きかけ、タ
イムリーに区政情報
を発信した。 

 
（実施状況：○） 

― ・「誰もが読みやすくかつ
誰もが読みたいと思う広
報紙」を基本理念とし、広
報紙の作成に引き続き取
り組む。 

・引き続き、広報紙やホー
ム ペ ー ジ を 中 心 に 、
FacebookやTwitterも活
用してタイムリーに区政
情報を発信するととも
に、各担当の広報連絡員
にも積極的に情報発信を
してもらえるよう働きか
ける。 

此花区 

・広報紙の全戸配布を継続
する。（毎月） 

・区ＨＰやＳＮＳのタイム
リーな発信を継続する。
（通年） 

・区主催イベントや地域主
催イベント、防災訓練や

・区政情報の発信のため
に、広報紙の全戸配布
を行うとともに、区Ｈ
ＰやＳＮＳのタイム
リーな発信を心掛け
ながら、区主催イベン
ト等の区民が集まる
会合などでの情報発

― ・引き続き、区政情報の発
信のために、広報紙の全
戸配布を行うとともに、
区ＨＰやＳＮＳのタイム
リーな発信に心掛けなが
ら、区主催イベント等の
区民が集まる会合などで
の情報発信にも取り組
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
区民が集まる会合等に
あわせて区政情報を発
信する。（通年） 

信にも取り組んだ。 
 

（実施状況：○） 

む。 

中央区 

・区の特色ある取組や地域
活動の紹介等の記事を
掲載（年 12 回） 

・広報紙をより見やすく親
しんでいただけるよう
デザインをリニューア
ルする。（上期） 

・広報紙の全戸配布（年 12
回）  

・区の特色ある取組や地
域活動の紹介等の記
事を掲載した。（５回） 

・広報紙をより見やすく
親しんでいただける
ようデザインのリニ
ューアルを行った。 

・広報紙の全戸配布を行
った。（５回）  

 
（実施状況：○） 

－ ・区の特色ある取組や地域
活動の紹介等の記事を掲
載する。（７回） 

・広報紙の全戸配布を行
う。（７回） 

西区 

・広報紙については引き続
き、マンションへの配架
協力依頼を行うなど、区
民が手に取りやすい設
置場所を増やすととも
に、設置場所をわかりや
すく周知する取組を積
極的に進める。（通年） 

・区政情報を得るために利
用している媒体の各年
代別の傾向をふまえ、区
政に関する情報が区民
に届けられるよう各媒
体間（広報紙・ホームペ
ージ・LINE など）の連
携や誘導、周知拡大に取
り組む。（通年） 

・広報紙の配架にご協力
いただけるマンショ
ンを引き続き募集し、
配架先の拡大をめざ
した。また、区役所な
どの公共施設の他、郵
便局や事業所、店舗な
ど、広報紙を区民の皆
さんが自由に手に取
っていただけるよう、
配架にご協力いただ
く広報サポーター制
度についても広報紙、
ホームページ等で周
知するとともに、それ
らをまとめた広報紙
設置場所マップを区
内の広報板に掲示し
た。 

・ ホ ー ム ペ ー ジ 、
Twitter、Facebook、
LINE による広報紙デ
ジタルブック版の配
信や、広報紙表紙等へ
の上記媒体の二次元
コードの掲載などに
より、媒体間の連携や
誘導、周知拡大に取り
組んだ。 

 
（実施状況：○） 

― ・広報紙の配架に協力いた
だけるマンションを引き
続き募集するとともに、
広報サポーター制度につ
いても周知していく。 

・区政情報を得るために利
用している媒体の各年代
別の傾向をふまえ、引き
続き区政に関する情報が
区民に届けられるよう各
媒体間（広報紙・ホームペ
ージ・LINE など）の連携
や誘導、周知拡大に取り
組む。 

港区 

・区民の意見も聞きながら
広報紙の編集をするな
ど、区民にとって見やす
く、必要な情報を発信す
る。（通年） 

・広報紙編集委員会開
催：毎月 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、広報紙編集会
議等を通じて、区民にと
って見やすく、必要な情
報を発信する。 

大正区 
・広報紙（全戸配布）、ホー

ムページ、Facebook、
Twitter、区内広報板（60
ヵ所）など、各種広報媒

・毎月の広報紙での情報
発信に加え、毎日１回
以上のＳＮＳでの区
政情報などの発信を

― ・広報紙（全戸配布）、ホー
ムページ、Facebook、ツ
イッター、区内広報板（60
ヵ所）など、各種広報媒体
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
体を活用した情報発信。
（通年） 

行った。 
 

（実施状況：○） 

を活用した情報発信。 

天王寺区 

・区広報紙や広報板、ホー
ムページ等を活用し、ニ
ア・イズ・ベターの視点
から、区民の関心の高い
情報発信の強化に取り
組むとともに、聴取した
区民意見の区政への反
映状況など、“伝わる広
報”を意識しながら、分
かりやすい情報発信を
行う。（通年） 
区における年間事業予
定の公表（年１回） 
広報紙において“区民の
声の反映状況を特集”
（年２回） 
広報紙の普及促進に向
け１ヶ月分を全戸配付
（年１回・８月号） 

・区広報紙や広報板、ホ
ームページ等を活用
し、ニア・イズ・ベタ
ーの視点から、区民の
関心の高い情報発信
の強化に取り組むと
ともに、聴取した区民
意見の区政への反映
状況など、“伝わる広
報”を意識しながら、
分かりやすい情報発
信を行った。 
区における上半期事
業予定の公表（１回） 
広報紙において“区民
の声の反映状況を特
集”（１回） 
広報紙の普及促進に
向け１ヶ月分を全戸
配付（１回・８月号） 
 

（実施状況：○） 

― ・区広報紙や広報板、ホー
ムページ等を活用し、ニ
ア・イズ・ベターの視点か
ら、区民の関心の高い情
報発信の強化に取り組む
とともに、聴取した区民
意見の区政への反映状況
など、“伝わる広報”を意
識しながら、分かりやす
い情報発信を行う。 
区における下半期事業予
定の公表 （１回） 
広報紙において“区民の
声の反映状況を特集”（１
回） 

浪速区 

・新聞未購読者が増えるな
か、若い子育て世帯に情
報を届けるため、保育
所、幼稚園、小・中学校
を通じて、保護者に区広
報紙を配布する。（通年） 

・多種多様な区民ニーズに
応じ、区広報紙での特集
記事の企画（毎月）や区
ホームページの充実を
図る。（通年） 

・区ＳＮＳ（ Twitter 、
Facebook）などを活用し
た効果的な情報発信を
行う。（通年） 

・保育所、幼稚園、小・
中学校を通じて、保護
者に区広報紙を４月
から８月まで毎月配
布した。 

・区広報紙での特集記事
の企画（毎月）や区ホ
ームページの充実を
図った。 

・区ＳＮＳ（Twitter、
Facebook）などを活用
した効果的な情報発
信を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・保育所、幼稚園、小・中
学校を通じて、保護者へ
の区広報紙の配布は今後
も毎月配布する。 

・区広報紙の毎月の特集記
事の企画や充実した区ホ
ームページの作成は、今
後も継続した取り組みを
行う。 

・区ＳＮＳ（ Twitter 、
Facebook）などを活用し
た効果的な情報発信につ
いても継続した取組を行
う。 

西淀川区 

・広報紙の紙面構成やデザ
インなどを工夫し、区政
情報を適切にわかりや
すく発信する。（通年） 

・毎月 57,000 部発行（全戸
配付） 

・区民ボランティアとの協
働により、身近な地域情
報や区民ニーズに応じ
た紙面づくりを行う。
（通年） 

・ホームページや Twitter、
Facebook によるリアル

・広報紙の紙面構成やデ
ザインなどを工夫し、
区政情報を適切にわ
かりやすく発信した。 

・毎月 57,000 部発行（全
戸配付） 

・大学生ボランティアと
の協働により、身近な
地域情報や区民ニー
ズに応じた紙面づく
りを行った。 

・ ホ ー ム ペ ー ジ や
Twitter、Facebook に

― ・広報紙の紙面構成やデザ
インなどを工夫し、区政
情報を適切にわかりやす
く発信する。 

・毎月 57,000 部発行（全
戸配付） 

・大学生ボランティアとの
協働により、身近な地域
情報や区民ニーズに応じ
た紙面づくりを行う。 

・ホームページやTwitter、
Facebook によるリアル
タイムでわかりやすい情
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
タイムでわかりやすい
情報発信を行うと共に、
アプリを活用した情報
発信に取り組む。（通年） 

よるリアルタイムで
わかりやすい情報発
信を行うと共に、アプ
リを活用した情報発
信に取り組んだ。 

 
（実施状況：○） 

報発信を行うと共に、ア
プリを活用した情報発信
に取り組む。 

淀川区 

・広報誌「よどマガ！」を
毎月定期的に発行し、市
政・区政・身近な地域情
報を区民に届ける。（12
回毎月） 

・情報誌「YODO-REPO」
を隔月定期的に発行し、
区が実施した事業等を
区民に報告する。（６回
以上 隔月） 

・情報発信に関する区民ニ
ーズを把握する。（３回
以上 通年） 

・広報担当者向けの講座や
研修の受講及び区職員
向けの広報研修を実施
し、広報人材を育成す
る。（１回 ７月） 

・ＳＮＳなどのＩＣＴを活
用した、地域住民への情
報発信や対話を進める
様々な取組を進め、区民
同士または区民と行政
がつながり、地域課題を
市民協働で解決するき
っかけづくりを行うと
ともに、地域活動への新
たな担い手の参画につ
なぐ。（通年） 

・広報誌「よどマガ！」
5 号発行（毎月発行） 

・ 情 報 誌 「 YODO-
REPO」2 号発行（隔月
発行） 

・各課の広報担当者向け
に積極的なＳＮＳの
活用についての講座
を実施した。（８月実
施） 

・ＳＮＳの活用（８月末
実績） 
Twitter 発信数 

 1,189 件 
 Facebook 発信数 

53 件 
 

（実施状況：○） 

・情報発信は予
定通りに行え
ているが、双
方向性ではな
いことから対
話を進めるツ
ールには至っ
ていない。 

・Twitter のフ
ォロワー数は
伸 び て い る
が、3,400 人
程度であり、
ＳＮＳ（ＩＣ
Ｔ）がきっか
けづくりにな
りえるような
フォロワー数
には至ってい
ない。 

・区民ニーズは、今後行わ
れる区民アンケートや区
行事での参加者アンケー
トにより把握する。 

・より親しみやすいＳＮＳ
の活用として、当区マス
コットキャラクター「夢
ちゃん」によるブログ発
信やインスタグラムなど
の開始を検討する。 

・あらゆるＳＮＳ媒体を活
用することで、区民の目
に触れる機会を増やすと
ともに、夢ちゃんブログ
ではコメントのやり取り
などで双方向性の実験を
行う。 

東淀川区 

・区民から問合せの多い情
報やホームページのア
クセスランキング等、広
聴及び過去の広報の分
析を行い、その結果を広
報紙や同封ビラに内容
を反映させる取組を進
める。（通年） 

・広報紙、ホームページ、
Ｓ Ｎ Ｓ (Facebook ・
Twitter・LINE）、広報板
等で情報発信を行う。
（通年） 

・広報紙については取材に
よる紙面の増等による
リニューアルを行う。
（通年） 

・ホームページ、ＳＮＳで
は即時性に富む情報発

・広報実施の際に区独自
の広報シートにより
29 年度の実績を振り
返り、表現や広報ツー
ルの検討に活用した。
また、区独自の広聴・
広報ニュースの発行
により、効果的な広報
について職員の意識
共有を図った。 

・既存の広報ツールに加
え、30 年７月末に公式
YouTube チャンネル
を開設した。 

・30 年５月より、取材記
事を取り入れた広報
紙を発行した。 

・ホームページ、ＳＮＳ
で即時性に富む情報

・事業活動の場
での啓発も含
め、区民の意
識および行動
の変容に繋げ
るため、より
一層の訴求効
果の向上が必
要である。 

・ＳＮＳフォロ
ワー数のより
一層の増が求
められる。 

・区事業への東淀川区住み
ます芸人の活用を進め、
より多くの区民の関心を
引く工夫を行っていく。 

・プッシュ型通知で情報発
信でき、災害にも強い
LINE＠公式アカウント
について、ＱＲコード付
きのチラシや看板の配
置・配布場所の増設を行
う。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
信を行う。（通年） 発信を行った。 

 
（実施状況：○） 

東成区 

・ホームページ等適切な媒
体を通じて情報発信す
る。（通年） 

・ ホ ー ム ペ ー ジ や
Facebook 等を活用し
た情報発信を行った。 

 地域情報の広報紙へ
の掲載：５回 

 広報板の活用：10 回 
 広報紙、ホームページ

による区長からの情
報発信：各５回 

 
（実施状況：○） 

― ・ホームページ等適切な媒
体を通じて情報発信す
る。 

 地域情報の広報紙への
掲載：７回 

 広報板の活用:12 回  
 広報紙、ホームページに
よる区長からの情報発
信：各７回 

生野区 

・区広報紙による区政情報
の効果的な発信：年12回
発行（毎月） 

・Twitter、ブログ等を活用
した区政の情報発信を
行う。（通年） 

・広報紙の発行 ５回 
・Twitter 1,227 ツイー

ト 
 ブログ 37 件 
 （30 年８月末時点） 
 

（実施状況：○） 

― ・引き続き、区広報紙、ツ
イッター及びブログ等を
活用した区政情報の効果
的な発信を行う。 

旭区 

・区広報紙の増刊月を増や
す。（28 年度：５回⇒30
年度：６回） 

・ホームページ・ＳＮＳを
活用し、迅速かつ効果的
な情報発信を行う。（随
時） 

・区広報紙７月号を８ペ
ージから 12 ページに
増やした。 

・ホームページ・ＳＮＳ
を活用し、各種イベン
トや震災関連情報を
迅速かつ効果的に情
報発信した。 

 
       （実施状況：○） 

― ・区広報紙のページを増や
す。（５回） 

・ホームページ・ＳＮＳを
活用し、迅速かつ効果的
な情報発信を行う。 

城東区 

・区の様々な取組や区政情
報が広く区民に届くよ
う、区広報誌（ふれあい
城東）を全戸配布に変
更。（５月） 

・５月より区広報誌（ふ
れあい城東）を全戸配
布に変更。 

・Twitter を活用した積
極的な情報発信を実
施。 

・転入者に対して広報
誌、地図等必要な情報
を集約した転入者パ
ックを配布。 

・無料のスマホアプリ
「マチイロ」で、広報
誌を配信。 

・「住みます芸人」と連携
し、行政・地域情報を
わかりやすく発信。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、区広報誌、Ｈ
Ｐ、Twitter 等を活用する
とともに、動画を活用し
た情報発信の検討を行
う。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

鶴見区 

・区民ニーズの把握に努
め、あらゆる世代に手に
取って読んでもらえる
魅力的な広報紙を作成
する。（通年）  

・全世帯・全事業所への配
布（毎月）  

・広報紙の新設置箇所 ５
ヵ所増 （18 ヵ所⇒23 ヵ
所）（通年） 

・広報紙について区民ニ
ーズを把握するため、
区民アンケートを実
施した。 

・毎月、全世帯・全事業
所への配布を行った。 

・広報サポーター制度を
立ち上げ、民間事業者
との連携により広報
紙設置箇所を拡大し
た（10 カ所増）。 

 
（実施状況：○） 

― ・区民アンケート結果を分
析し、区民ニーズに沿っ
た広報紙の紙面づくりを
検討する。また、鶴見区広
報戦略の策定を行う。 

・広報紙の全世帯・全事業
所への配布を行う。 

・広報サポーター制度によ
る広報紙設置箇所の拡大
を行う。 

阿倍野区 

・区民が必要とする情報を
必要なツールで届くよ
う情報発信する。（通年） 

・区広報紙：毎月 46,000 部
発行 

・ホームページ：月平均 30
件 

・ツイッター：月平均 250
件 

・AR,YouTube 動画：毎月
配信 

・広報掲示板：月平均 20 件 
・ケーブルテレビでの情報

発信：月平均８回 

・区広報紙の発行：毎月
46,000 部 

・WEB ツールの活用 
①区ホームページア
クセス数（53,821）
【30 年８月実績】 

②ツィッターフォロ
ワー数（3,337）【30
年８月末現在】 

③AR,YouTube 動画：
毎月配信 

・広報掲示板：月平均約
18 件【30 年４月～６
月】 

・ケーブルテレビでの情
報発信：月平均８回 

 
（実施状況：○） 

・ 広 報 紙 や
WEB ツール
等の情報発信
ツールを用い
て周知活動を
行 っ て い る
が、区政情報
を必要とする
区民が必要な
情報を入手で
きていると感
じている割合
が 46.6％（29
年度第１回区
民アンケート
結果）であっ
たため、目標
とする 60％
以上を達成で
きるよう、よ
り一層の周知
活動が必要で
ある。 

・これまで継続してきた健
診やイベント会場等での
情報発信ツールの周知活
動に加え、駅や商業施設
での情報発信を拡大する
とともに、WEB ツールも
これまで以上に活用し、
より確実に情報が届くよ
う取り組む。 

住之江区 

・まちづくりセンターとの
連携も深めながら、地域
イベントをはじめ地域
情報の発信を強化する。
（通年） 

・広報紙４～８月号にお
いて、まちづくりセン
ターからの地域情報
記事を掲載した。ま
た、広報紙に二次元コ
ードを載せることに
より、ホームページや
Facebook などの Web
との連動を行い、タイ
ムリーでより広範囲
への情報発信を行っ
た。 

 
（実施状況：○） 

・広報紙によっ
て区政情報を
入手する区民
の割合が高い
状況から、さ
らに多くの読
者を増やすた
めには、広報
紙の魅力を向
上させる必要
がある。 

・広報紙の企画記事を地域
密着型とし、内容の一層
の充実や紙面の見やすさ
向上を図る。また、区役所
各担当の企画編集への参
画を一層進め、より有用
で魅力的な紙面づくりに
取り組む。 

・住みます芸人のイベント
や地域活動への参画な
ど、多様な工夫を凝らし
て、区政や地域情報を効
果的に発信する。 

住吉区 

・紙面の減少を前提とした
区の広報紙計画に基づ
いた、視覚に訴え、区民
に読みたいと思っても
らえる「広報すみよし」

・区民に読みたいと思っ
てもらえる「広報すみ
よし」の企画・編集・
印刷業務の実施、全戸
配布および広報板に

・きめ細やかな
情報発信や読
みやすい広報
紙 作 成 の た
め、区民の意

・区民意識調査等を実施
し、その結果を踏まえ、よ
り読みたい・読みやすい
と思ってもらえる広報紙
づくりを行う。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
の企画・編集・印刷業務
の実施、全戸配布および
広報板による情報発信。
（毎月）  

・スマホアプリ周知記事を
広報紙に掲載する。（６
月号、10 月号、12 月号） 

・点字版「広報すみよし」
の作成・希望者への送
付。（毎月）  

・住吉区ＳＮＳ活用方針に
基づくＳＮＳによる情
報発信。（通年） 

・ＳＮＳの周知。（広報すみ
よしに掲載 ５月号、９
月号、１月号） 

よる情報発信。（毎月） 
・スマホアプリ周知記事

を広報紙に掲載した。
（６月号、７月号） 

・点字版「広報すみよし」
の作成・希望者への送
付。（毎月） 

・住吉区ＳＮＳ活用方針
に基づくＳＮＳによ
る情報発信。 

・ＳＮＳの周知。（広報す
みよしに掲載８月号） 

・新たな区政情報、子育
て情報発信のツール
として LINE＠を開
設、情報発信を開始し
た。 

 
（実施状況：○） 

識、ニーズの
把握が必要。 

・スマホアプリ周知記事を
広報紙に掲載する。（10
月号） 

・点字版「広報すみよし」
の作成・希望者への送付。
（毎月） 

・住吉区ＳＮＳ活用方針に
基づくＳＮＳによる情報
発信。 

・ＳＮＳの周知。（広報すみ
よしに掲載９月号、10 月
号） 

 

東住吉区 

・広報紙をより見やすく魅
力的なものにする。（通
年） 

・「東住吉区子育て応援ナ
ビ」のホームページを充
実し、LINE や Facebook
などＳＮＳをフル活用
して、子育て層に必要な
情報を届ける。（通年） 

・区内に居住する区民だけ
ではなく、区内在勤等の
区民等に対しても広報
紙の認知度を上げる。
（通年） 

・機能的かつ効果的な広報
活動に関する区職員の
意識を向上させ、各課の
情報受発信力を強化す
る。（通年） 

・５月号の広報紙より、
ページ数を８頁から
12 頁に増やしたとと
もに、写真がより鮮明
となるよう紙質を変
更した。さらに、子ど
もの写真を募集し掲
載するなど、各種コー
ナーに分類して掲載
し、魅力的で見やすい
レイアウト変更を行
った。 

・広報紙の各記事には、
二次元コードを掲載
し、区のホームページ
等へアクセスしやす
いよう掲載するとと
もに、各種ＳＮＳの情
報内にＵＲＬ等を記
載するなど、色々な媒
体から情報が入手で
きるよう対応した。 

・区内の保育園、幼稚園
の保護者に対し、子育
て応援ナビや区公式
LINE のチラシを配付
し周知を行った。 

・各課の広報担当者を対
象に、30 年度の区の広
報業務の方針や各種
広報媒体について周
知し情報共有を図る
とともに、意見交換を
実施した。 

 

・広報紙におけ
る掲載記事に
ついては、区
民ニーズにあ
った内容とな
るよう改善を
行う必要があ
る。 

・広報紙や各種
ＳＮＳにおい
ては、利用者
数及び認知度
の増加を図る
ため、広く周
知する必要が
ある。 

・区民アンケートの結果
や、写真募集時の意見を
参考に、区民ニーズに沿
った記事を掲載し、より
魅力的な広報紙を作成す
る。 

・区民等が多く参加する区
民フェスティバル等のイ
ベントで、広報紙をはじ
め、各種ＳＮＳ等の周知
を実施し、普及啓発を行
う。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
（実施状況：○） 

平野区 

・文字の大きさや紙面構成
など、より見やすく分か
りやすい広報紙の作成・
配布（通年） 

・ＳＮＳや広報板を活用
し、より目につきやすい
キャッチコピーやチラ
シ等の作成・掲出（随時） 

・より多くの情報を区民
へ届けるため、毎月工
夫を凝らしながら広
報紙を作成した。 

・広報アドバイザーから
の助言を受けながら、
ＳＮＳ（特に Twitter）
を活用し情報発信を
行った。 

 
（実施状況：○） 

・作成ページ数
に対し、掲載
希望記事が多
すぎる。 

・災害時の広報
をホームペー
ジや Twitter
等を活用し、
よりスピーデ
ィーに対応し
ていく必要が
ある。 

・増ページ号の回数の見直
しを行う。 

・防災担当と連携をとり、
災害時の広報体制を強化
していく。 

西成区 

・広報紙において、より分
かりやすい紙面づくり
を行うとともに、より多
くの方に届けるため、広
報紙の宣伝活動を行う。
（通年） 

・ホームページにおいて、
閲覧者が興味をひくよ
うバナー等を活用した
発信を強化する。（通年） 

・ＳＮＳは若い世代を中心
にコミュニケーション
ツールとなるよう一層
の活用を図る。（通年） 

・広報紙においては、紙
面が少なくなる中、掲
載記事の取捨選択や
記事のコンパクト化
等、区民にわかりやす
く、より良い情報を多
く届けられるよう紙
面づくりに取り組ん
だ。 

・ホームページにおいて
は、注目記事のバナー
を作成し、トップペー
ジに掲載する等、わか
りやすい情報発信に
取り組んだ。 

・ＳＮＳにおいては、写
真を中心にイベント
の情報やプレゼント
企画等、若い世代を意
識した情報発信に取
り組んだ。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、広報紙におい
て、より分かりやすい紙
面づくりを行うととも
に、より多くの方に届け
るため、広報紙の宣伝活
動を行う。 

・ホームページにおいて、
閲覧者が興味をひくよう
バナー等を活用した発信
を強化する。 

・ＳＮＳは若い世代を中心
にコミュニケーションツ
ールとなるようより一層
の活用を図る。 
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柱 2-Ⅳ-イ 効率的な区行政の運営の推進 

取組①「区役所事務についての標準化・ＢＰＲの計画的推進」 

 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

北区 

・５Ｓ活動、業務の標準化
の実施（随時） 

・コンプライアンス研修
等を実施し、適切な事
務処理ができる組織づ
くり、不適正事案を未
然に防ぐ風通しの良い
職場づくりの推進（通
年） 

・物品倉庫の整理整頓、作業
机や通路等共用部の整理
整頓など、５Ｓ活動、業務
の標準化を実施した。 

 
（実施状況：○） 

  

― ・引き続き、５Ｓ活動、業
務の標準化を実施する。 

・コンプライアンス研修等
を実施し、適切な事務処
理ができる組織づくり、
不適正事案を未然に防ぐ
風通しの良い職場づくり
を推進する。 

都島区 

・５Ｓ活動推進体制（改善
チーム）の確立（４月） 

・５Ｓ活動研修会（年３
回） 

・５Ｓ活動報告会（１月） 

・各担当よりリーダー、サブ
リーダーを選出し体制を
確立（５月） 

・５Ｓ活動・カイゼンチーム
会議（８月 24 日） 

・５Ｓ活動研修会、報告会の
準備 

 
（実施状況：○） 

― ・各課における取組の進捗
状況確認 

・５Ｓ活動報告会（１～３
月） 

福島区 

・各担当において独自の
「事務標準化・ＢＰＲ」
の取組（業務マニュア
ル等のアップデートや
各種チェックシート等
の作成・共有等）を実
施。（年１回以上） 

・29 年度の取組の実施結果
を振り返り、効果的な取
組となるよう、新しいア
イデアを検討した。 

 
（実施状況：○） 

― ・業務マニュアル等のアッ
プデートや各種チェック
シート等の作成・共有等
の取組を実施する。 

此花区 

・区役所事務のうち「区民
への影響が大きいも
の」を仕分けし、対象業
務を選定する。（下期） 

・選定した業務の業務プ
ロセスの分析や５Ｓ・
標準化に取り組む。（下
期） 

・区役所庁舎１階の業務内
容を精査し、レイアウト
を変更することを目的に
プロジェクトチームを立
ち上げた。 

 
（実施状況：○） 

― ・区役所庁舎１階の窓口サ
ービス課、保健福祉課業
務の業務プロセスの分析
や５Ｓ・標準化の観点か
らのレイアウト変更を実
施する。 

中央区 

・区役所事務についての
標準化・ＢＰＲの計画
的推進 

・５Ｓ活動、業務の標準化
の実施  （随時） 

・改善に向けた取組内容
を広報紙やホームペー
ジ等で紹介（随時）２回 

・窓口の受付事務につい
て電子化を進める（上
期） 

・５Ｓ活動、業務の標準化の
取組みを実施した。（随
時） 

・電子申請システムを用い
たがん検診、行政書士相
談の予約受付等を実施し
た。（随時） 

 
（実施状況：○） 

― ・５Ｓ活動、業務の標準化
の実施  （随時） 

・改善に向けた取組内容を
広報紙やホームページ等
で紹介（随時）２回 

・電子申請システムを用い
たがん検診、行政書士相
談の予約受付等の実施 

西区 

・これまでにあった個人
情報漏えい事故や不適
切な事務処理事案等を
共有化し、課題を検討
して再発防止対策に取
り組む。（通年） 

・毎月の係長会で不適切事
案の情報共有を行い、同
事案のミスをしないよう
注意喚起を行った。 

・毎月報道発表される個人
情報に係る事務処理誤り

― ・引き続き、適切な事務処
理ができる組織づくりに
向け、不適切事務処理事
案情報の共有を図るとと
もに、コンプライアンス
研修を実施し職員のコン
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
・また、適切な事務処理が

できる組織づくりのた
め、コンプライアンス
研修を実施し、職員の
コンプライアンス意識
の向上と不適正事案を
未然に防ぐ「風通しの
良い職場づくり」を推
進する。（通年） 

情報を全課長にメールで
情報共有を行った。 

・４月９日に報道発表され
た昨年１年間に発生した
不適切事務処理事案、４
月 23 日に市政改革特別
委員会における質疑情報
（不適切事務処理の発生
状況）を全課長にメール
で情報共有を行った。 

 
（実施状況：○） 

プライアンス意識とスキ
ル・ノウハウの向上を図
る。 

・また、職員による自発的
な職場活性化の取組み等
を通じ、風通しの良い職
場づくりを進めていく。 

港区 

・各区で生じている不適
切な事務処理の報告書
の全件について、当区
も同様のリスクがない
か検証し対応策を検討
する。（通年） 

・７月 30 日に第１回５Ｓ・
標準化推進委員会を開催
し、不適切な事務処理の
当区のリスク検証の実施
について確認した。 

 
（実施状況：○） 

・他区の不適
正事務につ
いて、同様
の事象が起
こり得るリ
スクについ
て、業務ご
と に 検 証
し、必要に
応じて対応
策を検討す
る必要があ
る。 

・10 月までに各課におい
て同様のリスクの有無に
ついての検証、現在の対
応状況確認を行い、リス
クがある場合対応策を検
討する。 

・12 月までに総務課にお
いて報告をうけた対応策
を検証し、全庁的に共有
する。 

大正区 

・コンプライアンス、個人
情報保護、接遇、契約・
会計等に係る研修につ
いて、課題に対応した
適切な研修テーマを設
定するなどして効果的
に実施。（８月、10 月、
12 月） 

・コンプライアンス推進
強化月間の取組の実施
（９月） 

・他所属の不祥事案の共
有（通年） 

・不適正事務を防止する
ため、ダブルチェック
体制を徹底する。なお、
不正閲覧防止対策とし
て、年１回以上、アクセ
スログ調査を実施す
る。また、毎月のセルフ
チェックの実施及び四
半期ごとの検証を行
い、重要管理ポイント
の徹底に関する職員の
意識を高める。（通年） 

・８月 29 日に庶務担当係長
及び計理事務担当者に対
し、契約・会計事務におい
てのコンプライアンス意
識の向上を目的として契
約・会計事務研修を実施
した。 

・他所属の不祥事案の共有
を行った。 

・不適正事務を防止するた
め、ダブルチェック体制
の徹底を行い、毎月のセ
ルフチェックを行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・コンプライアンス、個人
情報保護、接遇、契約・会
計等に係る研修につい
て、課題に対応した適切
な研修テーマを設定する
などして効果的に実施。
（10 月、12 月） 

・コンプライアンス推進強
化月間の取組の実施（９
月） 

・他所属の不祥事案を共有
する。 

・不適正事務を防止するた
め、ダブルチェック体制
を徹底する。なお、不正閲
覧防止対策として、年１
回以上、アクセスログ調
査を実施する。また、毎月
のセルフチェックの実施
及び四半期ごとの検証を
行い、重要管理ポイント
の徹底に関する職員の意
識を高める。 

天王寺区 

・この間の取組により、個
人情報漏えい等事故の
発生頻度は大きく低減
したものの、目標とす
る事故「ゼロ」には至っ

・不適切な事務処理の減少
に向けての取組として
は、引き続き、個人情報漏
えい等事故の未然防止を
図るため、区独自の点検

・30 年度につ
いても、住
民情報窓口
業務を委託
している業

・この間の取組により、個
人情報漏えい等事故の発
生頻度は大きく低減した
ものの、目標とする事故
「ゼロ」には至っていな
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
ていない。引き続き、職
員全員が意識を高め、
継続的かつ着実な取組
を推進することで、事
故「ゼロ」を達成する。
（通年） 

・また、業務の標準化・Ｂ
ＰＲを推進するため、
共通の区役所事務の標
準化への対応を進める
とともに、区独自で取
り組める事項について
も検討を行っていく。
(通年) 

シートによるチェック
や、企画総務課による運
用状況チェックの実施、
「個人情報保護通信」の
発行による啓発など、漏
えい等事故「ゼロ」をめざ
して取り組んだ。 

・30 年度の標準化の取組と
して、「各課フォルダのデ
ータ管理ルールの設定」
についてアクショプラン
を策定した。 

 
（実施状況：○） 

者の事案で
あるが、個
人情報漏え
い 等 事 故
「誤交付」
が１件発生
した。 

い。委託業者への指導の
徹底も含め、引き続き、職
員全員が意識を高め、継
続的かつ着実な取組を推
進することで、新たな事
故を発生させない。 

・標準化の取組「各課フォ
ルダのデータ管理ルール
の設定」については、着実
に取り組む。 

浪速区 

・研修等により５Ｓ・標準
化の取組への意識づけ
を強化し、引き続き、取
組状況の定期的なチェ
ック（年４回）を行う。 

・データ検索のムダを省
き、業務の効率化、市民
サービスの向上を図る
ため、29 年度策定した
ユーザー作業用フォル
ダの使用ルールを徹底
する。（年４回） 

・職員発案等によるムダ
取り目標を設定し、グ
ループウェアで見える
化し、定例会議により
相互検証を行う。（年３
回以上） 

・５月に５Ｓ・標準化の取組
みについての研修を行っ
た。さらに取組み状況に
ついて６月から毎月チェ
ックを行った。 

・ユーザー作業用フォルダ
について、毎月各課から
チェックシートによる報
告を受け、使用ルールの
徹底を図った。 

・各課で業務ダイエットと
して取組み、所属サイト
に掲載を行い見える化を
行なった。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、研修等により
５Ｓ・標準化の取組への
意識づけを強化し、取組
状況の定期的なチェック
を行う。 

・５Ｓ・標準化の取組状況
について、チェック内容
から見えてきた課題解決
に向け、全庁的に改善事
例を共有し、改善活動を
強化する。 

・引き続き、ユーザー作業
用フォルダのチェックシ
ートによる確認を行い、
問題が改善されない所属
については、指導を行う。 

・業務ダイエットの進捗状
況を所属サイトで随時更
新し、定例会議により相
互検証を行う。 

西淀川区 

・各課職員で構成する会
計事務適正化検討会を
定期的に開催し、会計
事務の業務改善に取り
組むとともに、より一
層の適正化を図る。（通
年） 

・不適切な事務処理等の
発生を防ぐため、ＢＰ
Ｒに取り組む。（通年） 

・各課職員で構成する会計
事務適正化検討会を開催
した。（８月） 

・29 年度に発生した不適切
事務の事例について、管
理職職員による会議で共
有するとともに、発生防
止について認識の共有化
を図った。 

・そうした状況等をふまえ、
人材育成や５Ｓ、服務規
律確保などの観点から
「西淀川区役所における
職場マネジメント指針」
を策定し、全職員が取り
組む項目と管理監督者が
取り組む項目を明確化し
た上、職員へ周知すると
ともに、区長・副区長によ
る職場巡視や職員との面
談を実施した。（８月） 

― ・各課職員で構成する会計
事務適正化検討会を定期
的に開催し、会計事務の
業務改善に取り組むとと
もに、より一層の適正化
を図る。 

・30 年度に発生している
不適切事務の事例につい
て、発生の原因や防止策
について、各課で共通し
て取り組める事例の抽出
および共有化を図る。 

・また、職場巡視（上記の
不適切事務が生じた現場
確認を含む）や面談で見
えてきた課題認識を共有
し改善を図るとともに、
引き続き「西淀川区役所
における職場マネジメン
ト指針」に掲げた取り組
み項目の継続的な実施に
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
 

（実施状況：○） 
取り組む。 

淀川区 

・「業務カイゼンチーム」
を組織し、区全体で業
務の効果的・効率的な
業務改善を検討すると
ともに即座に実行に移
す組織運営を行う。（年
４回以上） 

・改善や効率化につなが
る提案を「淀川区ダイ
エット作戦」と称し、職
員からの提案を得るこ
とにより、職場全体が
改善を意識する風土を
醸成する。（年１回） 

・５Ｓ活動として事務環
境（標準机等）の改善及
びその状態の定着化に
向け各自セルフチェッ
クによる具体把握及び
改善指導を行う。（年１
回） 

・不適切な事務処理が発
生した事務は標準作業
書を作成する。（発生件
数分）（通年） 

・業務カイゼンチーム会議
を開催（２回）し、業務改
善や５Ｓ、標準作業書に
ついて検討を行った。 

 
（実施状況：○） 

・本取組は、個
人情報漏え
いなど重大
な事故を根
絶するため
に業務改善
により職員
負担を軽減
し、事故を
起こしにく
い職場環境
や作業マニ
ュアルづく
りを行って
い る が 、
日々の繁忙
業務の中、
より多くの
職員による
積極的な取
組を促進す
る必要があ
る。 

・各職員の様々な取組の結
果を広く周知し顕彰する
ことで積極的な取組みを
促進するため、業務改善
などその効果をより多く
の職員で評価し、表彰を
行っていく。 

・「業務カイゼンチーム会
議」を今後４回程度実施
する。 

・「淀川区ダイエット作戦」
の企画提案募集中で９月
末を目途の集約し、提案
企画の実践を検討してい
く。 

・５Ｓに係るセルフチェッ
クを 11 月実施する。 

・現時点発生した７件の不
適切事務処理に係る標準
作業書を作成する。 

東淀川区 

・区民から信頼され、区民
の信託に応える組織風
土をつくるため、コン
プライアンス研修や個
人情報保護研修等を開
催し、職場の内部統制
機能を向上させ、職員
のコンプライアンスの
自覚と覚悟の徹底、不
正を未然に防ぐ職場風
土の醸成に取り組む。 

・また、５Ｓ活動や標準化
（ＢＰＲの視点での検
討）を実践し、適正な業
務執行を行うための基
盤整備の充実を図る。 

・コンプライアンス研修
（全職員） （年１回） 

・個人情報保護研修（全職
員）（年１回） 

・服務研修（全職員）（年
１回） 

・コンプライアンス推進
強化月間の取組（年１
回） 

・事故防止強化月間の取
組（年１回）  

・事故防止強化月間の取組
（７月）  

・職員情報誌に服務通信を
掲載（８月） 

・朝礼の実施 
・他区及び過去に発生した
事務処理誤り等を分析
し、対策を講じることで
再発防止を図る。 

・各課において５Ｓ活動及
び標準化の取組 

・各担当で５Ｓ・標準化策定
リーダーを選出し、５Ｓ・
標準化アクションプラン
を策定。（８月） 

 
（実施状況：○） 

・29 年度同時
期と比較し
て、個人情
報事務処理
誤り等の件
数は３件減
少したが、
不適切な事
務処理の件
数が１件増
加 し て い
る。引き続
き、発生し
た要因等を
分析し、対
策を講じる
ことで再発
防止を図っ
ていく必要
がある。 

  

次の事業の実施により、職
員のコンプライアンスの
自覚と覚悟の徹底、不正を
未然に防ぐ職場風土の醸
成に取り組む。 
・コンプライアンス研修
（全職員）（年１回） 

・個人情報保護研修（全職
員）（年１回） 

・服務研修（全職員）（年１
回） 

・コンプライアンス推進強
化月間の取組（年１回） 

・事故防止強化月間の取組
（下半期１回）  

・職員情報誌に服務通信を
掲載（年５回） 

・職員アンケートの実施
（年１回） 

・各課において５Ｓ活動及
び標準化の取組 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
・職員情報誌に服務通信

を掲載（年５回） 
・職員アンケートの実施

（年１回） 
・朝礼の実施（通年） 
・他区及び過去に発生し

た事務処理誤り等を分
析し、対策を講じるこ
とで再発防止を図る
（通年） 

・各課において５Ｓ活動
及び標準化の取組（通
年） 

東成区 

・改めて、重要管理ポイン
トが適切に設定されて
いるかの点検を行うと
ともに、引き続き発生
事案の情報共有を進
め、少なくともこれま
で発生してきた事案と
同様の事案の発生を抑
止する取組を強化す
る。（通年） 

・毎月初め、前月の重要管理
ポイントの遵守状況の確
認と重要管理ポイントの
再周知を徹底した。 

・各課から重要管理ポイン
トの遵守状況の報告を求
め、形骸化を抑止した。 

 
（実施状況：○） 

・不適切事案
の発生にか
かる効果的
な抑止策に
ついて、各
課で着実に
展開してい
く必要があ
る。 

・継続的な重要管理ポイン
トの遵守を通じた啓発と
実態に沿ったポイントの
点検を実施する。 

・発生事案の共有化を推進
する。 

生野区 

・職員の誰もがゆとりを
持ち、効率的・効果的に
執務を行うことができ
るような環境づくりに
取り組む。（通年） 

・７月４日から７月 11 日に
かけて区長・副区長によ
る各課の職場巡視を行
い、職場の整理整頓が出
来ているか、５Ｓの取組
についても確認を行っ
た。 

 
（実施状況：○） 

・今回の巡回
により、問
題となった
ことについ
て、一時的
に整理整頓
できたとこ
ろで、その
状態を継続
して持続す
ることが必
要。 

・30 年度中に再度、区長・
副区長・庶務係長による
巡視を行い、問題点が解
決できているか、継続し
て整理整頓した状態を保
てているか確認を行う。 

旭区 

・各課の現行フォルダを、
文書分類表に基づく体
系に再編する。（各課の
現在のフォルダ構成か
らの再編の検証が可能
なように、現行フォル
ダ構成を把握[上期]） 

・実装のためのデータ作
成[下期]、実装や運用の
ための各課文書主任に
対する研修の実施[上
期] 

・研修等を実施し、職員の
意識向上を図る。（随
時） 

・現行フォルダ構成の把握
作業に取りかかった。（８
月） 

・全職員対象に「意識改革セ
ミナー」を５月 10 日～23
日に 15 回にわたって開
催し、職員の５Ｓ活動・ム
ダどりへの意識向上を図
った。（５月） 

 
   （実施状況：△） 

・フォルダ構
成の再編に
ついては、
大阪北部地
震の災害対
応業務のた
め、取組着
手が１か月
程度遅れて
いる。 

・フォルダ構成の再編を完
了させる。（現行フォルダ
構成の把握作業を完了
[９月]、実装や運用のため
の各課文書主任に対する
研修を実施[10 月]、実装
のためのデータ作成[12
月～１月]） 

・コンプライアンス研修・
個人情報保護にかかる研
修を実施。 

城東区 

・事務処理手順の再点検・
見直しに取り組むとと
もに、推進途上の事項
については、課題解決
に向け、引き続き取り

・不適切事務処理事案削減
に向け、区運営方針の目
標を全職員で共有しつ
つ、個人情報等を扱う事
務の処理手順等について

・職員は日々
通常業務に
追われ、「標
準化・ＢＰ
Ｒ・５Ｓ」に

・目標達成に向けて、８月
末までの取組を引き続き
実施しつつ、継続的に事
務処理手順の再点検や見
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
組む。（通年） 区長から職員ヒアリング

を実施した。 
・各職場の朝礼に区長が出
席して、５Ｓ・標準化の徹
底や重要管理ポイントの
遵守等のトップリーダー
メッセージの発信を実施
した。 

・また、不適切事務が発生し
た際など、区長の「方針」
「考え」「思い」等を全職
員へ直接メールによるメ
ッセージを発信した。 

・不適切事務が発生する度
に増加してきた重要管理
ポイントについて、個数
を絞った「重要管理ポイ
ントの標準化」を設定す
るとともに、「『最』重要管
理ポイント」の設定も行
った。 

 
（実施状況：○） 

取り組む余
裕が無い。
「やらされ
感」「負担
感」を払拭
して「取り
組んでよか
った」と思
える取組内
容が課題で
ある。 

・上記につい
て、他区で
取り組まれ
たメリット
のある事案
の情報提供
や収集が必
要である。 

直しに取り組む。 
・城東区カイゼン支援チー
ム（副区長がリーダー・課
長代理級がメンバー）で、
「取り組んでよかった」
と思える取組やメリット
のある取組の検討し、「区
役所事務の標準化・ＢＰ
Ｒ・５Ｓ」に取り組む。 

鶴見区 

・コンプライアンス、個人
情報保護、接遇等に係
る研修を効果的に実施
（通年） 

・重要管理ポイントの徹
底に関する職員の意識
を高める。（通年） 

・受付事務に関する不適
正な事務処理の発生を
防ぐため、事務処理要
領を作成（通年） 

・29 年度より進めている
契約事務の標準化につ
いて、「Ｑ＆Ａ」の更新
及び仕様書のひな型の
作成について、引き続
き取り組む。（通年） 

・職員の接遇力向上の取組
として、事前の覆面調査
（７月）及びモニタリン
グアドバイス（７月）を実
施した。 

・全担当の重要管理ポイン
トを情報共有サイトに掲
載（５月）するとともに、
会議や朝礼での周知徹底
を実施した。 

・グリーン調達方針適合品
を発注する際の資材確認
票の提出等について、「Ｑ
＆Ａ」及び仕様書のひな
型に反映した。 

 
（実施状況：○） 

・不適正な事
務処理の発
生を防ぐ具
体的な方策
を、他区の
事例などを
参考に検討
する必要が
ある。 

・全職員を対象とした接遇
研修（９月）、実施指導研
修（10 月）、事後覆面調査
を実施する。 

・全職員を対象としたコン
プライアンス、個人情報
保護研修を実施する。 

・他区の改善事例等をもと
に受付事務処理要領の作
成等不適正な事務の発生
を防ぐための方策の検討
を行う。（９月～） 

阿倍野区 

・内部統制システムによ
る自律的な服務規律確
保のための改善サイク
ルを推進し、職員一人
ひとりの意欲・意識の
向上を図るため、効果
的なコンプライアンス
研修等を実施し、職員
のさらなる意識向上を
図る。（通年） 

・全業務で事務引き継ぎ
書の作成を機に事務・
事業等の見直しを行
う。（通年） 

・庁内情報誌「あべのいちば
ん」に「服務規律の確保に
ついて」の記事を掲載（１
回） 

・庁内情報誌「あべのいちば
ん」に「個人情報の取扱い
について」の記事を掲載
（１回） 

・30 年度当初における事務
引継ぎの確認・実施報告
が完了。 

 
（実施状況：○） 

・職員の意識
向上には研
修が不可欠
だが、経常
業務の中で
相当の時間
をとって全
職員に受講
させるのは
困 難 で あ
り、ｅラー
ニングで実
施するなど
研修形態の
工夫が必要

・ｅラーニングによる研修
を全職員に行う。 

・全業務で作成した事務引
き継ぎ書を活用してい
く。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
である。 

住之江区 

・５Ｓ・標準化の取組目標
を掲げ、実践する。（通
年） 

・不適切事務根絶に向け
た研修を実施する。（下
期） 

・課長会等での事例共有
を行う。（通年） 

・各課保有の公用自転車の
うち、利用されていない
もの等の整理を行った。
また、庁内ポータル等が
新しくなったことに伴
い、編集時における区役
所内でのルールを設け
た。 

・管理職のみ対象であった
不適切事務に関する研修
を、全職員対象に変更し
実施した。 

・区長説明資料のペーパー
レス化を実施した。 

・毎月開催している課長会
において、当区・他区の不
適切事務について、事例
共有し、問題点・改善点な
どを検討した。 

 
（実施状況：○） 

・整理後及び
ルール設置
後の状態を
維持してい
く必要があ
る。 

・研修実施後
に、実務で
研修内容が
役立ってい
るかを検証
する必要が
ある。 

・定期的に点検を行い、メ
ール等で周知をしていく
ことで、整理状態を維持
する。 

・各課別の課題について、
研修講師によるカウンセ
リングを管理職級向けに
行う。 

・課長会での不適切事務の
事例共有を継続して行
う。 

住吉区 

・各課のグループごとに
１業務以上マニュアル
を作成する。（通年） 

・業務を執行していく中
で、マニュアルの不備
等を修正。（通年） 

・作成したマニュアルは
所属グループウェアに
掲載し共有を図る。（通
年） 

・職場改善推進委員会を開
催し、各課へ個人情報取
扱に関わる業務を優先的
にマニュアルを作成する
よう依頼した。（５月） 

・29 年度作成済マニュアル
について、利用する中で
より利用しやすいものと
なるよう随時修正依頼し
た。（５月） 

 
（実施状況：○） 

・誰もが同様
の実践がで
きるマニュ
アルの作成
と個人情報
の漏えいを
起こしにく
い仕組の構
築が必要で
ある。 

・個人情報に関する業務に
ついて、標準化されてい
ないマニュアルの作成と
作成済みマニュアルの見
直し改善を行うととも
に、業務プロセスの改善・
簡素化を図る。 

東住吉区 

・報告・連絡・相談を徹底
し、職場の風通しを良
くすることにより事務
手順・約束ごとを守る
職場づくりを推進す
る。（通年） 

・当区の不適切事務処理･改
善策を課長会等を通じて
所属内で共有した。 

 
（実施状況：○） 

－ ・引き続き、情報共有を行
い、同様事例の未然防止
に取り組む。 

平野区 

・内容やルールに関して、
引き続き各課の職員か
らの意見を集約し、区
民の方にも職員にも分
かりやすい案内のツー
ルとする。（通年） 

・職場改善チーム会議で、引
継メモについての話し合
いを行ったり、職員情報
紙に掲載し、全職員に対
し情報提供を行った。 

 
（実施状況：○） 

・引継メモの
更なる改善
に向けて、
多 く の 担
当、多くの
職員から意
見を聞くこ
とが必要で
ある。 

・職員情報紙を利用しなが
ら周知等を行っていき、
必要に応じて全職員に対
するアンケート調査を行
う。 

西成区 
・課長会（毎週開催）、庶

務担当係長会（毎月開
催）及び係会議や朝礼

・課長会（毎週開催）、庶務
担当係長会（毎月開催）や
朝礼等を通じて、不適切

― ・引き続き、課長会（毎週
開催）、庶務担当係長会
（毎月開催）及び係会議
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
等を通じて、不適切事
務、不祥事根絶に向け
た再確認を行うととも
に、職員全体に意識付
けを図る。（通年） 

・重要管理ポイントの遵
守についてセルフチェ
ックを行い、遵守でき
なかった項目について
改定する。（下期） 

事務、不祥事根絶に向け
た再確認を行い、職員全
体に意識付けを図った。 

 
（実施状況：○） 

や朝礼等を通じて、不適
切事務、不祥事根絶に向
けた再確認を行うととも
に、職員全体に意識付け
を図る。 

・重要管理ポイントの遵守
についてセルフチェック
を行い、遵守できなかっ
た項目について改定す
る。 
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柱 2-Ⅳ-イ 効率的な区行政の運営の推進 

取組②「各区による自主的・自律的なＰＤＣＡサイクル徹底の促進（※「市政改革プラン 2.0－新たな価値を

生み出す改革－」Ｐ68 の再掲）」 

 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

北区 

・効果的な取組である
と区長会議において
判断された内容の共
有（通年） 

・効果的な取組であると
区長会議において判
断された内容を共有
した。 

 
（実施状況：○） 

－ ・引き続き、効果的な取組
であると区長会議におい
て判断された内容を共有
する。 

都島区 

・運営方針の中間振り
返り（９月～11 月）、
自己評価（３月） 

・内部統制連絡会議（上
期１回、下期１回） 

・内部統制連絡会議（４
月 24 日） 

 
（実施状況：○） 

― ・運営方針 中間振り返り
（９月）、自己評価（３月） 

・内部統制連絡会議 

福島区 

・現行の区役所事務に
ついてＰＤＣＡサイ
クルを徹底すること
を目的に、全職員が参
加する接遇研修の機
会にあわせて、ＰＤＣ
Ａの理解を深める職
員研修を１回以上実
施する。（通年） 

・９月に実施予定のＰＤ
ＣＡ職員研修に向け
て研修テキストの作
成準備を進めた。 

 
（実施状況：○） 

― ・現行の区役所事務につい
てＰＤＣＡサイクルを徹
底することを目的に、全
職員が参加する接遇研修
の機会にあわせて、ＰＤ
ＣＡの理解を深める職員
研修を実施する。 

此花区 

・ＰＤＣＡにかかる他
区の取組について、ベ
ストプラクティスと
なるものを検討し、可
能なものを実施する。
（通年） 

・引き続き事業計画シ
ートを活用した進捗
管理を実施する。（通
年） 

・ＰＤＣＡにかかる他区
の取組について、ベス
トプラクティスとな
るものを検討した。 

・事業計画シートを活用
した進捗管理を実施
した。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、他区の取組に
ついて情報収集を行うほ
か、事業計画シートを活
用した進捗管理を実施す
る。 

中央区 

・自主的・自律的なＰＤ
ＣＡサイクル徹底 

・区運営方針等の作成
過程（ダイアログ等）
を通じＰＤＣＡサイ
クルを徹底する。（随
時） 

・所属研修を実施。（下
期） 

・区運営方針等の作成過
程（ダイアログ等）を
通じＰＤＣＡサイク
ルを徹底した。（随時） 

 
（実施状況：○） 

－ ・区運営方針等の作成過程
（ダイアログ等）を通じ
ＰＤＣＡサイクルを徹底
する。（随時） 

・所属研修を実施。 

西区 

・施策の目的を明確に
した上で事業を実施
し、定期的に目的に対
する成果や取組の有
効性をチェックする
ことで、事業内容の改
善や新たな事業展開
につなげるよう、マネ
ジメントサイクルを
徹底することにより
責任ある区政運営を

・ＰＤＣＡ会議を４月、
８月にそれぞれ開催
し、各担当事業の進捗
状況、目標に対する成
果、取組の有効性につ
いてチェックを行い、
必要なものについて
は取組の軌道修正を
図った。 

（実施状況：○） 

― ・定期的にＰＤＣＡ会議を
開催することによりマネ
ジメントサイクルを徹底
する。 

・職員のＰＤＣＡにかかる
意識向上をめざし、職員
アンケートや研修等を実
施する。（９月、12 月） 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
進める。（通年） 

・職員のＰＤＣＡにか
かる意識向上をめざ
し、職員アンケートや
研修等を実施する。
（９月頃、12 月頃） 

港区 

・窓口職場でもＰＤＣ
Ａは効果的であるこ
とを、「パンダカフェ」
等を用いて周知する。
（通年） 

・庁内情報誌で、窓口職
場でもＰＤＣＡは効
果的であることを、
「パンダカフェ」等を
用いて周知した。 

・課長会で、運営方針や
予算要求を活用した
ＰＤＣＡの意識徹底
を図った。 

 
（実施状況：○） 

― ・ＰＤＣＡサイクルに関す
る職員研修を実施する。 

・引き続き、庁内情報誌で
周知する。 

 

大正区 

・地域課題に対して、ど
のような状態にした
いかを具体的に示す
とともに、成果が測定
可能な目標（アウトカ
ム）を設定して達成状
況をチェックし、ＰＤ
ＣＡサイクルを回す。
（通年） 

・効果的な取組である
と区長会議において
判断された内容を検
討し、可能なものを実
施する。（通年） 

・29 年度の区政運営を
振り返り、課題と対策
を 30 年度以降の区政
に反映すべく分析す
るとともに、住民の意
見を取り入れるため、
区政会議で議論を行
った。 

・区長会議の議事内容を
課長会で共有を行っ
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域課題に対して、どの
ような状態にしたいかを
具体的に示すとともに、
成果が測定可能な目標
（アウトカム）を設定し
て達成状況をチェック
し、ＰＤＣＡサイクルを
回す。 

・効果的な取組であると区
長会議において判断され
た内容を検討し、可能な
ものを実施する。 

天王寺区 

・自律した区政運営の
展開に向け、ＰＤＣＡ
の徹底を図ることを
目的に、独自の事業評
価の取組「ＰＤ“Ｌ”
Ｃ Ａ サ イ ク ル  」
（L:Listen）を活用
し、事業の再構築に向
け全事務事業の再点
検を実施する。（通年） 

・独自の事業評価の取組
「ＰＤ“Ｌ”ＣＡサイ
クル 」を活用した事
業の再構築に向けた
全事務事業の再点検
の実施をするため、
「事業評価シート」の
作成を各課に依頼し
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・自律した区政運営の展開
に向け、ＰＤＣＡの徹底
を図ることを目的に、独
自の事業評価の取組「Ｐ
Ｄ“Ｌ”ＣＡサイクル 」
を活用し、事業の再構築
に向け全事務事業の再点
検を実施する。 

浪速区 

・成果を意識し、改善を
継続させるため、年間
行動計画を作成し、進
捗を管理する。（年３
回） 

・重要管理ポイントを
毎月個人ごとにチェ
ックする等、さらなる
徹底を図るとともに、
５Ｓ・標準化の取組に
より、不適切事務を防
止する。（通年） 

・各課で年間行動計画を
作成した。 

・重要管理ポイントを毎
月個人ごとにチェッ
クしたり、事務室内に
掲示する等によりさ
らなる徹底を図った。 

・他区における効果的な
取組について、各担当
課ごとに導入可能か
どうかについての検

― ・年間行動計画について
は、定期的に報告を求め、
進捗管理を行う。 

・引き続き、毎月の重要管
理ポイントのチェックを
継続する。 

・他区の取組について検討
をおこなった結果、導入
可能なものについて、浪
速区での効果が期待でき
るものについては積極的
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
・区長会議や他区にお

いて、効果的な取組で
あると判断された内
容を検討し、可能なも
のを実施する。（通年） 

証を行った。 
 

（実施状況：○） 

に導入する。 

西淀川区 

・業務の運営にあたっ
ては、ＰＤＣＡサイク
ルを徹底する。各業務
毎に進捗状況管理表
を作成し、定期的な進
捗状況の確認と情報
の共有を図る。（通年） 

・各課職員で構成する
会計事務適正化検討
会を定期的に開催し、
会計事務の業務改善
に取り組むとともに、
より一層の適正化を
図る。（通年） 

・各課でＰＤＣＡを徹底
するため、区長・副区
長による管理職ヒア
リングを実施し、各課
の業務の進捗状況や
課題を確認した。（８
月）  

・各課職員で構成する会
計事務適正化検討会
を開催した。（８月） 

 
（実施状況：○） 

― ・業務の運営にあたって
は、ＰＤＣＡサイクルを
徹底するため、予算要求
や決算見込提出時期にヒ
アリングを実施する。 

・課題等がある場合、区長
や副区長による幹部ヒア
リングを実施し、ＰＤＣ
Ａサイクルを徹底する。 

・各課職員で構成する会計
事務適正化検討会を定期
的に開催し、会計事務の
業務改善に取り組むとと
もに、より一層の適正化
を図る。 

淀川区 

・運営方針の策定並び
に進捗管理の機会を
とらえて、ＰＤＣＡサ
イクルを意識した作
業を徹底するほか、あ
らゆる媒体をとらえ
て情報を発信するこ
とによりマネジメン
トサイクルを徹底す
る。（通年） 

・ＰＤＣＡ啓発情報を全
職員へメールで周知
した。 

・運営方針の振り返り作
業時にＰＤＣＡサイ
クルを徹底するよう
働きかけた。 

 
（実施状況：○） 

― ・各職員がＰＤＣＡサイク
ルを自ら回すことができ
るように、引き続き運営
方針の策定並びに進捗管
理の機会を捉えて、ＰＤ
ＣＡサイクルを意識した
作業を徹底するほか、あ
らゆる媒体をとらえて情
報を発信することにより
マネジメントサイクルを
徹底する。 

東淀川区 

・区政会議をはじめと
する各種会議、市民の
声や各種アンケート
調査などにより、区民
のニーズを把握し、適
切に対応するととも
に、いただいた意見や
課題から改善策を区
政に反映するＰＤＣ
Ａサイクルを徹底し
て行うことで、地域実
情や特性に応じた住
民参画型の区政運営
を行っていく。（通年） 

・区政会議委員の意見一
覧表を作成し、それぞ
れへの対応方針と 31
年度予算の検討資料
として区役所内で共
有し、サマーレビュー
時に対応方針につい
て確認した。 

・区広聴・広報戦略年間
戦術シート及び区独
自の広報シートを活
用し、広聴状況を分析
して広報につなげ、さ
らに広報の結果を分
析して改善につなげ
るというＰＤＣＡサ
イクルによる広聴・広
報業務の実施に取り
組んだ。 

 
（実施状況：○） 

￣ ・区政会議委員の意見につ
いて区役所内で情報共有
し、意見に対する区役所
の対応方針や予算反映状
況について、区政会議委
員へ適宜フィードバック
する。 

東成区 
・複数年度に亘っての

実施が想定される大
規模事業など、統合的

・主要な事業について、
年度当初に各課でシ
ートを作成した。 

－ ・作成したシートを活用
し、定期的に進捗管理を
行っていく。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
に管理する必要があ
る事業について、「プ
ログラム管理シート
（東成区版）」を作成
し、ＰＤＣＡサイクル
徹底を促進する。（通
年） 

 
（実施状況：○） 

生野区 

・区長による区長だよ
りを全職員に月に１
度程度配信し、日ごろ
からＰＤＣＡサイク
ルを意識するように
徹底する。（通年） 

・効果的な取組である
と区長会議において
判断された内容を検
討し、可能なものを実
施する。（通年） 

・日ごろからＰＤＣＡサ
イクルを意識するよ
うに毎月、区長だより
をメール配信した。 

 
（実施状況：○） 

・職員一人一人に
意識付けをする
ことが必要。 

・区長による区長だよりを
全職員に月に１度程度配
信し、日ごろからＰＤＣ
Ａサイクルを意識するよ
うに徹底する。 

・効果的な取組であると区
長会議において判断され
た内容を検討し、可能な
ものを実施する。 

旭区 

・次年度の政策協議を
行うサマーレビュー
において、ベンチマー
キングの実施や区民
ニーズの把握により
既存事業の見直しを
実施するとともに、他
区の成功事例等の情
報共有により新規事
業の立ち上げについ
ても検討を行い（上
期）、ＰＤＣＡサイク
ルの徹底に向けた取
組を行う。（下期） 

・事務事業進捗会議に
て、ＰＤＣＡサイクル
の進捗状況を報告・確
認する。（毎月） 

・全課（担当）対象に政
策協議を実施した。
（７月～８月） 

・事務事業進捗会議を開
催し、進捗状況を報
告・確認した。（毎月） 

  
（実施状況：○） 

― ・政策協議をふまえて具体
の予算要求に向けてサマ
ーレビューを実施し、課
題解決に向けた 31 年度
予算案を作成する。（９月
～10 月） 

・引き続き、事務事業進捗
会議にて進捗状況を報
告・確認する。（毎月） 

城東区 

・区運営方針の各担当
版を作成し、担当内に
おいて周知を実施。
（４月） 

・接遇研修等の場を活
用し、ＰＤＣＡサイク
ル等について理解促
進を図る。（下期） 

・区運営方針の各担当版
を作成し、担当内にお
いて周知を実施した。
またあわせて市政改
革室ポータルサイト
に掲載されているＰ
ＤＣＡコンテンツを
紹介した。 

・31 年度の運営方針の
方向性についてダイ
アログを実施した。 

・予算事業の７月末決見
と運営方針の振り返
りダイアログを実施
した。 

 
（実施状況：○） 

・29 年度の市政改
革室が行ったア
ンケートにおい
て、ＰＤＣＡ認
知度は区役所の
中で最も低い。
職員一人一人が
ＰＤＣＡサイク
ルを知り、理解
して業務を行え
るような取組が
必要。 

・接遇研修等の場を活用
し、職員一人一人に対し
て、ＰＤＣＡサイクル等
について理解促進を図
る。 
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 

鶴見区 

・事業・イベントごとに
ＰＤＣＡシートを作
成し、終了ごとに時機
を失することなく振
り返りを実施する。
（随時） 

・事業ごとに進捗管理
表を作成し、予算執行
を含めた計画的な事
業執行（通年） 

・所属長からの指示事
項の進捗管理表を作
成し、随時意見交換を
行い、進捗状況を把握
（通年） 

・事業・イベントごとの
ＰＤＣＡシートを作
成し、終了ごとに振り
返りを行った。 

・事業ごとに進捗管理表
を作成し、計画的な事
業執行を把握。 

・所属長からの指示事項
について、各事項ごと
の経過表に加え全体
の進捗管理表を作成
し、随時関係課と意見
交換を行い、進捗状況
を把握した。 

 
（実施状況：○） 

― ・事業・イベントごとのＰ
ＤＣＡシートにより、事
業等終了後に随時振り返
りを行う。 

・事業ごとの進捗管理表に
より、計画的な事業執行
を把握する。 

・所属長からの指示事項の
進捗管理及び各課との調
整、所属長への報告を随
時行う。 

阿倍野区 

・業務におけるＰＤＣ
Ａサイクルの徹底の
ため事業報告「あべの
レポート」を毎月発行
する。 

・事業報告「あべのレポ
ート」を毎月発行し
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・事業報告「あべのレポー
ト」を毎月発行する。 

住之江区 

・職員全員が「ＰＤＣＡ
サイクル」を意識しで
きるよう、引き続き啓
発を行う。（通年） 

・29 年度運営方針自己
評価時や区政会議資
料作成時に、ＰＤＣＡ
サイクルを意識して
取り組むよう啓発を
行った。 

 
（実施状況：○） 

・ＰＤＣＡサイク
ルの意識醸成に
取り組んでいる
ものの、担当業
務によりバラつ
きがあり、全職
員の意識向上に
は 至 っ て い な
い。 

・31 年度運営方針策定時
や予算要求時等での啓発
を行うほか、区長会議や
他区において効果的な取
組であると判断された内
容を検討し、可能なもの
を全職員向け実施する。 

住吉区 

・運営方針（８月、３月）
及び事業･業務計画書
（６月、９月、12 月、
３月）における工程管
理を実施する。（通年） 

・全職員に対して、ＰＤ
ＣＡサイクルの徹底
に向けた啓発を行う
（５月、11 月）ととも
に、各課それぞれの業
務内容におけるＰＤ
ＣＡサイクル徹底の
取組について話合う。
（７月） 

・運営方針（８月）、事業･
業務計画書（６月）に
おける工程管理を実
施した。 

・全職員に対して、ＰＤ
ＣＡサイクルの徹底
に向けた啓発を行っ
た。（５月） 

・各課それぞれの業務内
容におけるＰＤＣＡ
サイクル徹底の取組
について事例共有を
行った。（８月） 

 
（実施状況：○） 

・各業務に応じた
ＰＤＣＡサイク
ルの徹底に向け
た意識の向上が
必要。 

・運営方針（３月）及び事
業･業務計画書（９月、12
月、３月）における工程管
理を実施する。 

・全職員に対して、ＰＤＣ
Ａサイクルの徹底に向け
た啓発を行う。（11 月） 

東住吉区 

・ＰＤＣＡサイクルを
意識した業務改善の
取組 ・５Ｓ、標準化
アクションプランに
基づく取組を推進す
る。（通年） 

・「庁内情報ＰＣの課メ
ールデータの効率的
な管理」をテーマに区
役所内部における標
準化を実施した。 

・５Ｓ活動の意識づけに
向け、職場内の不要品
の廃棄や整理整頓を

― ・標準化した事務手順に沿
って取組を継続するとと
もに、実践後の成果の検
証を行い、必要に応じて
改善策を検討、実施する。 

・５Ｓ活動の重要性の理解
を深めるため、職員の対
応力の向上に向けたスキ
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 30 年度の取組内容 30 年８月末までの 
主な取組実績 課題 30 年９月以降の取組内容 

（課題に対する対応） 
呼びかけ、不用品の廃
棄等の整理整頓を実
施した。 

 
（実施状況：○） 

ルアップ研修の際、５Ｓ
活動もテーマに加えて実
施する。 

・各課における事務室内の
整理整頓を継続して実施
する。 

・サマーレビュー及び予算
編成作業時にＰＤＣＡサ
イクルを意識した業務改
善に取り組む。 

平野区 

・より一層ＰＤＣＡサ
イクルを意識づける
ために、29 年度と同
様に課長会等での情
報の共有や、職員情報
紙に掲載する等、広く
周知する。（通年） 

・日頃からＰＤＣＡサイ
クルを意識して業務
に取り組むよう職員
情報紙に掲載し、全職
員に対し周知を行っ
た。 

 
（実施状況：○） 

・日頃からＰＤＣ
Ａサイクルを意
識して業務に取
り組んでいる職
員の割合に関し
て、29 年度は目
標達成している
が、その割合を
更に上げる必要
がある。 

・課長会等でも、日頃から
ＰＤＣＡサイクルを意識
して業務に取り組むよう
周知する。 

西成区 

・研修等の機会を通じ
て、ＰＤＣＡの意義・
役割や事例を紹介し、
職員全体にＰＤＣＡ
サイクルの意識付け
を図る。（通年） 

・週１回開催の課長会
において、各担当から
事業等の情報を提供
し、情報共有を図る。
（通年） 

・運営方針の振り返り等
の機会を通じて、ＰＤ
ＣＡサイクルの意識
付けを図った。 

・課長会（毎週開催）、庶
務担当係長会（毎月開
催）において、事業等
について各担当から
報告を行い、情報を共
有した。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、研修等の機会
を通じて、ＰＤＣＡの意
義・役割や事例を紹介し、
職員全体にＰＤＣＡサイ
クルの意識付けを図る。 

・今後も課長会において、
各担当から事業等の情報
を提供し、情報共有を図
る。 
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